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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

総括研究報告書 

 

我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究 

 

研究分担者 山岸 良匡  筑波大学医学医療系 教授 

研究分担者 小久保 喜弘 国立循環器病研究センター健診部 特任部長 

 

研究要旨  

 本研究では、効果的な健康診査項目の検討や制度の見直しに向けた議論に資するエビデンスを創出す

るため、健康診査等指針に定められる健康診査が満たすべき 18 の要件とそれ以外の付加的な評価

視点や、ライフコースに沿った健診制度のあり方についても整理を行い、既存の健康診査項目を系

統的・網羅的に評価し、現行の健診・検診プログラムや項目における改善すべき点を検証すること

を目的としている。特に、各健診制度（妊婦健診、産婦健診、出生時検診（先天性代謝異常、聴覚

検査）、乳幼児健診、学校健診、職域健診、特定健康診査、後期高齢者健診、歯周病検診、後期高齢

者歯科健診、肝炎ウイルス検診、骨粗鬆症検診、がん検診）における個別の健診項目のエビデンス

の整理を行い、スクリーニングや疾病予防の観点と照らし合わせて評価する。これらを評価するこ

とにより、ライフコースを通じた健診・検診制度のありかたを踏まえた提言につなげる。 

 本年度は、昨年度作成した各健診制度の制度上の位置づけについて、法的根拠を整理し加えると

ともに、各健診制度における個別の健診項目のエビデンスの整理を行った。さらに、現行の各健診

制度ごとに、18の要件及び本研究班で新たに追加した5つの要件を加えた23の要件に沿った評価

の草案の見直しを行った。これらに基づいて、国民の健康の維持につながるライフコースを通じた

健診・検診制度のありかたを踏まえた提言をまとめた。 

Ａ．研究目的 

健康診査は、疾病の早期発見・早期治療や、

健康診査後の保健指導等により、疾病の発症や

重症化の予防、さらに生涯にわたる健康増進へ

の自主的な努力を促進する観点から実施するも

のとされ、その目的と特性から「健診」と「検診」に

大別される（平成 26 年厚生労働省告示第 242

号）。わが国においては、母子保健法による妊産

婦・乳幼児健診、学校保健安全法に基づく学校

健診、労働安全衛生法による事業所健診（職域

健診）、高齢者医療確保法に基づく特定健診

（地域健診）等、各法令に定められる目的に基づ

き、健康診査が行われている。また、健康増進法

に基づく健康増進事業として市町村が任意で実

施する健康診査として歯周病検診、後期高齢者

歯科健診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診、

がん検診などが行われている。 

令和 6 年度より開始される健康日本 21（第三

次）の基本的な方向として、個人の行動と健康状

態の改善が挙げられており、その目標として特定

健康診査やがん検診、骨粗鬆症検診の受診率

の向上なども設定されている。また、ライフコース

アプローチを踏まえた健康づくりが挙げられてお
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り、個人の行動と健康状態の改善を含む健康日

本 21（第三次）の基本的な方向に掲げる各要素

を様々なライフステージにおいて享受できること

がより重要となるとされており、わが国における健

診の重要性は高まっているといえる。 

各健診はエビデンスに基づいて実施されてお

り、一例として、特定健康診査では、2023 年 3 月

31 日には、「標準的な健診・保健指導プログラム

（令和 6 年度版）」（厚生労働省, 2023）が公開さ

れるなど、2008 年度(第１期)に開始されて以降、

2024 年(第４期)の現在まで定期的に評価が実施

されている健診がある一方、制度導入当時のエ

ビデンスに基づいた健診もあり、人生を通したラ

イフステージや性別に応じた健康の観点から、健

診の在り方が包括的に検討されたとは必ずしも

言えない。これらの個々の健診・検診制度はすで

に導入から十年以上経過し、制度自体は定着し

ていることから、本研究において、健康診査の評

価を総合的に行うこととした。 

その評価方法として、WHO では 1968 年に

Wilson と Jungner が 10 項目の健康診査計画基

準を作成した（Public Health Paper Number 34, 

1968）。また、英国の健康診査基準は、健康事象、

検査、治療・介入、健診・検診プログラム、実施基

準という 5 つのカテゴリーで、合計 20 項目により

構成されている（UK Government, 2015）。米国保

健省は、US Preventive Services Task Force とい

う予防医学サービスを評価するシステムが導入さ

れている。わが国では、厚生科学審議会健康診

査等専門委員会における検討に基づいて、令和

2 年に「健康増進事業実施者に対する健康診査

の実施等に関する指針」が改正され（令和２年厚

生労働省告示第三十七号）、「健診」と「検診」の

考え方や、健康診査が満たすべき 18 の要件が

制定された。しかし、US Preventive Services Task 

Forceのような予防医学サービスを対象に評価す

るシステムはわが国にはなく、上記の 18 の要件

に沿って現行の健康診査を評価した研究は見当

たらない。そこで、本研究では、効果的な健康診

査項目の検討や制度の見直しに向けた議論に

資するエビデンスを創出するため、現行の 14 の

健康診査制度や項目について、以下の点につ

いての評価を行った。 

昨年度実施した、米国、英国、カナダ、オース

トラリア、韓国、シンガポール、中国、台湾の８つ

の国や地域を対象に、諸外国の健診制度とそれ

に関する医療制度、またそれらの評価システムに

関するレビューに加えて、今年度は、わが国の健

診制度の全体像を整理するため、各健診制度の

根拠となる法律に基づき、現時点での制度上の

位置づけを整理し、本研究における評価の方向

性を明確化した（資料 1）。また、ライフコースを通

じた効果的な健診・検診項目の検討や制度の見

直しのため、各健診制度における個別の項目に

ついて、どのようなエビデンスに基づいて実施さ

れているのかの整理と解説を行った（資料 2）。さ

らに、健康診査が満たすべき要件として「健康増

進事業実施者に対する健康診査の実施等に関

する指針」に挙げられている 18 項目および本研

究班で新たに追加した 5 項目に沿って各健診制

度の評価を行い、わが国における健診制度の現

況を包括的に評価した。各健診制度の評価は研

究者間で分担して実施したが、健診制度ごとに

評価視点の過不足が生じることのないよう、今年

度は、研究者間で評価項目を分担し、各健診制

度を横断的な評価も実施した。さらに、健康日本

21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の

新しい目標を踏まえた評価を追加した（資料 3）。 

これらの評価は、スクリーニングや疾病予防の

みならず、ライフステージや性別に応じた健康、

健康教育の観点と照らし合わせて評価を行った。

これにより、現行の健診項目に不足している内容

がないか、もしくは不要な項目がないかを検証し、

わが国の健康診査制度の全体像を評価した。こ

れらの評価を踏まえ、わが国の健康診査制度の

あり方に関して、ライフコースの観点からの提言

につなげる。 

 

Ｂ．研究方法 

１．各健診制度の制度上の位置づけおよび本研
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究班での評価の方向性についての検討 

 本研究では、目的とするライフコースに沿った

健診制度のあり方の提言を行う前に、各健診制

度がそれぞれどのような対象に対して、どのよう

な役割を担っているかを整理するため、各健診

制度（妊婦健診、産婦健診、出生時検診（先天

性代謝異常、聴覚検査）、乳幼児健診、学校健

診、職域健診、特定健康診査、後期高齢者健診、

歯周病検診、後期高齢者歯科健診、肝炎ウイル

ス検診、骨粗鬆症検診、がん検診の 14 健診制

度）の制度上の位置づけを整理し、本研究班に

おける評価の方向性を検討した。昨年度までに、

各健診の位置づけや本研究班の評価の方向性

はおおむね整理されたが、今年度は、歯周疾患

検診として扱っていた検診を歯周病検診として扱

うこととし、新たに後期高齢者歯科健診を追加し

た。これにより、対象となる健診は 14 となった。検

討する項目として、それぞれの健診制度の実施

主体や実施の義務・罰則の有無およびその法的

根拠を追加して整理した。 

 

２．各健診制度における個別の健診項目のエビ

デンスの評価 

今年度、新たに 14 の健診制度の個別の検査

項目を整理した。次に、効果的な健康診査項目

の検討や制度の見直しに向けた議論に資するエ

ビデンスを創出するため、既存の健康項目につ

いて、エビデンスの整理を行った。さらに、各健

診項目が、スクリーニングが有効にできているか、

またその検査・調査後の受診勧奨や保健指導基

準値の根拠がガイドラインでどのようなエビデンス

に基づき策定されているかについても解説を行

った。なお、これら一連の作業は、若手研究者を

中心に、研究代表者、分担者、協力者が協力し

て作業を行った。 

 

３．健康診査が満たすべき要件に基づいた健診

制度の評価表 

 昨年度は、健康診査が満たすべき要件につい

て、満たしている、概ね満たしている、あまり満た

していない、全く満たしていない、をそれぞれ◎・

○・△・☓として、4 段階で視覚的にわかりやすく

系統的な評価を行った。「健康増進事業実施者

に対する健康診査の実施等に関する指針」にお

ける健康診査が満たすべき 18 の要件に加え、

「⑲前後のライフステージの健康事象を考慮して

いること」、「⑳歯科疾患の予防の観点が含まれ

ていること」、「㉑健康日本 21（第三次）や成育医

療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されている

こと」、「㉒保健指導や健康教育の観点が含まれ

ていること」、「㉓データがデジタル化されていて、

全国で共有されていること」の 5 つの要件も評価

項目として追加して評価を行った。 

今年度は、昨年度暫定版として実施した評価

の見直しを行うとともに、具体的なエビデンスに

基づく記載の追加や、健康日本２１(第三次) や

成育医療等基本方針（第 2 次）の新しい目標の

内容に基づく評価内容の見直しなど、より最新の

情報に即した評価となるような更新を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

倫理面の問題は特にない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．各健診制度の制度上の位置づけおよび本研

究班での評価の方向性についての検討（資料１） 

 本年度は、現行の14の健診制度に関する制度

上の位置づけや国の考え方について、各健診制

度の実施主体を明確にし、実施の義務・罰則の

有無およびその法的根拠を追加する作業を各分

担研究者と研究協力者で行った。新たに追加さ

れた後期高齢者歯科健診に関する記載につい

ても追加した。 

 

２．各健診制度における個別の健診項目のエビ

デンスの評価(資料 2) 

 本年度は新たに、各健診制度の検査項目を整

理し、どのようなエビデンスに基づき行われてい

るかを、ガイドラインや文献をもとに整理を行った。 

 さらに、各健診制度の個別の検査・調査項目に
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ついて、どの疾患のスクリーニングや予防を目的

とし、その検査・調査後の受診勧奨や保健指導

基準値のエビデンスがどのガイドラインでどのよう

な根拠に基づき策定されているかを、それぞれを

専門とする各分担研究者と研究協力者がまとめ

た。 

 

３．健康診査が満たすべき要件に基づいた健診

制度の評価表（資料 3） 

対象となった 14 の健診制度について、健康診

査が満たすべき要件 23 項目に基づいて、健康

日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2

次）の新しい目標の内容をもとに研究代表者、分

担者、協力者により評価内容の見直しを行った。

さらに、新たに追加された後期高齢者歯科健診

に関する記載についても追加した。 

 

Ｄ．考察 

令和５年度は、各健診制度に関する制度上の

位置づけや国の考え方について、各健診制度の

実施主体を明確にし、実施の義務・罰則の有無

およびその法的根拠についても追加した。これ

により、我が国における健診および検診が、ライ

フステージのどの段階を対象にしているか、実施

の法的拘束力などを概観できる資料を作成でき

た。ライフステージを通じた健診制度の構築に向

け、現状を把握することができる基礎的な資料と

なりうると考えられる。 

また、現行の 14 の各健診制度の個別の検査

項目を整理し、各検査項目について、どのような

エビデンスに基づいて実施されているかを、標準

的な健診・保健指導プログラム（令和 6 年度版）

などの各種文献やガイドラインを論拠に解説を行

った。目的とする疾患、受診勧奨や保健指導基

準値などに関するエビデンスをまとめ上げたもの

であり、各健診制度の理解のための資料としてだ

けでなく、現場で健診を実施する医療者にとって

も有用な資料になりうると考えられる。 

さらに、各健診システムについて、健康診査が

満たすべき項目 23 項目に基づいて、健康日本

21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の

新しい目標の内容をもとに評価内容の見直しを

行った。健康日本 21（第三次）や成育医療等基

本方針（第 2 次）の新しい目標の基本的な方向と

して、ライフコースアプローチを踏まえた健康づく

りが挙げられており、胎児期から老齢期に至る全

世代に関わる各健診制度の内容をエビデンスに

基づき整理した本研究内容は健康日本 21 及び

成育医療等基本方針（第 2 次）の推進に資する

ものであると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 昨年度まで実施した各健診制度の制度上の

位置づけの評価および健康診査が満たすべき

要件に基づいた健診制度の評価のブラッシュ

アップに加え、効果的な健診・検診項目の検討

や制度の見直しのためのエビデンスの整理を

行い、わが国における健診制度の現況を網羅

的に整理した。これらの結果を踏まえ、国民の

健康の維持・増進につながる、ライフコースを

通じた健診・検診制度のありかたを提言する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 
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紗季, 孫婉璐, 田口孝, 郭帥, 有屋田健一, 松

村拓実, 石原真穂, 岡本華奈, 川内はるな, 村

木功, 磯博康．一般地域住民における NT-

proBNP と身体機能，骨格筋量，サルコペニアと

の関連．第 82 回日本公衆衛生学会総会, つく

ば, 2023 

 

田口孝，山岸良匡, 岸田理恵, 陣内裕成, 丸山

広達, 木原朋未, 高田碧, 羽山実奈, 清水悠
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路, 村木功, 今野弘規, 岡田武夫, 北村明彦,

木山昌彦, 磯博康．食品の摂取状況とフレイル・

ダイナぺニア・運動機能障害発症に関する追跡

研究： CIRCS．第 82 回日本公衆衛生学会総

会, つくば, 2023 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

ライフコースの観点から見た健康診査おける保健指導の在り方の検討 

 

分担研究者 磯 博康  国立国際医療研究センター グローバルヘルス政策研究センター 

センター長 

 

研究要旨  

本分担研究は、「わが国における公衆衛生的観点からの健康診査の評価に資する研究」の一環として、

健康診査時及びその後の保健指導の在り方に関して、ライフコースの観点から検討することを目的とし

た。わが国は、妊産婦健診から始まり、後期高齢者健診と、出生前から高齢者に亘るライフコースに沿っ

て健診制度が確立・施行されており、世界で最も健診制度が整備されている国と位置付けられる。しかし

ながら、健診の事後措置としての保健指導に関しては、ライフコースの観点から保健指導の世代間での連

続性・継続性についての評価は十分ではなかったと言える。令和５年度において、現行の１４の健診（妊

婦健診、産婦健診、出生時検診［先天性代謝異常、聴覚検査］、乳幼児健診、学校健診、職域健診、特定

健診、後期高齢者健診、歯周病検診、後期高齢者歯科健診、肝炎ウイルス検診、骨粗鬆症検診、がん検

診）について、健康診査が満たすべき項目として告示にある 18 項目に加えて、ライフコースや健康教育

の観点から新たに 5 項目（⑲ 前後のライフステージの健康事象を考慮しているか、⑳ 歯科疾患予防

の観点が含まれているか、㉑ 健康日本21（第三次）や成育医療等基本方針（第2次）の目標が考

慮されているか、㉒ 保健指導や健康教育の観点が含まれているか、㉓ データがデジタル化されて

いて全国で共有されているか）を調査項目に加えた。その結果、妊婦健診では⑲⑳、産婦健診では⑳

㉓、出生時検診では㉓、学校健診では⑲⑳㉑㉓、職域健診では⑲⑳㉑㉓、特定健診では⑲、後期高

齢者歯科健診では㉓、肝炎ウイルス検診では㉑㉒、骨粗鬆症検診では⑲、がん検診では⑲の項目が該

当するものの実施されていないあるいは不充分であると判断された。保健指導・健康教育に関して

は、すべての健診において国の制度上あるいは自治体の活動として実施されているが、前後のライ

フステージの健康事象の考慮、歯科疾患予防の観点、健康日本21（第三次）や成育医療等基本方針

（第2次）の目標の考慮が十分でない健診、デジタル化の全国展開が実施されていないあるいは不

十分である健診が確認された。総括報告において、わが国の健康診査制度の内、事後措置としての保

健指導の実態と課題を整理することとした。 

Ａ．研究目的 

わが国は、妊産婦健診から始まり、後期高齢

者健診と現在１４の健診があり、出生前から高齢

者に亘るライフコースに沿って健診制度が確立・

施行されており、世界で最も健診制度が整備さ

れている国と位置付けられる。しかしながら、健診

の事後措置としての保健指導に関しては、ライフ

コースの観点から保健指導の世代間での連続

性・継続性についての評価は十分ではなかった

と言える。 

そこで、健康診査の事後措置としての保健指

導に関して、それぞれの健診について実態の調

査とその評価を行うことした。 

 

B. 研究方法 

対象とする健診は、１４の健診（妊婦健診、産

婦健診、出生時検診［先天性代謝異常、聴覚検

査］、乳幼児健診、学校健診、職域健診、特定健
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診、後期高齢者健診、歯周病検診、後期高齢者

歯科健診、肝炎ウイルス検診、骨粗鬆症検診、

がん検診）である。 

令和 2 年に「健康増進事業実施者に対する健

康診査の実施等に関する指針」が改正され（令

和２年厚生労働省告示第三十七号）、「健診」と

「検診」の考え方や、健康診査が満たすべき 18

の要件が制定されたが、それらの要件に加えて、 

ライフコースや健康教育の観点から新たに 5 項

目（⑲ 前後のライフステージの健康事象を考

慮しているか、⑳ 歯科疾患予防の観点が含ま

れているか、㉑ 健康日本 21（第三次）や成育

医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮され

ているか、㉒ 保健指導や健康教育の観点が含

まれているか、㉓ データがデジタル化されて

いて全国で共有されているか）についての追

加調査を行う。そしてその結果をもとに、各健診

の事後措置としての保健指導やその関連事項に

ついての評価として、ライフコースの観点から、課

題を整理する。 

 

（倫理面への配慮） 

健診制度、保健指導等の実態に関するレビュ

ーであり、倫理面の問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

ライフコースや健康教育の観点から新たに追加

した 5 項目（⑲ 前後のライフステージの健康

事象を考慮しているか、⑳ 歯科疾患予防の観

点が含まれているか、㉑ 健康日本 21（第三次）

や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考

慮されているか、㉒ 保健指導や健康教育の観

点が含まれているか、㉓ データがデジタル化

されていて全国で共有されているか）につい

て、現行の１４の健診の検討を行った。その結果、

妊婦健診では⑲⑳、産婦健診では⑳㉓、出生時

検診では㉓、学校健診では⑲⑳㉑㉓、職域健診

では⑲⑳㉑㉓、特定健診では⑲、後期高齢者歯

科健診では㉓、肝炎ウイルス検診では㉑㉒、骨

粗鬆症検診では⑲、がん検診では⑲の項目が該

当するものの実施されていないあるいは不充

分であると判断された。 

Ｄ．考察 

保健指導・健康教育に関しては、骨粗鬆症検

診では自治体の活動として、その他の健診に

は国の制度として実施されていることが示さ

れた。しかしながら、前後のライフステージの

健康事象の考慮、歯科疾患予防の観点、生活習

慣目標の考慮、データのデジタル化に関して

は必要ながらも十分に対応がされていない健

診が存在した。⑲前後のライフステージの健

康事象の考慮に関しては、妊婦健診、学校健診、

職域健診、特定健診、骨粗鬆症健診、がん検診

では含まれていないあるいは不充分であること、

⑳歯科疾患予防の観点は、妊婦健診、産婦健

診、学校健診、職域健診では含まれていないあ

るいは不充分であること、㉑ 健康日本 21（第三

次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標

は学校健診、職域健診、肝炎ウイルス検診では

含まれていないあるいは不充分であること、㉓

デジタル化の全国展開については、産婦健診、

出生時検診、学校健診、職域健診、後期高齢者

歯科健診では実施されていないあるいは不充分

であること、が課題として挙げられた。 

 

Ｅ．結論 

 保健指導・健康教育に関しては、すべての健

診において国の制度上あるいは自治体の活動

として実施されているが、前後のライフステ

ージの健康事象の考慮、歯科疾患予防の観点、

生活習慣目標の考慮が十分でない健診、デジ

タル化がされていない健診が確認された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

 

G．研究発表 

該当なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
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１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

循環器病の予防対策のまとめ -健診制度を中心として- 

 

研究分担者 岡村 智教  慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学 教授 

 

研究要旨  

2008 年度に始まった特定健診では、その後、第 2 期（2013 年度〜）、第 3 期（2018 年度〜）、第 4 期

（2024年度〜）と、その実施内容について少しずつ見直しが行われてきた。本研究では、「標準的な健診・

保健指導プログラム（令和 6 年度版）」が公開されるまでの検討会、ワーキング・グループ、研究班での議

論を踏まえ、第 4 期特定健診・特定保健指導の見直しの背景、及びその内容と留意点について記述し

た。問診では、現状の「標準的な質問票」の 22 項目という数は維持し、変更が必須と考えられた項目（8 番

の喫煙に関する質問項目、18 番、19 番の飲酒に関する質問項目、22 番の保健指導を受ける機会があれ

ば利用したいかどうかを尋ねる質問項目）の 4 か所を修正することとなった。特定健診における健診項目

では、主に、脂質異常症のうち中性脂肪の保健指導判定値に随時の値を追加し、HDL コレステロールの

受診勧奨判定値が削除された。また、特定保健指導では、積極的支援におけるアウトカム評価の導入、

服薬者の取り扱いが重要な変更点となった。今回の改訂で特に保健指導は、保険者の創意工夫の余地

がより広がったといえる。現場の知恵を結集し、「標準的な健診・保健指導プログラム（令和 6 年度版）」が

被保険者の健康管理に役立てられることが期待されている。 

Ａ．研究目的 

特定健診は、2008 年度（第 1 期）に始まり、

2013 年度からの第 2 期、2018 年度からの第 3 期、

2024 年度からの第 4 期と、その実施内容につい

て少しずつ見直しが行われてきた。 

第 4 期については、厚生労働省に設置された

「第 4 期特定健診・特定保健指導の見直しに関

する検討会（座長：中山健夫: 京都大学教授）」

で議論が行われてきた。さらに見直しの詳細につ

いては、検討会の構成員を主査とする「健康増

進に係る科学的な知見を踏まえた技術的事項に

関するワーキング・グループ（主査：岡村智教： 

慶應義塾大学教授）」、「効率的・効果的な実施

方法等に関するワーキング・グループ（主査：津

下一代： 女子栄養大学特任教授）」が設置され、

前者では問診や健診項目についての検討が、

後者では特定保健指導についての検討が進め

られ、その結果、2023 年 3 月 31 日に「標準的な

健診・保健指導プログラム（令和 6 年度版）」1)が

公開された。 

本研究では、第 4 期特定健診・特定保健指導

の見直しの背景、及びその内容と留意点につい

て記述する。 

 

Ｂ．研究方法 

  当該研究分担者は、先に記載した「第 4 期特

定健診・特定保健指導の見直しに関する検討会

（座長：中山健夫: 京都大学教授）」の構成員で

あり、前者のワーキング・グループの主査を務め

るとともに、後者のワーキング・グループとも緊密

に連携し、検討を進めてきた。 

また、健診項目についての科学的な背景は、

厚生労働科学研究「健康診査・保健指導におけ

る健診項目等の必要性、妥当性の検証、及び地

域における健診実施体制の検討のための研究

（令和元年度～令和 3 年度、研究代表者：岡村

研究協力者 

佐田みずき 慶應義塾大学医学部・ 講師（非常勤） 
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智教）」、「健康診査・保健指導における効果的な

実施に資する研究（令和 4 年度～令和 5 年度、

研究代表者：岡村智教）」の中で検討が行われて

きた。 

したがって、これらの検討会、ワーキング・グル

ープ、研究班での議論を踏まえて、第 4 期特定

健診・特定保健指導の改訂点とその背景につい

て総括した。 

 

（倫理面への配慮） 

倫理面の問題は特にない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．特定健診の問診項目の見直し 

特定健診で使われる問診についてはまず、

現状のままで良いかどうか検討が行われた。加

えて、厚生労働科学研究「特定健康診査およ

び特定保健指導における問診項目の妥当性検

証と新たな問診項目の開発研究（令和3年度～

令和5年度、研究代表者：中山健夫）」では、問

診項目の科学的な背景が検証され、塩分やカリ

ウム摂取に関する問診項目の不足等、新しい

問診項目案についても検証が行われた。一方、

システム改修の手間や費用等を考えると問診の

項目数を増やせないこと、継続性（これまでとの

比較）の観点からはなるべく変更はしない方が

良いのではないか等、様々な意見が俎上にあ

がった。結果として、現状の「標準的な質問票」

の22項目という数は維持し、科学的な視点、運

用上の問題から変更が必須と考えられた項目を

4か所修正することとなった。すなわち、8番の喫

煙に関する質問項目、18番、19番の飲酒に関

する質問項目、そして22番の保健指導を受ける

機会があれば利用したいかどうかを尋ねる質問

項目である。 

 

1-1. 喫煙に関する質問項目について 

「健康増進に係る科学的な知見を踏まえた技

術的事項に関するワーキング・グループ」にお

ける、喫煙に関する質問項目（8番）の変更過程

を表1に示す。 

喫煙に関する質問項目の変更理由は、選択

肢が従前のように2択だけの場合、「いいえ」と

回答した者の中に「生涯非喫煙者」と「禁煙者」

が混在することが問題とされた。一般的に、禁

煙者は、喫煙者よりは低いものの生涯非喫煙者

に比べるとがんや循環器病のリスクが高いこと、

また再喫煙のリスクがあるため非喫煙者と異な

る保健指導が必要なこと、等が変更理由である。 

 

1-2. 飲酒に関する質問項目について 

「健康増進に係る科学的な知見を踏まえた技

術的事項に関するワーキング・グループ」にお

ける、飲酒に関する質問項目（18番、19番）の変

更過程を表2に示す。 

従前の飲酒頻度を尋ねる質問（18番）では、

「時々」という回答が曖昧であり、飲酒頻度を正

確に測れないという問題が指摘された。そこで、

「時々」という回答を廃止し、飲酒頻度の区分を

3区分から8区分に増やすこととなった。この中

には、「やめた」という回答も追加されている。こ

れは喫煙と異なる点だが、禁酒者に区分される

者は、むしろ非飲酒者よりも死亡リスクが非常に

高くなることが知られている。これは、禁煙は健

康のために意識して実行されることが多いのに

対し、禁酒（普通に飲んでいた人が一滴も飲ま

なくなる場合）は、がんや循環器病、肝臓病、膵

炎等、何らかの重篤な疾患等が契機で禁酒に

至る場合が多いためと考えられている。そのた

め禁酒者には、既往歴を含めた禁酒の理由等

を聞き取ることが必要である。 

また、飲酒頻度は多くなくても一度に大量の

飲酒をする習慣を持つ者は、様々な健康障害
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を起こしやすいことが知られている。世界保健

機関（WHO）では「heavy episodic drink, Binge 

drink（大量機会飲酒）」を、「１回60グラム以上を

30日に１回以上する飲酒」と定義しているため、

飲酒頻度を尋ねる質問（18番）が「月1～3日」で

も、飲酒量を尋ねる質問（19番）が「3〜5合未満」

または「5合以上」に該当する場合は、飲酒によ

る健康リスクが高い大量機会飲酒者と判定して、

飲酒についての保健指導を行うことが勧められ

る。 

 

1-3. 保健指導を受ける機会があれば利用した

いかどうかを尋ねる質問項目について 

保健指導を受ける機会があれば利用したい

かどうかを尋ねる質問（22番）については、制度

として特定保健指導を受けることになっているに

も関わらず、保健指導の対象となることに選択

権があるかのような誤解を与えていること、ここ

で「いいえ」を選んだのに特定保健指導の案内

が送付されてトラブルが発生した事案等があり、

以前から問題点が指摘されていた。したがって

この質問項目は、「生活習慣の改善について、

これまでに特定保健指導を受けたことがありま

すか」という質問に変更された。これにより、前

述のトラブルを防止できると同時に、この質問を

契機に前回の保健指導の内容や成功した点・

失敗した点等を尋ねることが出来るため、保健

指導の場での活用機会が広がったといえる。 

 

2. 特定健診における健診項目の見直し 

健診項目についての科学的な背景は、厚生

労働科学研究「健康診査・保健指導における健

診項目等の必要性、妥当性の検証、及び地域

における健診実施体制の検討のための研究

（令和元年度～令和3年度、研究代表者：岡村

智教）」、「健康診査・保健指導における効果的

な実施に資する研究（令和4年度～令和5年度、

研究代表者：岡村智教）」で検討が行われた。

研究班では、現在の法定健診項目に入ってい

ない新しいバイオマーカーや画像診断手法、

遠隔健診等の意義についての検証も行われた

が、現実には保険者の費用負担や健診実施内

容の平等性、システム改修等の制度的・経済的

な制約が大きく、新たな項目を追加するのは困

難であった。そのため今回の見直しの主な点は、

脂質異常症のうち中性脂肪（トリグリセライド）の

保健指導判定値と受診勧奨判定値、HDLコレ

ステロールの受診勧奨判定値の変更である。 

 

2-1. LDLコレステロールについて 

特定健診は、生活習慣病の予防のために、メ

タボリックシンドロームに着目して実施されている。

元来、メタボリックシンドロームとは、高LDLコレステ

ロール血症を治療しても動脈硬化性疾患（虚血性

心疾患や脳梗塞）を発症しやすいのはどのような

病態が多いのかを探索する過程で出てきた疾患

概念である。そのためメタボリックシンドロームの

構成要素の脂質異常症にはLDLコレステロール

が含まれていないが、そもそもLDLコレステロー

ルをコントロールすることは動脈硬化性疾患を予

防するための大前提である。このことは「標準的

な健診・保健指導プログラム（令和6年度版）」1)

の「第１章.メタボリックシンドロームに着目する意

義」に「（前略）…日本内科学会等内科系８学会

が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と

診断基準を示した。虚血性心疾患等の動脈硬

化性疾患の主たる危険因子は高LDLコレステロ

ール血症であるが、メタボリックシンドロームは、

高LDLコレステロール血症とは独立したハイリス

ク状態として登場した概念である」と記載されて

いる。 

LDLコレステロールについては受診勧奨判
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定値（≧140mg/dL）には変更がないが、受診勧

奨判定値については「判定値を超えるレベルの

場合、再検査や生活習慣改善指導等を含め医

療機関での管理が必要な場合がある」という注

釈が加えられ、受診勧奨判定値＝服薬推奨で

あるという誤解が出ないようにしている。この注

釈は全ての検査に共通して加えられた。 

 

2-2. 中性脂肪について 

中性脂肪については、表3に示したように中

性脂肪の保健指導判定値が変更された。中性

脂肪の値は空腹時と食後で大きく異なり、従前

は空腹時の基準（150mg/dL）のみであった。こ

れは当初の特定健診が空腹採血を前提として

いたためと考えられるが、実際には非空腹時の

採血も行われていた。第4期から空腹時中性脂

肪であることを明らかにすることと、やむを得ず空

腹時以外に採血を行う場合は、随時中性脂肪（空

腹かどうか不明な場合も含むため「随時」と呼称

する）により血中脂質検査を行うことが可能となっ

た。この背景としては日本動脈硬化学会の「動脈

硬化性疾患予防ガイドライン2022年版」2)で、わが

国で初めて随時中性脂肪の基準値が示されたこ

とがある。医療機関での治療（非薬物療法を含む）

は、学会の診療ガイドラインに沿って行われるた

め、本来は特定健診の基準と学会の基準はこの

ように揃っていることが望ましい。なお中性脂肪の

受診勧奨判定値は、空腹でも随時でも300mg/dL

で共通である。その理由は、この値になるといず

れにせよ高値であるため、空腹時と随時で微妙な

差を付ける必然性がないためである。 

 

2-3. HDLコレステロールについて 

HDLコレステロールについては、40mg/dLとい

う保健指導判定値は不変だが、34mg/dLという受

診勧奨判定値は削除となった。HDLコレステロー

ルが低い場合は、数値に関わらず生活習慣の改

善で対応するのが基本であり、中性脂肪を下げる

とHDLコレステロールが増えること、HDLコレステ

ロールだけを上昇させる薬がないことも知られて

いる。そのため単独での受診勧奨判定値を一律

に設ける意味はないという結論に至った。 

 

2-4. 血圧について 

血圧については、従来のメタボリックシンドロー

ムの保健指導判定値は、日本高血圧学会「高血

圧治療ガイドライン2014」の正常高値血圧（収縮

期 血 圧  130mmHg 以 上 ま た は 拡 張 期 血 圧 

85mmHg以上）と合致していたが、「高血圧治療ガ

イドライン2019」3)ではこの区分は高値血圧と名称

が変わり、さらに基準値も収縮期血圧 130mmHg

以上または拡張期血圧 80mmHg以上）に変更さ

れている。そのため今回、同時に血圧の基準も変

更が試みられた。しかしながら「健康増進に係る

科学的な知見を踏まえた技術的事項に関する

ワーキング・グループ」において、National Data 

Base (NDB)を用いて検証した結果、中性脂肪

の基準値の変更で特定保健指導の対象者が

0.16％減る反面、血圧の基準を変えると1.02％

増加することが示され、しかも保険者間で差があ

る可能性が認められた。そのため今回は血圧の

保健指導判定値の変更は見送られた。 

 

3. 特定保健指導の見直し 

保健指導とは、対象者が自らの生活習慣上

の課題に気付き、自発的な行動変容が出来る

よう、助言等の支援を行うことである。保健指導

の第一の目的は、生活習慣病に移行させない

ことであり、すなわち特定保健指導においては、

終局的には糖尿病やその合併症（糖尿病性腎

症）や動脈硬化性疾患（循環器病）を発症させ

ないことが重要である。しかしこれらの予防効果
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の年度内での評価は困難であるため、特定保

健指導の評価は、その危険因子であるメタボリ

ックシンドローム等の改善をみることになる。そし

てわが国のメタボリックシンドロームの基準は

「肥満」が必須であるため、最も簡便な指標とし

て体重と腹囲の変化が評価に用いられている。 

 

3-1. 積極的支援における評価方法について 

第4期からの見直しのポイントは幾つかあるが、

最も注目を集めているのは積極的支援におけ

るアウトカム評価の導入であろう。 

もともと保健事業は、特定健診導入前の老人

保健法の時代から「何人健診を受けたか」、「何

人に健康教育をしたか」等のアウトプット評価、

また特定保健指導になってからは保健指導とし

て何を為したかというプロセス評価が主体であ

った。当時はそもそもデータの入力自体が体系

的に行われていない上、大規模データを扱える

ような基盤や技術もなかったことも背景にあった。

また、もともと成人の生活習慣を変えるのは容易

ではないこと、一生懸命保健指導をしたからと

いって時間投入量に比例して個人の生活習慣

が改善するわけではないことが暗黙知として共

有されていたこともある。すなわち最初から良く

なりそうな人は参加当初からある程度決まって

おり、指導困難な人と混在している状況のため、

現実的な評価が難しい側面があった。過去3期

の実践を踏まえて、第4期では、現実的な範囲

でのアウトカム評価、すなわち結果で評価する

方法が、特定保健指導で初めて導入された。 

今回のアウトカム評価は、実際はプロセス評

価との併用という現実的なプランになっている。

積極的支援では、まず初回面接による支援を

行い、その後、3か月以上の継続的な支援を行

う。 

評価方法と各支援のポイント構成を表4に示

す。180ポイントで保健指導達成とするが、腹囲

2cm以上かつ体重2kg以上減少(または体重が

当該年度の特定健康診査の体重の値に0.024

を乗じて得た値（kg）以上かつ腹囲が当該値

（cm）以上減少)したと認められる場合は自動的

に180ポイントとなる。これは第3期のモデル実

施の考え方を踏襲している。そして他のアウトカ

ム評価としては、腹囲1cmかつ体重1kg減少、食

習慣の改善、運動習慣の改善、休養習慣の改

善、その他の生活習慣の改善は、それぞれ20

ポイントとなる。喫煙習慣の改善（禁煙）は、30ポ

イントと少し高めの設定である。そしてこれらを

アウトカム評価として用いる際は、目標を対象者

と共有し、事前に設定した目標以外の行動変容

についてはポイントに算定することは出来ない。 

なお、プロセス評価についても整理されてい

るが、重要な点として、健診当日の初回面接に

20ポイントが付くことが挙げられる。血圧や腹囲、

喫煙歴等、施設外健診でもすぐ結果がわかる

指標もあり、健診当日からモチベーションを高

める意味で重要である。健診車等に保健師等

が同乗できない場合はICTを活用して遠隔で指

導する等の工夫も可能である。 

 

3-2. 服薬者の取り扱いについて 

第4期からの重要な変更点として、高血圧や

脂質異常症、糖尿病の服薬者の取り扱いも挙

げられる。 

従来から服薬中の人は、特定保健指導の義

務的な対象となっていなかった。しかし特定保

健指導の対象に含めないことが出来るのは、特

定健診実施時の服薬者のみであった。実際に

は、特定保健指導開始時点で服薬等を開始し

ていた場合や、保健指導開始後に服薬を開始

する場合等があり、これまではこれらは保健指

導の対象者として実施率の分母にも分子にも組

14



み込まれていた。すなわち、服薬を開始した場

合は、特定保健指導を継続せずに医師による

服薬指導だけに切り替える場合があるが、3期

ではこのような対象者は特定保健指導上の未

達成者となっていた。 

第4期では、「厚生労働省保険局医療介護連

携政策課医療費適正化対策推進室．特定健康

診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手

引き（第4版）, 2023年3月」4)に記載されているよ

うに、「この時の特定保健指導の実施率の取扱

いは、健診データにより対象者を確定するため、

特定保健指導ではなく服薬指導となった場合

は、分母（対象者）と分子（実施完了者）には含

めないことも可能とする」とされており、達成率が

下がらないという意味で保健指導中の受診勧

奨が行いやすいように整理された。 

健診の部分も含めて第4期では全般的に受

診勧奨（特に高血圧、脂質異常症、糖尿病）し

やすい方向で見直しがされている。これは、外

来医療費は高額医療費の予防コストであるとい

う考え方がある程度定着してきたためと考えられ

る。例を挙げると、糖尿病の治療は糖尿病性腎

症による透析の予防、高血圧の治療は脳卒中

による入院の予防、脂質異常症の治療は心筋

梗塞による入院の予防、等である。保健指導は

むしろ糖尿病や高血圧に進ませないためのより

上流の手段であるため、保健指導と受診勧奨を

うまく組み合わせることで将来の重篤で医療費

がかかる疾患を予防することができる。 

 

Ｄ．考察 

第4期からの見直しの内容として、特定健診

の問診では喫煙、飲酒、保健指導に関する質

問項目のうち4箇所が、健診項目では中性脂肪

の保健指導判定値と受診勧奨判定値、HDLコ

レステロールの受診勧奨判定値の変更が大き

な点であった。また、特定保健指導では、積極

的支援におけるアウトカム評価の導入、高血圧

等の服薬者の取り扱いが重要な変更点として挙

げられた。特に、今回初めて導入されたアウトカ

ム評価と従来のプロセス評価との併用による積

極的支援における評価方法は、保険者の裁量

により様々な可能性が考えられる。 

実際の積極的支援における評価方法と各支

援のポイント構成の例が、「標準的な健診・保健

指導プログラム（令和6年度版）」1)に記載されて

いる。ここで4つのパターンを例示する。 

- パターンA（表5）：腹囲2cm以上かつ体重

2kg以上減の目標の達成によるアウトカム

評価で180ポイントに到達した例である。

これはプロセス評価としては初回面接や

実績評価を兼ねたメール等を含めて80

ポイントであるが、3か月経過時点で腹囲

2cm以上かつ体重2kg以上減を達成でき

た例である。 

- パターンB（表6）：3か月経過時点で体重

と腹囲の目標達成には至らず、その後に

運動習慣の改善の目標を追加して2か月

継続できたことを確認して保健指導を終

了した例である。アウトカム評価項目を設

定する際の注意点は、対象者が予め設

定した行動変容を、2か月間継続して初

めてポイントが得られるという点である。 

- パターンC（表7）：行動変容の目標達成

によるアウトカム評価と継続的支援のプロ

セス評価とを合わせて180ポイントとなっ

た例である。プロセス評価としては初回

面接や実績評価を含めて140ポイントで

あるが、初回面接から禁煙と食習慣改善

の行動変容の目標が設定されており、3

か月後にこれらが達成できていたために

50ポイントが入って、最終的に180ポイン
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トを超えた例である。 

- パターンD（表8）：初回面談で定めた運

動と休養の行動目標が3か月経過時点で

未達成、その時点で目標の修正を行っ

たが2か月間継続ができず、結局、プロセ

スの積み上げで180ポイントを超えた例で

ある。 

これらを見ると具体的なポイントの積み上げ

方を想起しやすい。なお、パターンAの場合は、

どのような人が腹囲2cm以上かつ体重2kg以上

減を達成できているのかを、過去のモデル実施

のデータなどを見て整理しておけば、この層に

は比較的軽い働きかけで済ませて、他の人によ

り労力をかける等のメリハリを付けることが可能

になる。また保健指導に関しては、実績評価後

に、例えばICTを活用して生活習慣の改善の実

践状況をフォローする等、マンパワー等に応じ

た効果的・効率的な取組も推奨されている。 

また、「標準的な健診・保健指導プログラム（令

和6年度版）」1)では、特定保健指導において目

標設定及び評価を行うための行動変容の例も示

されている（表9）。これらを用いて、対象者が2か

月間、行動変容を継続することで、腹囲1.0cm以

上かつ体重1.0kg以上の減少と同程度の効果が

期待されるよう目標を設定することが求められて

いる。提示されている例はかなり曖昧なものも含

まれており、何をもって「腹囲1.0cm以上かつ体

重1.0kg以上の減少と同程度の効果」と見做すの

かについては科学的な根拠はない。今後、研究

班等で検証は進むと考えられるが、積極的支援

で達成しやすい目標が選ばれやすくなる等の弊

害も予測される。さらに、そもそも「腹囲2cm以上

かつ体重2kg以上減」や180ポイントの達成がど

の程度の医学的な意味を持つのかという点につ

いても科学的な知見は十分とはいえない。健診と

比べて保健指導の方が科学的な検証が難しい

側面があり、これらの点は今後の大きな課題であ

る。 

 

Ｅ．結論 

第4期特定健診・特定保健指導の見直しの背

景、及びその内容と留意点について総括した。

今回の改訂で特に保健指導は、保険者の創意工

夫の余地がより広がったといえる。現場の知恵を

結集し、「標準的な健診・保健指導プログラム（令

和6年度版）」が被保険者の健康管理に役立てら

れることが期待されている。 
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版）．令和 6 年 4 月． 

2) 一般社団法人日本動脈硬化学会. 動脈硬

化性疾患予防ガイドライン 2022 年版．

2022 年． 

3) 日本高血圧学会．高血圧治療ガイドライ

ン 2019．2019 年． 

4) 厚生労働省保険局医療介護連携政策課医

療費適正化対策推進室．特定健康診査・

特定保健指導の円滑な実施に向けた手引

き（第 4 版）．2023 年 3 月． 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

G．研究発表 

 

１．論文発表 

1) 岡村智教．第４期特定健診・特定保健指導

の見直しの背景と留意点について（その１）．

東京の国保(10)：４-7, 2023. 

2) 岡村智教．第４期特定健診・特定保健指導

の見直しの背景と留意点について（その１）．

東京の国保(1)：7-10, 2024. 

 

２．学会発表 

なし 
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H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

 なし 
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表１．厚生労働省 健康増進に係る科学的な知見を踏まえた技術的事項に関する
ワーキング・グループでの喫煙に関する質問項目の変更過程（喫煙)

-第3回ワーキンググループ資料（2022年6月22日）から-
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表２．厚生労働省 健康増進に係る科学的な知見を踏まえた技術的事項に関する
ワーキング・グループでの喫煙に関する質問項目の変更過程（飲酒）

-第3回ワーキンググループ資料（2022年6月22日）から-
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表３．厚生労働省 健康増進に係る科学的な知見を踏まえた技術的事項に関する
ワーキング・グループでの喫煙に関する質問項目の変更過程（健診項目について）

-第4回ワーキンググループ資料（2022年7月25日）から-
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表４．

厚生労働省健康・生活衛生局．標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）から
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表５．

厚生労働省健康・生活衛生局．標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）から
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表６．

厚生労働省健康・生活衛生局．標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）から
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表７．

厚生労働省健康・生活衛生局．標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）から
24



表８．

厚生労働省健康・生活衛生局．標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）から
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表９．

厚生労働省健康・生活衛生局．標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）から
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

我が国における公衆衛生学的観点からの歯科健康診査の評価に資する研究 

 

研究分担者 相田 潤  東京医科歯科大学医歯学総合研究科 教授 

 

研究要旨  

近年、歯科疾患の重要性が注目され 2021 年には WHO の総会で決議が承認されている。このような歯科疾患の

早期発見・早期治療のために日本では歯周病検診をはじめとして、乳幼児期から高齢期まで複数の歯科健康診査

（以下、歯科健診）が存在する。本研究では、その意義や課題についてデータや文献を基に考察した。 

まず初めに、歯科疾患の疾病負担について、近年注目される有病率の観点から整理した。次に、歯科健診の受

診率について、行政による健診の観点と、実際の人々の受診の観点の２つの点から整理した。 

20 歳を超えた約 3 割の人が治療が必要なう蝕を有していた。４ｍｍ以上の歯周ポケットを有する歯周病気は、25

歳以上では 30％を超える者が有しており年齢とともに増加した。その結果、通院者率も高く、上位５傷病に歯の病気

が入っていた。国民医療費も、循環器系疾患、新生物について高く、特に 64 歳以下ではこれらの疾病を超えて最も

高かった。歯科疾患の早期発見につながる歯科受診に関しては、行政の行う歯周病検診の受診率は 5％を下回る

低さである一方で、過去1 年間に歯科健診を受診した人の割合は 58.0％と高かった。 

国際的な水準と同様に、多くの日本人が歯周病やう蝕の歯科疾患を有しており、これが特に成人期の高い国

民医療費につながっていると考えられた。歯科健診については、行政の歯周病検診の受診率は低い一方で、

過去1年間に歯科健診を受診した人の割合は高く、歯科診療所での受診が寄与していると考えられた。壮年期

の受診率を向上させる健康経営や産業保健における歯科保健の取り組みや、健康や経済的状況、地理的な

問題で受診が難しい人々への対策が必要であろう。 

Ａ．研究目的 

近年、歯科疾患の重要性が国際的に注目を

集めている。これは WHO や世界の研究機関に

よ る 世 界 疾 病 負 担 研 究 （ Global Burden of 

Disease sduty: GBD study）において、う蝕や歯周

病、歯の喪失といった歯科疾患の有病率の高さ

が繰り返し報告されてきたことが契機となっている
1-4)。2019 年には Lancet 誌上で初となる口腔保

健特集号が出版され、永久歯の未処置う蝕を有

する者が 3 人に 1 人を超えて極めて多いことなど

が報告された 4-7)。2021 年には世界保健機関

（WHO）の第 74 回世界保健総会において、口腔

保健に関する歴史的な決議が承認された 8, 9)。こ

うした状況は日本でもあてはまるが、あまり知られ

ていない 10, 11)。 

疾病の早期発見、早期治療は健康増進に寄

与すると考えられている。このことが現在の歯科

健康診査（以下、歯科健診）にもあてはまるのか、

科学的なデータに基づいた整理は少ない。そこで

本研究では、歯科疾患の疾病負担および歯周病

検診の受診率の観点から、歯科健診の有効性に

ついて検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

国から出されている公的統計データおよび先

行研究から、歯科疾患の疾病負担に関するデー

タを抽出し整理した。公的統計データとしては歯

科疾患実態調査と国民医療費のデータを用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

既に公開されている情報を用いてレビューを行

う研究であるため、倫理的な問題はないため、研
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究倫理の審査は行わなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

１．歯科疾患の疾病負担について 

2022 年 WHO から出された口腔保健に関する

レポートで歯科疾患の疾病負担について、主要

な疾患と比較した有病状況の多さの観点からまと

められていた 12)。う蝕、歯周病、歯の喪失を中心

とした口腔疾患（歯科疾患）の有病者は地球上

に３４億人以上存在し、精神疾患、循環器疾患、

糖尿病、慢性呼吸器疾患、がんを上回ることが

分かる。 

日本における状況はどうなのか、厚生労働省

の令和４年歯科疾患調査 13)から整理をした。図２

は永久歯に未処置のう蝕を有する者の割合を示

す。新型コロナウイルス感染症の流行期に調査

が行われたため、調査人数の少なさからばらつき

が大きいが、20歳代を超えると、永久歯に治療が

必要な未処置う蝕を有する者はどの年代でも

30％前後と多いことが分かった。図３には歯周病

として臨床的に問題の大きな、４ｍｍ以上の歯周

ポケットを有する者の割合を示す。年齢とともに

その割合は増加傾向にあり、25 歳以上では 30％

を超える者が歯周病を有していることが分かった。 

有病率の高さは、患者の多さにつながり、国の

医療費負担の大きさにつながると考えられる。図

４に、2022（令和４）年 国民生活基礎調査より作

成した、人口千人当たりの通院者率の上位５傷

病を示す。歯の病気は人口千人あたり 52.5 人が

通院しており、高い割合であった。図５に、令和 2

年度の主要な非感染性疾患（NCDs）の国民医

療費 14)を示す。歯科疾患の国民医療費は循環

器系疾患、新生物について高く、特に 64 歳以下

では最も高かった。これは、成人期にう蝕や歯周

病の有病率が高いことが寄与していると考えられ

る。これらの結果から、多くの日本人が歯科疾患

を有し、疾病負担の大きさが明らかになった。 

 

２．歯科健診の受診率について 

 成人の歯科疾患の早期発見・早期治療のため

の健診として健康増進法に基づき自治体により

実施される歯周病検診が存在する 15, 16)。しかし、

歯周病検診の受診率の低さが指摘されてきた。

矢田らはその全国の受診率は平成27 年で 4.3％

と報告していた 17)。この低い受診率では、図２，３

に示すような多くの歯科疾患の有病者のごく一

部しか把握できていないと考えられる。 

 しかし一方で、過去１年間に歯科検診を受診し

た人の割合は 58.0％と比較的高いことが報告さ

れている 13)。図６は、令和 4 年歯科疾患実態調

査より作成した、、過去１年間に歯科検診を受診

した人の割合である 13)。人数の少なさからくる変

動が大きいものの、おおむね子どもで受診が多く、

成人期に少なくなった後、高齢期で高いが、さら

に年齢が高くなると低くなっていく傾向にあった。 

 これらの結果から、行政による歯周病検診は受

診率が低いが、これは人々が自分で歯科医院に

通って受診していることが理由だと考えられた。 

 

Ｄ．考察 

 データや文献から、多くの日本人が歯周病やう

蝕といった歯科疾患を有しており、そのことが高

い国民医療費につながっていることが明らかとな

った。高い歯科疾患の有病率は、WHO の決議

で示されたような国際的な水準とも同様の傾向で

あった 8, 9)。歯科疾患は減ったというイメージが強

いが、元々有病率が高い疾患であるため、現在

でも多く、また高齢期に歯を有する人が増えてい

ることで、高齢者において歯周病やう蝕が増加し

ていることが、今回の結果を説明するだろう。 

 歯科疾患の早期発見につながる歯科受診に関

しては、行政の行う歯周病検診の受診率は 5％

を下回る低さである一方で、過去 1 年間に歯科

健診を受診した人の割合は58.0％と高かった。こ

のことは、行政のサービスではなく、歯科診療所

で歯科健診を受けている人が多いことが理由だ

と考えられる。 

 歯科健診を受けた人は、子育てや仕事で忙し

いと考えられる壮年期の人々や、要介護状態に

なったり無歯顎となっている人が多いと考えられ
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る後期高齢者の人々で少ない傾向にあった。壮

年期の人々の歯科受診に関しては、健康経営や

産業保健の中に歯科保健を取り入れることが解

決の一助になると考えられる。実際、企業におけ

る従業員への歯科の予防的なプログラムの有効

性が報告されている 18)。後期高齢者に関しては、

後期高齢者を対象とした歯科健診の実施や 19)、

歯科訪問診療の推進が診療報酬の中でも考慮

されており、一層の普及が望まれる。 

一方で、所得が低い人ほど歯科受診をしてな

いといった健康格差 20)や、地理的に歯科医院が

少ない地域での受診の難しさ 21, 22)、歯科医院へ

の交通手段によるアクセスの問題 23)が日本にお

いても報告されている。このような社会的決定要

因による歯科健診の受診の難しさを解消するよう

な施策も求められるだろう。 

 

Ｅ．結論 

国際的な水準と同様に、多くの日本人が歯周

病やう蝕の歯科疾患を有しており、これが特に成

人期の高い国民医療費につながっていると考え

られた。歯科健診については、行政の歯周病検

診の受診率は低い一方で、過去 1年間に歯科健

診を受診した人の割合は高く、歯科診療所での

受診が寄与していると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 

 

１．論文発表 

 なし 

 

２．学会発表 

相田潤「PDCA を PdCa にせず pDcA ですすめる

健康日本 21（第三次）」 第 82 回日本公衆

衛生学会総会．シンポジウム41「みんなで進

める地域での歯科保健活動の将来：歯・口

腔の健康づくりプランと健康日本 21（第三次）

に基づくアプローチ」2023 年 11 月 2 日(木) 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

 なし 

 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 
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主な非感染性疾患の世界の推定有病者数

口腔疾患
34億7400万人

精神疾患
9億6700万人

循環器疾患
5億2200万人

糖尿病
4億5800万人

慢性呼吸器疾患
4億5300万人

がん
8600万人

 
図１．主な非感染性疾患の世界における有病者数（WHO のレポート 12)より作成） 

 

 

 

 

 

図２．永久歯に、未処置のう蝕を有する者の割合（令和 4 年歯科疾患実態調査より作成 13)） 
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図３．歯周病（４㎜以上の歯周ポケット）を有する者の割合（令和 4 年歯科疾患実態調査より作成 13)） 

 

 

 

 

 

 

図４．人口千人当たりの通院者率の上位５傷病（2022（令和４年）国民生活基礎調査より作成 24)） 
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図５．主要な非感染性疾患（NCDs）の国民医療費（国民医療費（2020 年度（令和 2 年度）14)より作成） 

 

 

 

 

 

図６．過去１年間に歯科検診を受診した人の割合（令和 4 年歯科疾患実態調査より作成 13)） 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

我が国における公衆衛生学的観点からの学校健診の評価に資する研究 

 

研究分担者 甲田 勝康  関西医科大学医学部 研究教授 

 

研究要旨  

本研究では、学校健診における効果的な健康診査項目の検討や制度の見直しに向けた議論に資するエビ

デンスを創出するため、現行の学校健康診査の項目について、その意義とエビデンスを整理し、ライフステー

ジに応じた健康の観点と照らし合わせることで不足している内容がないかどうかについて検証することを目的と

する。 

学校健診は、学校における児童生徒等の健康の保持増進を図ることを目的としており、学校における保健管

理の中核に位置するだけでなく、学校健診を学校における保健教育に役立てるという側面ももつ。成人期、高

齢期の生活習慣の乱れは、プレコンセプション、胎児、幼少、学童といった時期に遡ると考えられる。このこ

とから、学校健診の検査項目に生活習慣病やロコモティブシンドロームの予防という視点での見直しが必要で

ある。そして、学校健診から得られるものを、ライフステージに沿って、こどもから若い女性や男性、高齢者に

つなげていくこと、さらに、家庭や地域における健康行動につなげていくことが必要である。一方、学校健診では

児童生徒を対象として実施しているため、成人期に発症することが多い心血管疾患やがんなどの重大なアウト

カムはこの時期にはほとんど発生しない。そのため学校健診のスクリーニングとしての意味がどこまであるか

どうかについてのエビデンスは限定されている。今後、エビデンスを明らかにしていくためには、ほかの医療

情報や健診（地域健診、職域健診等）データと学校健診のデータを連結し、アウトカムとの関係について検討

することが必要である。 

Ａ．研究目的 

学校保健安全法に基づく健診は、就学時の健

康診断、児童生徒の毎学年の定期の健康診断、

児童生徒の臨時の健康診断、学校職員の健康

診断からなる。学校健診は、学校における児童

生徒等の健康の保持増進を図ることを目的として

おり、学校における保健管理の中核に位置する。

また、学業や発達に差し支える疾病がないか、他

人に影響を与えるような感染症にかかっていない

かをスクリーニングすることも目的としている。さら

に学校健診は、学校における健康課題を明らか

にして保健教育に役立てるという側面ももつ。生

活習慣病やロコモティブシンドロームの予防は、

高齢になってからでは限界があり、若い世代や

小児期にさかのぼって対策をしていく必要があり、

学校での保健教育は重要な役割を担う。学校で

の保健教育は学校教育法に基づいた教育活動

で、保健教育を有効的に行うことによって、好まし

い生活習慣の確立が期待でき、将来の生活習慣

病やロコモティブシンドローム、やせ、メンタル面

での不調等の予防に活かす事ができると考えら

れる。 

学校健診を効率的に運営していくためには、

学校健診の本来の意義を考えて、必要なものは

取り入れ、必要でないものは整理していく必要が

ある。また、欧米と日本とでは健診制度が異なり、

日本だけが集団健診を行っている点も見過ごせ

ない。日本だけのシステム、経緯、国民皆保険の

存在などを踏まえて学校健診を評価することも必

研究協力者 
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要である。 

我が国では令和 2 年に「健康増進事業実施者

に対する健康診査の実施等に関する指針」が改

正され（令和 2 年厚生労働省告示第三十七号）、

健康診査が満たすべき 18 の要件が制定された。

そこで本年度は、効果的な健康診査項目の検討

や制度の見直しに向けた議論に資するエビデン

スを創出するため、学校健診について、健康診

査が満たすべき 18 の要件の考え方に基づいて、

学校健診制度における個別の健診項目につい

てその意義やエビデンスについて整理する。さら

に、本研究班で新たに付加した視点の 5 の要件

（ライフコースを通した健康管理や、健康日本 21

（第三次）の目標との関連、保健指導や健康教

育の観点などの評価項目）の考え方からも、学校

健診制度における個別の健診項目についてそ

の意義やエビデンスについて整理する。 

 

Ｂ．研究方法 

学校健診制度における個別の健診項目につ

いて、どのような理由でその項目が設けられてい

るのか、何をもってそのような基準が設けられて

いるのかについて、また、どういったエビデンスが

存在するのかについて検討する。 

 

（倫理面への配慮） 

倫理面の問題は特にない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．保健調査 

保健調査は、事前に児童生徒等の健康状態

を把握することにより、健康診断がより的確に行

われるとともに、診断の際の参考になるなど、健

康診断を円滑に実施する目的で実施される。ま

た、家庭や地域における児童生徒等の生活の実

態を把握し、健康診断の結果と併せて活用する

ことにより、児童生徒等の保健管理及び保健指

導にも用いることができる 1。 

近年、健康上の問題は生活習慣に起因するも

のが多くなっている。そのため、学校だけでなく

家庭における日常の健康観察が重要となってお

り 2、生活習慣の調査は重要な項目と考えられる。 

 

２．身長 

身長は体重とともに身体の成長を評価するた

めの基本的な指標である。身長測定値を身長成

長曲線として検討することにより、身長が正常に

伸びていることの確認や低身長 3, 4 になる児童生

徒等の早期発見に役立てることができる 2。 

 

３．体重 

体重は身長と同じく身体の成長状態を評価す

るための基本的な指標である。体重の成長につ

いても、身長の成長と同じく、体重成長曲線と肥

満度曲線を描いて検討する必要がある。また、体

重は身長に対比して適正であるかどうかを検討

することで、やせや肥満の評価ができる 2。小児

期の肥満は、成人期の心血管疾患やメタボリッ

ク・シンドロームに代表される健康障害につなが

るというエビデンスがある 5, 6。 

 

４．栄養状態 

 栄養状態の判断に際しては、皮膚の色や光沢、

貧血の有無、皮下脂肪の状態、筋肉や骨格の発

達の程度等について、視診あるいは触診により

行われている。最終的な評価では、成長曲線、

肥満度曲線、貧血検査の結果等も検討して、学

校医が総合的に判断している 2。 

 

５．脊柱・胸郭 

 側弯症は、小児期にみられる脊柱変形で、弯

曲が進行する前に診断して、治療を開始すること

が重要といわれている 7。 

 

６．四肢・骨・関節（運動器に関する健診） 

 現代の子供たちには、過剰な運動に関わる問

題や、運動が不足していることに関わる問題など、

運動器に関する様々な課題が増加している 1。 

 

7．視力 
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 学校生活に支障のない見え方であるかどうかを

検査している 2。弱視については、可及的速やか

に、遅くとも６歳前までに発見し、治療を開始する

ことが大切であるため早期発見、早期治療が原

則とされている 2。子供の視力スクリーニングの経

済的評価についてのシステマティックレビューで

は、弱視が生活の質を低下させる場合、幼児の

弱視を検出するための視力スクリーニングは、ス

クリーニングを行わない場合と比較して費用対効

果が高い可能性があると報告している 8。しかし、

無作為割付比較試験は不足しているため、既存

のスクリーニングプログラムの弱視予防に対する

影響を分析することは難しい 9。 

 

8．聴力 

難聴は学校における教育活動や生活に様々

な、また重大な影響を及ぼす。難聴の有無、その

程度を検査するのが聴力検査で、気付かれてい

ない難聴を見つけたり、既に分かっている難聴を

確かめたりするために検査している 2。 

 

９．眼の疾病及び異常 

 感染性眼疾患や、その他の眼瞼、睫毛、結膜、

角膜など外眼部の疾病・異常の有無及び眼位の

異常の有無について、ルーペ、ペンライト、おお

い板等を用いて検査している 2。 

 

１０．耳鼻咽喉頭疾患 

 耳、鼻、咽喉頭疾患の発見のみならず、知識や

技術の習得を促すために必要な諸感覚の発達

の程度を評価している 2。検査結果には診断医の

個人差が著しく反映されるおそれがある 2。 

 

１１．皮膚疾患 

 感染性のある疾患を早期に発見し、集団感染

を予防している 10, 11。また、学校生活に影響を与

え、積極的な治療や配慮が必要な皮膚疾患を早

期に発見し、適切な治療や対応につなげる目的

で実施されている 2。 

 

１２．歯及び口腔の疾患及び異常 

 児童生徒等の発達段階に即した歯及び顎口腔

系器官の発育・発達を把握し、更に疾病や異常

の有無をスクリーニングしながら、これら疾病や異

常が口腔の機能の発達に影響を及ぼしていない

か、それらが児童生徒等の学習上及び学校生活

に支障を来していないかを検査している 2。 

 

１３．結核 

集団で生活する学校は、感染症が蔓延しやす

い環境である 12。学校教育を円滑に実施するた

めにも、健康診断での問診・検査の実施は結核

予防対策として大きな意義がある 2。小学 1 年生

から中学 3 年生までは毎年全員が問診及び学校

医による診察によって、高校 1 年生では全員が

胸部エックス線撮影を受けている。低所得国及

び中所得国を対象としたシステマティックレビュ

ーでは、結核を示唆する症状のない小児のほと

んどには、結核を示唆する胸部 X 線検査所見

がみられないと結論付けている 13。ツベルクリン

反応検査については、小学 1 年生から中学 3 年

生までは必要に応じて省略できるとされているが、

システマティックレビューによると、潜在性結核感

染症の診断として、偽陽性者が多く、ツベルクリ

ン検査の有効性は限定的であるとされている 14。 

 

１４．心臓の疾患及び異常 

 心疾患の早期発見、心疾患のある児童生徒等

に適切な医療を指示する、生涯を通じて健康な

生活を送る等の目的で、臨床医学的検査（調査

票、視診、触診、聴診等）が毎年全員に行われて

いる 2, 15。学校管理下で少なからず突然死が起き

ており、その原因の 80%が心臓に起因している 2, 

15。その予防のために正しい検査の実施と適切な

事後措置が求められている 2。その一つとして心

電図検査が小学 1 年生、中学 1 年生、高校 1 年

生で実施されており、突然死を引き起こす可能

性のあるこれらの一部は心電図によって検出で

きるとされている 16。 
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１５．尿 

 慢性腎炎は無症状で経過し、将来腎不全に移

行する。また、若年者 2 型糖尿病の発症も報告さ

れ、これらの疾患は尿検査で早期に発見できるこ

とから、学校での尿検査は重症化予防を目的と

して実施されている 2, 17。しかし、慢性腎臓病の予

防に対する小児期の尿スクリーニングについて

は、推奨している国（日本、台湾、韓国）と推奨し

ない国（北米）が存在する 18。また、US Preventive 

Services Task Force は、小児及び青少年におけ

る 2 型糖尿病のスクリーニングの利益と害のバラ

ンスを評価するには証拠が不十分であると報告

している 19。 

 

１６．そのほか（食物アレルギー） 

食物アレルギーには幾つかの病型があるが、

中学生以降では即時型症状が最も頻度が高く、

学校生活では、給食での除去食対応等の配慮

が必要となることが多い 2, 20。 
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20. 公益財団法人日本学校保健会: 学校のア

レルギー疾患に対する取り組みガイドライ

ン 令和元年度改訂. 令和 2 年. 

 

Ｄ．考察 

学校健診は学童生徒を対象として実施してい

るため、成人期に発症することが多い心血管疾

患やがんなどの重大なアウトカムは小児期には

ほとんど発生しない。そのため学校健診のスクリ

ーニングとしての意味がどこまであるかどうかに

ついてのエビデンスは限定されている。今後、エ

ビデンスを明らかにしていくためには、ほかの医

療情報や健診（地域健診、職域健診等）データと

学校健診のデータを連結し、アウトカムとの関係

について検討することが必要である。アウトカム

が出にくい健診だからこそ、アウトカムの出やす

い健診との連携が重要と考える。 

成人期、高齢期の生活習慣の乱れは、プレコ

ンセプション、胎児、幼少、学童といった時期に

遡ると考えられる。このことから、学校健診の検査

項目に生活習慣病の予防という視点での見直し

が必要である。現在の学校健診ではは身長や体

重を測定しており、この項目をうまく使うと肥満や

やせの程度が判断できる。小児期の肥満ややせ

は成人期にトラッキングすることが報告されており、

肥満は心血管疾患や糖脂質代謝異常、悪性新

生物などと関連することが知られている。また、や

せは骨粗鬆症の危険因子であることが知られて

いる。このことから、学校健診で測定される身長と

体重及びそれを用いた体格判定の更なる有効

利用が望まれる。また、生活習慣病予防の視点

から、腹囲や体脂肪、血圧、血清脂質などの検

査項目を追加することについて検討することも一

案である。なお、学齢期の血圧や血清脂質につ

いても小児期から成人期へトラッキングする事が

報告されている。我が国では、いくつかの自治体

では、「小児生活習慣病予防」という名称で、学

校保健安全法で定められた健診項目に加えて、

血圧や血清脂質の測定や事後措置（保健指導

や健康教育）が行われている。血清脂質につい

ては対費用効果の問題等もあって、直ちに全国

一律に導入することは困難であるが、健診項目と

事後処置の見直しを継続することによって学校

健診は、成人期や高齢期に問題となる心血管疾

患や代謝異常などの予防にも資する健診となり

得ると考える。 

 

Ｅ．結論 

学校健診は、学校における保健管理の中核に

位置するだけでなく、学校健診を学校における

保健教育に役立てるという側面ももつ。一方、学

校健診では児童生徒を対象として実施している

ため、成人期に発症することが多い心血管疾患

やがんなどの重大なアウトカムはほとんど発症し

ない。そのため学校健診のスクリーニングとして

の意味がどこまであるかどうかについてのエビデ

ンスは限定されている。今後、エビデンスを明ら

かにしていくためには、ほかの医療情報や健診

（地域健診、職域健診等）データと学校健診のデ

ータを連結し、アウトカムとの関係について検討

することが必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

なし 
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２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究 

がん検診に関する評価 

 

研究分担者  小松 雅代    大阪大学大学院医学系研究科 助教 

 

研究要旨  

 がん検診の制度上の位置づけ、国の考え方を明確にし、各がん検診（胃がん、子宮頸がん、肺がん、乳が

ん、大腸がん）のガイドラインから、各がん検診の有効性について整理した。また、各がん検診における個別の

健診項目とエビデンスの評価を明らかにし、各種健康診査や検診に含まれるがん検診について、法的位置づ

けや課題整理を行い、がん検診対策の方策を検討した。 

 胃がん検診、子宮頸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、大腸がん検診については、がん検診導入時に、

ガイドラインで推奨するか否か、リスクベネフィットとして利益が不利益を上回る場合に導入すること

などを十分に検討している。また、実際に該当するがん検診を導入する場合は、がん対策推進協議会で

導入について検討され、予防指針に従った一連のプロセスが完成している。 

がん検診は病気（がん）を発見するものであり、循環器健診などのリスク因子のスクリーニングとは

位置づけが異なる。しかし、がん検診の受診率は、諸外国と比較すると低いため、他の検診と連携する

ことで受診の機会を増やすことに繋がるなど、受診率向上という視点からも連携が重要である。 

Ａ．研究目的 

がん検診の制度上の位置づけまたは国の考

え方を明確にし、各がん検診（胃がん、子宮頸が

ん、肺がん、乳がん、大腸がん）のガイドラインか

ら、各がん検診の有効性について整理する。 

また、各がん検診における個別の健診項目と

エビデンスの評価を明らかにする。さらに、各種

健康診査や検診に含まれるがん検診について、

法的位置づけや課題整理を行い、がん検診対

策の方策を検討する。 
 

Ｂ．研究方法 

がん検診の法的根拠を整理し、がん検診のエ

ビデンスとなるガイドラインを用いて、各がん検診

の有効性について整理を行った。また、各健康

診査、健診制度とがん検診の関連について確

認した。 

（倫理面への配慮） 

倫理面の問題は特にない。 

 

Ｃ．研究結果 

１. 制度上の位置づけまたは国の考え方 

健康増進法に基づき、受診促進を図るとともに、

がんの早期発見と正しい健康意識の普及啓発を

計図り、もって健康保持及び増進を図ることを目

的 と す る 。 （ 厚 生 労 働 省  が ん 検 診 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/gan_ken

shin.html） 

 

2. 実施主体・実施の義務・罰則の有無 

【健康増進法】（市町村による健康増進事業の実

施） 

第十九条の二 市町村は、第十七条第一項に規

定する業務に係る事業以外の健康増進事業で

研究協力者 

祖父江 友孝  大阪大学大学院医学系研究科 

教授 
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あって厚生労働省令で定めるものの実施に努め

るものとする。 

【健康増進法施行規則（厚生労働省令第八十六

号）】（市町村による健康増進事業の実施） 

第四条の二 法第十九条の二の厚生労働省令

で定める事業は、次の各号に掲げるものとする。 

六 がん検診 

実施は努力義務であり、罰則の記載はない。 

 

3. 各がん検診の項目とエビデンス・解説 

1）胃がん検診 

①項目 

問診に加え、胃部エックス線検査又は胃内

視鏡検査のいずれかとする。胃部エックス線

検査及び胃内視鏡検査を併せて提供しても差

し支えないが、この場合、受診者は、胃部エッ

クス線検査又は胃内 視鏡検査のいずれかを

選択するものとする。 

②エビデンス・解説 
国が推奨している胃がん検診（胃部 X 線検

査、胃内視鏡検査）は「死亡率を減少させるこ

とが科学的に証明された」有効な検診であり、

50 歳以上の方は 2 年に 1 度、繰り返し検診を

受診することが推奨されている。有効性評価

に基づく胃がん検診ガイドライン 2014 年度

版(2015.3.31)基づき、がん検診の有効性が記

載されている 1.6。 

 

2）子宮頸がん検診 

①項目 

子宮頸がん検診の検診項目は、問診、視診、

子宮頸部の細胞診及び内診とし、必要に応じ

て、コルポスコープ検査を行う。 

②エビデンス・解説 
国が推奨している子宮頸がん検診（子宮頸

部の細胞診）は「死亡率、罹患率を減少させる

ことが科学的に証明された」有効な検診であ

り、20 歳以上の女性は 2 年に 1 度繰り返し検

診を受診することが推奨されている。有効性

評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン

2019 年度版(2020.3.31) に基づき、がん検診

の有効性が記載されている 2.6。 

 

3）肺がん検診 

①項目 

質問（医師が立ち会っており、かつ医師が自

ら対面により行う場合において、「質問」とあ

るのは「問診」と読み替える。）、胸部エックス

線検査及び喀痰細胞診とする。喀痰細胞診は、

質問の結果、原則として 50 歳以上で喫煙指

数（１日本数×年数）が 600 以上であること

が判明した者（過去における喫煙者を含む。）

に対して行う。 

②エビデンス・解説 
国が推奨している肺がん検診（肺の X 線検

査、痰の検査）は「死亡率を減少させることが

科学的に証明された」有効な検診であり、有効

性評価に基づく肺がん検診ガイドライン

(2006.9.11) にて、がん検診の有効性が記載さ

れている 3.6。 

 

4）乳がん検診 

①項目 

乳がん検診の検診項目は、問診及び乳房エ

ックス線検査（マンモグラフィをいう。以下同

じ。）とする。 なお、視診及び触診（以下 「視

触診」という。）は推奨しないが、仮に実施す

る場合は、乳房エックス線検査と併せて実施

すること。 

②エビデンス・解説 
国が推奨している乳がん検診（マンモグ

ラフィ）は「死亡率を減少させることが科学的

に証明された」有効な検診であり、40 歳以上

の女性は 2 年に 1 度繰り返し検診を受診する

ことが推奨されている。有効性評価に基づく

乳がん検診ガイドライン 2013 年度版

(2014.3.31) に基づき、がん検診の有効性が記

載されている 4.6。 

 

5）大腸がん検診 
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①項目 

問診及び便潜血検査とする。 
②エビデンス・解説 
国が推奨している大腸がん検診（便潜血検

査）は「死亡率を減少させることが科学的に証

明された」有効な検診であり、有効性評価に基

づく大腸がん検診ガイドライン(2005.3.24)＊

更新版(2023.1.9) に基づき、がん検診の有効

性が記載されている 5.6。 

 

【引用】 

1. 有効性評価に基づく胃がん検診ガイド

ライン 2014 年度

（2015.3.31)http://canscreen.ncc.go.j

p/guideline/iganguide2014_150421.p

df 

2. 有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガ

イドライン 2019 年度版(2020.3.31)  

http://canscreen.ncc.go.jp/shikyukeig

uide2019.pdf 

3. 有効性評価に基づく肺がん検診ガイド

ラ イ ン (2006.9.11)  

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/g

uide_lung070111.pdf 

4. 有効性評価に基づく乳がん検診ガイド

ライン 2013 年度版(2014.3.31) 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/n

yugan_kenshin_guidelinebook_2014

0430.pdf 

5. 有効性評価に基づく大腸がん検診ガイ

ド ラ イ ン (2005.3.24) 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/colon_f

ull080319.pdf 

＊ 更 新 版

(2023.1.9)http://canscreen.ncc.go.jp/koukaiforu

m/2023/G_CRC_2023.pdf 

6. 国立研究開発法人国立がん研究センタ

ー がんの予防・検診 がん検診 

https://ganjoho.jp/public/pre_scr/screening/

index.html 

Ｄ．考察 

がん検診の推奨は、最初の導入時に検討

しており、ガイドラインで推奨するか否か、リ

スクベネフィット、利益が不利益を上回る場

合に導入される。また、有効性が不十分な場合

は、導入されないなど、明確な根拠を検討して

いる。実際に該当するがん検診を導入する場

合は、がん対策推進協議会で導入について検

討され、予防指針に従って実施するという一

連のプロセスが完成している。しかし、これら

の要件を満たさない、指針外のがん検診（PSA

等）が実施されていることもあるため、検診の

質の管理や精度管理の問題や課題においても

検討が必要である。 

ライフステージの観点でがん検診を考える

と、市町村のがん検診は法律に基づいている

が、職域の健診は法律に基づいていない。その

ため、職域のがん検診は全く把握されていな

い。また、現在がん検診対象者の上限年齢は設

けられていないため、高齢者に対する利益不

利益のバランスを考慮したがん検診体制につ

いても検討が求められる。 

 

Ｅ．結論 

がん検診は有効性やエビデンスに基づいて、

実施している。がん検診は病気（がん）を発見

するものであり、循環器健診などのリスク因

子のスクリーニングとは位置づけが異なる。

しかし、がん検診の受診率は、諸外国と比較す

ると低いため、他の検診と連携することで受

診の機会を増やすことに繋がるなど、受診率

向上という視点からも連携が重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 

なし 

１．論文発表 

なし 
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２．学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 

 

44



令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

職域における一般健康診断の評価に資する研究 

 

研究分担者 高田 礼子 聖マリアンナ医科大学予防医学教室 主任教授 

 

研究要旨  

職域で実施される健康診断のうち、労働安全衛生法に基づく一般健康診断は、労働者の健康状態を把

握し、事後措置を行うことにより、脳・心臓疾患の発症の防止、生活習慣病等の増悪防止を図ることな

どを目的としている。一般定期健康診断の項目のうち、特定健康診査と重複する項目に関しては、第４

期特定健診・特定保健指導の見直しに関する検討会において、疾患の予防や早期発見に関するエビデン

スを整理し、その妥当性が検討されたところである。一方、一般定期健康診断の項目は、社会情勢の変

化や新たな医学的知見の蓄積により項目の改正が行われてきたが、同健康診断の目的である労働者の健

康管理や適正配置のための検査項目の選定や各項目に関するエビデンスは十分にあるとは言えない。現

在、労働者の高齢化による健康課題や、女性の就業率の増加に伴う女性の健康課題への対応の重要性が

一層高まっている。このような社会情勢の変化等や最新の医学的知見を踏まえ、労働者の健康管理や適

正配置に資する検査項目の選定が望まれる。 

Ａ．研究目的 

労働安全衛生法に基づく一般健康診断は、

常時使用する労働者について、その健康状態

を把握し、労働時間の短縮、作業転換などの

事後措置を行い、脳・心臓疾患の発症の防

止、生活習慣病等の増悪防止を図ることなど

を目的としている。一般定期健康診断の項目

は特定健康診査と一部重複しており、特定健

康診査と重複する項目に関しては、「第４期

特定健診・特定保健指導の見直しに関する検

討会」において疾患の予防や早期発見のエビ

デンスを整理し、問診・健康診査項目等の妥

当性が検討され 1、標準的な健診・保健指導

プログラム(令和 6 年度版) が作成された。 

一方、労働者の健康管理や適正配置のため

の検査項目の選定や各項目の基準等に関する

エビデンスは、労働安全衛生法に基づく定期

健康診断等のあり方に関する検討会報告書 2

や産業医を対象としたコンセンサス調査 3等

に限られている。 

本研究では、昨年度は健康診査が満たすべ

き 18 の要件に研究班でライフコースや健康

教育の観点から新規に 5 項目を追加した 23

項目に沿って一般健康診断の制度について検

証した。今年度は、一般健康診断の目的であ

る労働者の健康管理や適正配置の観点から、

一般健康診断における項目のエビデンスにつ

いて整理し、概説する。 

 

Ｂ．研究方法 

一般定期健康診断の項目は、現在までに数

回の改正 4が行われている。本研究では、改正

時に行われた検討内容に基づいて各健康診断

項目のエビデンスを整理した。さらに、これらの改

正の他に、各健康診断項目の妥当性について

検討を行った労働安全衛生法に基づく定期健

康診断等のあり方に関する検討会報告書 2 を

用いてエビデンスを整理した。 

 

(倫理面への配慮) 

倫理面の問題は特にない。 

研究協力者 

本橋 隆子 聖マリアンナ医科大学予防医学教室 講師 

中辻 侑子 聖マリアンナ医科大学病院 初期研修医 
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Ｃ．研究結果 

1. 定期健康診断の概要、項目等 

定期健康診断は、労働安全衛生法第 66 条

第 1 項及び労働安全衛生規則第 44 条第 1 項

により、事業者は、常時使用する労働者に対

し、1 年以内ごとに 1 回、定期に、表 1 の項

目について医師による健康診断を行わなけれ

ばならないと規定されている。  

定期健康診断の項目のうち、身長の検査、

腹囲の検査、胸部エックス線検査、喀痰検査、

貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、血糖

検査及び心電図検査については、労働安全衛

生規則第 44 条第 2 項の規定に基づき、医師

が必要でないと認めるときは、厚生労働大臣

が定める基準によって省略することができる。 

なお、40歳以上の者については、特定健康

診査の対象者でもあるが、特定健康診査及び

特定保健指導の実施に関する基準第 2 条によ

り、労働安全衛生法その他の法令に基づき特

定健康診査を実施した年度と同年度において

健康診断を受けた事実を保険者が確認した場

合には、当該保険者は当該加入者に対し特定

健康診査の全部又は一部を行ったものとみな

すとされている。 

 

表 1 定期健康診断の項目 
(1)  既往歴及び業務歴の調査 
(2)  自覚症状及び他覚症状の有無の

検査 
(3)  身長、体重、腹囲、視力及び聴

力の検査 
(4)  胸部エックス線検査、喀痰検査 
(5)  血圧の測定 
(6)  貧血検査 
(7)  肝機能検査 
(8)  血中脂質検査 
(9)  血糖検査 
(10) 尿検査 
(11) 心電図検査 

 

2. 定期健康診断の項目の解説 

1) 既往歴及び業務歴の調査 

既往歴及び業務歴の調査は定期健康診断に

おいて必須の項目である。「労働安全衛生法

に基づく定期健康診断等のあり方に関する検

討会報告書」では、既往歴及び業務歴の調査

の目的として、労働者自らの疾病による労働

災害の発生を防止すること、また、就労によ

り当該疾病を増悪させないこと等が必要であ

り、的確な疾病情報の把握及び対応が必要で

ある 2 としている。なお、定期健康診断の

「既往歴」または「業務歴」は、直近に実施

した健康診断以降のものと定義されており

(昭和 47 年基発第 601 号の 1)、既往歴には

現在罹患している疾病に関する情報も含まれ

る。 

 

2) 自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

自覚症状及び他覚症状の有無の検査は定期

健康診断において必須の項目である。自覚症

状及び他覚症状の有無の検査には、当該労働

者が就業を予定される業務に応じて必要とす

る身体特性を把握するための感覚器、呼吸器、

消化器、神経系、皮膚および運動機能の検査

が含まれ、その検査項目の選定は当該労働者

の性別、年齢、既往歴、問視診等を通じての

所見などもあわせて医師の判断にゆだねられ

るものであるとしている(昭和 47 年基発第

601 号の 1)。 

「自覚症状」に関するものについては、最

近において受診者本人が自覚する事項を中心

に聴取することとし、この際本人の業務に関

連が強いと医学的に想定されるものをあわせ

て行なうものとすることとしている(昭和 47

年基発第 601 号の 1)。 

「他覚症状」に関するものについては、受

診者本人の訴え及び問視診に基づき異常の疑

いのある事項を中心として医師の判断により

検査項目を選定して行うとしている(昭和 47

年基発第 601号の 1)が、その際選定して行う

検査項目は、打診、聴診、触診などの臨床診

察的な手法による検査であることとしている
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(平成 29 年基発 0804 第 4 号)。  

 

3) 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査 

(1) 身長、体重、腹囲 

体重の検査は定期健康診断において必須の

項目であるが、身長は 20 歳以上の者、腹囲

は以下の①～④のいずれかに該当する者で、

医師が必要でないと認めるときは省略するこ

とができる。 

 

①40 歳未満の者(35 歳の者を除く) 

②妊娠中の女性その他の者であって、その腹

囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと診

断されたもの 

③BMI(Body Mass Index)が 20 未満である者 

④自ら腹囲を測定し、その値を申告した者

(BMI が 22 未満である者に限る) 

 

BMI(Body Mass Index)は、身長、体重の

値を用いて、体重(kg)/身長×身長(m2)の式で

算出される。そのため、身長の検査の省略に

ついては、身長の検査を行わなくともその値

が把握できると医師が判断した場合に限り省

略できることに留意することとしている(平

成 10 年基発第 396 号)。また、平成 10 年基

発第 396号において、BMIは算出される肥満

度を判定する簡便な指数であり、肥満の予防

や改善のための指導を適切に行うのに有用な

指数であることから他の健康診断項目と併せ

て保健指導に十分活用することが望ましいと

して、健康診断個人票の様式に BMI の欄が

設けられた。 

BMIは肥満の指標として用いられていたが、

BMIよりも腹囲(内臓脂肪)が脳・心臓疾患の

発症と関連するとの報告が数多くなされ 5-7、

日本内科学会等 8 学会よりなるメタボリック

シンドローム診断基準検討委員会 8 や国際糖

尿病学会でも基準の必須項目に取り入れられ

るなど、腹囲(内臓脂肪)が肥満のリスク指標

として優れていることが明らかとなった。そ

のため、平成 20 年基発第 0121001 号におい

て、脳・心臓疾患を予防する観点から腹囲

(内臓脂肪)を把握することは、労働安全衛生

の観点からも欠かせないものであるとして、

定期健康診断等の項目に腹囲の検査が追加さ

れた。 

 

(2) 視力、聴力   

視力、聴力の検査は定期健康診断において

必須の項目である。「労働安全衛生法に基づ

く定期健康診断等のあり方に関する検討会報

告書」では、視力検査は労働者の視覚機能を、

また、聴覚検査は聴覚機能を、評価し適正配

置に配慮するために行われているとしている

2。聴力の検査は、加齢等による聴力低下を

早期に発見するため、平成元年基発第 462 号

において検査方法を規定しており、「聴力の

検査」は 1000Hz 及び 4000Hz の周波数で、

一定の音圧の音が聞こえるかどうかの検査を

行うこととしている。なお、1000Hz は日常

会話の音域の代表とされる音であり、

4000Hz の音は高齢化に伴い、早期の聴力低

下が起こる音域の代表の音であるとされてい

る。 

 

4) 胸部エックス線検査、喀痰検査 

(1) 胸部エックス線検査 

「労働安全衛生法に基づく定期健康診断等の

あり方に関する検討会報告書」で、胸部エッ

クス線検査は、結核等の呼吸器疾患等の一般

的なスクリーニング検査であるとしている 2。

定期健康診断において、40 歳未満の者 (20

歳、25 歳、30 歳及び 35 歳の者を除く)で、

次の①、②のいずれにも該当しない者で、医

師が必要でないと認めるときは省略すること

ができる。 

 

①感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律(以下、感染症法)施行令第

12 条第 1 項第 1 号に掲げる者 
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②じん肺法第 8 条第 1 項第 1 号又は第 3 号に

掲げる者 

 

また、「労働者に対する胸部エックス線検

査の対象のあり方等に関する懇談会報告書」

9 によると、下記の①～⑤に該当する場合は、

一般に結核の感染リスクが高いと考えられる

ことから、医師が胸部エックス線検査の省略

について判断する際、特に留意すべき事項で

あるとしている。  

 

①結核の罹患の可能性が高いと考えられる多

数の顧客と接触する場合等  

②結核罹患率が高い地域における事業場での

業務  

③結核罹患率が高い海外地域における滞在歴  

④長時間労働による睡眠不足等 

⑤特定の疾患(糖尿病、 慢性腎不全等)への罹

患や治療(免疫抑制剤の使用)等により免疫

力の低下が疑われる状況が把握された場合 

 

(2) 喀痰検査 

喀痰検査は、定期健康診断において結核の

早期発見等を目的として実施され、雇入れ時

の健康診断にはない項目である。定期健康診

断においては、以下の①～③に該当する者で、

医師が必要でないと認めるときは省略するこ

とができる。 

 

①胸部エックス線検査によって病変の発見さ

れない者 

②胸部エックス線検査によって結核発病のお

それがないと診断された者 

③40 歳未満の者(20 歳、25 歳、30 歳及び 35

歳の者を除く)で、次の(ア)、 (イ)のいずれ

にも該当しない者 

(ア)感染症法施行令第 12 条第 1 項第 1 号に

掲げる者 

(イ)じん肺法第 8 条第 1 項第 1 号又は第 3

号に掲げる者 

5) 血圧の測定 

血圧の測定は定期健康診断において必須の

項目である。血圧の測定は、労働者の血圧の

状態を若年から定期的に把握し管理すること

が必要であることから省略できないとしてい

る(平成元年基発第 462 号)。 

 

6) 貧血検査 

貧血検査は、血色素量及び赤血球数の検査

であり、定期健康診断において、40歳未満の

者(35歳の者を除く)は省略することができる。

貧血検査の目的としては、高齢期に増加する

貧血や食行動の偏りによる貧血を把握するた

めに行うものとされている(平成元年基発第

462 号)が、貧血検査の医師による省略の判

断においては、貧血は高齢期のみならず、若

年の女性にも一定程度見られることから留意

が必要であるとしている(平成29年基発0804

第 4 号)。 

 

7) 肝機能検査 

肝機能検査は、GOT、GPT 及び γ-GTP の

検査であり、定期健康診断において、40歳未

満の者(35歳の者を除く)は省略することがで

きる。肝機能検査の目的としては、肝機能障

害を早期に把握するために行うものとされて

いる(平成元年基発第 462 号)。  

 

8) 血中脂質検査 

血中脂質検査は LDL コレステロール、

HDL コレステロール及び血清トリグリセラ

イドの検査であり、定期健康診断において、

40 歳未満の者(35 歳の者を除く)は省略する

ことができる。血中脂質検査の目的としては、

動脈硬化の原因となる高脂血症を把握し(平

成元年基発第 462 号)、脳・心臓疾患の発生

の危険性を評価するために行うものとされて

いる(平成 10 年基発第 396 号)。 

9) 血糖検査 

血糖検査は空腹時血糖又は随時血糖による
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検査を原則としているが、「定期健康診断等

における血糖検査の取扱いについて」(令和 2

年基発 1223 第 7 号)により、ヘモグロビン

A1c 検査を血糖検査として認めるとしている。 

定期健康診断においては、40 歳未満の者

(35歳の者を除く)は省略することができる。

血糖検査の目的としては、糖尿病を早期に、

的確に把握するために行うものとしている

(平成 10 年基発第 396 号)。 

 

10) 尿検査 

尿検査は尿中の糖及び蛋白の有無の検査で

ある。尿検査は、定期健康診断において必須

の項目であり、糖尿病や腎疾患を早期に発見

するために把握することが必要であることか

ら省略できないとしている(平成元年基発第

462 号)。また、平成 29 年基発 0804 第 4 号

において、糖尿病性腎症の原因と考えられる

高血糖、腎硬化症の原因と考えられる高血圧

等の基礎疾患を含めて労働者の健康状態等を

勘案しながら医師が必要と認めた場合には、

従来の検査項目に加え、血清クレアチニン検

査を、血液検査に用いた検体と同一検体等を

利用として実施することが望ましいとしてい

る。 

 

11) 心電図検査 

心電図検査は、定期健康診断において、40

歳未満の者(35歳の者を除く)は省略すること

ができる。心電図検査の目的としては、不整

脈、虚血性心疾患、高血圧に伴う心臓の異常

等を把握するために行うものとされている

(平成元年基発第 462 号)。 

 

3. その他の一般健康診断の概要、項目等 

 労働安全衛生法に基づく一般健康診断のう

ち、定期健康診断以外の健康診断について、

定期健康診断との相違点を中心に概説する。 

1) 雇い入れ時の健康診断 

雇い入れ時の健康診断は、労働安全衛生規

則第 43 条により、常時使用する労働者を雇

い入れるときは、当該労働者に対し、健康診

断を行わなければならないと規定されており、

昭和 47 年基発第 601 号の 1 では、常時使用

する労働者を雇い入れた際における適正配置、

入職後の健康管理の基礎資料に資するための

健康診断と位置付けられている。健康診断項

目は定期健康診断と概ね同じであるが、喀痰

検査を除き、全項目を実施する必要がある。 

なお、雇い入れ時健康診断の「既往歴」に

ついては、雇い入れの際までかかった疾病を、

経時的に調査することとされている(昭和 47

年基発第 601号の 1)が、現在罹患している疾

病に関する情報についても含まれる 2。また、

「業務歴」については、雇い入れの際までに

おいて従事したことのある主要な業務につい

ての経歴を調査するものとしている(昭和 47

年基発第 601 号の 1)。 

 

2) 特定業務従事者の健康診断 

労働安全衛生規則第 45 条により、事業者

は、労働安全衛生規則第 13 条第 1 項第 2 号

に定められている業務(暑熱業務、寒冷業務、

粉じん業務、異常気圧下業務、振動業務、重

量物取扱い業務、騒音業務、坑内業務、深夜

業務、有害物取扱い業務、有害ガス等取扱い

業務、病原体取扱い業務等)に常時従事する

労働者に対して、当該業務への配置替えの際

および 6 か月以内ごとに 1 回、定期に、定期

健康診断と同じ項目の健康診断を行わなけれ

ばならないと規定されている。ただし、胸部

エックス線検査および喀痰検査については 1

年以内ごとに 1 回でよいとしている。 

 

3) 海外派遣労働者の健康診断 

労働安全衛生規則第 45 条の 2 により、事

業者は、労働者を海外に 6 か月以上派遣しよ

うとする際、あるいは、海外に 6 か月以上派

遣し、帰国後国内業務に就かせる際(一時的

に就かせるときを除く)に行うと規定されて

49



いる。健康診断項目は、定期健康診断と同じ

項目および、厚生労働大臣が定める項目(腹

部画像検査、血液中の尿酸の量の検査、B 型

肝炎ウイルス抗体検査、ABO 式及び Rh 式の

血液型検査(派遣前に限る)、糞便塗抹検査

(帰国後に限る)のうち医師が必要であると認

めたもの)である。 

 

4) 給食従事者の検便 

労働安全衛生規則第 47 条により、事業者

は、事業に附属する食堂又は炊事場における

給食の業務に従事する労働者に対して、食中

毒や伝染病防止の観点から、雇い入れの際又

は当該業務への配置替えの際に検便による健

康診断を行わなければならないと規定されて

いる。主に感染症法における 3 類感染症とし

て分類されている赤痢菌、サルモネラ属菌、

腸管出血性大腸菌の健康保菌者の検索を目的

としている。 

 

5) 自発的健康診断 

労働安全衛生規則第 50 条の 2、第 50 条の

3 の規定により、深夜業(午後 10 時から午前

5 時までの間の業務)に従事し、一定の要件

(常時使用される労働者で、当該健康診断の

受診日の前 6 か月を平均して 1 か月あたり 4

回以上深夜業に従事したもの)を満たす者は、

自ら受けた健康診断の結果を証明する書面を

事業者に提出することができる。なお、健康

診断項目は定期健康診断と同じである。 

 

6) 結核健康診断 

その他、感染症法第 53 条の 2 により、事

業者は、学校、病院・診療所、助産所、介護

老人保健施設、社会福祉施設等に従事する者

(常勤・非常勤は問わない)を対象に、毎年実

施しなければならないと規定されている。健

康診断項目は胸部エックス線検査、喀痰検査、

聴診、打診その他必要な検査である。 

 

4. 一般健康診断項目のエビデンスの現状 

一般健康診断項目に関するエビデンスの検

討は現在、「労働安全衛生法に基づく一般健

康診断の検査項目等に関する検討会」におい

て行われているところである。なお、これま

でに、特定健康診査と重複する項目に関して

は、「第４期特定健診・特定保健指導の見直

しに関する検討会」のとりまとめにおいて、

特定健診の基本的な項目の検査項目について

は現状項目を維持するが、中性脂肪の保健指

導判定値等が見直され、詳細な健診の項目に

ついては現状項目及び運用を維持することと

された 4。 

一方、平成 28 年に行われた「労働安全衛

生法に基づく定期健康診断等のあり方に関す

る検討会」で今後の検討課題となった、定期

健康診断における「有所見」、「医師の指示」

の基準については、51名の産業医を対象にデ

ルファイ法を用いたコンセンサス調査 3 の結

果が報告されている。同調査における質問項

目には定期健康診断で規定されている項目に

尿酸とクレアチニンが加えられた。なお、同

調査での「有所見」は、「臨床ガイドライン

等に基づく基準」として各診療ガイドライン

や人間ドック学会で示されている判定値を提

示したうえで産業医として適切と考える数値、

「医師の指示」は、本人が自らの健康管理の

ために、医療機関を受診すべき基準と定義さ

れている。 

調査の結果、GPT(ALT)の「有所見」のみ

コンセンサスが得られなかったが、その他の

項目についてはコンセンサスが得られた。 

まず、「有所見」について得られたコンセ

ンサスは以下の通りである。 

聴力(1000Hz) 30dB、聴力(4000Hz) 40dB、

収 縮 期 血 圧  140mmHg 、 拡 張 期 血 圧 

90mmHg、赤血球数(女) 360 万、赤血球数

(男) 400 万、Hb(女) 12g/dL、Hb(男) 13g/dL、

GOT(AST) 50U/L、γ -GTP 80U/L、LDL 

140mg/dL 、 HDL 40mg/dL 、 中 性 脂 肪 
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150mg/dL、総コレステロール 220mg/dL、

空腹時血糖 110mg/dL、随時血糖 140mg/dL、

HbA1c 6.0％、クレアチニン 1.0mg/dL、尿酸

7.0mg/dL、尿糖 1+、尿蛋白 1+ 

次に、「医師の指示」について得られたコ

ンセンサスは以下の通りである。 

聴力(1000Hz) 40dB、聴力(4000Hz) 40dB、

収 縮 期 血 圧 160mmHg 、 拡 張 期 血 圧

100mmHg、赤血球数(女) 300 万、赤血球数

(男) 360 万、Hb(女) 10g/dL、Hb(男) 11g/dL、

GOT(AST)  100U/L、GPT(ALT) 100U/L、γ

-GTP 200U/L 、 LDL 180mg/dL 、 HDL 

30mg/dL、中性脂肪 500mg/dL、総コレステ

ロール 260mg/dL、空腹時血糖 126mg/dL、

随時血糖 200mg/dL、HbA1c 6.5％、クレア

チニン 1.3mg/dL、尿酸 9.0mg/dL、尿糖 1+、

尿蛋白 2+ 

 また、事業者は一般健康診断の結果に基づい

て就業上の措置を行う際には、医師等へ就業上

の意見を聴取しなければならない。意見を求めら

れた医師は、個々の労働者の健康診断の検査

結果と併せて業務の状況等を確認し、総合的に

判断する必要があるものの、労働者の健康状態

と作業要因について多様な組合せがあることか

ら、一律な判定基準は定められてない現状にあ

る。 

 

Ｄ．考察 

 一般定期健康診断の項目は、現在までに次

に示す通り改正が行われている。昭和 47 年

の労働省令で規定された項目は、既往歴及び

業務歴の調査、自覚症状及び他覚症状の有無

の検査、身長、体重、視力及び聴力の検査、

血圧の測定、尿検査であった。平成元年の労

働省令による改正では、高齢化社会の著しい

進展等により脳血管疾患等の生活習慣病を有

する労働者が増加したことから、労働者一人

一人に着目した疾病の予防・早期発見のため

の項目を充実させる目的で、貧血検査、肝機

能検査、血中脂質検査及び心電図検査が健康

診断項目に追加された。平成 10 年の労働省

令による改正では、高齢化の進展等により

脳・心臓疾患等につながる所見を有する労働

者が増加したことから、当該疾患に関連して

必要な項目を充実させる目的で、HDL コレ

ステロールの量の検査及び血糖検査が健康診

断項目に追加された。平成 19 年の厚生労働

省令による改正では、脳・心臓疾患に関連す

る項目について新たな医学的知見が得られた

ことから、腹囲の検査が健康診断項目に追加

され、血中脂質検査の項目において、総コレ

ステロールに代えて、LDLコレステロールが

導入された。これらの改正の他に、平成 28

年、「労働安全衛生法に基づく定期健康診断

等のあり方に関する検討会」において定期健

康診断等の各診断項目の妥当性について検討

が行われた。 

現在、労働者の高齢化による健康課題や、

女性の就業率の増加に伴う女性の健康課題へ

の対応の重要性が一層高まっている。このよ

うな社会情勢の変化等や最新の医学的知見を

踏まえ、「労働安全衛生法に基づく一般健康

診断の検査項目等に関する検討会」が開催さ

れている。同検討会においては、最新の医学

的エビデンスに基づく現行の一般健康診断の

検査項目等の妥当性や労働者の健康課題の変

化を踏まえ、一般健康診断の検査項目等につ

いて検討が行われており 10、労働者の健康管

理や適正配置のための検査項目の選定が望ま

れる。 

とくに、労働者の高齢化については、高齢

労働者の増加に伴い、転倒など作業行動に起

因する労働災害の発生率の増加 11 が問題とな

っており、その個体側要因として、ロコモテ

ィブシンドロームなどの身体機能の低下が考

えられる。職域における一般健康診断の枠に

とらわれず、就労時期の健康診断プログラム

については、前後のライフステージを考慮し、

ロコモティブシンドロームなどの早期発見と

予防介入を含めて制度の在り方を検討してい
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く必要がある。 

 

Ｅ．結論 

労働安全衛生法に基づく一般健康診断の項

目は、社会情勢の変化や新たな医学的知見の

蓄積により改正が行われてきた。改正の中で

さまざまな調査が行われてきたが、労働者の

健康管理や適正配置のための検査項目の選定

や各項目に関するエビデンスは十分あるとは

言えない。現在、「労働安全衛生法に基づく

一般健康診断の検査項目等に関する検討会」

が開催され、一般健康診断の検査項目等につ

いて検討が行われており、労働者の健康管理

や適正配置のための検査項目の選定が望まれ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 

 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

なし 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究（母子保健） 

 

研究分担者 馬場 幸子  大阪母子医療センター母子保健調査室 室長  

 

研究要旨  

母子保健分野の健康診査[妊婦健診、産婦健診、出生時検診（先天性代謝異常、聴覚検査）、乳幼児

健診]を対象とし、各健診の実施者・法的位置づけ、また各健診項目が意図する疾患や、基準値の根拠に

ついて確認した。 

母子保健事業については原則として実施者は市町村であった。健康診査いずれの・検診も母子保健

法が根拠になっていると考えられたが、必ずしも全てが法定健診となっているわけではなかった。検査項

目について、検診については根拠が明確になっていた。健康診査についても、概ねほぼ全ての項目に

ついて根拠がマニュアルやガイドラインで示されていた。 

なお、なお、令和５年度よりこども家庭庁が設立された。妊娠期からの切れ目ない支援の実施にむけて

母子保健分野の健康診査・検診の整備が更に推進されつつある。 

Ａ．研究目的 

母子保健分野の健康診査[妊婦健診、産婦健診、

出生時検診（先天性代謝異常、聴覚検査）、乳幼児

健診]を対象とし、各健診項目が意図する疾患や、

基準値の根拠について確認することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

まず「母子保健行政法令・通知集 令和5年版

（令和5年4月発行）」で各健診項目の実施者と

法的位置づけと項目等について確認した。その上

で、各健診項目の内容について、妊産婦健診は「産

婦人科診療ガイドライン」・「精神疾患を合併し

た、或いは合併の可能性のある妊産婦の診療ガイ

ド」、新生児検診は「よくわかる新生児マススク

リーニングガイドブック」、乳幼児健診は、「改

訂版乳幼児健康診査 身体診察マニュアル」を主

に参照し、それらの中で紹介されている個別の文

献にもなるべくあたったうえで素案を作成した。。

令和５年度に発出された通知等についても、週刊

保健衛生ニュースやグーグルなどの検索エンジ

ンを用いて情報を収集した。 

素案は、妊婦健診、産婦健診、出生時検診（先天性

代謝異常、聴覚検査）については研究分担者が、

乳幼児健診については研究協力者が作成した。そ

の後、研究分担者と研究協力者は協力して素案を

複数回系統的に吟味した上、疑義がある点につい

ては所属機関で各健診に関与した経験のある医師

と意見交換を行い必要な修正を行った。 

（倫理面への配慮） 

倫理面の問題は特にない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．各健診の実施者と法的位置づけ 

地域保健対策強化のための関係法律の整備に

関する法律が平成６年法律第８４号をもって交付さ

れ、住民に身近で頻度の高い保健サービスについ

ては、市町村において一元的かつきめ細やかな対

応を図ることとされ、これに伴い、母子保健事業に

研究協力者 

谷川 果菜美  大阪母子医療センター 保健師 
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ついては、平成９年４月１日から原則として実施者

が市町村となった（参考：母子保健行政法令・通知

集 令和5年版）。 

 妊婦健康診査、産婦健康診査、出生時検診（先天

性代謝異常、聴覚検査）、乳幼児健診のいずれに

おいても、母子保健法が根拠になっていると考えら

れた。一方で、法定健診となっているのは、乳幼児

健診のみであり、その中でも、満１歳６か月を超え満

２歳に達しない幼児、を対象とした健康診査、満

３歳を超え満４歳に達しない幼児を対象とした

健康診査のみであった。 

詳細は、資料 1 各健康診査の制度上の位置づけ

と評価の方向性を参照のこと。 

 

２．各健診制度の検査項目について 

 妊婦健康診査：腹囲の計測を除き、概ね全ての

項目について根拠があり、いずれも診療ガイドラ

インに示されていた。なお、妊婦健康診査は、病

院、診療所又は助産所で実施されており、異常が

見つかればそのまま医療的見地から対応する。 

 産婦健康診査：一部項目についての根拠があい

まいな部分があった。例えば産後２週目のアセス

メントツールに対する解釈（産後２週間における

信頼性と妥当性の検討報告がない）、産後４週目

のアセスメントにおけるカットポイント値（国内

と海外とでカットポイント値が異なる）、身体状

況に関するアセスメント基準（特に基準が明記さ

れていない）など。しかし、本健診は、項目カッ

トポイントそのものよりも、保健指導の機会提供

や、その後の育児支援のきっかけづくりの意義が

大きいと考えられる。 

 出生時検診：出生時検診（先天性代謝異常）につ

いては厚生労度科学研究班の研究より項目や判

定方法の妥当性・有用性が検証されていた。研究

班員により発行されたガイドラインでも項目や

カットポイント値について確認できた。出生時検

診（聴覚検査）については、国際的にも標準的なカ

ットポイント値が設定されていた。 

 乳幼児健診：概ね全ての項目について根拠はマ

ニュアルに示されていた。 

詳細は、資料2 各健診制度における個別の健診項

目のエビデンスの評価の 

妊婦健診 (p.1) 

産婦健診 (p.7) 

出生時検診（先天性代謝異常）(p.9) 

出生時検診（聴覚検査）(p.13) 

乳幼児健診(p.15) 

を参照のこと。 

３．評価表について 

 出生時検診：2 月 28 日付令和５年度補正予算で

示された「新生児マススクリーニング検査に関する

実証事業」の実施要領（こ成母第 375 号）に示され

た内容等について、評価表に追記した。 

 乳幼児健診：12 月 28 日付令和５年度補正予算で

示された「1 カ月児及び 5 歳児健康診査支援事業」

の実施要領（こ成母第375 号）に示された内容等に

ついて、評価表に追記した。 

 

Ｄ．考察 

 今年度は、健診項目の法的根拠や実施主体、基

準値根拠や今年度の変更内容通知について確認

を行った。 

 法律に関して、母子保健分野の健康診査・検診

についてはすべて母子保健法が法的根拠になっ

ていた。ただし、令和元年に成育基本法が施行さ

れ、すべての妊婦・子どもに妊娠期から成人

期までの切れ目のない支援体制を保障し、

「母子保健法」「児童福祉法」などに分かれ

ている子どもに関する法律を統括する法律

して存在するようになった。また、令和 5 年

4 月には、こども家庭庁が設立され、同時にこども基

本法が施行された。 このような中、関係する専門

団体（日本小児科学会、日本小児科医会、日本小

児保健協会）が、切れ目ない支援体制を行うため

に、要望書を提出するなどの動きがあり、母子保

健医療対策や乳幼児健診の体制が更に充実する

方向性に向かっていると考えらえる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 
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G．研究発表 

 なし 

 

１．論文発表 

 なし 

 

２．学会発表 

 なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３．その他 

 なし 
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令和５年度厚生労働科学研究費補助金(循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

地域健診（後期高齢者健診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診）に関する評価 

 

研究分担者 村木 功  大阪大学大学院医学系研究科公衆衛生学 准教授 

 

研究要旨  

75 歳以上への健康診査（以下、後期高齢者健診と呼ぶ）、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診について、

各指針、マニュアル、ガイドラインなどを整理して、それらに含まれていないエビデンスを追加することで、

これら健診・検診項目の有用性について再評価を行った。後期高齢者健診について、後期高齢者以外の

年齢も含め、健康診査受診の有用性は国際的にもまだ確定的ではない。各健診項目の有用性は後期高

齢者を多く含まない集団で確認されているが、後期高齢者での検討は十分ではない。まず、後期高齢者

における健康診査受診の予防効果についての検討が必要である。骨粗鬆症検診については、現在、そ

の環境整備などが進められており、今後の動向を踏まえての評価・検討が望まれる。肝炎ウイルス検診

は、検査内容は科学的根拠に基づくものと判断される。 

Ａ．研究目的 

住民健診、骨粗鬆症検診・肝炎ウイルス検診

は、老人保健法に基づく老人保健事業として始

まった。2008 年度より高齢者の医療の確保に関

する法律に基づき、75 歳以上への健康診査（以

下、後期高齢者健診と呼ぶ）が後期高齢者医療

広域連合の保健事業として実施されるようになっ

た。骨粗鬆症検診・肝炎ウイルス検診は、2008年

度より健康増進法に基づく市町村の健康増進事

業として実施されるようになった。肝炎ウイルス検

診は、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律に基づく特定感染症検査等

事業として、2000 年度より保健所においても実施

されている。 

これらの健診・検診制度は開始から長い期間

が経過し、開始当初と対象疾患の有病率の変化

や科学的根拠の集積が起こっている。そこで、こ

れら健診・検診の各項目の有用性等を再評価す

ることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）後期高齢者健診 

「高齢者の医療の確保に関する法律に基づく

高齢者保健事業の実施等に関する指針」、「標

準的な健診・保健指導プログラム(令和 6 年度版)」

「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン

第２版」を基本として、標準的な健診項目の有用

性について整理した。その上で、各健診項目の

有用性に関する情報を生活習慣病関連の各種

診療ガイドラインや Pubmed 等により抽出した原

著論文・公表資料を基に、更新した。 

 

（２）骨粗鬆症検診 

「健康増進事業実施要領」、「骨粗鬆症 検

診・保健指導マニュアル第２版」「骨粗鬆症の予

防と治療ガイドライン 2015年版」を基本として、各

検診項目の有用性について整理した。その上で、

標準的な検診項目の有用性に関する情報を厚

生労働科学研究報告書や Pubmed 等により抽出

した原著論文・公表資料を基に、更新した。 

研究協力者 

松村 拓実  近畿大学医学部公衆衛生学 助教 

岡本 華奈  大阪大学大学院医学系研究科公衆衛

生学 特任研究員 

川内 はるな 大阪大学大学院医学系研究科公衆衛

生学 大学院生 
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（３）肝炎ウイルス検診 

「肝炎ウイルス検診等実施要領」を基本として、

標準的な検診項目の有用性について整理した。

その上で、各検診項目の有用性に関する情報を

B 型肝炎治療ガイドライン・C 型肝炎治療ガイドラ

インや Pubmed 等により抽出した原著論文・公表

資料を基に、更新した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は公表資料の文献的検討のみであり、

倫理面の問題は生じない。 

 

Ｃ．研究結果 

後期高齢者健診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイル

ス検診の健診・検診項目のエビデンス・解説を表

１～３にまとめた通りである。 

 

Ｄ．考察 

後期高齢者健診は、特定健康診査の必須項

目を基本とするが、これまでに問診項目のみ高

齢者の特性に合わせた改定が行われている。健

康診査受診による総死亡、循環器疾患死亡の予

防効果については国内外の研究を見ても確定的

とは言えない状況であるが(Hozawa et al. Prev 

Med. 2010; Suh Y et al. Am J Cardiol. 2017; 

Cochrane Database Syst Rev. 2019;1:CD009009)、

近年、比較的リスクの高い前期高齢者において

は健康診査受診が循環器疾患を予防する可能

性について近年報告されている(Lindholt JS et al. 

Lancet 2017.; NEJM 2022.)。しかし、後期高齢者

についての検討はない。また、要介護など生活

機能障害の予防の観点での検討もなされていな

い。各健診項目は後期高齢者を多く含まない集

団で有用性が確認されている。しかし、後期高齢

者での検討は十分ではなく、後期高齢者での有

用性の検討が必要である。ただし、後期高齢者

における各健診項目の評価に先立ち、まずは後

期高齢者における健康診査受診の予防効果の

検討が望まれる。 

骨粗鬆症検診の検診項目は、骨粗鬆症や骨

折の危険因子を網羅しており、妥当と考えられる。

骨量測定も検査方法の違いにより有用性に差は

あることが推測されるが、いずれの検査方法も妥

当性の担保された検査であると考えられる。現在、

すべての市町村が骨粗鬆症検診を実施している

状況にはなく（令和３年度地域保健・健康増進事

業報告）、厚生労働科学研究などでガイドライン

などの整備が進んでいるところであることから、今

後の動きを踏まえての評価・検討が望まれる。 

肝炎ウイルス検診は、検査手法としては確立さ

れており、科学的根拠に基づく内容となっている

と判断される。 

 

Ｅ．結論 

後期高齢者健診は各健診項目の有用性の検

討に先立ち、後期高齢者における健康診査受

診の死亡や要介護の予防効果の検討が望まれ

る。骨粗鬆症検診は、今後の動向を踏まえた上

で、評価・検討が望ましい。肝炎ウイルス検診

は、検査としては科学的根拠に基づく内容と

なっている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 

なし 

 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 
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 なし 

 

３．その他 

 なし 
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表１．後期高齢者健診項目のエビデンスおよび解説 

基本的な項目 内容 エビデンス・解説 

 健診背景 後期高齢者医療広域連合が実施する保健事

業に位置付けられており、高齢者の医療の確

保に関する法律に基づく高齢者保健事業の実

施等に関する指針において生活習慣病に着目

した特定健康診査の必須項目を基本とするこ

と、検査方法と併せて、科学的知見の蓄積等を

踏まえた設定及び見直しを行うことが明記さ

れている。1 

また、後期高齢者に対する健診の在り方に

ついて、標準的な健診・保健指導プログラム

（令和６年度版）に記載がある。2詳細な健診

項目は、健診機関の医師が、検査の必要性を含

めて、受診勧奨とするかを判断し、受診勧奨が

必要と判断した場合は、医療機関で必要な診

察を受けることが重要と明記されている。保

健指導は生活習慣病等の慢性疾患の重症化予

防に加え、後期高齢者の質問票等を活用し、フ

レイル等に関連する老年症候群（低栄養、転

倒･骨折、誤嚥性肺炎等）等の心身機能の低下

とそれに起因する疾病の予防に着目し、実施

する必要がある。また、後期高齢者では個人間

での健康状態の差が広がることから、「できる

こと」に着目し、本人の自信や前向きな姿勢を

育む観点から目標設定をすることが望まれ

る。 

１. 問診 1. 健康状態 2. 心の健康状態 

3. 食習慣  4. 口腔機能 

5. 体重変化 6. 運動・転倒 

7. 認知機能 8. 喫煙 

9. 社会参加 

10. ソーシャルサポート 

高齢者保健事業と介護予防の一体的実施の

取組を進めるに当たり、高齢者の特性を踏ま

えた健康状態を総合的に把握することができ

るよう令和二年度に改定した質問票を活用す

るよう努めることが指針に明記されている。3 

69 歳以上の日本人を対象とした研究から、

後期高齢者の質問票 15 質問のうち、12 質問

（左記項目番号の 3-7, 9, 10）がフレイルに関

連し、4健康リスクありの回答が 4 問以上をフ

レイルと判定した場合、その精度は感度

55.8%、特異度 85.8%であることが報告されて

いる。5この基準では、フレイル該当者の半分

程度（偽陰性＝100%-感度）を見落とす可能性
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があることから、スクリーニングで用いる場

合にはより低い基準を用いることが必要であ

る。 

 健康状態 

「あなたの現在の健康状態は

いかがですか」 

 

主観的健康感が低いと、死亡リスクが高く、

6 身体機能の低下が生じやすい 7 ことが日本の

研究からも報告されている。ポリファーマシ

ーなどの改善可能な要因を把握し、適切な対

応につなげることで活用できる。ただし、海外

の観察研究から、主観的健康感の改善が死亡

リスクの低下と関連しない報告もあり、8, 9 主

観的健康感の改善が予後を改善するかについ

ては定かではない。 

 心の健康状態 

「毎日の生活に満足していま

すか」 

 

老 年 期 う つ 病 評 価 尺 度 （ Geriatric 

depression scale 15: GDS15）の項目の一つに

ついて、「はい・いいえ」の二者択一から回答

しやすさを考慮して、「満足・やや満足・やや

不満・不満」の四者択一に改変したものであ

る。3ただし、単一の生活満足度の設問による

抑うつ状態の判別精度の報告はない。 

 食習慣 

「1 日 3 食きちんと食べていま

すか」 

 

低栄養のリスクスクリーニングとして設け

られた質問である。3欠食と低栄養との関連の

検討は少なく、関連するとの報告は中国から

わずかにあるのみである。10朝食欠食者は死亡

リスクや循環器疾患発症リスクが高いことが

日本人においても報告されている。11, 12 昼食

や夕食の欠食と長期予後との検討はほとんど

ないが、昼食、夕食のいずれの欠食も死亡リス

クが高いことが米国から報告されている。13た

だし、これらの報告はいずれも高齢者に特化

した検討ではない。 

 口腔機能 

「半年前に比べて硬いものが

食べにくくなりましたか」 

 

半年前と比較した咀嚼力についての質問で

あり、基本チェックリストの質問をそのまま

採用している。3客観的に評価した口腔機能の

低下は 4 年以内の要介護リスクや死亡リスク

と関連することが報告されており、2 年以内に

身体的フレイル、サルコペニアに該当した者、
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4 年以内に要介護 3 以上に該当した者はそう

でない者に比べて、本質問に「はい」と回答し

た者が多いことが報告されている。14また、本

質問に「はい」と回答した者は 9 年以内の認

知機能低下と関連することも報告されてい

る。15 

 「お茶や汁物等でむせること

がありますか」 

嚥下機能を確認する質問であり、基本チェ

ックリストの質問をそのまま採用している。3

客観的に評価した口腔機能の低下は 4 年以内

の要介護リスクや死亡リスクと関連すること

が報告されており、4 年以内に要介護 3 以上

に該当した者はそうでない者に比べて、本質

問に「はい」と回答した者が多いことが報告さ

れている。14 

 体重変化 

「6 カ月間で 2～3kg 以上の体

重減少がありましたか」 

 

低栄養のリスクスクリーニングとして、基

本チェックリストの質問をそのまま採用して

いる。3ほぼ同じ質問は日本語版 CHS 基準（J-

CHS）にも含まれており、身体的フレイルの

一兆候を表している。15本質問に「はい」と回

答した者は、そうでない者に比べて、2 年以内

の要介護リスクが高いことが報告されてい

る。16 

 運動・転倒 

「以前に比べて歩く速度が遅

くなってきたと思いますか」 

 

簡易フレイルインデックスの質問を採用し

ており、身体的フレイルの一兆候を表してい

る。17日本人においても、測定した歩行速度が

遅いと、死亡リスク 18 や要介護リスク 19 が高

いことが報告されている。また、本質問に「は

い」と回答した者は、そうでない者に比べて、

2 年以内の要介護リスクが高いことが報告さ

れている。16 

 「この1年間に転んだことがあ

りますか」 

転倒のリスクスクリーニングとして、基本

チェックリストの質問をそのまま採用してい

る。3本質問に「はい」と回答した者は、そう

でない者に比べて、4 年以内の要介護リスクが

高いことが報告されている。20 

 「ウォーキング等の運動を週

に 1 回以上していますか」 

簡易フレイルインデックスの質問を採用し

ており、身体的フレイルの一兆候を表してい

る。17 加速度計を用いて 1 週間測定した身体
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活動量で、3 METs 以上の運動時間が増えるに

つれて、6 年以内の要介護リスクが低くなるこ

とが日本の研究から報告されている。21本質問

に「いいえ」と回答した者は、そうでない者に

比べて、2 年以内の要介護リスクが高いことが

報告されている。16 

 認知機能 

「周りの人から「いつも同じこ

とを聞く」などの物忘れがある

と言われていますか」 

「今日が何月何日かわからな

い時がありますか」 

 

認知機能を評価する質問で、基本チェック

リストの質問をそのまま採用している。3２つ

の質問でそれぞれ「はい」と回答した者は、そ

うでない者に比べて、5.7 年以内の認知症リス

クが高いことが報告されている。22また、両方

に「はい」と回答した者は、より高いリスクを

有することが報告されている。 

 喫煙 

「あなたはたばこを吸います

か」 

 

喫煙習慣の有無を把握するため、国民生活

基礎調査の質問を採用している。高齢者にお

いても、喫煙者の死亡リスク 23、要介護リスク

24が高いことが報告されている。  

 社会参加 

「週に1回以上は外出していま

すか」 

社会的フレイルを評価するため、基本チェ

ックリストの質問をそのまま採用している。3

外出頻度が少ないほど、2 年以内に身体機能の

低下が生じやすく、身体機能の回復が起こり

にくいことが報告されている。25 

 「ふだんから家族や友人と付

き合いがありますか」 

社会的フレイルを評価するため、基本チェ

ックリストの質問「家族や友人の相談にのっ

ていますか」を改変して、採用している。3友

人との付き合いがない人では、死亡や認知症、

要介護リスクが高いことが報告されている。26 

 ソーシャルサポート 

「体調が悪いときに、身近に相

談できる人がいますか」 

ソーシャルサポートを評価する質問であ

る。家族か否かにかかわらず、情緒的または手

段的ソーシャルサポートがあると、フレイル

リスクが低いことが報告されている。27 

2. 身体計測 身長、体重、Body mass index 

(BMI) 

日本肥満学会 (肥満症診療ガイドライン

2022)に、日本を含む東アジアと南アジアの

Asia Cohort Consortium で BMI≧25.0 は、

心臓血管疾患や冠動脈疾患、虚血性脳卒中の

死亡の危険因子であることが報告されてい

る。28一方で、ウエスト周囲長や内臓脂肪面積

で診断される内臓脂肪型肥満では、BMI≧
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25.0 の有無に関わらず動脈硬化性疾患の発症

基盤となることが示されている。29さらに、過

体重(BMI≧25.0)の有無に関わらず、心血管疾

患を予防するためには未治療の重症高血圧や

糖尿病の介入を優先することが示唆されてい

る。30 

一方、後期高齢者においては、低栄養対策と

して、BMI 18.5kg/m2 未満が対象者の抽出基

準の一つとして示されている。3 

 腹囲(内臓脂肪面積) 後期高齢者においては、法定項目ではなく、

医師の判断等によって実施することが適当と

されている。2腹囲は、内臓脂肪の蓄積を推定

するために測定しており、動脈硬化性疾患の

スクリーニングとして用いられている。メタ

ボリックシンドロームの定義と診断基準 31 に

臍の位置で測定した腹囲(男性 85cm、女性

90cm 以上)の基準値が記載されている。 

3. 血圧  血圧の測定は、将来の循環器疾患発症のス

クリーニングに必要である。高血圧治療ガイ

ドライン 2019 では、高血圧は 140/90 mmHg、

高値血圧は 130-139/80-89 mmHg と定義して

いる。32基準値の設定に関するエビデンスは、

血圧値 120/80 mmHg 未満と比較すると、120-

129/80-84 mmHg、130-139/80-89 mmHg の

順に脳心血管疾患の発死亡率が高いことが示

されている。33ただし、後期高齢者においては

その集団寄与危険割合は若年よりも小さい。 

近年の介入研究から、後期高齢者において

も収縮期血圧 130mmHg 未満に管理すること

で循環器疾患を予防でき、生命予後を改善で

きることが報告されているが、34高血圧治療ガ

イドライン 2019 では、高齢者は個人差が大き

くなることから、個人の状態を総合的に判断

しつつ、75 歳以上では 140/90 未満を目標と

することが示されている。32 

4. 肝機能検査 AST (GOT)、ALT (GPT)、γ-GT 

(γ-GPT) 

AST や ALT、γ-GPT の基準値については、

日本消化器病学会肝機能研究班意見書に基づ

いて決定されている。35この意見書は、標準的

な健診・保健指導の在り方に関する検討会に
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おいて、議論された内容である。36日本肝臓学

会総会で宣言された奈良宣言 2023 では、ALT

＞30 とする根拠や利点を、ALT は健診や一般

診療で汎用されている項目であり、特定健診

の基準値は日本消化器病学会肝機能研究班意

見書に基づいて決定されていると説明してい

る。標準的な健診・保健指導プログラム令和６

年版では、γ-GPT 上昇は脳・心血管疾患や糖

尿病との関連が、ALT 上昇は糖尿病発症との

関連が報告されており、飲酒習慣で層別化し

た説明文例を示している。270 歳以上において

もALTが糖尿病罹患と関連することが中国人

での研究から報告されている。37 

5. 血中脂質検査  血中脂質の検査は、将来の循環器疾患発症の

スクリーニングとして役立つ。 

 中性脂肪 (TG) 冠動脈疾患の発症は、空腹時 TG150mg/dL

以上で増加することが報告されている。38一方

で、随時 TG の方が、心血管イベントの予測能

が高いといった報告もある。 39 （随時

TG166mg/dL 以上で随時 TG23-84mg/dL に

比べて、虚血性心血管疾患の発症リスクが約

２倍高い。39）欧米心臓病学会と欧州動脈硬化

学会のガイドラインでは、随時 TG175mg/dL

以上を高 TG 血症と定義している。欧州心臓

病学会と欧州動脈硬化学会のガイドラインの

整合性も考慮され、動脈硬化性疾患予防ガイ

ドライン 2022 年版で日本人における空腹時

TG150mg/dL 以 上 も し く は 随 時

TG170mg/dL 以上を高 TG 血症と定義してい

る。40 

 HDL コレステロール 

 (HDL-C) 

地域のコホート研究では、 HDL-C が

40mg/dL 以上と比較して、40mg/dL 未満で虚

血性心疾患や虚血性脳卒中の発症リスクが上

昇することが報告されている。41、42、43また、

HDL-C が 90mg/dL 以上の群も 40-59mg/dL

の群と比較すると、冠動脈疾患及び脳梗塞の

死亡リスクが有意に上昇することが報告され

ている。44ただし、高 HDL-C を呈する人はコ

ホート対象者の 1.5％と少なく、44飲酒をして
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いる人に顕著に関連がみられたことから、飲

酒による交絡を考慮した今後の知見の集積が

必要と動脈硬化性疾患予防ガイドライン2022

年版に記載されている。40 以上のことを踏ま

え、動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年

版では HDL-C が 40mg/dL 未満を低 HDL-C

血症のスクリーニング基準としている。40 

 LDL コレステロール 

 (LDL-C) 

 

日本や欧米で行われた多くのコホート研究

によって、LDL-C の上昇は、冠動脈疾患の発

症 45,46 や死亡 47 のリスクが増加することが示

されている。また、LDL-C が 160mg/dL 以上

の群と以下の群では、一生の間に冠動脈疾患

を発症する確率が男性では有意な差があり、

女性では 160mg/dL 以上で高値ではあるもの

の有意な差は認められなかったことが報告さ

れている。48これらを考慮し、動脈硬化性疾患

予防ガイドライン 2022 年版ではスクリーニ

ング基準を 140mg/dL 以上とし、他の危険因

子の重複の影響を考慮すべき境界型を 120-

139mg/dL と定めている。40 

後期高齢者においても、LDL-C 140mg/dL

以上の者に対する小腸コレステロールトラン

スポーター阻害剤による治療により循環器疾

患を予防できることが報告されている。49 

 Non-HDL コレステロール  

(Non-HDL-Ｃ)*1 

*1 中性脂肪が 400mg/dl 以上、または

食後採血の場合は、LDL コレステ

ロールの代わりに Non-HDL コレ

ステロールで評価が可能である 

動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年

版には、Non-HDL-Ｃはレムナントリポ蛋白

などの動脈硬化惹起性のリポ蛋白をすべて含

むため LDL-C よりも動脈硬化性疾患の発症

予測能が優れているという考え方が記載され

ている。42 冠動脈疾患の発症 50, 51・死亡 52 リ

スクは、男女共に 140mg/dL 前後から上昇す

る報告があり、170-180mg/dL 以上では明らか

なリスク増加を認めている。なお、日本人の

non-HDL-C の基準は米国と同様、脂質異常症

の患者では LDL-C+30mg/dL が妥当であるこ

とが示されている。53, 54 以上の結果から、Non-

HDL-Cのスクリーニング基準は170mg/dL以

上とし、他の危険因子の重複の影響を考慮す

べき境界型を 150-169mg/dL と定めている。
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6. 血糖検査*2 

 

空腹時血糖値又は HbA1c、 

随時血糖値 
*2 空腹時血糖と HbA1c の双方を検

査することが望ましい。特に糖尿

病が課題である保険者では、

HbA1c の検査を必須とすることが

望ましい。空腹時以外（空腹時：絶

食 10 時間以上）に採血を行い、か

つ HbA1c を測定しない場合は、食

直後（食事開始時から 3.5 時間未

満）を除いて、随時血糖により血糖

検査を実施することができる。 

血糖検査は、糖尿病に関連する網膜症や糖

尿病性腎症、神経障害をはじめ、合併する可能

のある高血圧や脂質異常症をスクリーニング

に役立つ。 

糖尿病治療ガイド 2022-2023 や糖尿病診療

ガイドライン 2019 では、HbA1c ≧6.5％もし

くは空腹時血糖≧126mg/dL を糖尿病の診断

基準値と定義してる。55, 56ただし、高齢者にお

いては体調により食事量が減少するなどによ

り、低血糖を起こしやすいことから、コントロ

ールが困難な場合の管理目標として、HbA1c 

8.0%未満も設定されており、個々の状態に応

じた柔軟な治療が求められる。 

7. 尿検査 

 

尿糖、尿蛋白 

 

尿糖は糖尿病を、尿蛋白は慢性腎臓病のス

クリーニングに役立つ。標準的な健診・保健指

導プログラム(令和６年版)の P.150-156 に、尿

蛋白のみの場合または尿蛋白と血清クレアチ

ニンを測定している場合における、慢性腎臓

病の予防に着した対象者への説明文例と受診

勧奨の判定値が記載されている。2 

（2）特定健診の

詳細な健診項目 

1. 12 誘導心電図検査 

条件：当該年度の健診結果等において、

以下の基準のいずれかに該当 

a 収縮期血圧 140mmHg 以上 

b 拡張期血圧 90mmHg 以上 

c 問診等において不整脈が疑わ

れる 

心電図は、高血圧の重症度評価や脳卒中の

重要な危険因子である心房細動のスクリーニ

ングに焦点を当て実施している。不整脈があ

る人はない人に比べて、脳梗塞になるリスク

が約５倍、心房細動が原因の場合は、脳梗塞に

なるリスクが約10倍以上になることが記載さ

れている。40心房細動がない人と比較して、あ

る人は全死亡や循環器疾患死亡のリスクが高

いことが示されている。57また、高血圧の重症

度評価では、高血圧による左室肥大を評価し

ており、左室肥大を伴う高血圧の方が、伴って

いない高血圧よりも脳卒中や心筋梗塞を発症

しやすいと考えられている。 

 2. 眼底検査*3 

条件：当該年度の健診結果等において、

①血圧又は②血糖がいずれかの

基準に該当 

①血圧 

眼底検査は、高血圧性変化や動脈硬化性変

化をスクリーニングするために実施してい

る。眼底変化がある人はない人に比べて、脳卒

中や心血管死亡のリスクが高くなることが示

されている。58さらに、糖尿病(高血糖)である
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ａ収縮期血圧 140mmHg 以上 

ｂ拡張期血圧 90mmHg 以上 

②血糖 

ａ空腹時血糖 126mg/dl 以上 

ｂHbA1c (NGSP) 6.5%以上 

ｃ随時血糖    126mg/dl 以上 

*3 当該年度の収縮期・拡張期血圧の

いずれの基準にも該当せず、当該

年度の血糖検査結果を確認できな

い場合、前年度の血糖検査結果を

確認し、a、b、c のいずれかの基準

に該当した者も含む。 

対象者は、糖尿病性網膜症の進行によって失

明に至らないようにスクリーニングを実施し

ている。 

 3. 貧血検査 

赤血球数、ヘモグロビン値、ヘマトクリ

ット値 

条件：貧血の既往歴が有る、又は視診

等で貧血が疑われる 

基準値は、人間ドック学会作成の「人間ドッ

ク成績判定及び事後指導に関するガイドライ

ン」に基づく。59 貧血(ヘモグロビン値：男性

13.0g/dL 未満，女性 12.0g/dL 未満)は総死亡

リスクの上昇と有意な関連が認められてい

る。60 

 4.  血清クレアチニン検査

（eGFR）  

条件：当該年度の健診結果等において、

①血圧又は②血糖がいずれかの

基準に該当 

①血圧 

ａ収縮期血圧 130mmHg 以上 

ｂ拡張期血圧 85mmHg 以上 

②血糖 

ａ空腹時血糖 100mg/dl 以上 

ｂHbA1c (NGSP) 5.6%以上 

ｃ随時血糖 100mg/dl 以上 

日本腎臓病学会「CKD 診療ガイド」に基づ

く。 

標準的な健診・保健指導プログラム(令和６

年版)の P.150-156 に、尿蛋白のみの場合、ま

たは尿蛋白と血清クレアチニンを測定してい

る場合における、慢性腎臓病の予防に着目し

た対象者への説明文例と受診勧奨の判定値が

記載されている。2 
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表２．骨粗鬆症検診項目のエビデンスおよび解説 

健診 項目 エビデンス・解説 

骨粗鬆症検

診 

検診背景 老人保健事業における骨粗鬆症検診は、骨粗鬆症

が骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展により

その増加が予想されることから、早期に骨量減少者

を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的として、

実施されてきた。1具体的な方法は、「骨粗鬆症予防

マニュアル」（厚生省）2を利用し、実施することと

されている。平成 20 年度より健康増進法に基づく健

康増進事業として、位置付けられている。3 健康増

進事業実施要領のその他の留意事項として、「骨粗鬆

症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施によ

り健康自立への意識を高揚させ、実践へ結びつける

ことにより快適な高齢期を迎えることを目的とする

ものであり、さらに必要に応じて生活習慣の改善を

行うことが 生活習慣病の発症予防及び重症化予防を

進める上で重要であ ることから、健康教育、健康相

談及び訪問指導等他の保健事業や介護予防事業等と

有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継

続して行われるよう配慮する。」ことが明記されてい

る。4 

骨粗鬆症予防マニュアルは、骨粗鬆症財団により

2000 年 5、2009 年 6、2014 年 7に改訂されており、

現在、改定に向けて厚生労働科学研究（2022～2023

年度）が行われている。8一方、健康増進事業は市町

村事業であるため、健康増進事業実施要領やマニュ

アルに準じない骨粗鬆症検診を行っている自治体も

あるとの報告があるが 9、全体のどの程度が準じてい

ないかは定かではない。 

 対象者 

当該市町村の区域内に居住

地を有する 40 歳、45 歳、

50 歳、55 歳、60 歳、65 歳

及び 70 歳の女性を対象と

する。 

老人保健事業として、平成 12 年度より 40 歳及び

50 歳の女性を対象に実施されてきた。10平成 17 年

度から 40 歳、45 歳、50 歳、55 歳、60 歳、65 歳及

び 70 歳の女性へと対象者が拡大された。10 

日本における費用対効果分析の結果から、60 歳以

上のすべての女性および現在喫煙、多量飲酒、大腿

骨近位部骨折家族歴のいずれかを有する 55～59 歳

の女性において、DXA 法による骨粗鬆症検診の費用

対効果（ICER: <$50,000/QALY）があることが報告

されている。11 

73



 1. 問診 

運動習慣、食生活の内容等

を聴取する。 

骨粗鬆症 健診・保健指導マニュアルにおいて、次

表の通り、必要な項目や具体例も提示されている。7問

診項目の設定においては、骨粗鬆症の予防と治療ガイ

ドライン第Ⅱ章骨粗鬆症の診断の項も参照が望まし

い。12 

アジア人における骨粗鬆症のリスク評価ツールと

して、OSTA13 があるが、年齢と体重のみでリスク評

価できる。骨折リスクの評価ツールとして、

FRAX®14,15 があり、ホームページ上にて有料サービ

スとして提供されている。海外での骨折予防対策では

FRAX®が使用されており、65 歳以上の女性の骨折予

防の有効性も検証されている。16-18 

 

表．質問項目と危険因子との関連性 

質問項目 危険因子との関連性 

骨粗鬆症 骨折 

受診の目的 
症状および ADL 
年齢および閉経時期 
既往歴および現在治療中の病気 
過去の骨粗鬆症検査の有無と結果 
骨粗鬆症・骨粗鬆症性骨折の家族歴 
骨折の既往 
食事内容 
嗜好品 
運動の頻度および程度 
子どもの有無 

 
 

〇 
 
 

〇 
〇 
〇 
〇 
〇 

 
 

〇 
〇 
 

〇 
〇 
〇 
〇 
〇 

骨粗鬆症 健診・保健指導マニュアル 第 2 版を一部

改変 7 

 

OSTA (Osteoporosis Self-assessment Tool for 

Asians)13 

骨粗鬆症リスクのスクリーニングツール 

OSTA スコア ＝ (体重(kg)－年齢(歳))×0.2 
スコア リスク 対応 

－4 未満 高 骨密度測定を要する 

－1～－4 中 骨密度測定を考慮する 

－1 超 低 骨密度測定をすぐには要しない 

骨粗鬆症検出能（陽性：－1 以下） 

感度 91% 特異度 45%（日本を含まないアジア人

女性）13 

感度 88% 特異度 43%（日本人女性）19 

感度 82% 特異度 67%（中国人男性）20 

74



 

FRAX® (Fracture Risk Assessment Tool)14,15 

10 年以内の骨折リスク評価ツール 

評価項目（各項目の重み付けは非公開） 

年齢、性、身長、体重、既存骨折、両親の大腿骨近

位部骨折歴、現在喫煙、飲酒（約 1.5 合/日以上）、

ステロイド使用、関節リウマチ、続発性骨粗鬆症 

 2. 骨量測定 

ＣＸＤ法、ＤＩＰ法、ＳＸ

Ａ法、ＤＸＡ法、ｐＱＣＴ

法又は超音波法等により実

施する。 

X 線を用いて、骨密度（単位面積・体積当たりの骨

塩量）を測定する検査を骨密度検査と呼び、超音波を

用いて、超音波伝播速度（Speed of sound: SOS）な

どにより骨の状態を測定する検査と合わせて骨量検

査と呼ぶ。7 骨粗鬆症検診では、機器が安価であるこ

と、実施場所が限定されないこと、放射線被ばくがな

いことなどから、QUS 法による測定が広く普及して

いる。21 

 

RA 法 (Radioabsorptiometry) 

X 線撮影画像を用いて、階段状またはスロープ状の

アルミニウム標準物質の濃度陰影との比較により、

骨密度、骨皮質の割合等の評価する方法。第二中手

骨を用いる。画像の種類（アナログ、デジタル）、計

測法の違いにより、MD 法 (Microdensitometry)、

CXD 法 (Computed X-ray Densitometry)、DIP 法 

(Digital Image Processing)がある。海外において、

MD 法による低骨密度と椎体骨折、すべての骨折と

の関連が報告されている。22  

SXA 法 (Single Energy X-ray Absorptiometry) 

単一の X 線ビームを用いて、橈骨や踵骨の骨密度

を測定する方法。小型の専用機器にて測定できる。 

DXA 法 (Dual Energy X-ray Absorptiometry) 

骨粗鬆症の診断においては、腰椎と大腿骨近位部の

両者を測定することが望ましい。腰椎、大腿骨近位

部のいずれも用いることができない場合は前腕骨

を測定する。低骨密度と該当骨の新規骨折発生との

関連は強く、23, 24 大腿骨近位部骨密度の低値はあら

ゆる骨折の予測能が高い。25 

腰椎 DXA 

局所変化やアーティファクトのある椎体、隣接

椎体と比べて 1SD 以上骨密度値が異なる椎体

を除く腰椎（L1～L4 または L2～L4）前後方
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向の平均骨密度値および YAM を用いる。評価

できる椎体が 1 椎体の場合は適用できない。 

大腿骨近位部 DXA 

大腿骨近位部と警部の骨密度のうち YAMが低

い方を用いる。 

QCT 法 (quantitative Computed Tomography) 

CT により腰椎(L3)の骨密度を定量的に測定する方

法。立体的に骨密度を評価することができるが、被

ばく量が DXA などより多い。臨床で他の目的で撮

影されたCT画像を骨密度評価に活用できる点がメ

リットである。低骨密度と該当骨の新規骨折発生と

の関連は強い。26DXA による平面的な骨密度評価と

比べて、立体的な骨密度評価の予測能が優れている

ことを支持するエビデンスは椎骨では多いが、大腿

骨近位部では少ない。 

pQCT 法  (peripheral quantitative Computed 

Tomography) 

小型CTにより橈骨または脛骨の骨密度を定量的に

測定する方法。高解像度 pQCT により評価した橈

骨または脛骨の骨密度、骨梁の太さ、骨量

（Stiffness）の低値が骨折を予測することが欧米か

ら多く報告されている。27 

QUS 法 (qualitative ultrasound) 

超音波の骨内の伝播速度（SOS）と減衰係数

（broadband ultrasound attenuation: BUA）を測

定することで骨評価を行う。踵骨を測定部位とする

機器が多い。骨密度を測定するものではないため、

骨粗鬆症の確定診断には用いられないが、日本人に

おいて非椎体骨折 28,29 や大腿骨近位部骨折 29,30 を

予測することが報告されている。放射線被ばくを伴

わないが、測定誤差が大きく、温度の影響を受ける

点が欠点である。 
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行） 
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表３．肝炎ウイルス検診項目のエビデンスおよび解説 

健診 項目 エビデンス・解説 

肝炎ウイルス

検診 

1. 問診 

 

肝炎ウイルス検診等実施要領に問診項目例として、次

の項目が示されているが、目的や活用法等については

明示されていない。1 肝炎ウイルス検診は、40 歳以上

で過去に肝炎ウイルス検診を受けたことがない者を

主な対象とすることから、これらの項目は検査時に確

認し、本検診の対象となるか判別するのが問診の目的

と推測される。 

 

1. 肝臓病・肝機能低下の有無 

2. 広範な外科的処置の有無およびその後の定期検査

実施の有無 

3. 妊娠・分娩時の多量出血の有無およびその後の定期

検査実施の有無 

4. B 型・C 型肝炎ウイルス検査の受検歴 

5. B 型・C 型肝炎の治療歴 

 2. B 型肝炎ウイルス検査 HBs 抗原検査 

体外診断用医薬品として承認されている HBs 抗原

検査試薬はいずれも極めて高い性能（感度・特異度

等）を有する（Ｂ型肝炎ウイルス表面抗体キット添

付文書参照）。 

肝炎ウイルス検診においては、凝集法等による定性

的な判断のできる検査方法を用いることとされて

いる。1B 型肝炎ウイルスの感染の有無を直接判定す

ることが難しい場合がある。 

HBs 抗原検査の感度は良く、HBs 抗原陽性により、

B 型肝炎への現在の感染を診断できる。2 感染後約

59 日以降で HBs 抗原が検出されるようになるとの

海外からの報告がある。3 

 

日本において、B 型肝炎検査の費用対効果について

の検討はない。海外において生涯に 1 回の検査が費

用対効果に優れている報告 4,5と、妊婦などの高リス

ク者に限定した方が費用対効果に優れている報告 6

があるが、有病率や検査費用などの違いによる差と

考えられることから、日本における検討が必要であ

る。 

 3. C 型肝炎ウイルス検査 HCV 抗体検査（定量） 
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体外診断用医薬品として承認されている HCV 抗体

検査試薬はいずれも極めて高い性能（感度・特異度

等）を有する（Ｃ型肝炎ウイルス抗体キット添付文

書参照）。 

肝炎ウイルス検診においては、HCV 抗体検査とし

て体外診断用医薬品の承認を受けた測定範囲が広

く、力価を低・中・高に適切に分類できる測定系を

用いることとされている。1 

HCV 抗体は、急性期の 50%以下で、発症後 3 カ月

目の 90%、6 カ月目のほぼ 100%で検出される。7感

染早期の検出や既感染との区別においては、HCV核

酸増幅検査が必要である。 

HCV 核酸増幅検査 

体外診断用医薬品として承認されている HCV 拡散

増幅検査試薬はいずれも極めて高い性能（感度・特

異度等）を有する（Ｃ型肝炎ウイルス核酸キット添

付文書参照）。 

肝炎ウイルス検診においては、HCV 抗体検査によ

り、中力価および高力価と分類された検体に対し

て、核酸増幅検査用の採血管を用いて行うこととさ

れている。1 

HCV 抗体の検出 

現在体外診断用医薬品として承認されている HCV

抗体検査試薬はいずれも極めて高い性能（感度・特

異度等）を有する（Ｃ型肝炎ウイルス抗体キット添

付文書参照）。 

HCV 抗体の検出として体外診断用医薬品の承認を

受けた定性的な判断のできる検査方法を用いるこ

ととされている。1 

 

日本において実施されている C 型肝炎検査は費用対

効果が良いことが報告されている。8 

【引用】 

1. 「健康増進事業に基づく肝炎ウイルス検診等の実施について」の一部改正について(厚生労働省健

康局長通知 健発 0519 第 2 号：平成 29 年 5 月 19 日） 

2. B 型肝炎とは(国立感染症研究所ホームページ: 2013 年 06 月 19 日改訂）  

https://www.niid.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/321-hepatitis-b-intro.html 

3. Schreiber GB, Busch MP, Kleinman SH, Korelitz JJ. The risk of transfusion-transmitted viral 

infections. The Retrovirus Epidemiology Donor Study. N Engl J Med. 1996 Jun 27;334(26):1685-

90. 

80



4. Toy M, Hutton D, Harris AM, Nelson N, Salomon JA, So S. Cost-Effectiveness of 1-Time 
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5. Xiao Y, Hellard ME, Thompson AJ, Seaman C, Howell J, Scott N. The cost-effectiveness of 

universal hepatitis B screening for reaching WHO diagnosis targets in Australia by 2030. Med 

J Aust. 2023 Mar 6;218(4):168-173. 

6. Hahné SJ, Veldhuijzen IK, Wiessing L, Lim TA, Salminen M, Laar Mv. Infection with hepatitis 

B and C virus in Europe: a systematic review of prevalence and cost-effectiveness of screening. 

BMC Infect Dis. 2013 Apr 18;13:181. 

7. Ｃ型肝炎とは(国立感染症研究所ホームページ: 2013 年 06 月 19 日改訂）  
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実施主体 制度上の位置づけまたは国の考え方 左の根拠 実施の義務・罰則の有無 左の法的根拠 本研究班での評価の方向性（事務局案）

妊産婦健診 市町村

妊婦健康診査は、母子保健法において、市町村が必要に
応じ行う健診で受診勧奨を義務として、母子保健法に基づ
き、妊婦に対する健康診査についての望ましい基準が定め
られている。
産婦健康診査は、市町村における補助事業である。市町村
における実施要綱にて健康診査の項目が示されているが、
妊婦健康診査のように望ましい基準は国によって定められ
ていない。

母子保健法
厚生労働省「妊婦に対する健康診査についての望ましい基準」（平成 27 年３月
31 日厚生労働省告示第 226 号）
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82ab4662&dataType=0&pageN
o=1

（目的）
第一条　この法律は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進を図るため、母子保健に関する原理を明らかにするとともに、母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導、健康診査、医療その他の措置を講じ、もつて国民保健の向上に寄与することを目的とする。
（母性の尊重）
第二条　母性は、すべての児童がすこやかに生まれ、かつ、育てられる基盤であることにかんがみ、尊重され、かつ、保護されなければならない。
（用語の定義）
第六条　この法律において「妊産婦」とは、妊娠中又は出産後一年以内の女子をいう。
２　この法律において「乳児」とは、一歳に満たない者をいう。
３　この法律において「幼児」とは、満一歳から小学校就学の始期に達するまでの者をいう。
（健康診査）
第十三条　前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を受けることを勧奨しなければならない。
２　内閣総理大臣は、前項の規定による妊婦に対する健康診査についての望ましい基準を定めるものとする。
※実施は義務ではない。受診勧奨が義務となっている。罰則の記載はない。

母子保健法

出生時検診
都道府県

及び
指定都市

先天性代謝異常、先天性甲状腺機能低下症および聴覚障
害の早期発見、早期治療を行うことで障害を予防したり早期
療育することを目的とする。

厚生労働省「先天性代謝異常検査等の実施について」
https://www.jsog.or.jp/news/pdf/20180514_shuuchiirai1.pdf
厚生労働省「新生児聴覚検査の実施について」
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11908000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-Boshihokenka/tyoukaku2.pdf

(先天性代謝異常検査等実施について)
一　目的
フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性甲状腺機能低下症は、放置すると知的障害などの症状を来すので、新生児について血液によるマス・スクリーニング検査を行い、異常を早期に発見することにより、後の治療と相まって生涯を予防すること目的とする。
二　実施主体
事業の実施主体は、都道府県及び指定都市とする。
四　検査対象者
検査対象者は、新生児とする。
※実施義務および罰則についての記載はない。

（新生児聴覚検査の実施について）
１ 新生児聴覚検査の実施について

⑴ 市町村は、聴覚検査方法の開発の進展や新生児期に聴覚能力を判定できる検査機器の普及等により、大半の医療機関において聴覚能力をスクリーニングできる体制が整備されている状況を踏まえ、管内の全ての新生児に対し新生児聴覚検査が実施されるよう、次の取組を行う

よう努めること。
※実施義務および罰則についての記載はない。

厚生労働省「先天性
代謝異常検査等の実
施について」（子 母
発 0 3 3 0 第 2 号
平成３０年３月30日）
「新生児聴覚検査の
実施について」（ 雇児
母発 0329 第 2 号
平成 28 年 3 月 29
日)

乳幼児健診 市町村

母子保健法に基づいて健康診査を実施することにより、①
運動発達・精神発達、視覚・聴覚、その他の疾患及び異常
を早期に発見し、適切な指導を行い、心身障害の進行を未
然に防止すること、②生活習慣、むし歯、栄養、発育等の育
児に関する指導を行うことにより、健康の保持及び増進を図
ることを目的とする。

厚生労働省「乳幼児に対する健康診査について」
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta9663&dataType=1&pageN
o=1

（健康診査）
第十二条　市町村は、次に掲げる者に対し、内閣府令の定めるところにより、健康診査を行わなければならない。
一　満一歳六か月を超え満二歳に達しない幼児
二　満三歳を超え満四歳に達しない幼児
第十三条　前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を受けることを勧奨しなければならない。
※1歳6か月児健康診査と3歳児健康診査の実施は義務であるが、罰則の記載はない。なお、生後３～4か月の乳児健診は、法律には特記されていないが、実態としては第十三条に基づき多くの市町村において実施されている。

母子保健法

学校健診

市（特別区
を含む。以
下同じ。）
町村の教
育委員会

学校保健安全法に基づき、就学予定者および学校における
児童生徒等の健康の保持増進を図るための健診であり、学
校生活を送るにあたり支障があるかどうかについて疾病をス
クリーニングし、健康状態を把握することを目的とする。

文部科学省「今後の健康診断の在り方等に関する意見」
https://www.nichigakushi.or.jp/dentist/notice/pdf/kongo2512.pdf
文部科学省「児童生徒等の健康診断マニュアル平成27年度改訂」
https://www.gakkohoken.jp/book/ebook/ebook_H270030/data/128/src/
H270030.pdf?d=1585802278557

（就学時の健康診断）
第十一条　市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、学校教育法第十七条第一項の規定により翌学年の初めから同項に規定する学校に就学させるべき者で、当該市町村の区域内に住所を有するものの就学に当たつて、その健康診断を行わなければならない。
（児童生徒等の健康診断）
第十三条　学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による教育を受ける学生を除く。）の健康診断を行わなければならない。
２　学校においては、必要があるときは、臨時に、児童生徒等の健康診断を行うものとする。
（職員の健康診断）
第十五条　学校の設置者は、毎学年定期に、学校の職員の健康診断を行わなければならない。
２　学校の設置者は、必要があるときは、臨時に、学校の職員の健康診断を行うものとする。
※実施は義務であるが、罰則の記載はない。

学校保健安全法
学校健診プログラム全体として、小児生活習慣病や将来の生活
習慣病予防に関する健康教育に役立てる観点からの評価・提言
を行う。また、健診結果の活用に関しても提言を行う。

職域健診 事業者

労働安全衛生法に基づく定期健康診断等は、常時使用す
る労働者について、その健康状態を把握し、労働時間の短
縮、作業転換などの事後措置を行い、脳・心臓疾患の発症
の防止、生活習慣病等の増悪防止を図ることなどを目的と
する。

厚生労働省「労働安全衛生法に基づく定期健康診断等のあり方に関する検討
会報告書」
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_328053.html

（健康診断）第六十六条
事業者は、労働者に対し 、 厚生労働省令で定めるところにより 、医師による健康診断(第六十六条の十第一項に規定する検査を除く 。以下この条及び次条において同じ 。)を行わなければならない 。
２　事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による特別の項目についての健康診断を行なわなければならない。有害な業務で、政令で定めるものに従事させたことのある労働者で、現に使用しているものについて
も、同様とする。
３　事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、歯科医師による健康診断を行なわなければならない。
４　都道府県労働局長は、労働者の健康を保持するため必要があると認めるときは、労働衛生指導医の意見に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、事業者に対し、臨時の健康診断の実施その他必要な事項を指示することができる。
５　労働者は、前各項の規定により事業者が行なう健康診断を受けなければならない。ただし、事業者の指定した医師又は歯科医師が行なう健康診断を受けることを希望しない場合において、他の医師又は歯科医師の行なうこれらの規定による健康診断に相当する健康診断を受け、
その結果を証明する書面を事業者に提出したときは、この限りでない。
※事業者の義務であり、第百二十条にて罰則として罰金（50万円以下）の記載がある。

労働安全衛生法

特殊健康診断については、個別に評価がなされているので、定
期健康診断を中心に評価を考えたい。最も広い範囲の世代に渡
る健診システムのため、年代によって意識すべき健康事象、行う
べき検査が異なる可能性も踏まえる必要もある。健診システム全
体としては、基本的には生活習慣病のリスクファクターのスクリー
ニングが基本となるが、それらを踏まえた退職後に向けた健康増
進なども見据えた評価を行う。

特定健康診査 保険者

糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを
目的として、メタボリックシンドロームに着目し、生活習慣を改
善するための特定保健指導を必要とする者を、的確に抽出
するために行うものである。

厚生労働省「特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図るた
めの基本的な指針」
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00005780

(特定健康診査)第二十条
保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、四十歳以上の加入者に対し、特定健康診査を行うものとする。ただし、加入者が特定健康診査に相当する健康診査を受け、その結果を証明する書面の提出を受けたとき、又は第二十六条第二項の
規定により特定健康診査に関する記録の送付を受けたときは、この限りでない。
※実施は保険者の義務であるが、罰則の記載はない。

高齢者の医療の確保に

制度としては、メタボリックシンドロームの把握に焦点が置かれてい
るが、重症化予防の観点や、メタボ以外の健康教育の場としての
活用も可能な健診システムであるべき点を強調する。職域健診
と目的を同じくするところは整理すること、また性別や年代によっ
て意識すべき健康事象が異なること、後期高齢者健診との連携
を整理する。

後期高齢者健診 広域連合
疾病予防、重症化予防及び心身機能の低下の防止を目的
として、医療機関での受診が必要な者及び保健指導を必要
とする者を的確に抽出することを目的とする。

厚生労働省「高齢者の医療の確保に関する法律に基づく保健事業の実施等に
関する指針」(令和二年三月二十七日)(厚生労働省告示第百十二号)
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00011810&dataType=0&pageN
o=1
厚生労働省「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000204952_00001.html

(高齢者保健事業)第百二十五条
後期高齢者医療広域連合は、高齢者の心身の特性に応じ、健康教育、健康相談、健康診査及び保健指導並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助努力についての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業（以下「高齢者保健事業」という。）を行
うように努めなければならない。
※実施は努力義務であり、罰則の記載はない。

高齢者の医療の確保
に関する法律

実態としては、問診以外はほぼ特定健康診査と同様の検査が行
われている。後期高齢者にとって意識すべき健康事象を明確に
した上で、健康増進の観点も含めて、健診としてのあり方を提言
する。

歯周病検診 市町村
健康増進法に基づき、成人期における健康を維持し、食べ
る楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予防することを目的
とする。

厚生労働省　「歯周疾患の予防等に関する労働者への配慮について」
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb4721&dataType=1&pageN
o=1
厚生労働省. 歯周病検診マニュアル 2023（案）. 2023.
(https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/001115164.pdf).
厚生労働省. 歯周病検診マニュアル 2015. 2015.
(https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-
Kenkoukyoku/manual2015.pdf).

【健康増進法】（市町村による健康増進事業の実施）
第十九条の二　市町村は、第十七条第一項に規定する業務に係る事業以外の健康増進事業であって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。
【健康増進法施行規則（厚生労働省令第八十六号）】（市町村による健康増進事業の実施）
第四条の二　法第十九条の二の厚生労働省令で定める事業は、次の各号に掲げるものとする。
一　歯周疾患検診
※実施は努力義務であり、罰則の記載はない。

健康増進法
健康増進法施行規則
（厚生労働省令第八
十六号）

歯科衛生は全てのライフステージに通じる健康事象であり、う歯、
歯周病だけででなく、口腔がんや他の生活習慣病リスクにも関連
する要因であるため、スクリーニングとしての機能を超えて、他の
健診制度とどのようにつなげていけるかの観点も含めて、評価・提
言する。

後期高齢者歯科健診 広域連合
歯科口腔保健の推進に関する法律に基づき、高齢期におけ
る健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失
を予防することを目的とする。

厚生労働省「後期高齢者を対象とした歯科健診マニュアル」
https://www.mhlw.go.jp/content/000410121.pdf

【歯科口腔保健の推進に関する法律】（障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等）
第九条　国及び地方公共団体は、障害者、介護を必要とする高齢者その他の者であって定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることが困難なものが、定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることができるようにするため、必要な施策を講ずるものとす
る。
※実施は努力義務であり、罰則の記載はない。

歯科口腔保健の推進
に関する法律

歯科衛生は全てのライフステージに通じる健康事象であり、う歯、
歯周病だけででなく、口腔がんや他の生活習慣病リスクにも関連
する要因であるため、スクリーニングとしての機能を超えて、他の
健診制度とどのようにつなげていけるかの観点も含めて、評価・提
言する。

骨粗鬆症検診 市町村
健康増進法に基づき、骨折等の基礎疾患となり、高齢社会
の進展によりその増加が予想されることから、早期に骨量減
少者を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的とする。

厚生労働省　「健康増進事業実施要領 」https://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-10901000-Kenkoukyoku-Soumuka/14.pdf

【健康増進法】（市町村による健康増進事業の実施）
第十九条の二　市町村は、第十七条第一項に規定する業務に係る事業以外の健康増進事業であって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。
【健康増進法施行規則（厚生労働省令第八十六号）】（市町村による健康増進事業の実施）
第四条の二　法第十九条の二の厚生労働省令で定める事業は、次の各号に掲げるものとする。
二　骨粗鬆しよう症検診
※実施は努力義務であり、罰則の記載はない。

健康増進法
健康増進法施行規則
（厚生労働省令第八
十六号）

他の健診と比べ、特異的な健診システムであるため、モデル的
な評価を行う。より早期の健診との連携が必要である。

がん検診 市町村
健康増進法に基づき、受診促進を図るとともに、がんの早期
発見と正しい健康意識の普及啓発を計図り、もって健康保
持及び増進を図ることを目的とする。

厚生労働省　がん検診
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/gan_kenshin.html

【健康増進法】（市町村による健康増進事業の実施）
第十九条の二　市町村は、第十七条第一項に規定する業務に係る事業以外の健康増進事業であって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。
【健康増進法施行規則（厚生労働省令第八十六号）】（市町村による健康増進事業の実施）
第四条の二　法第十九条の二の厚生労働省令で定める事業は、次の各号に掲げるものとする。
六　がん検診
※実施は努力義務であり、罰則の記載はない。

健康増進法
健康増進法施行規則
（厚生労働省令第八
十六号）

個別のがん検診については、すでに他の班などでも評価がなされ
ているので、この研究班では、他の健診との比較できるように、が
ん検診全体として、18の評価で整理する。加えて、ライフコースの
観点から、学童期や他の成人期の健診、あるいはがん教育との
つながりにおいて、何が不足しているか、どのようにするのがよい
かについても提言する。

(資料1) 各健診制度の制度上の位置付けおよび本研究班での評価の方向性

この３つの健診は、母性から乳児・幼児期までの一貫した健康の
保持・増進を図り国民保健の向上に寄与することを目的としてい
る。さらに、出生時低体重や幼少期の生活習慣・養育上の問題
は成人期の疾病予防の観点からも重要である。本研究班は、こ
れらの３つの健診について、スクリーニングの機能に加えて、母子
の長期的な健康の保持・増進の観点でも評価する。加えて、社
会的な健康を保障する役割および子育てへの支援の観点でも評
価する。また妊産婦健診は、生殖可能年齢の女性が受診する機
会であり、乳幼児健診も保護者として比較的中年男女が同伴す
ることから、子のみならず成人の健康教育の場としての提言も行
う。

肝炎ウイルス検診

【健康増進法】（市町村による健康増進事業の実施）
第十九条の二　市町村は、第十七条第一項に規定する業務に係る事業以外の健康増進事業であって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。
【健康増進法施行規則】（市町村による健康増進事業の実施）
第四条の二　法第十九条の二の厚生労働省令で定める事業は、次の各号に掲げるものとする。
一　歯周疾患検診
二　骨粗鬆しよう症検診
三　肝炎ウイルス検診
六　がん検診
※実施は努力義務であり、罰則の記載はない。

【妊婦に対する健康診査についての望ましい基準　(平成二十七年三月三十一日)(厚生労働省告示第二百二十六号)】
第二　妊婦健康診査の内容等
二　市町村は、一に掲げるもののほか、必要に応じた医学的検査を妊娠期間中の適切な時期に実施するものとする。医学的検査については、次の表の上欄に掲げる検査の項目の区分に応じ、それぞれ下欄に掲げる妊娠週数及び回数を目安として行うものとする。
・B型肝炎抗原検査、C型肝炎抗体検査：妊娠初期に一回
※罰則の記載はない。

【職域におけるウイルス性肝炎対策に関する協力の要請について：令和5年3月22日】
１ 労働者に対して、肝炎ウイルス検査を受けることの意義を周知し、検査の受診を呼びかけること。
２ 労働者が肝炎ウイルス検査の受診を希望する場合には、受診機会拡大の観点から特段の配慮をすること。
３ 本人の同意なく本人以外の者が不用意に検査受診の有無や結果などを知ることのないよう、プライバシー保護に十分配慮すること。
４ 労働者が肝炎の治療と仕事の両立が行えるよう、「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」等を踏まえ、通院に対する休暇の付与等、特段の配慮をすること。
５ 職場や採用選考時において、肝炎の患者・感染者が差別を受けることのないよう、正しい知識の普及を図ること。  以上

【肝炎対策基本指針】
第３（２）カ
国及び地方公共団体は、肝炎情報センター及び拠点病院の協力を得ながら、医療機関に対し、その規模を問わず、手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果について、例えば電子カルテによるシステムを利用する等により、受検者に適切に説明を行うよう依頼する。医療機関は、
肝炎ウイルス検査の結果について確実に説明を行い、受診につなげるよう取り組む。

【診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について：令和4年3月4日保医発0304第１号】
・Ａ４００ 短期滞在手術等基本料
（15） 本基本料に包括されている肝炎ウイルス関連検査を行った場合には、当該検査の結果が陰性であった場合を含め、当該検査の結果について患者に適切な説明を行い、文書により提供すること。
・Ｂ００１－４ 手術前医学管理料
（８） 本管理料に包括されている肝炎ウイルス関連検査を行った場合には、当該検査の結果が陰性であった場合も含め、当該検査の結果について患者に適切な説明を行い、文書により提供すること。

肝炎対策基本法（平成21年法律第97号）・肝炎対策の推進に関する基本的な
指針（平成28年厚生労働省告示第278号）・肝炎ウイルス検診等実施要領
＊市町村：厚生労働省「健康増進事業に基づく肝炎ウイルス検診等の実施につ
いて」
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb7591&dataType=1&pageN
o=1
＊妊婦健診：厚生労働省告示第二百二十六号
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82ab4662&dataType=0&pageN
o=1
＊職域：「職域におけるウイルス性肝炎対策に関する協力の要請について」
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001076013.pdf
（https://www.kanen.ncgm.go.jp/user/job.html）
＊術前検査：肝炎対策基本指針第３（２）カ、「手術前等に行われる肝炎ウイル
ス検査の結果を踏まえた 受診・受療・フォローアップの推進等の医療機関管理
者への協力依頼」
https://www.kanen.ncgm.go.jp/news/2022/20230314130921.html
「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」 （令和４
年３月４日保医発0304第１号）

C型肝炎ウイルスの未把握保有者が年々減少する中での本健診
システムの位置づけを評価する。

・健康増進法 健康増
進法施行規則（平成
十五年厚生労働省令
第八十六号）
・肝炎対策基本法（平
成21年法律第97号）
・肝炎対策の推進に
関する基本的な指針
（平成28年厚生労働
省告示第278号）：術
前検査（肝炎対策基
本指針 第３（２）カ）
・厚生労働省告示第
二百二十六号

肝炎対策の一環として、肝炎ウイルスに関する正しい知識を
普及させるとともに、肝炎ウイルス検診の受診促進を図り、
もって住民が自身の肝炎ウイルス感染の状況を認識し、必
要に応じて保健指導等を受け、医療機関で受診することに
より、肝炎による健康障害の回避、症状の軽減、又は進行
の遅延を図ることを目的とする。

市町村
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(資料２)各健診制度における個別の健診項目のエビデンスの評価 
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1 

 

妊婦健診 

  

 

項目 エビデンス・解説 

1.
概
要 

 法定健診とはなっていないが、母子保健法

の規定に基づき、妊婦に対する健康診査に

ついての望ましい基準 1 が定められている。 

 

健診自体が病院、診療所又は助産所で行わ

れており、異常が見つかればそのまま医療

的見地から対応する。 

 

＊対象者は居住地の市町村に妊娠届出を行

った者である。 

＊場としては、病院、診療所及び助産所で

実施される。 

＊妊娠届出を行った妊婦に対して受診券が

支給される。受診券を利用して妊婦健診を

受診した場合、市町村で把握される。 

2.
間
隔
や
回
数

2 

市町村は、次のイからハにあげる

頻度で妊婦健康診査を行い、妊婦

一人につき出産までに 14 回程度行

うものとすること。 

イ 妊娠初期～23 週は概ね 4 週

間 ごと 

ロ 妊娠 24～35 週は概ね 2 週間

ごと 

ハ 妊娠 36 週～出産は概ね 1 週

間ごと 

米国 ACOG は，合併症のない初産婦は妊娠 

28 週までは 4 週間ごと，36 週までは 2 

週 間ごと，その後は 1 週間ごとの妊婦健

診を推奨している 3,4。英国 NICE は，合併

症のない初産婦は 10 回， 経産婦は 7 回

の妊婦健診を推奨している 3,5。中低所得国

において妊婦健診の回数が少ない 6。 

日本では、妊婦健診を 14 回程度行うことが

通知 2 されており、実施費用についても市町

村が負担する 2。 
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3.
内
容

2 

（1）市町村は、各回の妊婦検査

においては、次に掲げる事項につ

いて実施するものとすること。 

 

イ 問診、診察等：妊娠週数に応

じた問診、診察等により、健康状

態を把握するものとすること。 

ロ 検査 

腹囲、血圧、浮腫、尿（糖及び蛋白）、体重等

の検査を行うものとする。なお、初回の妊婦

健康診査においては、身⾧の検査を行うもの

とすること。 

 

子宮底⾧ 

 

 

胎児発育不全のスクリーニングのために必要。

測定値について、判定の基準は示されていない

が、海外からは子宮底⾧測定の国際基準等も報

告されている 7。 

腹囲 日本産科婦人科学会，日本産婦人科医会が発行

しているガイドラインでは、有用性が不明なの

で省略可能とされている 3。 

血圧 

 

 

 

妊娠予後に影響を与える合併症スクリーニン

グ、特に妊娠高血圧症の早期発見のために実施

している。妊娠初期の計測は、異常がないこと

の確認の意味合いが強い 3。カットオフ値は収

縮期血圧 140mmHg 以上 かつ/または拡張期

血圧 90mmHg 以上となっている。 

浮腫・尿（糖及び蛋白） 妊娠高血圧症含めた様々な合併症のスクリー

ニングのために実施している 3。 

身⾧・体重 

なお、初回の妊婦健康診査におい

ては、身⾧の検査を行うものとす

ること。 

妊娠時体格（BMI）の算出と妊娠中の体重増加

確認のため計測する 3。やせ女性は日本人にお

いて SGA 児出産、早産のリスクが高く、海外

からの報告のおいても切迫早産，早産，貧血お

よび低出生体重児分娩のリスクが高い 3,8,9,10。 

妊娠前の体格によって推奨体重増加量が異な

る。妊娠期に体重増加量が著しく少ない場合に

は，低出生体重児分娩や早産のリスクが高ま

り，体重増加量が著しく多い場合には，巨大児

分娩，帝王切開分娩の リスクが高まる 3,12,13。 

ハ 保健指導 

（２）市町村は、（１）に掲げるも

ののほか、必要に応じた医学的検
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査を妊娠期間中の適切な時期に実

施するものとすること。医学的検

査については検査の項目の区分に

応じ、妊娠週数及び回数を目安と

して行うものとすること。 

1. 

血
液
検
査 

・妊娠初期に 1 回 

・妊娠 24 週から 35 週までの間に

1 回、血算、血糖の検査を実施。 

・妊娠 36 週以降に 1 回、血算の検

査を実施。 

・妊娠 30 週頃までに HTLV-1 抗

体検査を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

血液型（ABO 血液型、Rh 血液

型、不規則抗体） 

母体輸血が必要な場合や ABO 式血液型不適

合による新生児黄疸の場合の情報 になる 3,14 

血算 貧血や血小板減少などの把握に必要である。 

血糖 

 

耐糖能のスクリーニングとして実施している。

妊娠初期の HbA1C 高値と胎児形態異常との

関連が報告されている 15。 

B 型肝炎抗原 

 

妊婦が B 型肝炎ウイルスキャリアの場合、児

も B 型肝炎ウイルスキャリアのリスクが高く、

感染防止策をとる必要がある 3 

C 型肝炎抗体 

 

 

ACOG と NICE はスクリーニング検査とし

ては推奨していないが，ACOG は感染ハイリ

スク妊婦（肝疾患，HIV，違法薬物使用者，1987 

年以前 の血液製剤使用者など）は検査すべき

としている 16 

HIV 抗体 

 

 

WHO は HIV 感染妊婦における母子感染防

止対策として妊娠中の抗ウイルス治療を推奨

しており 3,,17、ACOG と NICE も妊娠初期の 

HIV 抗原抗体によるスクリーニング検査を強

く推奨している 3,18 

梅毒血清反応 

 

 

 

感染症法の 5 類感染症で全数把握疾患であり

母体から経胎盤的に胎児に感染し先天梅毒を

発症する可能性がある 3,．梅毒未 治療の場合，

妊娠中の初期梅毒では 40％が胎児死亡・周産
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期死亡することから、検査を行うものである
3,,19 

風疹ウイルス抗体 

 

 

 

 

 

 

妊娠初期の風疹罹患は先天性風疹症候群の原

因となる 3,。妊娠初期に検査を行うことで，①

抗体陰性または低抗体価の妊婦に対し，人ごみ

や子どもの多い場所を避け同居家族への風疹

含有 ワクチン接種を勧奨するなどの生活指導

を行い風疹罹患予防に努めることができる．ま

た，産褥あるいは流産後の風疹含有ワクチン接

種の勧奨することができる 3,20。②ウイルスに

最も影響を受けやすい妊娠初期での追加検査

が必要な妊婦を抽出することができる 3,。 

HTLV-1 抗体検査 ATL キャリアは西日本や大都市圏に多く 欧

米では稀なため，ACOG や NICE に記載が

ないが．早期産となった場合の母乳利用を考慮

して妊娠初期に行うことが望ましい 3 

2. 

子
宮
頸
が
ん
検
診 

 

妊娠初期に 1 回実施。 母体の健康や妊娠の継続判断に関係するため

必要な検査である。（本研究班の子宮頸がん検

診参照） 

3.
超
音
波
検
査 

妊娠 23 週までの間に 2 回、妊娠

24 週から 35 週までの間に 1 回、

36 週以降に 1 回実施。 

妊娠初期には異常妊娠の有無・妊娠週数決定の

補助診断・胎児数の確認と多胎時の膜性診断な

どについて確認する 3。妊娠 20 週頃に通常超

音波検査（発育異常、胎盤位置異常、羊水量異

常検出目的）、妊娠 30 週頃に通常超音波検査

（発育異常、胎盤位置異常、羊水量異常検出目

的）、妊娠 36 週以降の通常超音波検査で巨大

児の可能性について評価する 3。 
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4.

B
群
溶
血
性
レ
ン
サ
球
菌
（
Ｇ
Ｂ
Ｓ
） 

妊娠 24 週から 35 週までの間に 1

回実施。 

新生児早発型 GBS 感染の予防のため必要。

産科婦人科学会では、米国において，全妊婦に

対する検査による新生児早発型 GBS 感染予

防対策の結果 1.7/1,000 出生の感染症発症（生

後 7 日未満発症）が 0.32/1,000 出生まで低

下したことを根拠に、日本においても同様な全

数スクリーニングを推奨している 3。分娩時の

産道内 GBS の存在予測のためには，分娩前 

5 週間以内での検体採取が望ましい 3,21 ．保菌

妊婦には分娩の 4 時間以上前から抗菌薬投与

を開始し，抗菌薬の血中濃度を維持すること

で，早発型新生児 GBS 感染症予防に有効で

ある 3 

5.
性
器
ク
ラ
ミ
ジ
ア 

妊娠 30 週頃までに 1 回実施。 わが国の性感染症の中で最も患者数が多い
3,22。スクリーニング検査を行い、経産道母子感

染予防を行うことを目的としている 3。 
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産婦健診 

 

  

 項目 エビデンス・解説 

概

要 

 ＊産後うつの予防や新生児への虐待予防等

を図るため、産後２週間、産後１か月など、

出産後間もない時期の産婦を対象とする 1。 

＊健康診査により母体の身体的機能の回復、

授乳状況及び精神状態を把握する 1。 

＊平成 29 年 4 月以降、公費補助を受けて一

部自治体で開始された 2。 

1.
内
容 

 

① 問診（生活環境、授乳状況、育児

不安、精神疾患の既往歴、服薬歴等） 

② 診察（子宮復古状況、悪露、乳房

の状態等） 

③ 体重・血圧測定 

④ 尿検査（蛋白・糖） 

⑤ 産婦の精神状況に応じて、ツー

ルを用いた客観的なアセスメント

を行うこと 

⑤の精神状態の把握については、エジンバラ

の産後うつ病質問票（ツール）の点数だけで

はなく問診なども併せて総合的に評価する

こと、と通知 2 に記載されている。エジンバ

ラの産後うつ病質問票は、産後うつ病に対す

るスクリーニング検査として開発された自

己記入式の評価表で、開発後、有用性につい

て検証が重ねられ国際的評価を得て海外で

広く普及している 3。国内では 1996 年日本版

が開発され、産後 4 週目における信頼性と妥

当性が検証されている 4。区分点は９点以上

とされた 4 が、海外の区分点とは異なってい

る。産婦健康診査でのカットポイントについ

て明確な基準は示されていない 3。 

2.
回
数 

対象者１人につき２回以内とする。 本健診の事業目的 1 に、目安の受診時期とし

て産後２週間、産後１か月、とが記載されて

いる。 
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出生時検診（先天性代謝異常） 

 項目 エビデンス・解説 

概
要 

 

 ＊疾病の早期発見・早期治療により知的障害

等の心身障害を予防することを目的とす

る 1。 

＊新生児全員を対象とする 1。 

＊検査の実施主体は、都道府県及び指定都市

とする 1。 

＊検査費は公費負担であるが、採血料及び郵

送料等は自己負担となる。 

＊出生 5―７日で血液を採取し検査する 2。 

＊異常または異常の疑いのある事例につい

て 1：検査機関は、当該新生児の保護者に迅

速かつ的確に伝達できるよう医療機関等へ

の通知方法に配慮する。実施主体は、保護者

に対し精密検査の受診勧奨や診断結果の把

握を行う。また、当該新生児保護者の氏名等

を把握し患者台帳を作成するなどにより、継

続的な治療が行われるよう予後の把握に努

める。 

日本では 1977 年に厚生省の決断によって全

国で 5 疾患を対象とした新生児マス・スクリ

ーニングが開始された（ガスリー法）3。1979

年以降近年まで６疾患を対象としてきたが、

タンデムマス法の普及により 2014 年には対

象疾患は 19 疾患（2018 年には 20 疾患）と

なり、それに伴ってガスリー法は廃止された
3。 

*母子保健医療対策総合支援事業（令和５年

度補正予算分）により、実証事業として重症

複合免疫不全症及び脊髄性筋萎縮症に対す

るマス・スクリーニング検査を行うための実

施要項が定められた 4。実証事業に参画する

都道府県及び指定都市の居住者が対象とな
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る。また、検査方法は定量 PCR 法となる。異

常の発見漏れ（偽陰性）や疑い症例の過剰な

拾い上げ（偽陽性）を防止するために精度管

理を行うこともあわせて明記されている 4。 

採血時期については、2,000g 以下の低出生

体重児の場合、原則的には生後５－７日で

採血し、更に、体重が 2,500g 以上に達する

かまたは生後１か月のいずれか早い時点で

再検査することが望ましい 2。小児科学会

「未熟児の採血に関する委員会」の検討に

もとづく成案 5 を根拠としている。 

1.
免
疫
化
学
的
測
定
法 

対象疾患：先天性甲状腺機能低下

症 

先天的な甲状腺ホルモン分泌不全を起こす

病態である。甲状腺機能低下の鋭敏な指標

である TSH を測定する。カットオフ値は各

地域での過去の成績から検討されており、

各地域で異なっている。（10～30μU/mL）3 

2.
免
疫
化
学
的
測
定
法
又
は
タ
ン
デ
ム
マ
ス
法 

対象疾患：先天性副腎過形成症 副腎皮質でのグルココルチコイド生合成に

必要な酵素の先天的な欠損による疾患であ

る。血清 17-ヒドロキシプロゲステロン(17-

OHP)を測定する。スクリーニングの開始に

より、当該疾患のほとんどが新生児時期に

発見されている 2。先天性副腎過形成症には

6 つの病型があるが、95%は 21-水酸化酵素

欠損症である。日本小児内分泌学会が「21-

水酸化酵素欠損症の診断・治療のガイドラ

イン（2014 年改訂版）」を出版している。

なお、早産児で偽陽性が多いため注意が必

要である 3。 
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3.
酵
素
化
学
的
測
定
法
、
ボ
イ
ト
ラ
ー
法 

対象疾患：ガラクトース血症 ガラクトース代謝に必要な酵素の欠損によ

る疾患で、病型としてはⅠ型（GALT 欠

損）、Ⅱ方（GALK 欠損）、Ⅲ型（GALE 欠

損）がある。Ⅰ型が最重要疾患である 3。ボ

イトラー法では、紫外光を照射した場合の

蛍光減弱によりⅠ型を疑うが、湿気（季節

や測定環境）により酵素が失活して偽陽性

を生じることがある。酵素科学的測定法で

は、Gal,T-Gal、両者の差の 3 通りの指標を

用いて判定を行う。これらの測定方法で検

出できる３酵素欠損以外のガラクトース高

値例について、2018 年に新たに GALM 欠

損症が同定され、国内では他の病型よりも

頻度が多い（1/8 万出生）が、マス・スクリ

ーニングの対象疾患とはなっていない 3。 

4.
タ
ン
デ
ム
マ
ス
法

5 

対象疾患：フェニルケトン尿症、メ

ープルシロップ尿症（楓糖尿症）、ホ

モシスチン尿症、シトルリン血症１

型、アルギニノコハク酸尿症、 

メチルマロン酸血症、プロピオン酸

血症、イソ吉草酸血症、メチルクロ

トニルグリシン尿症、ヒドロキシメ

チルグルタル酸血症（HMG 血症）、 

複合カルボキシラーゼ欠損症、グル

タル酸血症１型、中鎖アシル CoA 脱

水素酵素欠損症（MCAD 欠損症）、

極⾧鎖アシル CoA 脱水素酵素欠損

症（VLCAD 欠損症）、三頭酵素/⾧

鎖３-ヒドロキシアシル CoA 脱水素

酵素欠損症（TFP/LCHAD欠損症)、 

カルニチンパルミトイルトランス

フェラーゼ-１欠損症（CPT-1 欠損

症）、カルニチンパルミトイルトラ

ンスフェラーゼ-２欠損症（CPT-2

欠損症） 

先天性代謝異常の新しい検査法であるタン

デムマス法を用いたスクリーニング検査を

行った場合、見逃し例が極めて少なく早期治

療により心身障害の予防または軽減が期待

されることが厚生労働科学研究（山口班）に

より示された 6。平成 23 年の厚生労働省母子

保健課⾧通知 7 により、タンデムマス法を用

いた検査の導入について積極的に検討する

こととなり、平成 26 年 8 には全ての都道府県

及び指定都市において本検査方法が導入さ

れる見込みであることを受けて一層効果的

な検査の実施等の体制整備を行うよう通知

がだされた。 

タンデムマス法では、20 以上の検査項目を１

つのろ紙血片で 2 分以内に一斉に分析するこ

とができる。精度管理は、地方自治体の委託

を受けて、「新生児マス・スクリーニング制度

管理合同委員会が行っている 3。スクリーニ

ング精度が高く、適切な治療法がある疾患が

スクリーニング対象疾患となっている。 

CPT-2 欠損症については、厚生労働科学研
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【引用】 

1. 平成 30 年 3 月 30 日 子母発 0330 第２号 都道府県・指定都市母子保健主管部（局）

⾧宛 厚生労働省子ども家庭局母子保健課⾧通    知「先天性代謝異常等検査

の実施について」 

2. 昭和 62 年 3 月 9 日 児母衛第 11 号 都道府県衛生主管部（局）⾧・指定都市衛生主

管部（局）⾧宛 厚生省児童家庭局母子衛生課⾧通知「先天性代謝異常等検査におけ

る未熟児の採血について」 

3. 山口清次. よくわかる新生児マススクリーニングガイドブック. 診断と治療社, 2019. 

4. 令和５年 12 月 28 日 こ成母第 375 号 都道府県知事・市町村⾧・特別区区⾧宛 子

ども家庭庁成育局⾧通知 

5. 日本小児科学会雑誌（第 90 巻第２号昭和 61 年 12 月 1 日） 

6. 厚生労働科学研究費補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（旧子ども家庭

総合研究事業）タンデムマス等の新技術を導入した新しい新生児マス・スクリーニン

グ体制の確立に関する研究. 平成 21 年度 総括・分担研究報告書 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/16478(参照 2024-05-17) 

7. 平成 23 年 3 月 31 日 雇児母発 0331 第 1 号 都道府県・指定都市母子保健主管部

（局）⾧宛 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課⾧通知「先天性代謝異常の

新しい検査法（タンデムマス法）について」 

8. 平成 26 年 4 月 9 日 雇児母発 0409 第１号 都道府県・指定都市母子保健主管部

（局）⾧宛 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課⾧通知「先天性代謝異常の

新しい検査法（タンデムマス法）の実施にあたって」 

9. 厚生労働科学研究費補助金健やか次世代育成総合研究事業 新生児マス・スクリーニ

ングのコホート体制、支援体制、および精度向上に関する研究.  平成 28 年度 総括・

分担研究報告書 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/25858(参照 2024-05-17) 

10. 平成 29 年 7 月 7 日 雇児母発 0707 第 2 号 都道府県・指定都市母子保健主管部

（局）⾧宛 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課⾧通知「新生児マススクリ

ーニング検査（タンデムマス法）の対象疾患の追加について」 

  

究（山口班）により開発された新たな診断

指標に基づき高い検査精度が得られること

が確認された 9 ため、平成 29 年通知 10 によ

りスクリーニング対象疾患に追加された。 
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出生時検診（新生児聴覚検査） 

 

  

 項目 エビデンス・解説 

概
要 

 ＊聴覚障害の早期発見・早期療育を図ること

が目的 1 

＊新生児全員を対象とする 1。 

＊検査の実施主体は、市町村とする 1。 

＊検査に係る費用についての公費負担は令

和 3 年度で 73.1%と自治体によって異なる。 

＊出生 5―７日で血液を採取し検査する 2。 

1.
新
生
児
聴
覚
検
査 

初回検査として自動 ABR（判定基準

は 35dB）/自動 ABR がない場合は

OAE 検査を行う。ABR は聴性脳幹

反 応 （ Auditory Brainstem 

Response）のことである。睡眠下に

刺激音を聴かせて頭皮上から得ら

れる聴性電位変動で、聴覚脳幹機能

を評価する検査である 1。OAE は耳

音響放射(Otoacoustic Emissions)の

ことである。内耳から外耳道へ放射

される微弱な音信号を集音して得

られる反応で、内耳有毛細胞機能を

評価する検査となっている 1。 

初回検査はおおむね生後３日以内

に実施する。初回検査において、リ

ファー（要再検）であった児を対象

として、おおむね生後１週間以内に

「確認検査」を実施する。確認検査

でもリファー（要再検）であった場

合、要精密検査と判定する 1。 

自動 ABR は、新生児聴覚スクリーニング用

の検査である。自動判定機能をもたせるもの

で、35dB に設定される 1。このカットポイン

トは厚生労働省通知で定められたものであ

るが、国際的にも使用されている一般的な基

準である 4。 

また、小児難聴の主要な原因の一つに先天性

サイトメガロウイルス感染症があげられる

ため、確認検査でリファー（要再検）となっ

た場合、実施主体は、保護者に対し適切な指

導援助を行うよう努めること、保護者に対し

て当該感染症の検査についての情報提供を

行うことを考慮すること、当該検査を実施す

る医療機関で当該精密検査を遅滞なく実施

できる検査の体制を整備することについて

通知が出された 3。この通知の背景には、症

候性先天性サイトメガロウイルス感染症に

対する治療薬が保険適用され、難聴の進行を

抑制すること、関連する診療ガイドライン等
5 において、当該検査でリファー（要再検）と

なった場合、生後２１日以内に先天性サイト

メガロウイルス感染症の検査を行うことが

強く推奨されたことがあげられる。 
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【引用】 

1. 平成 19 年 1 月 29 日 雇児母発 0129002 号 都道府県・政令市・特別区母子保健主管

部（局）⾧宛 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課⾧通知「新生児聴覚検査

の実施について」 

2. 厚生労働省. 令和２年度および令和３年度「新生児聴覚検査の実施状況等について」

の調査結果を公表します.  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32451.html（参照 2024-02-06） 

3. 令和 5 年 10 月 3 日 こ成母第 276 号 都道府県・市町村・特別区母子保健主管部（局）

⾧宛 こども家庭庁成育局母子保健課⾧通知「「新生児聴覚検査の実施について」の

一部改正について」 

4. Acke FRE, et al. Eur Arch Otorhinolaryngol. 2022; 279(7): 3371-3378. 

5. 先天性サイトメガロウイルス感染症診療ガイドライン 2023 

https://www.jspid.jp/wp-content/uploads/2023/03/CMV-guidelines-2023.pdf（参照

2024-02-08） 
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乳幼児健診 

 項目 エビデンス・解説 

 概要 

 

母子保健法第 12 条にて、１歳６か月児健康

診査及び３歳児健康診査の実施が定められ

ている。本項では、法定健診の１歳６か月児

健康診査・３歳児健康診査を取り上げる。 

1. 身体発育状況 １歳６か月児健康診査及び３歳児健康診査

では、幼児を対象とするため、身体発育状況

の評価は重要である。身体発育状況の評価に

は乳幼児身体発育調査に基づいて作成され

た身⾧、体重及び頭囲の成⾧曲線（3、10、25、

50、75、90、97 パーセンタイル曲線）を活用

する。身⾧、体重、頭囲が３パーセンタイル

未満及び 97 パーセンタイル以上 1、あるいは

体重がパーセンタイル曲線を２本下降（体重

増加不良）1, 2 の場合は身体的発育異常とす

る。一方、なお、１歳６か月児健康診査及び

３歳児健康診査の胸囲測定、３歳児健康診査

の頭囲測定は、根拠が乏しいため、令和５年

度に健診項目から削除された 3。 

2. 栄養状態 身⾧、体重、肥満度、カウプ指数、問診票等

より総合的に評価する。明確な基準は現時点

では設けられていないが、乳幼児の栄養状態

の簡易な評価手法を開発するための研究が

進められている 4。 

3. 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の

有無 

主に側弯症等の脊柱変形、漏斗胸等の胸郭変

形の有無を診察にて確認する。脊柱変形、胸

郭変形ともに、座位と立位で、正面、側面、

背面から変形を確認する 1。 

4. 皮膚の疾病の有無 主にアトピー性皮膚炎の有無を確認する。ア

トピー性皮膚炎は乳児期に発症しやすく、日

本の８地域（北海道、岩手、千葉、岐阜、大

阪、広島、高知、福岡）を対象とした研究で

は、１歳６か月児健康診査及び 3 歳児健康診
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査でのアトピー性皮膚炎有病率はそれぞれ

9.8％、13.2％であったことが報告されている
5。 

5. 眼の疾病及び異常の有無 乳幼児健康診査実施要綱では、眼の疾患及び

異常の有無は３歳児健康診査での項目であ

る 6。３歳児健康診査受診に先立って、事前

に送付された目に関するアンケートへの回

答や決められた手順に基づいた視力検査を

家庭で行う。３歳児健康診査会場では、その

結果を踏まえて、問診や診察を実施し、斜視、

視力検査での異常、その他の眼の異常の疑い

があれば精密検査に繋げる。 

乳幼児の弱視等は早期発見・早期治療が可能

であることから、令和４年度より母子保健強

化事業として、各市町村が屈折検査機器等を

整備できる体制となっている 8。 

6. 耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の

有無 

聴覚障害の早期発見・早期療育のため、新生

児聴覚検査が実施されている。乳幼児健康診

査では、耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の有

無は３歳児健康診査での項目である 6。難聴

児の早期発見・早期療育推進のための基本方

針において、新生児期以降に発現する進行性

難聴や後天性の一側性難聴のスクリーニン

グとして、乳幼児健康診査の際に、聞こえの

確認等を行い、難聴が疑われる場合に精密検

査へ確実に繋げる必要があることが明示さ

れている 8。 

 ３歳児健康診査に先立って、事前に送付さ

れた耳に関するアンケートへの回答や決め

られた手順に基づいた聴覚検査（ささやき声

検査）を家庭で行う。３歳児健康診査会場で

は、その結果を踏まえて、問診や診察を実施

し、難聴やその他の耳、鼻、咽頭の異常の疑

いがあれば精密検査に繋げる。 

7. 四肢運動障害の有無 １歳６か月児健康診査、３歳児健康診査での

運動機能に関する課題の達成状況、O 脚、X
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脚や歩容異常等の身体的な異常を評価する。 

１歳６か月児健康診査では、粗大運動とし

て独歩、微細運動として積み木を積む動作に

て主に評価する。独歩について、平成 22 年

乳幼児身体発育調査では、生後１年３～４か

月未満の時点で 90％以上の幼児が独歩（物に

つかまらないで、２～３歩あるくもの）でき

ると報告されている 9。積み木を積む動作に

ついて、改訂版乳幼児健康診査身体診察マニ

ュアルでは、積み木の数は３個と明記されて

いるが 1)、実際には５個で評価している市町

村等もある。3 個や 5 個の積み木検査の達成

状況について報告は見受けられない。なお、

乳幼児健診に限定せず発達状況が気になる

児に対して小児科外来や保育施設などで実

施する日本版デンバー式発達スクリーニン

グ検査においては、２個の積み木の塔は 19.2

か月時点、４個の積み木の塔は 22.5 か月時

点で 90％以上の幼児が達成できるとされて

いる 10。 

 ３歳児健康診査では、粗大運動として、足

を交互に出して階段を上がる動作等、微細運

動として、〇を書く動作等で評価する。簡易

な方法にて子どもの発達を機能別に測定で

きる遠城寺式乳幼児分析的発達検査では、足

を交互に出して階段を上がる動作は、２歳９

か月～２歳 11 か月の時点で 87.8％、〇を書

く動作は、３歳～３歳３か月の時点で 84.9％

の幼児が達成できることが報告されている

ため 11、3 歳児健康診査では高い通過率であ

ることが予想される。 

8. 精神発達の状況  １歳６か月児健康診査では、応答の指差

し、言語指示に従うこと、アイコンタクト等

を主に評価する。 

３歳児健康診査では、大小、⾧短、色の理

解、簡単な指示に従えるか、簡単なやりとり
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が可能か、アイコンタクト等を主に評価す

る。遠城寺式乳幼児分析的発達検査では、大

小の理解は２歳９か月～２歳１１か月の時

点で 84.6％、⾧短の理解は３歳０か月～３歳

２か月の時点で 69.8％、色の理解（赤・青・

黄・緑）は３歳４か月～３歳７か月の時点で

83.9％の幼児が達成できると報告されてい

るため 11、３歳児健康診査での通過率は比較

的高いことが予想される。 

また、発達障害の早期発見を目的とし、厚生

労働省では、１歳６か月児健康診査では M-

CHAT、３歳児健康診査では PARS-TR の質

問票を活用したスクリーニングを推奨して

いる。 

9. 言語障害の有無  １歳６か月児健康診査では、有意語の表出

を評価する。正常と判断する有意語の数は、

市町村によって相違がある 12)ものの、改訂版

乳幼児健康診査身体診察マニュアル等では

３語以上の有意語で正常としている 1, 13。な

お、デンバー式発達スクリーニング検査にお

いては、20.4 か月時点で 90％以上の幼児が

パパ、ママ以外で 3 語話すことができると報

告されている 10。 

 ３歳児健康診査では、二語文以上の発語が

あること、自分の姓名を伝えることができる

ことを主に評価する。なお、遠城寺式乳幼児

分析的発達検査においては、二語文を話すこ

と は ２ 歳 ３ か 月 ～ ２ 歳 ５ か 月 の 時 点 で

86.8％、自分の姓名を伝えることは２歳９か

月～２歳 11 か月の時点で 84.6％の幼児が達

成できることが報告されているため 11 、３歳

児健康診査でも通過率の高い課題である。 

10. 予防接種の実施状況 １歳６か月児健康診査の時点では、B 型肝炎

３回、ロタウイルス２回（１価の場合）～３

回（５価の場合）、ヒブ４回、肺炎球菌４回、

四種混合４回、BCG１回、MR１回、水痘２
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回、３歳児健康診査の時点では、上記に加え、

日本脳炎１～２回を終えていることを確認

する。（2023 年 12 月 16 日現在）14 

11. 育児上問題となる事項(生活習

慣の自立、社会性の発達、しつけ、

食事、事故等) 

生活習慣の自立：年齢に合わせた基本的な生

活習慣の自立を目指す。食事、睡眠、排泄、

歯みがき等の生活習慣の状況を確認し、適宜

指導を行う。また、規則正しい生活リズムを

獲得することも重要である。乳幼児健康診査

事業実践ガイドでは、午後８～９時までに就

寝し、午前６～７時に起床すること（１歳６

か月児健康診査：午睡は少なくとも１回）、食

事は１日３回で、間食は必要に応じて１日１

～２回すること等が挙げられている 15。 

社会性の発達：１歳６か月児健康診査では親

子での関わり、３歳児健康診査では他児との

関わり等を評価する。 

しつけ：上記の生活習慣の自立や社会性の発

達に合わせて、しつけを行っているかを評価

し、適宜指導を行う。 

食事：１歳６か月児健康診査では、離乳が完

了し、幼児食に移行できているかを確認す

る。平成 22 年乳幼児身体発育調査では、生

後１年６～７か月未満の時点で 90％以上の

幼児が離乳を完了したことが報告されてい

る 9。 

事故：１歳６か月児健診及び３歳児健康診査

時点の時点で発生しやすい事故について指

導を行う。 

12. その他の疾病及び異常の有無 主に、熱性けいれん、循環器系疾患（心雑音

等）、呼吸器系疾患（ぜんそく性疾患等）、消

化器系疾患（腹部膨満・腹部腫瘤、そけいヘ

ルニア、臍ヘルニア・便秘等）、泌尿生殖器系

疾患（停留精巣・外性器異常等）、先天異常等
6)について確認する。 
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学校健診 

 項目 エビデンス・解説 

学
校
健
診 

保健調査（既往歴、健康状態及び生

活習慣についてのアンケート調査。

小学校 1 年から高校 3 年まで実施、

幼稚園及び大学は除くことができ

る） 

保健調査は、事前に児童生徒等の健康状態を

把握することにより、健康診断がより的確に

行われるとともに、診断の際の参考になるな

ど、健康診断を円滑に実施する目的で実施さ

れる。また、家庭や地域における児童生徒等

の生活の実態を把握し、健康診断の結果と併

せて活用することにより、児童生徒等の保健

管理及び保健指導にも用いることができる 

1。なお、保健調査は調査票を用いて実施され

るが、全国統一の調査票はない。 

既往歴について 

 

心疾患、腎疾患、アレルギー疾患、糖尿病等

の既往歴については、学校生活を送る上でど

のようなサポートが必要かを判断する目的

で利用することができる。 

予防接種歴と既往歴と副作用歴お

よび結核について 

本人の健康管理目的および他人に影響を与

える感染症にかかる恐れがないかどうかを

見分けるために用いることができる。 

最近の健康状態・生活習慣について 近年、健康上の問題は生活習慣に起因するも

のが多くなっている。そのため、学校だけで

なく家庭における日常の健康観察が重要と

なっており 2、生活習慣の調査は重要な項目

と考えられる。 

身⾧（幼稚園から大学まで実施） 

 

身⾧は体重とともに身体の成⾧を評価する

ための基本的な指標である。身⾧測定値を身

⾧成⾧曲線として検討することにより、身⾧

が正常に伸びていることの確認や低身⾧ 3, 4

になる児童生徒等の早期発見に役立てるこ

とができる 2。 

体重（幼稚園から大学まで実施） 

 

体重は身⾧と同じく身体の成⾧状態を評価

するための基本的な指標である。体重の成⾧
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についても、身⾧の成⾧と同じく、体重成⾧

曲線と肥満度曲線を描いて検討する必要が

ある。また、体重は身⾧に対比して適正であ

るかどうかを検討することで、やせや肥満の

評価ができる 2。小児期の肥満は、成人期の

心血管疾患やメタボリックシンドロームに

代表される健康障害につながるというエビ

デンスがある 5, 6。 

栄養状態（幼稚園から大学まで実施 栄養状態の判断に際しては、皮膚の色や光

沢、貧血の有無、皮下脂肪の状態、筋肉や骨

格の発達の程度等について、視診あるいは触

診により行われている。最終的な評価では、

成⾧曲線、肥満度曲線、貧血検査の結果等も

検討して、学校医が総合的に判断している 2。 

脊柱・胸郭・四肢・骨・関節（幼稚

園から高校 3 年まで実施、大学では

除くことができる） 

脊柱・胸郭について 

側弯症は、小児期にみられる脊柱変形で、弯

曲が進行する前に診断して、治療を開始する

ことが重要といわれている 7。 

四肢・骨・関節（運動器に関する健

診）について 

現代の子供たちには、過剰な運動に関わる問

題や、運動が不足していることに関わる問題

など、運動器に関する様々な課題が増加して

いる 1。 

視力（裸眼視力と矯正視力は幼稚園

から高校 3 年まで実施、大学では

除くことができる。眼鏡をしてい

る者の裸眼視力は幼稚園から大

学まですべて除くことができる） 

学校生活に支障のない見え方であるかどう

かを検査している 2。 

弱視については、可及的速やかに、遅くとも

６歳前までに発見し、治療を開始することが

大切であるため早期発見、早期治療が原則と

されている 2。子供の視力スクリーニングの

経済的評価についてのシステマティックレ

ビューでは、弱視が生活の質を低下させる場

合、幼児の弱視を検出するための視力スクリ

ーニングは、スクリーニングを行わない場合

と比較して費用対効果が高い可能性がある

と報告している 8。しかし、無作為割付比較

試験は不足しているため、既存のスクリーニ

ングプログラムの弱視予防に対する影響を
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分析することは難しい 9。 

聴力（小学校 4 年、6 年、中学校 2

年、高校 2 年、大学では除くことが

できる、他では要実施） 

難聴は学校における教育活動や生活に様々

な、また重大な影響を及ぼす。難聴の有無、

その程度を検査するのが聴力検査で、気付か

れていない難聴を見つけたり、既に分かって

いる難聴を確かめたりするために検査して

いる 2。 

眼の疾病及び異常（幼稚園から大学

まで実施） 

感染性眼疾患や、その他の眼瞼、睫毛、結膜、

角膜など外眼部の疾病・異常の有無及び眼位

の異常の有無について、ルーペ、ペンライト、

おおい板等を用いて検査している 2。 

耳鼻咽喉頭疾患（幼稚園から大学ま

で実施） 

耳、鼻、咽喉頭疾患の発見のみならず、知識

や技術の習得を促すために必要な諸感覚の

発達の程度を評価している 2。検査結果には

診断医の個人差が著しく反映されるおそれ

がある 2。 

皮膚疾患（幼稚園から大学まで実

施） 

 

 

感染性のある疾患を早期に発見し、集団感染

を予防している 10, 11。また、学校生活に影響

を与え、積極的な治療や配慮が必要な皮膚疾

患を早期に発見し、適切な治療や対応につな

げる目的で実施されている 2。 

歯及び口腔の疾患及び異常（幼稚園

から高校 3 年まで 

実施、大学では除くことができる） 

児童生徒等の発達段階に即した歯及び顎口

腔系器官の発育・発達を把握し、更に疾病や

異常の有無をスクリーニングしながら、これ

ら疾病や異常が口腔の機能の発達に影響を

及ぼしていないか、それらが児童生徒等の学

習上及び学校生活に支障を来していないか

を検査している 2。 

結核（問診・学校医による診察は小

学校 1 年から中学校 3 年まで実施、

必要時にエックス線撮影・ツベルク

リン反応検査・喀痰検査を行う；エ

ックス線撮影は高校 1 年と大学 1 年

で実施、必要時にエックス線撮影・

喀痰検査・聴診・打診を行う） 

集団で生活する学校は、感染症が蔓延しやす

い環境である 12。学校教育を円滑に実施する

ためにも、健康診断での問診・検査の実施は

結核予防対策として大きな意義がある 2。小

学 1 年生から中学 3 年生までは毎年全員が問

診および学校医による診察によって、高校 1

年生では全員が胸部エックス線撮影を受け

ている。低所得国および中所得国を対象とし
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たシステマティックレビューでは、結核を示

唆する症状のない小児のほとんどには、結核

を示唆する胸部 X 線検査所見がみられない

と結論付けている 13。ツベルクリン反応検査

については、小学 1 年生から中学 3 年生まで

は必要に応じて省略できるとされているが、

システマティックレビューによると、潜在性

結核感染症の診断として、偽陽性者が多く、

ツベルクリン検査の有効性は限定的である

とされている 14。 

心臓の疾患及び異常（臨床医学的検

査・その他の検査は幼稚園から大学

まで実施、心電図は小学校 1 年、中

学校 1 年、高校 1 年で実施） 

心疾患の早期発見、心疾患のある児童生徒等

に適切な医療を指示する、生涯を通じて健康

な生活を送る等の目的で、臨床医学的検査

（調査票、視診、触診、聴診等）が毎年全員

に行われている 2, 15。 

学校管理下で少なからず突然死が起きてお

り、その原因の 80%が心臓に起因している 2, 

15。その予防のために正しい検査の実施と適

切な事後措置が求められている 2。その一つ

として心電図検査が小学 1 年生、中学 1 年

生、高校 1 年生で実施されており、突然死を

引き起こす可能性のあるこれらの一部は心

電図によって検出できるとされている 16。 

尿（尿蛋白は幼稚園から高校 3 年ま

で実施、尿糖は小学校から高校 3 年

まで実施） 

慢性腎炎は無症状で経過し、将来腎不全に移

行する。また、若年者２型糖尿病の発症も報

告され、これらの疾患は尿検査で早期に発見

できることから、学校での尿検査は重症化予

防を目的として実施されている 2, 17。しかし、

慢性腎臓病の予防に対する小児期の尿スク

リーニングについては、推奨している国（日

本、台湾、韓国）と推奨しない国（北米）が

存在する  18。また、US Preventive Services 

Task Force は、小児および青少年における 2

型糖尿病のスクリーニングの利益と害のバ

ランスを評価するには証拠が不十分である

と報告している 19。 
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職域健診（一般健康診断） 

 項目 エビデンス・解説 

定

期

健

康

診

断 

 

 常時使用する労働者に対して、1 年以内ごと

に 1 回行う。医師が必要でないと認めるとき

は以下の項目は省略が可能である。 

・身⾧、腹囲 

・胸部 X 線検査、喀痰検査 

・貧血検査 

・肝機能検査 

・血中脂質検査 

・血糖検査 

・心電図検査 

 

40 歳以上は特定健診の対象でもあるが、労働

安全衛生法に基づく事業者健診を受けるべ

き者については事業者健診の受診を優先す

る。事業者健診の項目は特定健診の項目を含

んでおり、労働安全衛生法に基づく事業者健

診の結果を、特定健診の結果として利用可能

である 1。 

1.
既
往
歴
及
び
業
務
歴
の
調
査 

 労働者自らの疾病による労働災害の発生を

防止すること、また、就労により当該疾病を

増悪させないこと等が必要であり、的確な疾

病情報の把握及び対応が必要である 2。 

既往歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期健康診断の既往歴は、直近に実施した健

康診断以降のものと定義されている（昭和 

47 年基発 第 601 号の１）。 

既往歴の聴取の目的の１つは「事業者の安全

（健康）配慮義務の遂行と健康診断の事後措

置」であり、２つめは「両立支援と合理的配

慮の提供」である 3。 

聴取すべき既往歴は、どのような業種であっ

ても起こり得る状況により増悪するまたは

労働自体が影響を及ぼすあるいは労働に影
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響を及ぼす疾患と考えられる。 

具体的な疾病名と理由としては以下の通り

である。 

・結核：職場内感染の予防、再燃の有無の評

価  

・脳心血管疾患：脳心血管疾患の既往の有無  

・脳心血管疾患のリスクが高いと考えられ

ている疾患：心房細動など 

・高血圧、糖尿病、脂質異常症：脳心血管疾

患のリスクファクターとなる生活習慣 

業務歴 定期健康診断の業務歴は、直近に実施した健

康診断以降のものと定義されている（昭和 47 

年基発 第 601 号の１）。 

 

「作業関連疾患の予防等に資する一般定期

健康診断を通じた効果的な健康管理に関す

る研究」において、調査対象者の産業医等か

ら提供された問診票の写しを分析した結果、

業務に関連する情報を収集している問診票

は半数以下であり、業務や労働に関連した項

目の内容に統一性はなかった。また、業種、

職種を項目として設定している問診票は 

17％程度と低かったとの報告がある 4。 

2.
自
覚
症
状
及
び
他
覚
症
状
の
有
無
の
検
査 

自覚症状の有無の検査 

 

 

「自覚症状」に関するものについては、最近

において受診者本人が自覚する事項を中心

に聴取することとし、この際、本人の業務に

関連が強いと医学的に想定されているもの

をあわせて行うものとする。 

他覚症状の有無の検査 「他覚症状」に関するものについては、受診

者本人の訴え及び問視診に基づき異常の疑

いのある事項を中心として医師の判断によ

り検査項目を選定して行うものとする。この

際、医師が本人の業務に関連が強いと判断し

た事項をあわせて行うものとする（昭和 47 

年基発 第 601 号の１）。 
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3. 

身
体
計
測
、
視
力
及
び
聴
力
の
検
査 

 

身⾧、体重 

 

 

 

 

 

特定健診と同じ。 

身⾧、体重は BMI の算出に用いられる。ま

た、腹囲はメタボリックシンドロームの診断

基準の項目となっている。 

身体計測に関する省略基準は以下の通りで

ある。 

・身⾧は 20 歳以上の者は医師が必要でない

と認めるときは省略が可能である。 

腹囲 

 

・腹囲は以下の基準で医師が必要でないと

認めるときは省略が可能である。 

1)40 歳未満の者（35 歳の者を除く） 

2)妊娠中の女性その他の者であって、そ

の腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映してい

ないと診断されたもの 

3)BMI が 20 未満である者 

4)自ら腹囲を測定し、その値を申告した

者（BMI が 22 未満である者に限る） 

20 歳以降の体重増加と生活習慣病の発症と

の関連は明らかであると報告されている 5。

このことより、身⾧、体重、腹囲を測定し、

若年期から適正な体重の維持に向けた保健

指導、啓発を行う等、40 歳未満に対する肥満

対策が重要である 6。 

視力 視覚機能の評価、業務起因性の視力障害・視

機能変化の早期発見を目的としている 1。  

聴力 聴覚機能の評価、業務起因性の聴力障害・聴

機能変化の早期発見を目的としている 1。 

聴力検査の有所見率（令和 3 年度）は 1000Hz

で 3.9%、4000Hz で 7.3%であった 7。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、聴力検査の有所見については、「臨床ガ

イドライン等に基づく基準」として各診療ガ

イドラインや人間ドック学会で示されてい

る判定値を提示したうえでの産業医の間で

適切であるとコンセンサスが得られた数値

は 1000Hz 30dB、4000 Hz 40dbB であった。
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また、医師の指示（「本人が自らの健康管理の

ために、医療機関を受診すべき基準」）として

産業医の間で適切であるとコンセンサスが

得られた数値は 1000Hz 40dB、4000Hz 40dB

であった 8。 

4.
胸
部
X
線
検
査
、
喀
痰
検
査 

 

胸部 X 線検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胸部 X 線検査の目的は、1)結核検診、2)肺癌

検診、3)他の胸部疾患の早期発見である 9。 

胸部 X 線検査を省略することができる者

は、40 歳未満の者 (20 歳、25 歳、30 歳及び

35 歳の者を除く)で、次のいずれにも該当し

ないもの。 

1)感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律施行令第 12 条第 1 項第

1 号に掲げる者  

具体的には、学校（専修学校及び各種学校

を含み、幼稚園を除く）、 病院、診療所、

助産所、介護老人保健施設又は特定の社会

福祉施設において業務に従事する者であ

ること。 

2)じん肺法第 8 条第 1 項第 1 号又は第 3 号

に掲げる者 

具体的には、常時粉じん作業に従事する労

働者で、じん肺管理区分が管理 1 のもの又

は常時粉じん作業に従事させたことのあ

る労働者で、現に粉じん作業以外の作業に

常時従事しているもののうち、じん肺管理

区分が管理 2 である労働者であること。 

 X 線検査の有所見率（令和 3 年度）は 4.5%

であった 7。  

「健康診断結果の経年変化に視点をおいた

望ましい健診結果の活用と事後措置のあり

方に関する研究」では、肺結核については、

全国の職域での胸部 X 線発見率と罹患率と

の差は大きくない 10 という調査結果がある

としている。また、肺癌検診としての有用性

評価として、胸部 X 線で発見された肺癌の臨
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床病期を CT 検診で比較したところ、胸部 X

線でも肺癌の発見は、CT の発見率と比較し

て同程度であるものの、ステージⅠ期は

45.9%と半数以下であった 9。さらに、結核、

肺癌以外の胸部疾患について、胸部 X 線と

低線量 CT の所見の比較を行ったところ、縦

隔病変は明らかに CT での発見率が高かっ

た 11。 

「作業関連疾患の予防等に資する一般定期

健康診断を通じた効果的な健康管理に関す

る研究」では、調査対象者の産業医等におい

て、胸部レントゲン検査は、主に結核対策及

び肺がん対策のために実施していると回答

していた 12。 

喀痰検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期健康診断において結核の早期発見等を

目的に実施されている。 

定期健康診断では以下の基準で医師が必要

でないと認めるときは省略が可能である。 

1)胸部 X 線検査によって病変の発見されな

い者 

2)胸部 X 線検査によって結核発病のおそれ

がないと診断された者 

3)40 歳未満の者（20 歳、25 歳、30 歳及び

35 歳の者を除く）で、次のいずれにも該当

しないもの 

①感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律施行令第 12 条第 1 項

第 1 号に掲げる者 

②じん肺法第 8 条第 1 項第 1 号又は第 3

号に掲げる者 

喀痰検査の有所見率（令和 3 年度）は 2.1%

であった 7。 

5.
血
圧
測
定 

 特定健診と同じ。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、調査対象の産業医間のコンセンサスと

して、有所見の基準は収縮期血圧 140mmHg、
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拡張期血圧 90mmHg、医師の指示の基準は収

縮期血圧 160mmHg、拡張期血圧 100mmHg

であった 8。 

6. 

貧
血
検
査 

血色素量、赤血球数 貧血検査は、高齢期に増加する貧血や食行動

の偏りによる貧血を把握するために行うも

のであるとしている（平成元年基発 462 号）。

また、職域健診では貧血を把握し就業上の措

置などを行うことも目的としている。貧血検

査は 40 歳未満の者（35 歳の者を除く）にお

いて省略が可能である。 

「作業関連疾患の予防等に資する一般定期

健康診断を通じた効果的な健康管理に関す

る研究」では、調査対象者の産業医等におい

て、高所作業、自動車運転、暑熱環境下にお

ける重筋作業など、一部の業務で就業制限を

検討する場合があったと回答していた 11。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、調査対象の産業医間のコンセンサスと

して、有所見の基準は赤血球数（女）360 万、

赤血球数（男）400 万、Hb（女）12g/dL、Hb

（男）13g/dL、医師の指示の基準は赤血球数

（女）300 万、赤血球数（男）360 万、Hb（女）

10g/dL、Hb（男）11g/dL であった 8。 

7. 

肝
機
能
検
査 

 
AST (GOT) 

ALT (GPT) 

γ-GT(γ-GTP) 

特定健診と同じ。 

肝機能検査は 40 歳未満の者（35 歳の者を除

く）において省略が可能である。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、調査対象の産業医間のコンセンサスと

して、有所見の基準は GOT(AST) 50U/L、

γGTP 80U/L（GPT(ALT)のコンセンサス

は得られなかった）、医師の指示の基準は

GOT(AST)100U/L、GPT(ALT)100U/L、γ-

GTP200U/L であった 8。 

116



 

 

34 

 

8. 

血
中
脂
質
検
査 

LDL コレステロール、HDL コレス

テロール、血清トリグリセライド 

特定健診と同じ。 

血中脂質検査は 40 歳未満の者（35 歳の者を

除く）において省略が可能である。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、調査対象の産業医間のコンセンサスと

して、有所見の基準は LDL 140mg/dL、HDL 

40mg/dL、中性脂肪 150mg/dL、総コレステ

ロール 220mg/dL、医師の指示の基準は LDL 

180mg/dL 、 HDL 30mg/dL 、 中 性 脂 肪

500mg/dL、総コレステロール 260mg/dL で

あった 8。 

9. 

血
糖
検
査 

 

血糖、HbA1c 特定健診と同じ。 

血糖検査は 40 歳未満の者（35 歳の者を除く）

において省略が可能である。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、調査対象の産業医間のコンセンサスと

して、有所見の基準は空腹時血糖 110mg/dL、

随時血糖 140mg/dL、HbA1c 6.0％、医師の

指示の基準は空腹時血糖 126mg/dL、随時血

糖 200mg/dL、HbA1c 6.5％であった 8。 

10. 

尿
検
査
等 

 

尿糖、尿蛋白 特定健診と同じ。 

なお、医師が必要と認めた場合に実施するこ

とが望ましい項目として血清クレアチニン

検査がある。 

「健康診断の有所見のあり方に関する研究」

では、調査対象の産業医間のコンセンサスと

して有所見の基準は尿糖 1+、尿蛋白 1+、医

師の指示の基準は尿糖 1+、尿蛋白 2+であっ

た 8。 

11. 

心
電
図
検
査 

 

心電図 特定健診と同じ。 

心電図検査は 40 歳未満の者（35 歳の者を除

く）において省略が可能である。 

「作業関連疾患の予防等に資する一般定期

健康診断を通じた効果的な健康管理に関す

る研究」では、調査対象者の産業医等におい

て、心電図検査は、意識消失を伴う不整脈が
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あるため、自動車運転可否等の就業区分検討

のために必要な検査であったと回答してい

た 11。 

雇
入
れ
時
の
健
康
診
断 

 

 

 

常時使用する労働者に対して、雇入れの際に

行わなければならない。 

項目は定期健康診断と概ね同じであるが、喀

痰検査はない。また、定期健康診断のように

省略可能な項目もない。 

既往歴 

 

雇入れ時の健康診断の既往歴は、定期健康診

断の既往歴と異なり、生まれてからこれまで

罹患した、あるいは今罹患している病気であ

る 3。 

自覚症状及び他覚症状の有無の検

査 

自覚症状及び他覚症状の有無の検査には、当

該労働者が就業を予定される業務に応じて

必要とする身体特性を把握するための感覚

器、呼吸器、消化器、神経系、皮膚および運

動機能の検査が含まれ、その検査項目の選定

は当該労働者の性、年齢、既往歴、問視診等

を通じての所見などもあわせて医師の判断

にゆだねられるものである（昭和 47 年年基

発第 601 号）。 

特
定
業
務
従
事
者
の
健
康
診
断 

 

 

 

 

 

 

 

労働安全衛生規則第 13 条第 1 項第 2 号に定

められている業務（暑熱業務、寒冷業務、粉

じん業務、異常気圧下業務、振動業務、重量

物取扱い業務、騒音業務、坑内業務、深夜業

務、有害物取扱い業務、有害ガス等取扱い業

務、病原体取扱い業務）に常時従事する労働

者に対して、当該業務への配置替えの際およ

び６月以内ごとに１回、定期健康診断と同じ

項目の健康診断を行わなければならない。た

だし、胸部 X 線および喀痰検査については 1

年以内ごとに 1 回でよいとしている。 
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既往歴 

 

 

 

 

特定業務従事者の健康診断の既往歴につい

ては、有害作業もしくは一定の健康状態が求

められる業務（高所作業、運転業務、重量物

取り扱い、暑熱作業、粉じん作業等）に従事

する者に対しては、作業により増悪する疾病

や当該作業が安全に遂行できるといえない

疾病についても聴取する必要がある 3。 

自覚症状及び他覚症状の有無の検

査 

特定業務従事者の業務の種類、性別、年齢等

に応じ必要な内容にわたる検査を加えるも

のとする。 

海
外
派
遣
労
働
者
の
健
康
診
断 

【厚生労働大臣が定める項目】 

・派遣前、帰国後共通： 腹部画像検

査、尿酸、B 型肝炎ウイルス抗体検

査 

労働者を海外に 6 か月以上派遣しようとする

際、あるいは、海外に６ヶ月以上派遣し、帰

国後国内業務に就かせる際（一時的に就かせ

るときを除く）に行う。 

項目は定期健康診断と同じ項目および、下記

の厚生労働大臣が定める項目のうち医師が

必要であると認めたものである。 

・派遣前のみ：血液型検査（ABO 式、

Rh 式） 

・帰国後のみ：糞便塗抹検査 

 

 

 

 

 

海外派遣前の健診については、近年は海外駐

在員の高齢化により海外派遣前から生活習

慣病を発症している者が多いことが報告さ

れている。実際に、海外派遣前健診を受けた

者を対象に行った調査 (2005) では、男性の

67%、女性の 24%に何らかの生活習慣病を認

めた 13。 

帰国後の健診の必要性については、実際に健

診受診者を対象に行った調査(1999～2004)

によると、アジアや米国に滞在する者におい

て、BMI、血圧、コレステロール、中性脂肪

などの検査値が帰国後は有意に増加してい

た 14。 

結
核
健
康
診
断 

 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（感染症法） 第 53 条の 2 の

規定により、学校、病院・診療所、助産所、

介護老人保健施設、社会福祉施設等に従事す

る者（常勤・非常勤は問わない）を対象に、

毎年実施しなければならない。 
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給
食
従
事
者
の
検
便 

 

 事業に附属する食堂又は炊事場における給

食の業務に従事する労働者に対して、食中毒

や伝染病防止の観点から、雇入れの際又は当

該業務への配置替えの際に検便による健康

診断を行わなければならない。 

主に感染症法における 3 類感染症として指定

されている赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出

血性大腸菌の健康保菌者の検索を目的とし

ている。 

自
発
的
健
康
診
断 

 

 深夜業（午後 10 時から午前 5 時までの間の

業務）に従事し、一定の要件（常時使用され

る労働者で、当該健康診断の受診日の前 6 か

月を平均して 1 か月あたり 4 回以上深夜業に

従事したもの）を満たす者は、自ら受けた健

康診断の結果を証明する書面を事業者に提

出することができる。 
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特定健康診査 

 内容 エビデンス・解説 

対
象
者 

①実施年度中に40-75 歳に達する加

入者（被保険者・被扶養者） 

②実施年度を通じて加入している

（年度途中に加入・脱退がない）者 

③除外規定（妊産婦・刑務所服役中・

⾧期入院・海外在住等）に該当しな

い者 

 

1.
質
問
項
目 

 標準的な健診・保健指導プログラム令和６年

版¹に、標準的な質問表の解説とエビデンス

が項目ごとにまとめられている。標準的な質

問項目は、①特定保健指導対象者の層別化や

詳細な健診の対象者の選定に関する項目で

あり、②健診結果を通知する際の情報提供内

容に活用可能な項目であり、③生活習慣病の

リスク評価に資する項目であり、④地域間及

び保険者間の健康状態の比較に資する項目

であるという基本的な考え方に基づいて作

成されている。 

服薬歴 

血圧を下げる薬、血糖を下げる薬又

はインスリン注射、コレステロール

や中性脂肪を下げる薬 

服薬歴：保健指導対象者の選定と層別化のた

めに、通院や内服状況や、医療的管理が適当

であるかを確認し、必要に応じて受診を促す

ための情報として聴取している。 

 

既往歴 

脳卒中、心臓病、慢性腎臓病や腎不

全について 

既往歴：不整脈(心房細動)は脳卒中の発症リ

スクが高まること 2 や、慢性腎臓病では、心

筋梗塞や心不全、脳卒中の発症率が高くなる

³ことから既往歴を聴取している。 

貧血 

 

貧血：特定健診の詳細項目の必要性を判断す

るために設けられており、貧血(ヘモグロビ

ン値：男性 13.0g/dL 未満，女性 12.0g/dL 未

満)は総死亡リスクの上昇と有意な関連が認
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められている⁴。さらに、貧血を伴う慢性腎臓

病(CKD)は、循環器疾患死亡のリスク上昇と

関連していることが示されている⁵。 

喫煙歴 

習慣的な喫煙の聴取 

 

喫煙歴：保健指導対象者の選定と層別化に必

要な情報である。喫煙は、脳卒中⁶、虚血性心

疾患⁶、がん⁷による死亡のリスク因子であり、

糖尿病⁸や脂質異常⁹を来たし動脈硬化を亢進

させるリスク因子でもある。 

体重増加 

 

体重増加：20 歳の時の体重から 10 ㎏以上増

えている人は、増えていない人と比較して健

診時に生活習慣病を有している人が多く 10、

糖尿病 11 や虚血性心疾患 12、脳卒中 12 の発症

リスクが高いことが示されている。 

 

運動習慣 

身体活動や運動量、歩行速度を聴取 

運動習慣：週末 1 回だけの運動やスポーツの

実施でも、生活習慣病やがんの発症のリスク

が低いことが示唆されている 13,14。60 分の歩

行や身体活動は歩数に換算するとおよそ

8000～10000 歩に相当し 15、1 日 8000～

10000 歩までは 1 日 1000 歩あたり 10％程度

総死亡や循環器死亡のリスクが低いことが

示されている 16,17。また、歩行速度が 0.1m/

秒遅いと、早期死亡のリスクが 12%高く、循

環器疾患発症リスクが 8%高いことが報告さ

れている 18。 

食習慣 

咀嚼の状況や食べる速さ、間食や甘

い飲み物の摂取状況、朝食欠食を聴

取 

 

食習慣:よく噛むことができない場合、野菜や

肉類等の摂取量が少なくなり、低栄養のリス

クが高くなる 19,20。また、生活習慣病と歯科

疾患は共通のリスク因子を有しており、両方

の予防対策を進めることが有効であること

も示されている 21。食べる速度は、メタボリ

ックシンドローム 22 や糖尿病 23 の発症と関

連していることが報告されている。間食は肥

満との関連が報告されている 24。さらに、就

寝前の 2 時間以内の食事に関しては、肥満 25

や BMI26、腹囲 26 の高値と関連していること

が示されている。毎日朝食を摂取する人と比
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較して、朝食欠食の習慣がある人は、糖尿病
27 や肥満 28、脳出血 29 の発症リスクが高くな

ることも報告されている。 

飲酒歴 

飲酒頻度と飲酒量を聴取 

飲酒歴:多量飲酒は、高血圧や循環器疾患 30、

がん 31 の死亡リスクを高める。飲酒頻度と量

を聴取することで飲酒習慣によるリスクを

層別化できる。 

睡眠 

睡眠の量や質、睡眠呼吸障害の可

能性を聴取する 

睡眠:睡眠時間が 6 時間未満の人は、そうで

ない人に比べて一般的な健康状態が損なわ

れ、体脂肪が増加する 32。また、肥満や高

血圧、糖尿病、心房細動、心疾患、脳卒中

後は、睡眠時無呼吸症候群を合併している

ことも多い 33。 

2.
身
体
計
測 

身⾧、体重、腹囲(内臓脂肪面積) 腹囲：腹囲は、内臓脂肪の蓄積を推定するた

めに測定しており、動脈硬化性疾患のスクリ

ーニングとして用いられている。メタボリッ

クシンドロームの定義と診断基準 34 に臍の

位置で測定した腹囲(男性 85cm、女性 90cm

以上)の基準値が記載されているが、保健指

導の対象者を選定する方法については、現在

に至るまでその妥当性に関して議論されて

いる 35。 

Body mass index (BMI) BMI：日本肥満学会(肥満症診療ガイドライ

ン 2022)に、日本を含む東アジアと南アジア

の Asia Cohort Consortium で BMI 25.0 以

上は、心臓血管疾患や冠動脈疾患、虚血性

脳卒中の死亡の危険因子であることが報告

されている 36。一方で、ウエスト周囲⾧や

内臓脂肪面積で診断される内臓脂肪型肥満

では、BMI が 25.0 以上であるかどうかに

関わらず動脈硬化性疾患の発症基盤となる

ことが示されている 37。さらに、過体重

(BMI 25.0 以上)の有無に関わらず、心血管

疾患を予防するためには未治療の重症高血

圧や糖尿病の介入を優先することが示唆さ

れている 38。以上のことから、標準的な健
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診・保健指導プログラム令和６年版の別紙

資料では、保健指導の際に、肥満者と非肥

満者で各々に対応した血圧高値や脂質異

常、血糖高値に対するフィードバックが記

載されている 1。 

3.
血
圧 

 血圧の測定は、将来の循環器疾患発症のス

クリーニングに必要である。高血圧治療ガ

イドライン 2019 では、高血圧は 140/90 

mmHg、高値血圧は 130-139/80-89 mmHg

と定義している 39。特定健診における血圧

の基準は、保健指導判定値で収縮期血圧

130 mmHg 以上/拡張期血圧 85 mmHg、受

診勧奨判定値では 140/90 mmHg 以上と保

健指導判定値とガイドラインの定める高値

血圧の基準値が異なる 1。基準値の設定に関

するエビデンスは、血圧値 120/80 mmHg

未満と比較すると、120-129/80-84 

mmHg、130-139/80-89 mmHg の順に脳心

血管疾患の発症率が高いことが示されてい

る 40。 

4. 

肝
機
能
検
査 

AST (GOT)、ALT (GPT)、γ-

GT(γ-GTP) 

AST や ALT、γ-GTP の基準値について

は、日本消化器病学会肝機能研究班意見書

に基づいて決定されている 41。この意見書

は、標準的な健診・保健指導の在り方に関

する検討会において、議論された内容であ

る 42。今年、日本肝臓学会総会で宣言され

た奈良宣言 2023 では、基準値を ALT 

30U/L 以上とする根拠や利点を、ALT は健

診や一般診療で汎用されている項目であ

り、特定健診の基準値は日本消化器病学会

肝機能研究班意見書に基づいて決定されて

いると説明している。標準的な健診・保健

指導プログラム令和６年版では、γ-GTP 上

昇は脳・心血管疾患や糖尿病との関連が、

ALT 上昇は糖尿病発症との関連が報告され

ており、飲酒習慣で層別化した説明文例を
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示している¹。 

5. 

血
中
脂
質
検
査 

 血中脂質の検査は、将来の循環器疾患発症の

スクリーニングとして役立つ。 

中性脂肪 中性脂肪(TG)：冠動脈疾患の発症は、空腹時

TG150mg/dL 以上で増加することが報告さ

れている 43。一方で、随時 TG の方が、心血

管イベントの予測能が高いといった報告も

ある 44。（随時 TG166mg/dL 以上で随時

TG23-84mg/dL に比べて、虚血性心血管疾患

の発症リスクが約２倍高い 44。）欧米心臓病

学会と欧州動脈硬化学会のガイドラインで

は、随時 TG175mg/dL 以上を高 TG 血症と

定義している。欧州心臓病学会と欧州動脈硬

化学会のガイドラインとの整合性も考慮さ

れ、動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022

年版で日本人における空腹時 TG150mg/dL

以上もしくは随時 TG175mg/dL 以上を高

TG 血症と定義している 45。特定健診の保健

指導判定値は、この値に基づいている。 

HDL コレステロール 

 

HDL コレステロール(HDL-C)：地域のコホ

ート研究では、HDL-C が 40mg/dL 以上と比

較して、40mg/dL 未満で虚血性心疾患や虚血

性脳卒中の発症リスクが上昇することが報

告されている 46、47、48。また、HDL-C が

90mg/dL 以上の群も 40-59mg/dL の群と比

較すると、冠動脈疾患及び脳梗塞の死亡リス

クが有意に上昇することが報告されている
49。ただし、高 HDL-C を呈する人はコホー

ト対象者の 1.5％と少なく 49、飲酒をしてい

る人に顕著に関連がみられたことから、飲酒

による交絡を考慮した今後の知見の集積が

必要と動脈硬化性疾患予防ガイドライン

2022 年版に記載されている 45。以上のことを

踏まえ、動脈硬化性疾患予防ガイドライン

2022 年版では HDL-C が 40mg/dL 未満を低

HDL-C 血症のスクリーニング基準としてい
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る 45。特定健診の保健指導判定値は、この値

に基づいている。 

LDL コレステロール 

 

LDL コレステロール(LDL-C)：日本や欧米

で行われた多くのコホート研究によって、

LDL-C の上昇は、冠動脈疾患の発症 50,51 や

死亡 52 のリスクが増加することが示されて

いる。また、LDL-C が 160mg/dL 以上の群

と以下の群では、一生の間に冠動脈疾患を発

症する確率が男性では有意な差があり、女性

では 160mg/dL 以上で高値ではあるものの

有意な差は認められなかったことが報告さ

れている 53。これらを考慮し、動脈硬化性疾

患予防ガイドライン 2022 年版ではスクリー

ニング基準を 140mg/dL 以上とし、他の危険

因子の重複の影響を考慮すべき境界型を

120-139mg/dL と定めている 45。これに基づ

き、境界型を特定健診における保健指導判定

値としている。 

Non-HDL コレステロール*1 

 

*1 中性脂肪が 400mg/dl 以上、ま

たは食後採血の場合は、LDL コレス

テロールの代わりに Non-HDL コ

レステロールで評価が可能である 

Non-HDL コレステロール(Non-HDL-Ｃ)：

動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年版

には、Non-HDL-Ｃはレムナントリポ蛋白な

どの動脈硬化惹起性のリポ蛋白をすべて含

むため LDL-C よりも動脈硬化性疾患の発症

予測能が優れているという考え方が記載さ

れている 54。冠動脈疾患の発症 55,56・死亡 57

リスクは、男女共に 140mg/dL 前後から上昇

する報告があり、170-180mg/dL 以上では明

らかなリスク増加を認めている。なお、日本

人の non-HDL-C の基準は米国と同様、脂質

異常症の患者では LDL-C+30mg/dL が妥当

であることが示されている 58,59。以上の結果

から、動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022

年版では Non-HDL-C のスクリーニング基

準は 170mg/dL 以上とし、他の危険因子の重

複 の 影 響 を 考 慮 す べ き 境 界 型 を 150-

169mg/dL と定めており、これに基づき境界
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型を特定健診の保健指導判定値としている
45。 

6. 

血
糖
検
査*2 

空腹時血糖値又は HbA1c、随時血糖

値 

*2 空腹時血糖と HbA1c の双方を

検査することが望ましい。特に糖尿

病が課題である保険者では、HbA1c

の検査を必須とすることが望まし

い。空腹時以外（空腹時：絶食 10 時

間以上）に採血を行い、かつ HbA1c

を測定しない場合は、食直後（食事

開始時から 3.5 時間未満）を除いて、

随時血糖により血糖検査を実施す

ることができる。 

血糖検査は、糖尿病に関連する網膜症や糖尿

病性腎症、神経障害をはじめ、合併する可能

のある高血圧や脂質異常症をスクリーニン

グに役立つ。 

糖尿病治療ガイド 2022-2023 や糖尿病診療

ガイドライン 2019 では、HbA1c 6.5％以上

もしくは空腹時血糖 126mg/dL 以上を糖尿

病型の判定基準値としている 60,61。これに基

づき、特定健診では、判定基準値を受診勧奨

判定値としている。また、特定健診の保健指

導判定値は HbA1c 5.6％以上もしくは空腹時

血糖 100mg/dL 以上である。これは、HbA1c 

5.6～5.9％や空腹時血糖 100~109mg/dL は

正常値であるものの「正常高値」として糖尿

病への移行や OGTT 時の耐糖能障害の程度

からみて多様な集団であるため OGTT を行

うことが推奨されており、肥満別に保健指導

で受診勧奨や予防の観点から、生活習慣の改

善を助言することが記載されている 60。 

空腹時血糖 110～125mg/dL は境界型と判定

されるが、糖尿病治療ガイド 2022-2023 では

糖尿病に準ずる状態であり、高血圧や脂質異

常症などの動脈硬化性疾患の合併の有無を

評価し、合併する場合は積極的に介入すると

記載されている 60。 

7. 

尿
検
査 

 

尿糖、尿蛋白 

 

尿糖は糖尿病の、尿蛋白は慢性腎臓病のス

クリーニングに役立つ。 

日本臨床検査医学会作成の「臨床検査のガ

イドライン」では、尿糖は糖尿病の診断上

必須ではないがスクリーニングとしては適

しており、陽性の場合には引き続き 75 g 

OGTT などの血糖検査を実施すると記載さ

れている 62。試験紙法の尿蛋白陽性者は，

尿蛋白反応依存性に末期腎不全のリスクが
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高く 63、また、eGFR と独立して心血管死

亡，総死亡などのリスクが高くなることが

報告されている 64。標準的な健診・保健指

導プログラム(令和６年版)の P.150-156

に、尿蛋白のみの場合または尿蛋白と血清

クレアチニンを測定している場合におけ

る、慢性腎臓病の予防に着した対象者への

説明文例と受診勧奨の判定値が記載されて

いる。 

2)
特
定
健
診
の
詳
細
な
健
診
項
目 

 

1. 12 誘導心電図検査 

条件：当該年度の健診結果等におい

て、以下の基準のいずれかに

該当 

a 収縮期血圧 140mmHg 以上 

b 拡張期血圧 90mmHg 以上 

c 問診 

心電図は、高血圧の重症度評価や脳卒中の重

要な危険因子である心房細動のスクリーニ

ングに焦点を当て実施している。標準的な健

診・保健指導プログラム(令和６年版)では心

房細動がある人はない人に比べて、脳梗塞の

リスクが約５倍、心原性脳塞栓症のリスクが

10 倍以上になることが記載されている¹。心

房細動がない人と比較して、ある人は全死亡

や循環器疾患死亡のリスクが高いことも報

告されている 65。また、標準的な健診・保健

指導プログラム(令和６年版)では高血圧の重

症度評価として、左室肥大を伴う高血圧の方

が伴っていない高血圧よりも脳卒中や心筋

梗塞を発症しやすいと考えられていると記

載されており、心電図上で左室肥大が疑われ

た場合は受診勧奨の対象者としている¹。 

2. 眼底検査*3 

条件：当該年度の健診結果等におい

て、①血圧又は②血糖がいず

れかの基準に該当 

①血圧 

ａ収縮期血圧 140mmHg 以上 

ｂ拡張期血圧 90mmHg 以上 

②血糖 

ａ空腹時血糖 126mg/dl 以上 

ｂHbA1c (NGSP) 6.5%以上 

ｃ随時血糖    126mg/dl 以上 

眼底検査は、高血圧性変化や動脈硬化性変

化、糖尿病網膜症をスクリーニングするた

めに実施している。高血圧性の眼底変化が

ある人はない人に比べて、脳卒中や心血管

死亡のリスクが高くなることが示されてい

る 66。また、標準的な健診・保健指導プロ

グラム(令和６年版)では糖尿病(高血糖)であ

る対象者に糖尿病網膜症が認められた場

合、網膜症の進行によって失明に至らない

ように眼科受診勧奨の対象としている¹。 
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*3 当該年度の収縮期・拡張期血圧

のいずれの基準にも該当せず、

当該年度の血糖検査結果を確

認できない場合、前年度の血糖

検査結果を確認し、a、b、c の

いずれかの基準に該当した者

も含む。 

3. 貧血検査 

赤血球数、ヘモグロビン値、ヘマ

トクリット値 

条件：貧血の既往歴が有る、又は視

診等で貧血が疑われる 

 

WHO による貧血の診断基準値は、ヘモグ

ロビン値 男性 13.0g/dL 未満，女性

12.0g/dL 未満とされている 67。また、人間

ドック学会作成の「人間ドック成績判定及

び事後指導に関するガイドライン」でもヘ

モグロビン値による判定区分がなされてお

り、特定健診の保健指導判定値は、この値

を参考に定められた 68。貧血(ヘモグロビン

値：男性 13.0g/dL 未満，女性 12.0g/dL 未

満)は総死亡リスクの上昇と有意な関連が認

められている 4。さらに、貧血を伴う慢性腎

臓病(CKD)は、循環器疾患死亡のリスク上

昇と関連することが示されている⁵。 

4. 血清クレアチニン検査（eGFR） 

条件：当該年度の健診結果等におい

て、①血圧又は②血糖がいず

れかの基準に該当 

①血圧 

ａ収縮期血圧 130mmHg 以上 

ｂ拡張期血圧 85mmHg 以上 

②血糖 

ａ空腹時血糖 100mg/dl 以上 

ｂHbA1c (NGSP) 5.6%以上 

ｃ随時血糖 100mg/dl 以上 

日本腎臓学会作成の「エビデンスに基づく

CKD 診療ガイドライン 2023」では eGFR 60

ｍL/min/1.73m2 未満を CKD の診断基準値

としている 69。特定健診の保健指導判定値は、

この値に基づいている。 

標準的な健診・保健指導プログラム(令和６

年版)の P.150-156 に、尿蛋白のみの場合、

または尿蛋白と血清クレアチニンを測定し

ている場合における、慢性腎臓病の予防に着

目した対象者への説明文例と受診勧奨の判

定値が記載されている。 
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後期高齢者健診 

 内容 エビデンス・解説 

 

健診背景 

 

後期高齢者医療広域連合が実施する保健事業

に位置付けられており、高齢者の医療の確保

に関する法律に基づく高齢者保健事業の実施

等に関する指針において生活習慣病に着目し

た特定健康診査の必須項目を基本とするこ

と、検査方法と併せて、科学的知見の蓄積等を

踏まえた設定及び見直しを行うことが明記さ

れている 1。また、後期高齢者に対する健診の

在り方について、標準的な健診・保健指導プロ

グラム（令和６年度版）に記載がある。2 詳細

な健診項目は、健診機関の医師が、検査の必要

性を含めて、受診勧奨とするかを判断し、受診

勧奨が必要と判断した場合は、医療機関で必

要な診察を受けることが重要と明記されてい

る。保健指導は生活習慣病等の慢性疾患の重

症化予防に加え、後期高齢者の質問票等を活

用し、フレイル等に関連する老年症候群（低栄

養、転倒･骨折、誤嚥性肺炎等）等の心身機能

の低下とそれに起因する疾病の予防に着目

し、実施する必要がある。また、後期高齢者で

は個人間での健康状態の差が広がることか

ら、「できること」に着目し、本人の自信や前

向きな姿勢を育む観点から目標設定をするこ

とが望まれる。 

1.
問
診 

 

1. 健康状態 

2. 心の健康状態 

3. 食習慣 

4. 口腔機能 

5. 体重変化 

6. 運動・転倒 

7. 認知機能 

8. 喫煙 

高齢者保健事業と介護予防の一体的実施の取

組を進めるに当たり、高齢者の特性を踏まえ

た健康状態を総合的に把握することができる

よう令和二年度に改定した質問票を活用する

よう努めることが指針に明記されている。3 

69 歳以上の日本人を対象とした研究から、後

期高齢者の質問票 15 質問のうち、12 質問（左

記項目番号の 3-7, 9, 10）がフレイルに関連し、
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9. 社会参加 

10. ソーシャルサポート 

 

4健康リスクありの回答が 4 問以上をフレイル

と判定した場合、その精度は感度 55.8%、特

異度 85.8%であることが報告されている。5 こ

の基準では、フレイル該当者の半分程度（偽陰

性＝100%-感度）を見落とす可能性があるこ

とから、スクリーニングで用いる場合にはよ

り低い基準を用いることが必要である。 

健康状態 

「あなたの現在の健康状態はいか

がですか」 

主観的健康感が低いと、死亡リスクが高く、6

身体機能の低下が生じやすい 7 ことが日本の

研究からも報告されている。ポリファーマシ

ーなどの改善可能な要因を把握し、適切な対

応につなげることで活用できる。ただし、海外

の観察研究から、主観的健康感の改善が死亡

リスクの低下と関連しない報告もあり、8, 9 主

観的健康感の改善が予後を改善するかについ

ては定かではない。 

心の健康状態 

「毎日の生活に満足していますか」 

老年期うつ病評価尺度（Geriatric depression 

scale 15: GDS15）の項目の一つについて、「は

い・いいえ」の二者択一から回答しやすさを考

慮して、「満足・やや満足・やや不満・不満」

の四者択一に改変したものである。3 ただし、

単一の生活満足度の設問による抑うつ状態の

判別精度の報告はない。 

食習慣 

「1 日 3 食きちんと食べています

か」 

低栄養のリスクスクリーニングとして設けら

れた質問である。3 欠食と低栄養との関連の検

討は少なく、関連するとの報告は中国からわ

ずかにあるのみである。10 朝食欠食者は死亡リ

スクや循環器疾患発症リスクが高いことが日

本人においても報告されている。11, 12 昼食や夕

食の欠食と⾧期予後との検討はほとんどない

が、昼食、夕食のいずれの欠食も死亡リスクが

高いことが米国から報告されている。13 ただ

し、これらの報告はいずれも高齢者に特化し

た検討ではない。 

口腔機能 

「半年前に比べて硬いものが食べ

半年前と比較した咀嚼力についての質問であ

り、基本チェックリストの質問をそのまま採
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にくくなりましたか」 用している。3 客観的に評価した口腔機能の低

下は 4 年以内の要介護リスクや死亡リスクと

関連することが報告されており、2 年以内に身

体的フレイル、サルコペニアに該当した者、4

年以内に要介護 3 以上に該当した者はそうで

ない者に比べて、本質問に「はい」と回答した

者が多いことが報告されている。14 また、本質

問に「はい」と回答した者は 9 年以内の認知

機能低下と関連することも報告されている。15 

「お茶や汁物等でむせることがあ

りますか」 

嚥下機能を確認する質問であり、基本チェッ

クリストの質問をそのまま採用している。3 客

観的に評価した口腔機能の低下は 4 年以内の

要介護リスクや死亡リスクと関連することが

報告されており、4 年以内に要介護 3 以上に

該当した者はそうでない者に比べて、本質問

に「はい」と回答した者が多いことが報告され

ている。14 

体重変化 

「6 カ月間で 2～3kg 以上の体重減

少がありましたか」 

低栄養のリスクスクリーニングとして、基本

チェックリストの質問をそのまま採用してい

る。3 ほぼ同じ質問は日本語版 CHS 基準（J-

CHS）にも含まれており、身体的フレイルの

一兆候を表している。15 本質問に「はい」と回

答した者は、そうでない者に比べて、2 年以内

の要介護リスクが高いことが報告されてい

る。16 

運動・転倒 

「以前に比べて歩く速度が遅くな

ってきたと思いますか」 

簡易フレイルインデックスの質問を採用して

おり、身体的フレイルの一兆候を表している。
17 日本人においても、測定した歩行速度が遅い

と、死亡リスク 18 や要介護リスク 19 が高いこ

とが報告されている。また、本質問に「はい」

と回答した者は、そうでない者に比べて、2 年

以内の要介護リスクが高いことが報告されて

いる。16 

「この 1 年間に転んだことがありま

すか」 

転倒のリスクスクリーニングとして、基本チ

ェックリストの質問をそのまま採用してい

る。3 本質問に「はい」と回答した者は、そう
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でない者に比べて、4 年以内の要介護リスクが

高いことが報告されている。20 

「ウォーキング等の運動を週に 1 回

以上していますか」 

簡易フレイルインデックスの質問を採用して

おり、身体的フレイルの一兆候を表している。
17 加速度計を用いて 1 週間測定した身体活動

量で、3 METs 以上の運動時間が増えるにつれ

て、6 年以内の要介護リスクが低くなることが

日本の研究から報告されている。21 本質問に

「いいえ」と回答した者は、そうでない者に比

べて、2 年以内の要介護リスクが高いことが報

告されている。16 

認知機能 

「周りの人から「いつも同じことを

聞く」などの物忘れがあると言われ

ていますか」 

「今日が何月何日かわからない時

がありますか」 

認知機能を評価する質問で、基本チェックリ

ストの質問をそのまま採用している。3２つの

質問でそれぞれ「はい」と回答した者は、そう

でない者に比べて、5.7 年以内の認知症リスク

が高いことが報告されている。22 また、両方に

「はい」と回答した者は、より高いリスクを有

することが報告されている。 

喫煙 

「あなたはたばこを吸いますか」 

喫煙習慣の有無を把握するため、国民生活基

礎調査の質問を採用している。高齢者におい

ても、喫煙者の死亡リスク 23、要介護リスク 24

が高いことが報告されている。 

社会参加 

「週に 1 回以上は外出しています

か」 

社会的フレイルを評価するため、基本チェッ

クリストの質問をそのまま採用している。3 外

出頻度が少ないほど、2 年以内に身体機能の低

下が生じやすく、身体機能の回復が起こりに

くいことが報告されている。25 

「ふだんから家族や友人と付き合

いがありますか」 

社会的フレイルを評価するため、基本チェッ

クリストの質問「家族や友人の相談にのって

いますか」を改変して、採用している。3 友人

との付き合いがない人では、死亡や認知症、要

介護リスクが高いことが報告されている。26 

ソーシャルサポート 

「体調が悪いときに、身近に相談で

きる人がいますか」 

ソーシャルサポートを評価する質問である。

家族か否かにかかわらず、情緒的または手段

的ソーシャルサポートがあると、フレイルリ

スクが低いことが報告されている。27 
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2. 

身
体
計
測 

身⾧、体重、Body mass index (BMI) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本肥満学会(肥満症診療ガイドライン 2022)

に、日本を含む東アジアと南アジアの Asia 

Cohort Consortium で BMI 25.0 以上は、心臓

血管疾患や冠動脈疾患、虚血性脳卒中の死亡

の危険因子であることが報告されている。28 一

方で、ウエスト周囲⾧や内臓脂肪面積で診断

される内臓脂肪型肥満では、BMI が 25.0 以上

であるかどうかに関わらず動脈硬化性疾患の

発症基盤となることが示されている。29 さら

に、過体重(BMI 25.0 以上)の有無に関わらず、

心血管疾患を予防するためには未治療の重症

高血圧や糖尿病の介入を優先することが示唆

されている。30 

一方、後期高齢者においては、低栄養対策とし

て、BMI 18.5kg/m2 未満が対象者の抽出基準

の一つとして示されている。3 

腹囲(内臓脂肪面積) 後期高齢者においては、法定項目ではなく、医

師の判断等によって実施することが適当とさ

れている。2 腹囲は、内臓脂肪の蓄積を推定す

るために測定しており、動脈硬化性疾患のス

クリーニングとして用いられている。メタボ

リックシンドロームの定義と診断基準 31 に臍

の位置で測定した腹囲(男性 85cm、女性 90cm

以上)の基準値が記載されている。 

3.
血
圧 

 血圧の測定は、将来の循環器疾患発症のスク

リーニングに必要である。高血圧治療ガイド

ライン 2019 では、高血圧は 140/90 mmHg、

高値血圧は 130-139/80-89 mmHg と定義して

いる。32 基準値の設定に関するエビデンスは、

血圧値 120/80 mmHg 未満と比較すると、120-

129/80-84 mmHg、130-139/80-89 mmHg の

順に脳心血管疾患の発死亡率が高いことが示

されている。33 ただし、後期高齢者においては

その集団寄与危険割合は若年よりも小さい。 

近年の介入研究から、後期高齢者においても

収縮期血圧 130mmHg 未満に管理することで
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循環器疾患を予防でき、生命予後を改善でき

ることが報告されているが、34 高血圧治療ガイ

ドライン 2019 では、高齢者は個人差が大きく

なることから、個人の状態を総合的に判断し

つつ、75 歳以上では 140/90 未満を目標とす

ることが示されている。32 

4.
肝
機
能
検
査 

AST (GOT)、ALT (GPT)、γ-GT 

(γ-GTP) 

AST や ALT、γ-GTP の基準値については、

日本消化器病学会肝機能研究班意見書に基づ

いて決定されている。35 この意見書は、標準的

な健診・保健指導の在り方に関する検討会に

おいて、議論された内容である。36 日本肝臓学

会総会で宣言された奈良宣言 2023 では、基準

値を ALT 30U/L 以上とする根拠や利点を、

ALT は健診や一般診療で汎用されている項目

であり、特定健診の基準値は日本消化器病学

会肝機能研究班意見書に基づいて決定されて

いると説明している。標準的な健診・保健指導

プログラム令和６年版では、γ-GTP 上昇は

脳・心血管疾患や糖尿病との関連が、ALT 上

昇は糖尿病発症との関連が報告されており、

飲酒習慣で層別化した説明文例を示してい

る。270 歳以上においても ALT が糖尿病罹患

と関連することが中国人での研究から報告さ

れている。37 

5. 

血
中
脂
質
検
査 

 

 

血中脂質の検査は、将来の循環器疾患発症の

スクリーニングとして役立つ。 

中性脂肪(TG) 

 

冠動脈疾患の発症は、空腹時 TG150mg/dL 以

上で増加することが報告されている。38 一方

で、随時 TG の方が、心血管イベントの予測

能 が 高 い と い っ た 報 告 も あ る 。 39 （ 随 時

TG166mg/dL 以上で随時 TG23-84mg/dL に

比べて、虚血性心血管疾患の発症リスクが約

２倍高い。39）欧米心臓病学会と欧州動脈硬化

学会のガイドラインでは、随時 TG175mg/dL

以上を高 TG 血症と定義している。欧州心臓

病学会と欧州動脈硬化学会のガイドラインの
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整合性も考慮され、動脈硬化性疾患予防ガイ

ドライン 2022 年版で日本人における空腹時

TG150mg/dL 以 上 も し く は 随 時

TG170mg/dL 以上を高 TG 血症と定義してい

る。40 

HDL コレステロール (HDL-C) 

 

地域のコホート研究では、HDL-Cが40mg/dL

以上と比較して、 

40mg/dL 未満で虚血性心疾患や虚血性脳卒中

の発症リスクが上昇することが報告されてい

る。41、42、43 また、HDL-C が 90mg/dL 以上の

群も 40-59mg/dL の群と比較すると、冠動脈

疾患及び脳梗塞の死亡リスクが有意に上昇す

ることが報告されている。44 ただし、高 HDL-

C を呈する人はコホート対象者の 1.5％と少

なく、44 飲酒をしている人に顕著に関連がみら

れたことから、飲酒による交絡を考慮した今

後の知見の集積が必要と動脈硬化性疾患予防

ガイドライン 2022 年版に記載されている。40

以上のことを踏まえ、動脈硬化性疾患予防ガ

イ ド ラ イ ン 2022 年 版 で は HDL-C が

40mg/dL 未満を低 HDL-C 血症のスクリーニ

ング基準としている。40 

LDL コレステロール (LDL-C) 

 

日本や欧米で行われた多くのコホート研究に

よって、LDL-C の上昇は、冠動脈疾患の発症
45,46 や死亡 47 のリスクが増加することが示さ

れている。また、LDL-C が 160mg/dL 以上の

群と以下の群では、一生の間に冠動脈疾患を

発症する確率が男性では有意な差があり、女

性では 160mg/dL 以上で高値ではあるものの

有意な差は認められなかったことが報告され

ている。48 これらを考慮し、動脈硬化性疾患予

防ガイドライン 2022 年版ではスクリーニン

グ基準を 140mg/dL 以上とし、他の危険因子

の重複の影響を考慮すべき境界型を 120-

139mg/dL と定めている。40 

 後期高齢者においても、LDL-C 140mg/dL
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以上の者に対する小腸コレステロールトラン

スポーター阻害剤による治療により循環器疾

患を予防できることが報告されている。49 

Non-HDL コレステロール (Non-

HDL-Ｃ)*1 

*1 中性脂肪が 400mg/dl 以上、ま

たは食後採血の場合は、LDL コレス

テロールの代わりに Non-HDL コ

レステロールで評価が可能である。 

動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年版

には、Non-HDL-Ｃはレムナントリポ蛋白な

どの動脈硬化惹起性のリポ蛋白をすべて含む

ため LDL-C よりも動脈硬化性疾患の発症予

測能が優れているという考え方が記載されて

いる。42 冠動脈疾患の発症 50, 51・死亡 52 リスク

は、男女共に 140mg/dL 前後から上昇する報

告があり、170-180mg/dL 以上では明らかな

リスク増加を認めている。なお、日本人の non-

HDL-C の基準は米国と同様、脂質異常症の患

者では LDL-C+30mg/dL が妥当であること

が示されている。53, 54 以上の結果から、Non-

HDL-C のスクリーニング基準は 170mg/dL

以上とし、他の危険因子の重複の影響を考慮

すべき境界型を 150-169mg/dL と定めてい

る。42 

6. 

血
糖
検
査*2 

 

空腹時血糖値又は HbA1c、随時血糖

値 

*2 空腹時血糖と HbA1c の双方

を検査することが望ましい。特に糖

尿 病 が 課 題 で あ る 保 険者 で は 、

HbA1c の検査を必須とすることが

望ましい。空腹時以外（空腹時：絶

食 10 時間以上）に採血を行い、か

つ HbA1c を測定しない場合は、食

直後（食事開始時から 3.5 時間未満）

を除いて、随時血糖により血糖検査

を実施することができる。 

血糖検査は、糖尿病に関連する網膜症や糖尿

病性腎症、神経障害をはじめ、合併する可能の

ある高血圧や脂質異常症をスクリーニングに

役立つ。 

糖尿病治療ガイド 2022-2023 や糖尿病診療ガ

イドライン 2019 では、HbA1c 6.5％以上もし

くは空腹時血糖 126mg/dL 以上を糖尿病の診

断基準値と定義している。55, 56 ただし、高齢者

においては体調により食事量が減少するなど

により、低血糖を起こしやすいことから、コン

トロールが困難な場合の管理目標として、

HbA1c 8.0%未満も設定されており、個々の状

態に応じた柔軟な治療が求められる。 

7. 

尿
検
査 

 

尿糖、尿蛋白 尿糖は糖尿病を、尿蛋白は慢性腎臓病のスク

リーニングに役立つ。標準的な健診・保健指導

プログラム(令和６年版)の P.150-156 に、尿

蛋白のみの場合または尿蛋白と血清クレアチ
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ニンを測定している場合における、慢性腎臓

病の予防に着した対象者への説明文例と受診

勧奨の判定値が記載されている。2 

2)
特
定
健
診
の
詳
細
な
健
診
項
目 

1. 12 誘導心電図検査 

条件：当該年度の健診結果等におい

て、以下の基準のいずれかに

該当 

a 収縮期血圧 140mmHg 以上 

b 拡張期血圧 90mmHg 以上 

c 問診等において不整脈が疑われる 

 

心電図は、高血圧の重症度評価や脳卒中の重

要な危険因子である心房細動のスクリーニン

グに焦点を当て実施している。不整脈がある

人はない人に比べて、脳梗塞のリスクが約５

倍、心房細動が原因の場合は、脳梗塞のリスク

が約 10 倍以上になることが記載されている。
40 心房細動がない人と比較して、ある人は全死

亡や循環器疾患死亡のリスクが高いことが示

されている。57 また、高血圧の重症度評価では、

高血圧による左室肥大を評価しており、左室

肥大を伴う高血圧の方が、伴っていない高血

圧よりも脳卒中や心筋梗塞を発症しやすいと

考えられている。 

 2. 眼底検査*3 

条件：当該年度の健診結果等におい

て、①血圧又は②血糖がいず

れかの基準に該当 

①血圧 

ａ収縮期血圧 140mmHg 以上 

ｂ拡張期血圧 90mmHg 以上 

②血糖 

ａ空腹時血糖 126mg/dl 以上 

ｂHbA1c (NGSP) 6.5%以上 

ｃ随時血糖    126mg/dl 以上 

*3 当該年度の収縮期・拡張期血圧

のいずれの基準にも該当せず、

当該年度の血糖検査結果を確

認できない場合、前年度の血糖

検査結果を確認し、a、b、c の

いずれかの基準に該当した者

も含む。 

眼底検査は、高血圧性変化や動脈硬化性変化

をスクリーニングするために実施している。

眼底変化がある人はない人に比べて、脳卒中

や心血管死亡のリスクが高くなることが示さ

れている。58 さらに、糖尿病(高血糖)である対

象者は、糖尿病性網膜症の進行によって失明

に至らないようにスクリーニングを実施して

いる。 
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歯周病健診 

【引用】 

1. 厚生労働省. 歯周病検診マニュアル 2023（案）. 2023.  

https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/001115164.pdf（参照 2024-05-17）  

2.  Furuta M, et al. J Periodontol 2022; 93: 526-536.  

 
項目 エビデンス・解説 

対
象
者 

 

40 歳、50 歳、60 歳及び 70 歳の男

女を対象に実施。 

 

 

 

 

 

歯周病検診は、平成 20 年度から健康増進法

に基づく健康増進事業の一環として実施さ

れている。「歯周病検診マニュアル 2015」を

改定した「歯周病検診マニュアル 2023（案）」
1 において、検診の意義や方法がまとめられ

ている。有病率が高く、さまざまな疾患との

関連が指摘される歯周病の早期発見・早期治

療につなげることを目的としている。歯科検

診受診者は歯の喪失が男性で少なかったこ

とが報告されている 2。 

1.
問
診 

①自覚症状等 

②歯科健康診査や歯科医療機関等

の受診状況 

③生活習慣や身体的因子 

各市区町村の地域間比較を行うことや効果

的な歯科保健指導につなげることなどのた

め、標準的な歯科健康診査票が策定され、こ

こに用いられている 1。 

2.
口
腔
内
検
査 

 

①現在歯の状況：ア．健全歯 イ．未

処置歯 ウ．処置歯 

②喪失歯の状況：ア．要補綴歯 イ．

欠損補綴歯 

③歯周組織の状況：ア．対象歯 イ．

検査方法 

④口腔清掃状態 

⑤その他の所見 

歯周病を中心とした歯科疾患のスクリーニ

ングの項目となる。 

唾液検査は、う蝕や歯石の有無などはわから

ないが、結果判定までの時間が数分で費用が

安価なため歯科検診の代わりに実施される

ことがある 1。 
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後期高齢者歯科健診 

 
項目 エビデンス・解説 

対
象
者 

 

後期高齢者（75 歳以上）の男女を対

象に実施。 

後期高齢者歯科健診は歯科口腔保健の推進

に関する法律に基づいて実施されている。

「後期高齢者を対象とした歯科健診マニュ

アル」1 に基づいて実施されている。歯科検診

受診者は歯の喪失が男性で少なかったこと

が報告されている 2。 

1.
問
診 

 

①自覚症状等 

②歯科健康診査や歯科医療機関等

の受診状況 

③生活習慣や身体的因子 

口腔機能低下を把握する項目である。口腔機

能の低下はフレイルやサルコペニア、身体機

能障害や死亡のリスクを増やすと報告され

ている 3。 

2.
口
腔
内
検
査 

①歯の状態、咬合の状態：ア．現在

歯数 イ．義歯の部位 ウ．義歯の状

況 エ．咬合状態 

②咀嚼機能 

③舌・口唇機能 

④嚥下機能 

⑤口腔乾燥 

⑥粘膜の異常 

⑦口腔衛生状況：ア．プラーク イ．

食渣 ウ．舌苔 エ．口臭 オ．義歯清

掃状況 

⑧歯周組織の状況 

⑨その他の所見 

口腔機能を中心にう蝕や歯周組織の状態を

把握する。口腔機能の低下はフレイルやサル

コペニア、身体機能障害や死亡のリスクを増

やすと報告されている 3。 

【引用】 

1. 厚生労働省医政局歯科保健課. 後期高齢者を対象とした歯科健診マニュアル. 2018.  

https://www.mhlw.go.jp/content/000410121.pdf （参照 2024-05-17） 

2.  Furuta M, et al. J Periodontol 2022; 93: 526-536. 

3.  Tanaka T, et al. J Gerontol A Biol Sci Med Sci 2018; 73: 1661-1667. 
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肝炎ウイルス検診 

 項目 エビデンス・解説 

1.
問
診 

 

 肝炎ウイルス検診等実施要領に問診項目例

として、次の項目が示されているが、目的や

活用法等については明示されていない。1 肝

炎ウイルス検診は、40 歳以上で過去に肝炎ウ

イルス検診を受けたことがない者を主な対

象とすることから、これらの項目は検査時に

確認し、本検診の対象となるか判別するのが

問診の目的と推測される。 

 

1. 肝臓病・肝機能低下の有無 

2. 広範な外科的処置の有無およびその後の

定期検査実施の有無 

3. 妊娠・分娩時の多量出血の有無およびその

後の定期検査実施の有無 

4. B 型・C 型肝炎ウイルス検査の受検歴 

5. B 型・C 型肝炎の治療歴 
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2. 

B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
検
査 

 

HBs 抗原検査 体外診断用医薬品として承認されている

HBs 抗原検査試薬はいずれも極めて高い性

能（感度・特異度等）を有する（Ｂ型肝炎ウ

イルス表面抗体キット添付文書参照）。 

肝炎ウイルス検診においては、凝集法等によ

る定性的な判断のできる検査方法を用いる

こととされている。1B 型肝炎ウイルスの感染

の有無を直接判定することが難しい場合が

ある。 

HBs 抗原検査の感度は良く、HBs 抗原陽性に

より、B 型肝炎への現在の感染を診断できる。
2 感染後約 59 日以降で HBs 抗原が検出され

るようになるとの海外からの報告がある。3 

日本において、B 型肝炎検査の費用対効果に

ついての検討はない。海外において生涯に 1

回の検査が費用対効果に優れている報告 4,5

と、妊婦などの高リスク者に限定した方が費

用対効果に優れている報告 6 があるが、有病

率や検査費用などの違いによる差と考えら

れることから、日本における検討が必要であ

る。 

3. 

C
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
検
査 

HCV 抗体検査（定量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

体外診断用医薬品として承認されている

HCV 抗体検査試薬はいずれも極めて高い性

能（感度・特異度等）を有する（Ｃ型肝炎ウ

イルス抗体キット添付文書参照）。 

肝炎ウイルス検診においては、HCV 抗体検

査として体外診断用医薬品の承認を受けた

測定範囲が広く、力価を低・中・高に適切に

分類できる測定系を用いることとされてい

る。1 

HCV 抗体は、急性期の 50%以下で、発症後

3 カ月目の 90%、6 カ月目のほぼ 100%で検

出される。7 感染早期の検出や既感染との区

別においては、HCV 核酸増幅検査が必要で

ある。 
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 HCV 核酸増幅検査 

 

 

 

 

体外診断用医薬品として承認されている

HCV 拡散増幅検査試薬はいずれも極めて高

い性能（感度・特異度等）を有する（Ｃ型肝

炎ウイルス核酸キット添付文書参照）。 

肝炎ウイルス検診においては、HCV 抗体検

査により、中力価および高力価と分類された

検体に対して、核酸増幅検査用の採血管を用

いて行うこととされている。1 

HCV 抗体の検出 

 

現在体外診断用医薬品として承認されてい

る HCV 抗体検査試薬はいずれも極めて高い

性能（感度・特異度等）を有する（Ｃ型肝炎

ウイルス抗体キット添付文書参照）。 

HCV 抗体の検出として体外診断用医薬品の

承認を受けた定性的な判断のできる検査方

法を用いることとされている。1 

日本において実施されている C 型肝炎検査

は費用対効果が良いことが報告されている。
8 

【引用】 

1. 平成 29 年 5 月 19 日厚生労働省健康局⾧通知 健発 0519 第 2 号「「健康増進事業に

基づく肝炎ウイルス検診等の実施について」の一部改正について」 

2. 国 立 感 染 症 研 究 所 . B 型 肝 炎 と は (2013 年 06 月 19 日 改 訂 ） 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/321-hepatitis-b-intro.html （ 参 照

2024-05-17） 

3. Schreiber GB, et al. N Engl J Med. 1996; 334(26): 1685-90. 

4. Toy M, et al. Clin Infect Dis. 2022; 74(2): 210-217. 

5. Xiao Y, et al. Med J Aust. 2023; 218(4): 168-173. 

6. Hahné SJ, et al. BMC Infect Dis. 2013; 13: 181. 

7. 国 立 感 染 症 研 究 所 . Ｃ 型 肝 炎 と は (2013 年 06 月 19 日 改 訂 ）

https://www.niid.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/322-hepatitis-c-intro.html （ 参 照

2024-05-17） 

8. Nagai K, et al. Hepatol Res. 2020; 50(5): 542-556. 
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骨粗鬆症検診 

 項目 エビデンス・解説 

 

検診背景 老人保健事業における骨粗鬆症検診は、骨

粗鬆症が骨折等の基礎疾患となり、高齢社

会の進展によりその増加が予想されること

から、早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆

症を予防することを目的として、実施され

てきた。1 具体的な方法は、「骨粗鬆症予防

マニュアル」（厚生省）2 を利用し、実施す

ることとされている。平成 20 年度より健康

増進法に基づく健康増進事業として、位置

付けられている。3 健康増進事業実施要領の

その他の留意事項として、「骨粗鬆症検診

は、疾病の発見のみならず、検診の実施に

より健康自立への意識を高揚させ、実践へ

結びつけることにより快適な高齢期を迎え

ることを目的とするものであり、さらに必

要に応じて生活習慣の改善を行うことが 生

活習慣病の発症予防及び重症化予防を進め

る上で重要であることから、健康教育、健

康相談及び訪問指導等他の保健事業や介護

予防事業等と有機的な連携を図ることによ

り、適切な指導等が継続して行われるよう

配慮する。」ことが明記されている。4 

骨粗鬆症予防マニュアルは、骨粗鬆症財団

により 2000 年 5、2009 年 6、2014 年 7 に改

訂されており、現在、改定に向けて厚生労

働科学研究（2022～2023 年度）が行われて

いる。8 一方、健康増進事業は市町村事業で

あるため、健康増進事業実施要領やマニュ

アルに準じない骨粗鬆症検診を行っている

自治体もあるとの報告があるが 9、全体のど

の程度が準じていないかは定かではない。 

151



 

 

69 

 

対
象
者 

当該市町村の区域内に居住地を有

する 40 歳、45 歳、50 歳、55 歳、

60 歳、65 歳及び 70 歳の女性を対象

とする。 

老人保健事業として、平成 12 年度より 40

歳及び 50 歳の女性を対象に実施されてき

た。10 平成 17 年度から 40 歳、45 歳、50

歳、55 歳、60 歳、65 歳及び 70 歳の女性へ

と対象者が拡大された。10 

日本における費用対効果分析の結果から、60

歳以上のすべての女性および現在喫煙、多量

飲酒、大腿骨近位部骨折家族歴のいずれかを

有する 55～59 歳の女性において、DXA 法に

よ る 骨 粗 鬆 症 検 診 の 費 用 対 効 果 （ ICER: 

$50,000/QALY 未満）があることが報告され

ている。11 
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1. 

問
診 

運動習慣、食生活の内容等を聴取す

る。 

骨粗鬆症 健診・保健指導マニュアルにおい

て、次表の通り、必要な項目や具体例も提示

されている。6 問診項目の設定においては、骨

粗鬆症の予防と治療ガイドライン第Ⅱ章骨

粗鬆症の診断の項も参照が望ましい。12 

アジア人における骨粗鬆症のリスク評価ツ

ールとして、OSTA13 があるが、年齢と体重

のみでリスク評価できる。骨折リスクの評価

ツールとして、FRAX®14,15 があり、ホームペ

ージ上にて有料サービスとして提供されて

いる。海外での骨折予防対策では FRAX®が

使用されており、65 歳以上の女性の骨折予防

の有効性も検証されている。16-18 

表．質問項目と危険因子との関連性 

質問項目 危険因子との関

連性 

骨粗鬆

症 

骨折 

受診の目的 

症状および ADL 

年齢および閉経時期 

既往歴および現在治療

中の病気 

過去の骨粗鬆症検査の

有無と結果 

骨粗鬆症・骨粗鬆症性

骨折の家族歴 

骨折の既往 

食事内容 

嗜好品 

運動の頻度および程度 

子どもの有無 

 

 

〇 

 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

 

 

〇 

〇 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

〇 

骨粗鬆症 健診・保健指導マニュアル 第 2

版を一部改変 7 

 

OSTA (Osteoporosis Self-assessment Tool 
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for Asians)13 

骨粗鬆症リスクのスクリーニングツール 

OSTA ス コ ア  ＝  ( 体 重 (kg) － 年 齢

(歳))×0.2 

スコア リス

ク 

対応 

－ 4 未

満 

高 骨密度測定を要する 

－1～－

4 

中 骨密度測定を考慮する 

－1 超 低 骨密度測定をすぐには

要しない 

骨粗鬆症検出能（陽性：－1 以下） 

感度 91% 特異度 45%（日本を含まない

アジア人女性）13 

感度 88% 特異度 43%（日本人女性）19 

感度 82% 特異度 67%（中国人男性）20 

 

FRAX® (Fracture Risk Assessment Tool)14,15 

10 年以内の骨折リスク評価ツール 

評価項目（各項目の重み付けは非公開） 

年齢、性、身⾧、体重、既存骨折、両親の大

腿骨近位部骨折歴、現在喫煙、飲酒（約 1.5

合/日以上）、ステロイド使用、関節リウマチ、

続発性骨粗鬆症 

2. 

骨
量
測
定 

 

ＣＸＤ法、ＤＩＰ法、ＳＸＡ法、Ｄ

ＸＡ法、ｐＱＣＴ法又は超音波法等

により実施する。 

X 線を用いて、骨密度（単位面積・体積当た

りの骨塩量）を測定する検査を骨密度検査と

呼び、超音波を用いて、超音波伝播速度

（Speed of sound: SOS）などにより骨の状態

を測定する検査と合わせて骨量検査と呼ぶ。
7 骨粗鬆症検診では、機器が安価であること、

実施場所が限定されないこと、放射線被ばく

がないことなどから、QUS 法による測定が

広く普及している。21 
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 RA 法 (Radioabsorptiometry) 

 

X 線撮影画像を用いて、階段状またはスロー

プ状のアルミニウム標準物質の濃度陰影と

の比較により、骨密度、骨皮質の割合等の評

価する方法。第二中手骨を用いる。画像の種

類（アナログ、デジタル）、計測法の違いによ

り、MD 法 (Microdensitometry)、CXD 法 

(Computed X-ray Densitometry) 、 DIP 法 

(Digital Image Processing)がある。海外にお

いて、MD 法による低骨密度と椎体骨折、す

べての骨折との関連が報告されている。22 

SXA 法 (Single Energy X-ray 

Absorptiometry) 

単一の X 線ビームを用いて、橈骨や踵骨の骨

密度を測定する方法。小型の専用機器にて測

定できる。 

DXA 法 (Dual Energy X-ray 

Absorptiometry) 

骨粗鬆症の診断においては、腰椎と大腿骨近

位部の両者を測定することが望ましい。腰

椎、大腿骨近位部のいずれも用いることがで

きない場合は前腕骨を測定する。低骨密度と

該当骨の新規骨折発生との関連は強く、23, 24

大腿骨近位部骨密度の低値はあらゆる骨折

の予測能が高い。25 

腰椎 DXA 

局所変化やアーティファクトのある

椎体、隣接椎体と比べて 1SD 以上骨

密度値が異なる椎体を除く腰椎（L1～

L4 または L2～L4）前後方向の平均骨

密度値および YAM を用いる。評価で

きる椎体が 1 椎体の場合は適用できな

い。 

大腿骨近位部 DXA 

大腿骨近位部と警部の骨密度のうち

YAM が低い方を用いる。 

QCT 法 (quantitative Computed 

Tomography) 

CT により腰椎(L3)の骨密度を定量的に測定

する方法。立体的に骨密度を評価することが

できるが、被ばく量が DXA などより多い。

臨床で他の目的で撮影された CT 画像を骨密

度評価に活用できる点がメリットである。低
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骨密度と該当骨の新規骨折発生との関連は

強い。26 DXA による平面的な骨密度評価と比

べて、立体的な骨密度評価の予測能が優れて

いることを支持するエビデンスは椎骨では

多いが、大腿骨近位部では少ない。 

pQCT 法 (peripheral quantitative 

Computed Tomography) 

小型 CT により橈骨または脛骨の骨密度を定

量的に測定する方法。高解像度 pQCT により

評価した橈骨または脛骨の骨密度、骨梁の太

さ、骨量（Stiffness）の低値が骨折を予測する

ことが欧米から多く報告されている。27 

QUS 法 (qualitative ultrasound) 超音波の骨内の伝播速度（SOS）と減衰係数

（broadband ultrasound attenuation: BUA）

を測定することで骨評価を行う。踵骨を測定

部位とする機器が多い。骨密度を測定するも

のではないため、骨粗鬆症の確定診断には用

いられないが、日本人において非椎体骨折
28,29 や大腿骨近位部骨折 29,30 を予測すること

が報告されている。放射線被ばくを伴わない

が、測定誤差が大きく、温度の影響を受ける

点が欠点である。 

【引用】 

1. 平成 7 年 4 月 28 日 厚生省老人保健福祉局老人保健課⾧通知 老健第 101 号「老人保健

法による総合健康診査の実施について」 

2. 厚生省老人保健福祉局老人保健課. 老人保健法による骨粗鬆症検診マニュアル. 日本時

事新報社. 1995 年. 

3. 平成 20 年 3 月 31 日 厚生労働省健康局⾧通知 健発第 0331026 号「健康増進法第 17 条

第 1 項及び第 19 条の 2 に基づく健康増進事業について」 

4. 健康増進事業実施要領（厚生労働省ホームページ：詳細不明） 

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10901000-Kenkoukyoku-Soumuka/14.pdf

（参照 2024-05-17） 

5. 骨粗鬆症財団. 老人保健法による骨粗鬆症予防マニュアル. 第 2 版. 日本医事新報社. 

2000 年. 

6. 骨粗鬆症財団. 骨粗鬆症 健診・保健指導マニュアル. ライフサイエンス出版. 2009 年. 

7. 折茂肇(監). 骨粗鬆症 検診・保健指導マニュアル. 第 2 版. ライフサイエンス出版. 

2014 年. 

8. 厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 骨粗鬆
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症検診マニュアル作成に向けた研究. 令和 4 年度 総括研究報告書 

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/162579 (参照 2024-05-22) 

9. 厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 骨粗鬆

症の予防及び検診提供体制の整備のための研究：エビデンスに基づく持続可能で効果的

な骨粗鬆症検診体制の構築 骨粗鬆症検診を実施している自治体の実地調査. 令和 1 年

度 総括研究報告書 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/192031/201909030A_upload/201909030A0005.pd

f (参照 2024-05-22) 

10. 厚生労働省. 全国厚生労働関係部局⾧会議資料. 骨粗鬆症検診の対象年齢の拡大につい

て. 

https://www.mhlw.go.jp/topics/2005/bukyoku/rouken/index.html（参照 2024-05-17） 

11. Yoshimura M, et al. Osteoporos Int. 2017; 28(2): 643-652. 

12. 日本骨粗鬆学会, 日本骨代謝学会, 骨粗鬆症財団. 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン

2015 年版. ライフサイエンス出版. 2015 年. 

13. Koh LT, et al. Osteoporos Int 12; 699-705: 2001. 

14. Fujiwara S, et al. Osteoporosis Int 2008;19: 429-35. 

15. Iki M, et al. Osteoporos Int 2015; 26: 1841-8. 
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がん検診 

 項目 エビデンス・解説 

1.
胃
が
ん
検
診 

 

問診に加え、胃部エックス線検査又

は胃内視鏡検査のいずれかとする。

胃部エックス線検査及び胃内視鏡

検査を併せて提供しても差し支え

ないが、この場合、受診者は、胃部

エックス線検査又は胃内 視鏡検査

のいずれかを選択するものとする。 

国が推奨している胃がん検診（胃部 X 線検

査、胃内視鏡検査）は「死亡率を減少させる

ことが科学的に証明された」有効な検診であ

り、50 歳以上の方は 2 年に 1 度、繰り返し

検診を受診することが推奨されている。有効

性評価に基づく胃がん検診ガイドライン

2014 年度版(2015.3.31)基づき、がん検診の

有効性が記載されている 1.6。 

2. 

子
宮
頸
が
ん
検
診 

 

子宮頸がん検診の検診項目は、問

診、視診、子宮頸部の細胞診及び内

診とし、必要に応じて、コルポスコ

ープ検査を行う。 

国が推奨している子宮頸がん検診（子宮頸部

の細胞診）は「死亡率、罹患率を減少させる

ことが科学的に証明された」有効な検診であ

り、20 歳以上の女性は 2 年に 1 度繰り返し

検診を受診することが推奨されている。有効

性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライ

ン 2019 年度版(2020.3.31) に基づき、がん検

診の有効性が記載されている 2.6。 

3.
肺
が
ん
検
診 

 

質問（医師が立ち会っており、かつ

医師が自ら対面により行う場合に

おいて、「質問」とあるのは「問診」

と読み替える。）、胸部エックス線検

査及び喀痰細胞診とする。喀痰細胞

診は、質問の結果、原則として 50 歳

以上で喫煙指数（１日本数×年数）

が 600 以上であることが判明した

者（過去における喫煙者を含む。）に

対して行う。 

国が推奨している肺がん検診（肺の X 線検

査、痰の検査）は「死亡率を減少させること

が科学的に証明された」有効な検診であり、

有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライ

ン(2006.9.11) にて、がん検診の有効性が記

載されている 3.6。 
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4. 

乳
が
ん
検
診 

 

乳がん検診の検診項目は、問診及び

乳房エックス線検査（マンモグラフ

ィをいう。以下同じ。）とする。 な

お、視診及び触診（以下 「視触診」

という。）は推奨しないが、仮に実施

する場合は、乳房エックス線検査と

併せて実施すること。 

国が推奨している乳がん検診（マンモグラフ

ィ）は「死亡率を減少させることが科学的に

証明された」有効な検診であり、40 歳以上の

女性は 2 年に 1 度繰り返し検診を受診するこ

とが推奨されている。有効性評価に基づく乳

が ん 検 診 ガ イ ド ラ イ ン 2013 年 度 版

(2014.3.31) に基づき、がん検診の有効性が

記載されている 4.6。 

5. 

大
腸
が
ん
検
診 

問診及び便潜血検査とする。 国が推奨している大腸がん検診（便潜血検

査）は「死亡率を減少させることが科学的に

証明された」有効な検診であり、有効性評価

に 基 づ く 大 腸 が ん 検 診 ガ イ ド ラ イ ン

(2005.3.24)＊更新版(2023.1.9) に基づき、が

ん検診の有効性が記載されている 5.6。 

【引用】 

1. 有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン 2014 年度 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/iganguide2014_150421.pdf（参照 2024-05-17） 

2. 有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン 2019 年度版 

http://canscreen.ncc.go.jp/shikyukeiguide2019.pdf（参照 2024-05-17） 

3. 有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライン 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/guide_lung070111.pdf（参照 2024-05-17） 

4. 有効性評価に基づく乳がん検診ガイドライン 2013 年度版 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/nyugan_kenshin_guidelinebook_20140430.pdf

（参照 2024-05-17） 

5. 有効性評価に基づく大腸がん検診ガイドライン 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/colon_full080319.pdf（参照 2024-05-17） 

＊ 更 新 版 (2023.1.9)http://canscreen.ncc.go.jp/koukaiforum/2023/G_CRC_2023.pdf

（参照 2024-05-17） 

6. 国立研究開発法人国立がん研究センター がんの予防・検診 がん検診 

https://ganjoho.jp/public/pre_scr/screening/index.html（参照 2024-05-17） 
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（資料 3）健康診査が満たすべき要件に基づいた健診制度の評価表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年度～5 年度  

厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

「我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究」研究班 
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妊婦健診 産婦健診
出生時検診

（先天性代謝異常）
出生時検診
（聴覚障害）

乳幼児健診 学校健診 職域健診 特定健康診査 後期高齢者健診 歯周病検診 後期高齢者歯科健診 肝炎ウイルス検診 骨粗鬆症検診 がん検診

(一)　対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」とい
う。)が公衆衛生上重要な課題であること。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

(二)　対象とする健康事象の機序及び経過が理解されてお
り、当該健康事象が発生する危険性が高い期間が存在し、検
出可能な危険因子及びその指標が存在すること。

◎ 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

(三)　対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して
適切な検査及び診断法が存在し、かつ、科学的知見に基づい
た効果的な治療及び介入を早期に実施することにより、より
良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。

〇 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

(四)　対象となる健康事象について原則として無症状である
こと。

〇 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

(五)　検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な
検査であること。

◎ 〇 ◎ ◎ 〇 △ 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 ◎

(六)　検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らか
で、適切な基準値が設定されていること。

〇 〇 ◎ ◎ △ 〇 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

(七)　検査を実施可能な体制が整備されていること。 〇 〇 ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇

(八)　事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健
指導等をいう。以下同じ。)の対象者の選定及び当該措置の実
施方法の設定が科学的根拠に基づきなされていること。

〇 〇 ◎ ◎ 〇 △ 〇 〇 △ ◎ ◎ 〇 〇 △

(九)　事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されている
こと。

◎ △ 〇 〇 △ △ △ △ △ ◎ ◎ ◎ 〇 △

(十)　健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プ
ログラム」という。)は、教育、検査診断及び事後措置を包括
し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるものであるこ
と。

〇 〇 ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ 〇 〇 〇 〇 △

(十一)　健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするた
めの質の保証がなされており、起こり得る身体的及び精神的
不利益を上回る利益があること。

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇

(十二)　健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、
精度管理等を含む。)を実施する体制が整備されていること。

△ △ △ △ △ 〇 〇 ◎ 〇 ◎ 〇 △ △ △

(十三)　健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象
集団全員に対して保証されていること。

〇 〇 ◎ 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

(十四)　健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及
び組織体制が確保されていること。

〇 〇 ◎ △ △ 〇 〇 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎

(十五)　健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及
び事後措置に関する科学的根拠に基づく情報が提供され、当
該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がなされて
いること。

〇 〇 ◎ ◎ △ △ ◎ △ △ ◎ ◎ △ △ △

(十六)　健診・検診プログラムを実施することによる死亡率
又は有病率の減少効果に関して質の高い科学的根拠があるこ
と。

△ △ △ ◎ × × △ ◎ △ 〇 〇 △ × ◎

(十七)　健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当
であること。

〇 △ ◎ ◎ 〇 △ 〇 〇 △ △ △ 〇 △ △

(十八)　健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度
等に影響を与える検査手法の変更をする場合には、科学的根
拠に基づく決定を行うこと。

〇 － 〇 － △ △ △ △ △ △ 〇 〇 〇 〇

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮しているこ
と。

△ 〇 ◎ ◎ ◎ × △ △ ◎ ◎ ◎ － △ ×

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 △ △ － － ◎ △ × 〇 ◎ ◎ ◎ － － －

（二十一）健康日本21（第三次）や成育医療等基本方針（第2
次）の目標が考慮されていること。

◎ 〇 － － ◎ × △ ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 〇 〇 － 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎ △ 〇 〇

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有され
ていること。

〇 △ △ △ 〇 △ △ ◎ ◎ 〇 × 〇 〇 〇161
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妊婦健診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 母親（妊婦）が健康であることが、児童がすこやかに生まれ、

かつ育てられる基盤であるという観点が母子保健法に記され

ており、公衆衛生上重要である。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 1 回の妊娠期間は 1 年未満と限定的であり、時期ごとに異な

る種類の有害事象が発生する。また検出可能な危険因子及び

その指標が存在する（初期～中期：流産、切迫早産）（後期以

降：早産、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等） 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 〇 

解説 対象とする健康事象（初期～中期：流産、切迫早産、後期以降：

早産、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病）に対し、適切な検査及

び診断法は存在する。各健康事象への治療および介入の実施

は、科学的根拠に基づいた学会ガイドラインに基づいて行わ

れ、より良好な予後をもたらす 1。現状の頻度での健診を必要

とするかは十分なエビデンスがない。 

1. 日本産科婦人科学会，日本産婦人科医会．産婦人科診療ガイドライン－産科編 2020． 

https://www.jsog.or.jp/activity/pdf/gl_sanka_2020.pdf（参照 2023-05-27） 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ○ 

解説 対象とする健康事象（初期～中期：流産、切迫早産、後期以降：

早産、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病）では、出血や浮腫など
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の症状がある場合もあるが、タンパク尿など自覚症状がない

ことも多く、検査により事象が発見されることが多い。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 ◎ 

解説 対象は妊婦と明確である。検査はいずれも治療方法が存在す

るものであり、社会的に妥当な検査である。ただし、妊婦であ

ることは居住自治体に自己申告する必要がある。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 〇 

解説 妊婦健診ごとに、体重測定、血圧測定、子宮底⾧測定（概ね

妊娠 16 週以降）、尿検査（糖，蛋白半定量）、児心拍確認、

浮腫評価、他健診時期ごとに定められた項目の測定・評価を

行う 1。いずれも簡便かつ安全である。腹囲測定は有用性が

不明なので省略可能であるがその他の項目については有効性

があると考えられている 1。 

1. 日本産科婦人科学会，日本産婦人科医会．産婦人科診療ガイドライン－産科編 2020． 

https://www.jsog.or.jp/activity/pdf/gl_sanka_2020.pdf （参照 2023-05-27） 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 妊婦健診における検査は主に各市町村の産科医療機関で実施

されている。市町村によっては、妊婦健診の取り扱い施設の減

少や、妊婦健診及び分娩取扱いの減少に直面している場合が

ある。そのため、居住している市町村では妊婦健診や分娩を行

えない場合がある。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 〇 

解説 対象者の選定及び実施方法の設定についておおむね根拠に基

づいてなされているといえる。体重については、科学的根拠よ

りも厳しい管理を実地で求める場合が多かった。近年適切な
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体重についてのガイドラインが 15 年ぶりに改定された 1,2。 

1. 厚生労働省．妊娠前からはじめる妊産婦のための食生活指針． 

https://sukoyaka21.cfa.go.jp/media/tools/s02_nin_lea001.pdf (参照 2024-05-21) 

2. 日本産科婦人科学会，日本産婦人科医会．産婦人科診療ガイドライン－産科編 2020． 

https://www.jsog.or.jp/activity/pdf/gl_sanka_2020.pdf（参照 2023-05-27） 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 産科婦人科の医療機関で健康診査を行っている。要精査事項

が判明すればすぐに事後措置を実施可能な体制が整備されて

いるといえる。また要精密検査の有無にかかわらず、母子健康

手帳等を活用して保健指導が行われる。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 〇 

解説 教育面に関しては、母子健康手帳の配布により、情報提供・教

育がなされている。母子健康手帳自体が省令様式と任意様式

で構成され、かつ定期的に内容が検討更新されている。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性のある検査は採血を除いてない。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 市町村は受診券の発行のみで、実際の健診は医療機関で行わ

れている。医療機関が市町村への妊婦健康診査の結果を提供

することで市町村が精度管理を含めたモニタリングできるよ

う環境整備を進めている 1。 

1. 令和２年３月 27 日厚生労働省子ども家庭局母子保健課⾧「 妊婦に対する健康診査につ

いての望ましい基準の一部を改正する告示の公布について（通知）」 
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(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 

解説 市町村で妊娠届提出時に母子健康手帳及び妊婦健康診断受診

券が発行され、費用の一部が公費負担となる。しかしながら、

自己負担が発生することや公費負担額の自治体間格差があ

る。公費負担額全国平均は 105734 円である 1。また、妊娠届

を提出すればアクセスの公平性が担保されるが、何らかの事

情で妊娠届を市町村窓口に提出に行かない、あるいは行けな

い場合はアクセスし難い状況になる。 

1. 厚生労働省．妊婦健康診査の公費負担の状況について（令和４年４月１日現在）. 

https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/000552443.pdf  (参照 2023-03-29) 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 〇 

解説 受託医療機関では、継続して診療が実施可能な人材及び組織

体制をもって対応している。一方、受託医療機関数は自治体都

合で増減させることはできないため、今後産科医療機関数が

減少した場合に継続実施が困難となる可能性はある。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 ○ 

解説 治療の受け入れ及び治療方針は患者の意思に基づく。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 △ 

解説 歴史が古い健診である。健診の有用性についての科学的検討

はされていない。ただし、健診未受診妊婦（健診を受けられな

い事情を抱えた社会的ハイリスク妊娠者であることが多い）

は、健診受診妊婦と比較して、結果的に健康事象の発生が多い

ことは科学的に示されている 1。 

1. 大阪産婦人科医会．未受診や飛び込みによる出産等実態調査報告書． 
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https://www.pref.osaka.lg.jp/attach/3964/00098618/mijyusinchousa2009.pdf（参照 2023-

03-29） 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 ○ 

解説 妊婦健康診査は、前提として全額自費での健康診査を受ける

ところを自治体が補助券により実費の一部を費用負担してい

るものであり、費用対効果の発想になじまない。 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 ○ 

解説 2021 年に妊娠中の体重増加指導の目安について、新たな基準

が出された際には、科学的根拠に基づいた決定がなされてい

る 1。 

1.  日本産科婦人科学会．妊娠中の体重増加指導の目安について． 

http://fa.kyorin.co.jp/jsog/readPDF.php?file=73/6/073060642.pdf （参照 2023-05-17） 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 △ 

解説 成育医療等基本方針の評価指標のアウトプットに「妊娠中の

保健指導で産後のメンタルヘルスについて妊婦等に情報提

供」と記載されており、産後へとつながる内容も含まれてい

る。一方で、妊婦健診で把握された妊娠高血圧症や、妊娠糖尿

病について、次のライフステージの健康事象に関する⾧期の

コホート研究等のエビデンスは乏しい。今後大規模⾧期コホ

ート研究からのエビデンスが期待される。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 △ 

解説 平成 27 年厚生労働省告示第 226 号「妊婦に対する健康診査

についての望ましい基準」にて歯科健診は含まれていないも

のの、母子健康手帳の省令様式に「妊娠中と産後の歯の状

態」という項目はあり、保健指導には使用されている。ま

た、令和 5 年 3 月 22 日に閣議決定された成育医療等基本方
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針では、妊産婦の口腔について、「妊産婦の歯科検診、保健

指導受診率」が指標設定され、増加すべきという方向性が示

された 1。 

1. こども家庭庁.成育医療等基本方針に基づく評価指標． 

https://sukoyaka21.cfa.go.jp/wp-content/uploads/2023/06/eibbpcrm_01.pdf (2024-05-24

閲覧) 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 成育医療等基本方針で妊産婦死亡率、低出生体重児の割合、妊

婦の喫煙が指標として用いられている。健康日本 21（第三次）

においても、妊婦の喫煙率は指標となっている。妊娠中の妊婦

の喫煙や飲酒について母子健康手帳に記載があり保健指導に

使用されている。 

 

（二十二）保健指導や健康保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 母子健康手帳の配布により、情報提供・教育がなされてい

る。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 〇 

解説 自治体が行う妊婦健診の情報は、2020 年 6 月から自己情報取

得 API（マイナポータル）での取得が可能であり、デジタル化

されている 1。 

1.厚生労働省. データヘルス改革の進捗状況について．

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/data_rikatsuyou/dai5/siryou2.pdf (2023-

03-28 閲覧) 

（馬場幸子） 
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産婦健診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 母子保健法に基づいて実施されている。以前より産褥４週前

後に１回健診を行うこととなっていた 1。産後うつからの自殺

や新生児への虐待が近年公衆衛生上問題となり 2、産後 2 週

間、産後１か月など出産後間もない時期の産婦に対する健康

診査制度が 2017 年度より公費助成を前提に創設され、母体の

身体的機能の回復や授乳状況の把握に加えて、精神状態の把

握が行われるようになった 3。 

1. 平成 8 年 11 月 20 日厚生省児童家庭局⾧通知児発第 934 号「母性、乳幼児に対する健康

診査及び保健指導の実施について」 

2. Baba S, et al. J Epidemiol 2023; 33(5):209-216. 

3. 厚生労働省子ども家庭局．第 11 回 子供の貧困対策に関する有識者会議 参考資料 2. 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/12927443/www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/yuu

shikisya/k_11/pdf/ref2.pdf (参照 2024-05-22) 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 〇 

解説 産後２、４週など出産後間もない時期に母体の身体機能の回

復・授乳状況及び精神状態の把握することを目的としている。

いずれも当該健康事象が発生する危険性の高い時期に健診を

実施し検出可能な危険因子および指標について確認してい

る。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 〇 

解説 母体の身体機能に関した健康事象は、健診実施機関である産

婦人科にて産婦人科診療の範疇で適切な検査・診断・治療が実

施される。精神状態については、産後うつのスクリーニング検

査として自記式検査である EPDS 質問票が用いられている。
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診断法については、産後 4 週に関しては 8/9 の区分点が国内

で推奨されているが産後 2 週での区分点の根拠となるデータ

は現時点ではない。事後措置は、特に支援が必要と判断される

場合、子育て世代包括支援センターや市区町村に報告される

ことを説明する。産婦のセルフケアに関する助言・指導のほ

か、精神科に関する情報提供や紹介を行うとされているが、こ

れらが科学的知見に基づいた効果的な治療および介入である

という明確なエビデンスはない。海外の介入研究のメタアナ

リシスから、心理的介入や運動介入などにより産後うつの改

善が報告されている 1,2。 

1. Liu X, et al. Worldv Evid-Based Nu 2022;19:175–190. 

2. Yuan M,et al. Front. Psychiatry 2022;13:984677. 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 〇 

解説 身体機能・精神状態のいずれも無症状の場合がある。ただし、

悪露（子宮からの出血）、精神状態からくる不眠などの症状を

認める場合がある。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 〇 

解説 対象集団は明確である。産後 2、4 週に健康診査を受診するこ

とは産婦の負担になるとも考えられるが、身体機能回復の確

認や、対象集団の 10％で認められるといわれる産後うつの早

期発見の観点から利益が不利益を上回ると考えられる。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 〇 

解説 身体機能回復の確認は、非侵襲的な方法で行われ簡便かつ安

全である。精神状態の確認は自記式質問票で実施し簡便であ

る。産後 2 週間健診での区分点を評価するデータは現時点で

はないが、点数が高いほど抑うつが重度であることが知られ

ている。現場では、相当な高得点及び第 10 問（希死念慮）の

得点がある場合に地域連携の体制を検討することが多いよう

である。 
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(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 産婦健診における検査は主に分娩した施設で実施されてい

る。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 〇 

解説 身体機能回復については、健康事象が認められる場合には引

き続き健診を実施した医療機関で対応する。精神状態につい

ての事後措置については、産婦に結果を直接伝えるとともに、

支援が必要と判断される場合は子育て世代包括支援センター

や市区町村に報告されることを説明する、とフロー設定され

ている。また、支援が必要と認められる産婦に対して、「産後

ケア事業」を実施することとなっている 1。ただし、「支援が

必要と判断」の選定基準は明示されていない。比較的新しい制

度で、介入の科学的根拠は見あたらないものの、総務省の調査

結果では、本事業の実施後、病院と地域の連携がスムーズにな

り要支援妊婦把握も容易になったと報告がある 1。 

1.総務省．子育て支援に関する行政評価・監視－産前・産後の支援を中心として－ 結果

報告書．https://www.soumu.go.jp/main_content/000788811.pdf (参照 2023-03-11) 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 主には子育て世代包括支援センターや市区町村等の地域行政

との連携や、保健指導が整備されている。また、母子保健法改

正を伴って創設された産後ケア事業は事後措置の一環である

が、事業実施自治体の割合は増加しているものの 2020 年度で

66.5%と十分ではない 1。 

1. 厚生労働省．産後ケア事業の実施状況及び今後の対応について．

https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/001076325.pdf (参照 2023-03-11) 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 
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評価 〇 

解説 教育面に関しては、母子健康手帳の配布により、ある程度の情

報提供・教育がなされている。母子健康手帳自体が省令様式と

任意様式で構成され、かつ定期的に内容が検討更新されてい

る。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性のある検査ない。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 国が、市町村での実施状況を把握しつつあるものの、市町村ご

との精度管理実施体制やプログラム実施体制整備はこれから

だと考えられる。 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 ○ 

解説 施設で分娩をした場合に本健診について情報提供される。妊

娠届出時に交付された受診券で費用の一部が公費負担とな

る。公平性は担保されているといえる。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 〇 

解説 受託医療機関では、継続して診療が実施可能な人材及び組織

体制をもって対応している。事後措置としてのハイリスク者

に対する保健指導には十分な保健師人数の確保が必要である

ものの実状は不明である。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな
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されていること。 

評価 〇 

解説 精神状態に関連した事象を認めた場合、本人の自律性に任せ

ず、本人同意の上で地域連携等による介入を行うことが想定

される。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 △ 

解説 制度がはじまってまだ 5 年程度であり、市町村での実施状況

を把握しつつあるものの、検査の有用性については今後検討

される課題と考えられる。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 費用は不明だが、公費負担額は基準額として一回 5000 円であ

ることが示されている 1。費用対効果についてはエビデンスが

なく評価できない。 

1. 厚生労働省．母子保健課関係. https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-

Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000152986.pdf（参照 2023-03-28） 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 ― 

解説 新たに開始された制度であり、検査手法の変更予定について

情報は得られていない。 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 〇 

解説 産婦健診は、産後に認められる心身の不調の早期発見や介入

を想定したものであり、次のライフステージ（子育て期間）の

健康事象を考慮しているといえる。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 
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評価 △ 

解説 厚生労働省通知児発第 231 号／健政発第 301 号（平成９年３

月３１日）「妊産婦，乳児および幼児に対する歯科健康診査及

び保健指導の実施について」が出されており、そちらに妊産婦

歯科健康診査の記載はあるが、妊産婦の歯科健診は市町村独

自の努力等で実施されている状況である。令和 5 年 3 月 22 日

に閣議決定された成育医療等基本方針では、妊産婦の口腔に

ついて、「妊産婦の歯科検診、保健指導受診率」が指標設定さ

れ、増加すべきという方向性が示された。 

1. こども家庭庁.成育医療等基本方針に基づく評価指標．https://sukoyaka21.cfa.go.jp/wp-

content/uploads/2023/06/eibbpcrm_01.pdf (2024-05-24 閲覧) 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針(第２次)の目標が考慮されてい

ること。（） 

評価 〇 

解説 健康日本 21（第三次）では、こころの健康が、健やか親子 21

（第二次）では、産後うつが「妊娠・出産に関する安全性と快

適さの確保と不妊への支援」という目標の１要素としてあげ

られている 1。また、令和 5 年 3 月 22 日に閣議決定された成

育医療等基本方針で産後 1 か月時点での産後うつハイリスク

者の割合が指標として用いられている 2。 

1. 厚生労働省. 健やか親子２１（第２次）について. https://www.mhlw.go.jp/file/05-

Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/s2.pdf (2023-05-22 閲覧) 

2. こども家庭庁. 成育医療等基本方針に基づく評価指標. 

https://sukoyaka21.cfa.go.jp/about/growth02-sukoyaka21 (2024-05-24 閲覧) 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 母子健康手帳の配布により、情報提供・教育がなされてい

る。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 △ 

解説 自治体が行う妊婦健診・乳幼児健診の情報は既に対象となっ

ているが、産婦健診は電子化の対象外である。母子健康手帳

のデジタル化を推進する観点から、本項目についても市町村
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が最低限電子化する情報に指定することについて現在検討さ

れている 1。 

1. 厚生労働省．「母子保健情報のデジタル化について」の概要.  

https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/001072271.pdf (2023-05-27 閲覧) 

 

（馬場幸子） 
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出生時検診（先天性代謝異常） 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 先天性代謝異常に着目した健診である。新生児における心身

障がい（精神遅滞、脳障がい及びその他身体障がい等）の原因

になる約 20 の疾患を早期発見し、早期に治療を行うことが目

的である 1,2。公衆衛生上重要となる疾患の予防に資する健診

である。 

1. PID 新生児スクリーニングコンソーシアム. 日本における新生児マススクリーニングに

ついて．http://pidj-nbs.jp/mass.html (参照 2023-03-11) 

2. 大阪府. 先天性代謝異常等検査（新生児マススクリーニング検査）．  

https://www.pref.osaka.lg.jp/kenkozukuri/boshi/mass.html (参照 2023-03-07) 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 検査項目は、先天性代謝異常症のマーカーでありその機序は

科学的に明らかにされている。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 検査・診断法に関する科学的知見は蓄積されている。出生直後

は原則全例が医療機関に入院しており、その入院期間内に検

査を実施することが可能である。放置すると知的障害などの

症状を来すが、新生児について血液によるマス・スクリーニン

グ検査を行い、異常を早期に発見することにより、後の治療と

相まって障害を予防することが可能である。 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 出生直後は無症状であり、スクリーニングが有効である。 
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(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 ◎ 

解説 対象は全新生児と明確である。対象疾患はいずれも治療方法

が存在するものであり、社会的に妥当な検査であるといえる。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 出産時の入院先医療機関にて実施可能である。検体は、新生児

から採取した血液を代謝異常検査用濾紙にしみこませたもの

を用いる。採血の中でも簡便かつ安全と考えられる。精度・有

効性は高い。 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 医療機関で検体（濾紙）を採取し検査機関に郵送して検査を行

う体制が整備されている。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 代謝酵素欠損により生じる疾患であるため、対象者選定にか

かる基準および実施方法の設定は明確であり科学的根拠に基

づいた検査となっている。 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 事後措置として医療機関を紹介し精密検査を行う。ただし、地

域によっては精密検査の紹介を行える医療機関が少ないこと

が指摘されている。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 
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評価 ◎ 

解説 先天性の酵素欠損を治療により補うものであり、健診プログ

ラムは全体を包括しており、各方面で許容される。ただし、疾

患の発見頻度がかなり低いため、事後措置以降の内容に自治

体間格差がある可能性があることが指摘されている 1。全国統

一形式の説明書および同意書の作成や、全国レベルの患者登

録体制整備等を行うことで標準化が図られている 1。 

1. 日本公衆衛生協会. 平成 30 年度地域保健総合推進事業 自治体と協力した新生児スクリ

ー ニ ン グ の 全 国 ネ ッ ト ワ ー ク 化 の 推 進 に 関 す る 研 究 . 

http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_2_h30_02_15.pdf (参照 2023-05-22) 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性のある検査は採血を除いてない。採血量は最小限（ろ紙

血）となっている。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 歴史の⾧い検診制度であり、プログラムの実施体制は確立し

ている。各自治体がタンデムマス普及協会に委託し精度管理

がなされている 1 ものの、分析機器や試薬キットにより検査施

設間格差が存在し、それが自治体間格差に直結することが研

究により指摘されている 2。 

1. 日本マススクリーニング学会．新生児スクリーニング実施状況調査結果．

https://www.jsms.gr.jp/contents03-05.html (参照 2023-05-22) 

2. 日本公衆衛生協会. 令和元年度地域保健総合推進事業自治体の枠を超えた新生児スクリ

ーニングの標準化・効率化に関する研究．

http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_2_r01_17.pdf(参照 2023-05-22) 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 ◎ 

解説 施設で分娩をした場合には本検診（20 疾患）について情報提

供される。検査代の自己負担はない。公平性は担保されている
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といえる。 

母子保健医療対策総合支援事業（令和５年度補正予算分）によ

り、実証事業として重症複合免疫不全症及び脊髄性筋萎縮症

に対するマススクリーニング検査を行うための実施要項が定

められた 1。これら 2 疾患については実証実験に参画する都道

府県及び指定都市の居住者のみが対象となっており、公平性

にやや欠ける。 

1. 令和５年 12 月 28 日子ども家庭庁成育局⾧通知こ成母第 375 号「母子保健医療対策総合

支援事業（令和５年度補正予算分）の実施について」 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 検査実施までのフローはほぼ完成しており、体制は確保され

ていると考えられる。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 ◎ 

解説 新生児対象の検査であり本人への自己選択や自律性はない。

検査の実施については医療機関で保護者が情報提供を受け選

択する。異常または異常の疑いのある事例の事後措置に関し

ては、実施主体（自治体）は、精密検査を受けることができる

医療機関の紹介と受診勧奨と診断結果の把握を行う。対象疾

患の患者であると確認された新生児及び保護者の氏名等につ

いて、実施主体は、患者台帳の作成などにより把握し、継続的

な治療が行われるよう、予後の把握を行う 1。 

1. 平成 30 年 3 月 30 日厚生労働省子ども家庭局母子保健課⾧通知子母発 0330 第 2 号「先

天性代謝異常等検査の実施について」 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 △ 

解説 スクリーニングされる疾患は希少疾患のため、死亡率や有病

率をもって評価することは難しい。各疾患の診断と治療につ
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いてエビデンスレベルを明示したガイドラインが整備されて

いる 1。 

1. 日本先天代謝異常学会．新生児マススクリーニング対象疾患等診療ガイドライン 2019． 

https://jsimd.net/pdf/newborn-mass-screening-disease-practice-guideline2019.pdf ( 参 照

2023-05-17) 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 ◎ 

解説 検査は公費負担だが、採血量と濾紙の郵送料が自己負担とな

っている。先天性代謝異常のタンデムマススクリーニングは、

従来のガスリー法に比較して費用対効果にすぐれることが科

学的根拠により明らかとなっている 1。 

1. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 成育疾患克服等次世代育成基盤研

究 新生児マススクリーニング検査に関する疫学的・医療経済学的研究．令和元年度分担

研究報告書 https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/192011/201907018A_upload/201907018A0013.pdf 

(参照 2023-03-28) 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 〇 

解説 科学的根拠に基づいてタンデムマス法による検査を実施して

いる。また、すでに中止された神経芽細胞腫瘍の中止は科学的

根拠に基づいて決定された 1。 

1.厚生労働省．「神経芽細胞腫マススクリーニング検査のあり方に関する検討会報告書」に

ついて．https://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/08/s0814-2.html (閲覧 2023-03-29) 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 ◎ 

解説 次のライフステージでの健康事象を予防するための早期発見

早期治療を目的としている。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 － 

解説 身体疾患のスクリーニングである。含まれていないが、特に
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問題はない。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 × 

解説 本対象疾患は生活習慣とは関連がない 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 ― 

解説 疾病の早期発見・治療が目的であり検査陽性判明次第速やか

に医療で対応するため保健指導や教育の観点はそぐわない。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 △ 

解説 全国での共有化には至っていない。事業の全国ネットワーク

化が議論されている 1。マイナポータルで結果の閲覧が可能だ

が、最低限電子化する項目には含まれていない。母子健康手帳

のデジタル化を推進する観点から、本項目についても市町村

が最低限電子化する情報に指定することについて現在検討さ

れている 2。 

1. 日本公衆衛生協会.平成 30 年度地域保健総合推進事業報告書 自治体と協力した新生児

スクリーニングの全国ネットワーク化の推進に関する研究． 

http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_2_h30_02_15.pdf (参照 2024-05-17) 

2. 厚生労働省．「母子保健情報のデジタル化について」の概要． 

https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/001072271.pdf (参照 2024-05-17) 

 

（馬場幸子） 
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出生時検診（聴覚検査） 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 先天性聴覚障がいは、約 1,000 人に１～2 人とされている。

聴覚障がいが早期に発見された場合、早期に支援を開始する

ことで、子どもの言語や情緒・社会性の発達によい効果が期待

できるため、公衆衛生上重要な課題である。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 未治療の先天性聴覚障がいが、子どもの言語獲得や情緒・社会

性の発達に影響を及ぼす。これらの健康有害事象は言語獲得

や情緒・社会性の発達期以降、⾧期にわたることが予想され

る。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 難聴は発見年齢が早く、早期に介入するほど有意に言語性 IQ

が高くなることが示されている 1。また、生後 9 か月前後の自

覚的聴力検査と新生児スクリーニングで、聴覚障害と診断さ

れた小児の 3～5 歳時の発達に及ぼす影響を比較した報告で

も、新生児期に検査を実施した児の方が、発達転帰と QOL が

有意に良好であることが示される 2 など、その有用性は明らか

である。 

1. Kasai N, et al. Ann Otol Rhinol Laryngol Supple 2012;202:16-20. 

2. Korver AMH, et al. JAMA 2010;304:1701-1708. 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 難聴があるが本人は自覚できず、また訴えることもできない。 
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(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 ◎ 

解説 対象集団は、生後 2～4 日の新生児と明確である。出生（出

産後）入院している時期に終わらせることができ、社会的にも

妥当である。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 新生児聴覚スクリーニング検査には自動聴性脳幹反応検査

（AABR）と耳音響放射検査（OAE）があるが、聴神経難聴ス

ペクトラムは OAE では検出できないことがあるため、AABR

の使用を推奨されている 1。検査は授乳後の自然睡眠中に行

い、痛みも副作用もなく、受検者にとって簡便かつ安全であ

り、偽陰性率は非常に低い 1。 

1. 日本産科婦人科学会. 新生児聴覚スクリーニングマニュアル．

https://www.jaog.or.jp/sep2012/JAPANESE/jigyo/JYOSEI/shinseiji_html/shi-12.html 

（参照 2023-03-29） 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 2020 年時点で 98.1%の分娩取扱い施設において、新生児聴覚

スクリーニング検査が行われている。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 自動 ABR 検査は自動で判定がなされ、対象者の選定は明確に

行われる。敏感度約１００％、特異度約９８％、要再検率約

１％であることが科学的に確認されている 1。要再検の場合

は、生後３か月までに精密検査を終え、難聴が判明した場合に

は生後 6 カ月までに療育訓練開始が望ましい、とされており
1 事後措置のフローも明確である。 

1. 厚生労働省. 新生児聴覚検査について．

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000803085.pdf(参照 2023-05-22) 
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(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 事後措置（精密検査や確定後の療育）を遅滞なく進めるよう、

2020 年に厚生労働省から通知 1 が発出された。体制は整備さ

れつつある。 

1. 令和４年７月 21 日厚生労働省子ども家庭局母子保健課⾧通知子母発 0721 第１号 

「「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について 」 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 〇 

解説 プログラムは包括的であるが、実際の運用としては関係機関

が多岐にわたるため、円滑な連携体制が前提となってのプロ

グラムであるといえる。事後措置以降の内容に自治体間格差

がある可能性があることが指摘されている１。 

1. 厚生労働省. 「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について. 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ff96e5f0-

77b0-4176-a531-

96135152c239/4c5c824b/20230401_policies_boshihoken_tsuuchi2022_29.pdf (参照 2023-

05-23) 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 検査は対象児の睡眠中に行われ、危険性はほとんどない。要精

密検査であった場合の保護者への説明等は、保護者の精神的

負担に配慮する必要がある。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 精度管理は十分なされている。日本産婦人科医会が、分娩施設

における取扱い率を定期的に確認しており、プログラムの実

施体制はモニタリングされている 1。一方、自治体では今のと

ころは公費負担状況の把握にとどまっており、実施体制を把
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握しているとは言い難い。今後は、各市町村での実施体制情報

を都道府県・国に共有する体制整備が必要と考えられる。 

1. 厚生労働省. 「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について. 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ff96e5f0-

77b0-4176-a531-

96135152c239/4c5c824b/20230401_policies_boshihoken_tsuuchi2022_29.pdf (参照 2023-

05-23) 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 

解説 自治体の公費負担状況によって、受診状況に差があることが

判明しており、自治体間での格差が存在する 1。 

1. 厚生労働省. 「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について. 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ff96e5f0-

77b0-4176-a531-

96135152c239/4c5c824b/20230401_policies_boshihoken_tsuuchi2022_29.pdf (参照 2023-

05-23) 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 〇 

解説 実際の検査の場は医療機関である。スクリーニング後の精密

診断機関レベル差が問題になっていたが、平成 29 年度より開

始した新生児聴覚検査体制整備事業、令和 2 年度からの新生

児聴覚検査管理等事業により体制が確保されつつある。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 ◎ 

解説 新生児対象の検査であり本人への自己選択や自律性はない。

検査の実施については医療機関で保護者が情報提供を受け選

択するが、公費助成がある場合は 95%を超える 1。事後措置に

関しては、治療可能な疾患のスクリーニングであり、疾患が見

つかれば治療することが前提になっている。治療しないとい
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う選択は倫理的に考えにくい。 

1.厚生労働省. 新生児聴覚検査について．

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000803085.pdf(参照 2023-05-22) 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 難聴は発見年齢が早く、早期に介入するほど有意に言語性 IQ

が高くなることが示されている 1。有用性についても根拠があ

る 2。 

1.Kasai N, et al. Ann Otol Rhinol Laryngol Supple. 2012; 202:16-20 

2.Korver AMH, et al. JAMA, 2010 304:1701-8 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 ◎ 

解説 費用を自己負担した場合、AABR では 4,800－12,000 円と施

設により幅がある 1。市町村における公費負担の実施実態を踏

まえて 2022 年より公費負担で実施することを求める通知が

でた 2。費用対効果についてもエビデンスがあり 3、費用は妥

当である。 

1.東京都. 新生児聴覚検査にかかる調査結果の概要． 

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kodomo/katei/shinseijityoukaku/kentoukai1.fi

les/choukakukensa1_siryou8.pdf (参照 2023-05-23) 

2. 令和４年７月 21 日厚生労働省子ども家庭局母子保健課⾧通知子母発 0721 第１号 

「「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について 」 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 ― 

解説 検査手法の変更予定について情報は得られていない。 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 ◎ 

解説 次のライフステージ以降での健康事象を予防するための早期

発見早期治療を目的としている。 
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（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ― 

解説 身体疾患のスクリーニングである。含まれていないが、特に

問題はない。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 × 

解説 生活習慣の目標とは関連がない。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 ○ 

解説 厚生労働省からの通知において保健指導の観点が含まれてい

る 1。療育についても遅滞ない実施を行うこととされており 1、

関係機関で使用可能なマニュアルが学会や自治体から公表さ

れている 2,3。 

1. 令和４年７月 21 日厚生労働省子ども家庭局母子保健課⾧通知子母発 0721 第１号 

「「新生児聴覚検査の実施について」の一部改正について 」 

2. 日本耳鼻咽喉科学会. 新生児聴覚スクリーニングマニュアル. 

https://www.jibika.or.jp/uploads/files/publish/hearing_screening.pdf（閲覧 2023-05-23） 

3. 大阪府. 大阪府新生児聴覚検査の手引き. 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kenkozukuri/boshi/sinseizityoukaku.html（閲覧 2023-05-

23） 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 △ 

解説 マイナポータルで結果の閲覧が可能だが、最低限電子化する

項目には含まれていない。母子健康手帳のデジタル化を推進

する観点から、本項目についても市町村が最低限電子化する

情報に指定することについて現在検討されている１。 

1. 厚生労働省．「母子保健情報のデジタル化について」の概要．

https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/001072271.pdf（閲覧 2023-05-23） 

 

（馬場幸子） 
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乳幼児健診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 乳幼児健康診査では、乳幼児の健康の保持及び増進を目的に

行い、乳幼児の身体発育や精神発達、その他の異常を早期に発

見し、適切な治療や療育等に繋げると共に、育児の指導を行

う。また。健やか親子 21（第二次）にも乳幼児健康診査を見

据えた課題が含まれており、公衆衛生上重要な課題と言える。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 各健康診査において、月齢、年齢に合わせた身体発育、発達段

階に関する指標が存在し、所見の取り方もマニュアルとして

整備されている。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 前項の通り、各健康診査において、月齢、年齢に合わせた身体

発育、発達段階に関する指標が存在し、所見の取り方もマニュ

アルとして整備されている 1。また、早期発見・早期フォロー

アップにより、その後の生活の質の向上に寄与することは科

学的根拠によって示されている。 

1. 岡明，他．平成 30 年度～令和 2 年度厚生労働科学研究補助金 （成育疾患克服等次世

代育成総合研究事業）改訂版乳幼児健康診査身体診察マニュアル. 

https://www.ncchd.go.jp/center/activity/kokoro_jigyo/shinsatsu_manual.pdf (参照 2023-

03-29) 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 全数を対象とした疾病等の早期発見及び保健指導を目的とし

た健康診査である。無症状者のスクリーニングが主体ではあ
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るが、全数を対象とした健康診査のため、有症状で既に医療機

関等の関係機関に繋がっているケースも受診する。対象とな

る児が入院中の場合は、受診しないこともある。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 〇 

解説 乳幼児健康診査の目的及び対象集団（乳幼児全数）は明確であ

る。身体発育、精神発達、その他の異常の早期発見や育児指導

の観点から、乳幼児健康診査は社会的に妥当と言える。一方

で、3 歳児健診以降、健診を設定していない市町村も多い。3

歳児健診以降に集団生活において発達障害の特性上の困難さ

を生じる場合もあり、3 歳児健診以降のフォローアップ体制

が求められている。なお、母子保健医療対策総合支援事業（令

和５年度補正予算分）の一環として５歳児健康診査を行うた

めの実施要項が定められた 1。 

1.子ども家庭庁成育局⾧. 母子保健医療対策総合支援事業（令和５年度補正予算分）の実施

について． 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/4dfcd1bb-

0eda-4838-9ea6-

778ba380f04c/43912a46/20240105_policies_boshihoken_tsuuchi_2023_69.pdf（参照 2024-

2-20） 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 △ 

解説 乳幼児健康診査の健診項目は侵襲性がなく、簡便で安全であ

る。しかしながら、診察や保健指導におけるスクリーニングの

精度管理を行っていない市町村が多く、市町村間の判定頻度

に相違があることが課題となっている。 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ○ 

解説 乳幼児健康診査は約半世紀の実績がある。ただし、実施体制の

充実度についての市町村格差が指摘されている 1。 

1. 笹森洋樹，他. 国立特別支援教育総合研究所研究紀要.2010;37:3–15. 

http://www.nise.go.jp/kenshuka/josa/kankobutsu/pub_a/a-37/a-37_01_1.pdf（参照 2023-
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03-29） 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 〇 

解説 身体診察（発育・発達を含む）は、所見の取り方、判定、対応

がマニュアルとして明示され、科学的根拠に基づいて、フォロ

ーアップの対象者を選定し実施している。 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 乳幼児健康診査後のフレームワークとして、医療機関や療育

施設等への紹介や連携体制は整備されているが、医療機関や

療育施設等の資源に関して市町村の格差が残る。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 ◎ 

解説 乳幼児健康診査は、健診実施（問診・観察・診察、判定、保健

指導、カンファレンス）及びフォローアップを包括している。

臨床的、社会的、倫理的に許容されるものと言える。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性のある検査はない。乳幼児という対象者の特性上、健診

項目に不安を感じ、対象者が啼泣することはしばしばあるが、

健診項目としては不利益や危険性は最小限である。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 乳幼児健康診査自体の実施に関する体制整備は十分に実施さ
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れている。しかしながら、スクリーニングの精度管理や乳幼児

健康診査データの利活用は、他の法定の健診プログラムより

進んでいない。 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 

解説 法定の乳幼児健康診査は、全額公費負担であり、自己負担の費

用は発生しない。先行研究により、乳幼児健康診査での対象者

1 人あたり予算（年間）は 5000 円～10000 円程度である 1。

公平性とアクセスは担保されている。一方で、３～５カ月児健

診（実施率 99.5%）、９～１２カ月児健診（実施率 81.0%）は

高い実施率となっているが任意健診であり、全国どこでも同

じサービスを受けられるわけではないことについて、日本小

児科学会・日本小児科医会・日本小児保健学会が指摘してお

り、生後１年間に実施する２つの健診の法定化を求めた 2。 

1. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 成育疾患克服等次世代育成基盤研

究 乳幼児健康診査に関する疫学的・医療経済学的検討に関する研究．令和元年度総合研

究報告書 https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/192011/201907019B_upload/

201907019B0003.pdf (参照 2023-03-29) 

2. 週刊保健衛生ニュース 令和 6(2024)年 1 月 15 日第 2241 号 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 △ 

解説 約 50 年継続している実績はあるが、人材確保及び体制整備は

市町村に委ねられているのが現状であり、その実態は明らか

になっていない。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 △ 

解説 健診結果の概要は健診会場にて母子健康手帳に記録される

が、科学的根拠に基づく情報提供について決められた形式は

ない。また、医療機関での精密検査や発達のフォローアップの
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場合、複数の選択肢がない場合もある。対象者の特性上、保護

者が判断することになるが、その保護者の選択が児にとって

最善の選択ではない場合が存在する。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 × 

解説 発達障害やその他の異常の早期発見・早期介入に寄与してい

るが、乳幼児健康診査が上記に寄与したという科学的根拠は

明らかにされていない。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 〇 

解説 費用対効果については現在研究途上にある。3～4 か月児健診

における発育性股関節形成不全スクリーニングについては費

用対効果があることが科学的に確認された 1。 

1.厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 成育疾患克服等次世代育成基盤研

究 乳幼児健康診査に関する疫学的・医療経済学的検討に関する研究．令和元年度総括研

究報告書 https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/192011/201907019A_upload/

201907019A0003.pdf (2023-03-28 閲覧) 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 △ 

解説 定性的に評価する内容に関しては、健やか親子 21（第二次）

等の政策として、内容が変更される場合もある。それ以外で

は、実施は市町村に委ねられているため、健診方法等の変更を

行う場合、科学的根拠に基づいて決定しているか否か、その実

態は明らかになっていない。 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 ◎ 

解説 乳幼児健診で把握された、発達障害、生活習慣、児の体格、虫

歯等は、早期の介入により次のライフステージ（学童期）での

健康問題改善につながる。2024 年 1 月 1 日から 1 か月児健
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診、5 歳児健診も補助の対象となり、より前後のライフステー

ジを考慮した体制となっている。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ◎ 

解説 法定の 1 歳 6 か月児健康診査、3 歳児健康診査では歯科健康

診査が含まれている。市町村によっては、2 歳児を対象として

歯科健康診査を設けている場合もある。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 主に「健やか親子 21（第二次）」に基づいて、事業が展開され

ており、2024 年 4 月 1 日より「成育医療等基本方針に基づく

評価指標等に係る問診項目」が各時期の乳幼児健診問診項目

に含まれる予定である 1。 

1. こ ど も 家 庭 庁 . 「 乳 幼 児 に 対 す る 健 康 診 査 に つ い て 」 の 一 部 改 正 に つ い て ．

https://www.jsog.or.jp/news/pdf/20240130_shuuchiirai5.pdf (2024-05-24 閲覧) 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 健診時に実施される保健指導の機会に教育を行う。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 〇 

解説 自治体が行う乳幼児健診の情報は、2020 年 6 月から自己情報

取得 API（マイナポータル）での取得が開始されている 1。 

1. 厚生労働省. データヘルス改革の進捗状況について．

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/data_rikatsuyou/dai5/siryou2.pdf 

(2023-03-28 閲覧) 

（馬場幸子、谷川果菜美） 
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学校健診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 〇 

解説 学校健診の目的は、学校生活を送るに当たり支障があるかど

うかについて疾病をスクリーニングして健康状態を把握する

役割と、学校における健康課題を明らか にして健康教育に役

立てる役割の２点がある１。日本人の死因や疾病負担の主要な

部分を今や生活習慣病が占めていること、生活習慣病の基盤

となる生活習慣の乱れや病理学的変化は幼小児期にまで遡る

ことが知られるようになり、より早期からの、より根源的な対

策の実施が求められている。しかし、現在の学校健診で実施さ

れる検査項目群は学校生活を送るに当たり支障があるかどう

かに力点が置かれているため、生活習慣病の予防という点で

検査項目の選定は十分とはいえない。検査項目を見直すこと

によって、学校健診は成人期の生活習慣病など公衆衛生上重

要となる疾患の予防にも資する健診となり得る。 

1. 日本学校保健会．児童生徒等の健康診断マニュアル平成 27 年度改訂.  

https://www.gakkohoken.jp/books/archives/187 (参照 2024-05-17) 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 〇 

解説 検査項目は、主に小児期に発生しやすい疾病や障害の早期発

見のために用いられる。また、検査項目の内、身⾧と体重は肥

満の指標としても使用される。小児期の肥満が成人期の高血

圧や動脈硬化の危険因子になるという報告がある 1-3。一方で、

現在の検査項目が将来のうつ、ひきこもり、フレイル、認知症

などの健康事象と関連するかどうかについては、エビデンス

はない。 

1. Reilly JJ, et al. Int J Obes 2011;35:891-898. 

2. Umer A, et al. BMC Public Health 2017, 17(1):683. 

3. Kim J, et al. J Clin Nurs 2017, 26(23-24):3869-3880. 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存
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在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 〇 

解説 身⾧、体重、脊柱 1・胸郭・四肢・骨・関節、視力 2-3、聴力、

心電図、尿の各検査及び診断法は適切で、かつ、科学的知見に

基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することができ

る。 

1. Trobisch P, et al. Dtsch Arztebl Int 2010, 107(49):875-883; quiz 884. 

2. Asare AO, et al. Can J Public Health 2022, 113(2):297-311. 

3. Powell C, et al. Cochrane Database Syst Rev 2005(3):CD005020. 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ○ 

解説 学校健診の対象となる健康事象は広範囲で、心疾患や腎障害

など無症状のものも含まれるが、全ての事象が一概に無症状

とは言えない。生活習慣病に限っては、その発症のほとんどが

成人期にみられるため、学齢期においては成人のそれよりも

無症状である度合いは高い。一方で、学校健診の対象となる児

童・生徒に多い、貧血・起立性低血圧やメンタルヘルスについ

ては無症状とは言えない。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 △ 

解説 学校健診の目的は、学校生活を送るに当たり支障があるかど

うかをスクリーニングして健康状態を把握する役割と、学校

における健康課題を明らかにして健康教育に役立てる役割の

２点がある 1,2。健診対象者は、幼稚園から大学生の園児・児

童・生徒・学生であり、対象集団は明確であるが、この年齢の

集団においては健康事象の発生率が極めて低い。しかし、健診

においては、検診と異なり、必ずしも疾患自体を発見するもの

だけではなく、たとえ陰性であっても健康づくりの観点から

行動変容につなげるという視点がある。つまり、学校健診は保

健教育の観点からも社会的に妥当といえる。しかし、血圧、血

清脂質、血糖等といった生活習慣病予防のための検査項目は

実施されておらず、さらに、思春期以降に現れやすい貧血・起

立性低血圧やメンタルヘルスに関する検査項目も不十分であ
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る。尿検査については、慢性腎臓病の予防に対する小児期の尿

スクリーニングについては推奨している国（日本、台湾、韓

国）と推奨しない国（北米）が存在する 3。また、小児および

青少年における 2 型糖尿病のスクリーニングの利益と害のバ

ランスを評価するには証拠が不十分であるとの報告もある 4。 

1. 今後の健康診断の在り方等に関する検討会: 今後の健康診断の在り方等に関する意見. 

平成 25 年. 

2. 日本学校保健会．児童生徒等の健康診断マニュアル平成 27 年度改訂.  

https://www.gakkohoken.jp/books/archives/187 (参照 2024-05-17) 

3. Hogg RJ, et al. Clin J Am Soc Nephrol 2009;4:509-515. 

4. US Preventive Services Task Force. JAMA 2022, 328:963-967. 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 〇 

解説 検査項目が広範囲にわたり、栄養状態、脊柱・胸郭・四肢、眼

の疾病及び異常、耳鼻咽頭疾患、皮膚疾患、結核、心臓、その

他の疾病及び異常については、着衣のままの診察を強いられ、

また限られた時間における医師の診察に判断を任されてお

り、診断基準が明確と言えず、精度管理及び有効性評価が不十

分である 1。身⾧、体重、視力、聴力、尿については、検査が

簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準

値が設定されている 2。 

1. 日本学校保健会．児童生徒等の健康診断マニュアル平成 27 年度改訂.  

https://www.gakkohoken.jp/books/archives/187 (参照 2024-05-17) 

2. 日本学校保健会．学校検尿のすべて（令和 2 年度改訂） 

https://www.gakkohoken.jp/books/archives/244 (参照 2024-05-17) 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 学校保健安全法および学校保健安全法施行規則による法的根

拠のもとに、数十年以上の実績がある。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 
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評価 △ 

解説 健診の事後措置については学校保健安全法および施行規則で

定められている。しかし、視力、聴力、尿、歯及び口腔の疾患

及び異常、耳鼻咽頭疾患、結核、心臓を除いた、栄養状態、脊

柱・胸郭・四肢、眼の疾病及び異常、皮膚疾患、その他の疾病

及び異常の各検査については、事後措置の対象者の選定方法

が明確でない。さらに、学校健診は日本独自のものであり、健

診と事後措置を含めた効果に関しての科学的根拠はほとんど

ない。 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 要医療者については、各医療機関での治療体制は整えられて

いる。保健指導については養護教諭、栄養教諭、学校医が配置

されているが、教員採用実施状況 1 および衛生行政報告例 2 か

ら推察すると大多数の養護教諭は保健医療系の資格（保健師・

看護師・栄養士）を取得しておらず、また、学校基本調査 3 に

よると栄養教諭は全ての学校に配置されているわけではない

ため、保健指導のような事後措置については、保健医療系の資

格を持ったものが携わる体制が整っているとは必ずしも言え

ない。 

1. 文部科学省. 令和 4 年度（令和 3 年度実施）公立学校教員採用選考試験の実施状況につ

いて. https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/senkou/1416039_00006.html (参照 2024-

05-17) 

2. 厚生労働省. 令和２年衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況. 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/eisei/20/dl/kekka1.pdf（参照 2023-03-13） 

3. 総務省統計局. 政府統計の総合窓口（e-Stat）. https://www.e-stat.go.jp/（参照 2023-

03-13） 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 △ 

解説 学校健診は、学校教育の一環でもあり、健康診断や病気の予防

について、学習指導要領上では小学 3 年生と 6 年生で触れる

ことになっている。しかし、検査項目は修学可能であるかどう
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かの判断を行うための検査に偏重している。また、対象者が発

育期の児童生徒であることを鑑みると、健診結果の活用方法

として、保護者へのアプローチを強化すべきである。また、学

習指導要領の保健教育で求めている内容（生活習慣病予防や

メンタルヘルス）が検査項目に反映されていない。倫理面につ

いては、対象者が未成年であることを鑑みると、健診の同意を

得る方法等について保健教育を強化した上で健診を実施する

などの検討が必要である。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ○ 

解説 採血等の侵襲性のある検査は行っていない。学校健診は 1878

年の開始以来、危険性および身体的・精神的不利益を最小限に

するための議論がなされ、その都度改善されてきた。しかし、

第二次性徴期の児童生徒の診察においては、メンタル面への

配慮が必要である。概ね現時点では、起こり得る身体的及び精

神的不利益を上回る利益を有すると考えられる。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 プログラムは学校保健安全法もしくは学校保健安全法施行規

則に基づいて全国一律で実施されている。また、健診の実施方

法の詳細は児童生徒等の健康診断マニュアルに記載されてい

る 1。しかし、その精度管理については全ての検査項目につい

て十分なされているとは言えない。 

1. 日本学校保健会．児童生徒等の健康診断マニュアル平成 27 年度改訂.  

https://www.gakkohoken.jp/books/archives/187 (参照 2024-05-17) 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 ◎ 

解説 学校保健安全法に基づいて全員が無料で一律に受診してお

り、公平性とアクセスは担保されている。 
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(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 〇 

解説 幼稚園および大学を除く全ての小学校、中学校、高校には養護

教諭が配置されており、同教諭が主となって健診プログラム

を実施している。しかし、多くの学校では養護教諭は一人配置

の体制をとっており、養護教諭には健診以外の業務（保健室の

運営や保健の授業）に携わる必要もあり、各学校の養護教諭だ

けで健診プログラムを実施するのは難しい。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 △ 

解説 学校健診の対象者は未成年であることが多く、検査結果及び

事後措置に関する情報については本人だけでなくその保護者

にも、十分な情報を提供する必要がある。その上での自己選択

権および自律性の確保についての検討が必要である。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 × 

解説 我が国において義務教育期間中は全員が学校健診を受診して

おり、無作為割付比較試験や症例対照研究による直接的証拠

はない。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 費用は学校の設置者が負担（公費負担）し、一人当たり 2000

円～3000 円と推定できる。有効性評価における直接的証拠は

なく、間接的証拠も限られているため、対費用効果の評価は困

難である。 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 △ 
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解説 2016 年の必須検査項目の改訂に当たっては、文部科学省の有

識者会議において議論がなされた 1。しかし、学校健診項目に

関する科学的根拠自体が乏しいため、会議での報告書には科

学的根拠については記載されていない。 

1 文部科学省今後の健康診断の在り方等に関する検討会．今後の健康診断の在り方等に関

する意見（案）． 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/sports/013/shiryo/__icsFiles/afieldfile/20

14/01/14/1343212_01.pdf（参照 2023-05-17, web 上では案のみ公開） 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 × 

解説 検査項目は、成人期に発症する生活習慣病や高齢期のフレイ

ルおよび認知症を見据えたものとしては不十分である。また、

幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、その後のライフス

テージにおける健診・検診との間で情報共有がなされていな

い。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 △ 

解説 幼稚園、小学校、中学校、高等学校においては「歯及び口腔

の疾患及び異常」が検査項目としてほぼ全員が実施されてい

る。しかし、大学においては検査項目から除いてもよいこと

となっており、一部の大学では除かれている。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 × 

解説 高血圧、脂質異常症、糖尿病、心血管疾患の初期病変は小児期

に発症し、成人期にトラッキングすることが報告されている
1-3。しかし、これらの早期発見につながる検査項目は、身⾧、

体重、栄養状態のみであり、血圧や血清脂質、血糖値等の項目

は含まれていない。また、自殺につながるようなメンタルヘル

スに関する検査項目は、児童生徒等の健康診断マニュアル 4 に

おいて健康診断時に注意すべき疾病および異常の一つとして

記載されているのみで、不十分である。 
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1. Reilly JJ, et al. Int J Obes 2011;35:891-898. 

2. Umer A, et al. BMC Public Health 2017, 17(1):683. 

3. Kim J, et al. J Clin Nurs 2017, 26(23-24):3869-3880. 

4. 日本学校保健会．児童生徒等の健康診断マニュアル平成 27 年度改訂.  

https://www.gakkohoken.jp/books/archives/187 (参照 2024-05-17) 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 学校健診は、学校教育の一環でもあり、健康診断や病気の予防

について、学習指導要領に記載されている。しかし、学習指導

要領で求めている教育内容（生活習慣病予防やメンタルヘル

ス）が検査項目に反映されていない。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 △ 

解説 学校健診診断結果について電子化しているのは、公立 26.9%、

私立 12.7%、国立 16.6%である。電子化方法は公立で 85.9%、

国立では 63.3%、私立では 34.6%が養護教諭による入力であ

る。また、私立では 31.7%が入力を外部委託している。現状

では、電子化する余裕がある学校が電子化しているため、全国

でのデータの共有はない 1。 

1. 文部科学省. 学校健康診断情報の PHR への活用に関する検討会（第 1 回）資料. 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/hoken/1370005_00003.htm（参照 2023-03-13） 

 

（甲田勝康、小原久未子） 
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職域健診（一般健康診断） 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 すべての年代の労働者の健康状態を縦断的に把握し、適切な

事後措置を講ずることは公衆衛生上重要である。労働安全衛

生法に基づく定期健康診断（一般健康診断）は、労働者にお

いては疾病の早期発見や健康確保、事業者においては健全な

労働力の確保のため、医師の意見を勘案した上で、就業の可

否、適正配置などを判断するためのものであり、労働災害の

予防にも資する健診である。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 業務の過重負荷が増悪因子となりうる作業関連疾患である

脳・心臓疾患等や生活習慣病等の機序は概ね明らかにされて

おり、発症の危険性が高い期間は数十年に及ぶ。また、検査項

目は対象となる疾患の危険因子あるいは指標として疫学的に

明らかになっている。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 検査や診断に関する科学的知見は蓄積されている。検査所見

について治療や保健指導を早期に実施することにより、疾患

の発症や進行の予防につながることが明らかとなっている。

また、検査所見と産業医等の医師の意見を合わせて就業上問

題となる健康上のリスクファクターを評価し、就業上の措置

を実施することで労働災害の予防にもつながっている。 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 定期健康診断の目的は、作業起因性の健康障害の早期発見や
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労働災害につながりかねない健康上のリスクファクターを早

期に発見し、就業上の措置を実施することである。その対象と

なる高血圧、高血糖、脂質異常、不整脈、貧血、腎機能、結核、

難聴などは、ほとんどの場合無症状であるため、日常生活にお

いては健診を受診しなければ発見することができない。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 〇 

解説 検査の対象集団は常時使用するすべての年代の労働者であ

り、明確である。しかし、医師が必要でないと認める場合、年

齢などにより省略できる検査項目がある。検査の目的は、①作

業起因性の健康障害の把握、②作業関連疾患の有無などの把

握、③適正配置のための健康状態の把握と明確である。社会的

に妥当な検査であるが、近年、高齢労働者が増加しているた

め、高齢者で発生しやすい労働災害予防に有効な検査項目の

検討が必要である。また、20 代、30 代の主たる健康診断は職

域健診であるため、40 歳未満（35 歳を除く）の若年労働者の

省略可能な検査項目（貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、

血糖検査及び心電図検査）が適切であるかの検討は必要であ

る。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 血圧、血液、尿など、簡便かつ安全な検査を中心に整備されて

いる。精度・有効性は⾧年の検査管理で確立しており、基準値

も設定されている。一方、就業上の措置については、産業医等

の医師が、個々の健康状態と仕事の実態を勘案して総合的に

判断するため画一的な基準は設定されていない。 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 すべての労働者を対象とする健康診断は 1947 年の労働基準

法及び旧労働安全衛生規則に規定され 75 年以上の実績があ

る。また、現在の労働安全衛生法では事業者が定期健康診断を

実施する義務を罰則付きで規定しており、検査体制は整備さ
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れている。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 〇 

解説 労働安全衛生法第 66 条に基づいて、診断区分（異常なし、要

観察、要医療等）の判定（判定区分）を健康診断機関の医師等

が行う。有所見者の就業区分(通常勤務、就業制限、要休業)の

判定は産業医等の医師が行う。事業者は医師等の意見を十分

に勘案して、就業上の措置を講ずる。診断区分の判定（判定区

分）は、厚生労働省の特定健康診査１あるいは日本人間ドック

学会の判定区分２を用いている場合と委託健診機関の基準範

囲を採用している場合があり、有所見者の選定は概ね科学的

根拠に基づいて行われている。しかし、保健指導は事業者の努

力義務で必要に応じて行うため実施方法は検討が必要であ

る。また、就業区分の判定は、産業医等の医師が、個々の健康

状態と仕事の実態を勘案して総合的に判断するため科学的根

拠の蓄積が必要である。 

１．厚生労働省．特定健康診査．https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496780.

pdf（参照 2023-03-20） 

２．日本人間ドック学会． 判定区分 2020 年度版．https://www.ningen-dock.jp/wp/wp-c

ontent/uploads/2013/09/963effb15212267cad14f2cf17f2988b-1.pdf（参照 2023-03-20） 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 有所見者については、産業医等との面談や就業上の措置、各医

療機関での治療体制が整えられている。一方で、職域健診の結

果に基づく保健指導は努力義務のため行われていない事業場

もある。さらに、産業医の選任義務のない小規模事業場の労働

者の健康管理については、地域産業保健センターの利用が可

能であるが、30 人以上 50 人未満の事業場では 14.5％、30 人

未満の事業場では 8.2％と十分に利用されていない 1。よって、

小規模事業所における事後措置の実施体制の整備については

検討が必要である。 

１．厚生労働省．令和 3 年労働安全衛生調査（実態調査）．
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https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/r03-46-50.html（参照 2023-03-30） 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 △ 

解説 健診プログラムは、検査診断及び事後措置が包括され、臨床

的、社会的及び倫理的に許容されるものであるが、事後措置と

して実施される保健指導については事業者の努力義務である

ため、教育や生活指導は十分とは言えない。実際に、健康管理

等について医師等の意見を聞いている事業場は 50 人以上の

事業場でも 52％～81％と事業場の規模によって大きなばら

つきが見られ、50 人以下では 33％、30 人未満では 23％であ

る１。また、再検査・精密検査の指示等の保健指導も 50 人以

上の事業場では 80％～93％であるが、50 人以下では 70％台

である１。事業所規模が小さくなるにつれて実施率が低くなっ

ている。 

１．厚生労働省．令和 3 年労働安全衛生調査（実態調査） ．

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/r03-46-50.html（参照 2023-03-30） 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 現在のプログラムは侵襲性のある検査は採血を除いてない。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 各検査の標準化や認証制度の体制は整えられている。また、常

時 50 人以上の労働者を使用する事業場においては、定期健康

診断結果報告書の提出義務があり、モニタリング機能が構築

されている。しかし、常時 50 人未満の労働者を使用する小規

模事業場では定期健康診断結果報告書の提出義務はないた

め、実態把握ができていない。 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され
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ていること。 

評価 ○ 

解説 すべての事業所が雇用したパートを含む週 30 時間以上働く

労働者に対して定期健康診断を義務付けており、費用は企業

が負担することから一定の公平性及びアクセスが保証されて

いるが、週 30 時間未満の労働者に対する健康診断は義務化さ

れていないため検討が必要である。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 〇 

解説 すでに職域における健診プログラムは数十年以上の実績があ

り、民間の健診機関を含め、概ね体制は整備されている。しか

し、産業医の選任義務のない小規模事業場における事後措置

については、人材や組織体制の検討が必要である。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 ◎ 

解説 事業者は受診者全員に所見の有無にかかわらず健康診断の結

果を文書で通知することが義務付けられている（労働安全衛

生法第 66 条の 6）。また、健康診断等の結果、異常の所見があ

ると診断された労働者について、就業上の措置について、３か

月以内に産業医等の医師の意見聴取及びその意見を踏まえた

就業上の措置を実施しなければならない（労働安全衛生法第

66 条の 4）。健康診断の結果については科学的根拠に基づく情

報提供、その結果に対する自己選択および自律性の配慮がな

されている。なお、就業上の措置については、安全配慮義務に

基づいて行われるため、自己選択および自律性は制限される。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 △ 

解説 作業関連疾患の予防や生活習慣病の予防の効果に関する科学

的エビデンスは示されているが、健診結果に基づく就業上の
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措置と労働災害の発生予防や減少の効果に関する科学的エビ

デンスを示した研究はほとんどない。常時 50 人以上の事業場

の令和 3 年の定期健康診断の有所見率は 58.7％で疾患リスク

を抱えた労働者は増加傾向で推移していること 1 から、有所見

者に対する事後措置の検討が必要である。なお、有所見の統一

基準はなく、性・年齢階級別の報告もない。また、50 人未満

の事業場の有所見率は定期健康診断結果報告書の提出義務は

ないため、実態把握ができていない。 

1．厚生労働省．令和 3 年定期健康診断実施結果報告（年次別）． 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?tclass=000001013376&cycle=7&year=20210（参

照 2023-05-24） 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 〇 

解説 労働安全衛生法では、定期健康診断は事業者に実施すること

が義務付けられており、労働者は事業者が行う定期健康診断

を受けなければならない。法律で定期健康診断の実施が義務

付けられている以上、定期健康診断の費用は事業者が負担す

べきという通達が厚生労働省から出されている。しかし、健康

診断は自由診療となるため、事業者は従業員 1 人あたり約

7,000～15,000 円の費用負担が必要となり、従業員数によって

は事業者の負担が大きい。二次検査（再検査・精密検査）の費

用については、事業者が支払うことが望ましいが、受診者が負

担している場合もある。また、30 人未満の小規模事業場では

健康診断の実施率が 90％を下回っている１。その理由のひと

つとして、健康診断を実施する費用が事業者の負担になって

いる。 

1. 厚生労働省．労働者健康状況調査（2012 年）．  

 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/h24-46-50_01.pdf（参照 2023-03-30） 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 △ 

解説 労働安全衛生法に基づく定期健康診断等のあり方に関する検

討会では、労働者の高齢化の進展などの労働者の健康管理を

取り巻く状況の変化、医療技術の進展などを踏まえ、特定健康
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診査のあり方の検討と連携し、労働安全衛生法に基づく定期

健康診断等のあり方について、産業医学の専門家、産業保健に

関わる各団体、経営者団体、労働者団体の関係者の参画を得

て、最新の科学的知見等に基づいて各検査項目の検討を行っ

た 1。この検討結果を踏まえて、厚生労働省は健康診断の診断

項目に関する取扱い、留意事項を通達している。 

１. 厚生労働省．労働安全衛生法に基づく定期健康診断等のあり方に関する検討会報告

書．https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000146412.html（参照 2023-03-30） 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 △ 

解説 前のライフステージ（乳幼児健診や学校健診）とは情報共有が

できていないため、健康事象の考慮はされていない。一方、後

ろのライフステージの健康事象である生活習慣病は、特定健

診と共通の検査項目にすることで考慮しているが、高齢期の

フレイルや認知症については考慮されているとは言えない。

また、特定健診の対象でない 40 歳未満の若年層では省略可能

な検査項目があるため、次のライフステージの健康事象の考

慮は不十分である。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 × 

解説 労働安全衛生法第 66 条第３項では、「有害な業務」に従事す

る労働者に対しては、歯科健康診断の実施を義務付けている

が、それ以外の労働者の歯科検診は義務付けられていない。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 △ 

解説 職域健診は、健康日本 21（第三次）の「生活習慣病の発症予

防・重症化予防」について考慮しているが、「生活習慣の改善

（栄養・食生活、身体活動・運動、休養・睡眠、飲酒、喫煙、

歯・口腔の健康）」については考慮されていない。一方で、「誰

もがアクセスできる健康増進のための基盤整備」では、「必要

な産業保健サービスを提供している事業場の増加」が目標と
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して設定されている。事業場における労働者の健康保持増進

のための指針（THP 指針）では、全労働者の健康状態を把握

するために必要に応じて生活習慣や健康状態のチェックなど

の健康測定を行っているが義務化はされていない。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 健診プログラムとは別に、従事する作業が健康に与える影響

や健康障害を防ぐための労働衛生管理体制、作業環境管理、作

業管理及び健康管理についての正しい理解を深めるために、

全労働者を対象に労働衛生教育が行われている。労働衛生教

育は雇入れ時、作業内容変更時、危険有害業務に就かせる時に

行っている。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 △ 

解説 健診システムが導入されている健診施設では、検査結果の管

理や提出を電子データで実施している。一方で、健診システム

を導入していない医療機関も多く、検査結果についても紙で

提供されることが少なくない。また、結果のフォーマットも標

準化されていない。40 歳以上のデータは保険者を通して国に

報告されるが、40 歳未満のデータは保険者レベルで共有化が

進められており、2024 年 2 月からマイナポータルで結果の閲

覧が可能となったものの、全国レベルでは共有されていない。 

 

（高田礼子、本橋隆子） 
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特定健康診査 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 特定健診は、40 歳～74 歳の人を対象に行う、メタボリックシ

ンドロームに着目した健診で、メタボリックシンドロームと

診断された場合には、特定保健指導を行い、生活習慣の改善に

つなげる。政令上は、内臓脂肪の蓄積に起因する糖尿病、高血

圧、脂質異常症に関する健診を行うこととなっている。しかし

ながら、保健予防活動の現場での運用上は、広く循環器病を中

心とする生活習慣病予防にある。うまく活用することにより、

腎臓病、心不全、認知症、フレイルなど今後高齢化に伴い公衆

衛生上重要となる疾患の予防にも資することが可能な健診で

ある。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 検査項目は、糖尿病合併症や脳卒中・心疾患などの主要な循

環器病との関連が疫学的に明らかとなっている。心不全、認

知症、腎臓病、フレイルなどとの関連や発症機序に関しても

概ね明らかにされており、危険性が高い期間は数十年に及

ぶ。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 検査項目・検査手技は前身の老人保健法に基づく基本健康診

査を概ね引き継いでおり、検査項目や検査手技に関する科学

的知見は蓄積されている。また基本項目のうち高血圧、高 LDL

コレステロール血症、糖尿病については、介入研究による糖尿

病合併症や循環器病発症の予防効果が示されており、早期治

療や保健指導が予防につながることが明らかとなっている。 
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(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 予防の対象となる循環器病や進行した糖尿病合併症は有症状

である。特定健診はこれらの早期発見というよりも、むしろそ

の危険因子に早期介入することを目的としている。主要な危

険因子である高血圧、高血糖、脂質異常、メタボリックシンド

ローム、心房細動などは、ほとんどの場合無症状であり、日常

生活においては健診を受診しなければ発見することができな

い。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 ○ 

解説 40～74 歳の全ての国民が対象であり、実施主体は保険者で実

施義務がある。そのため必須の検査項目やどのような対象者

を特定保健指導の対象とするかが厳密に規定されている。制

度上の規定された（学会の定義と完全に同義ではない）メタボ

リックシンドロームまたはその予備軍と判定された者に特定

保健指導（積極的支援、動機付け支援）が実施される。特定健

診、その後の特定保健指導や受診勧奨による循環器病の予防

効果はあると考えられている。しかしながら、もともとの法的

な目的は医療費適正化（医療費の伸びの抑制）であり、医療費

への効果は今後⾧期的に評価して行く必要がある。また特定

保健指導を肥満者に限定することの意義、年齢や属性に応じ

て検査項目を整理することの是非について、医療費適正化と

疾病予防の両方の観点から検討すべきである。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 血圧、血液、尿、腹囲、安静時十二誘導心電図検査など、簡便

かつ非侵襲的な検査を中心に整備されている。精度・有効性は

⾧年の検査管理で確立しており、基準値も設定されている。し

かし、必須項目である腹囲の基準や取扱いについては、基準設

定から 15 年以上経過しているため今後再検証が必要である。

また早期（75 歳未満）のフレイル予防を視野に入れた検査結

果の取り扱いについて今後議論していく必要がある。 
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(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 腹囲以外の項目は、旧基本健康診査の開始（1983 年）から数

十年以上の実績がある。また腹囲についても 2008 度から開始

され 10 年以上の運用実績があり、検査体制は整備されてい

る。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 ○ 

解説 高血圧、高血糖、脂質異常などの各所見について、各学会で診

療ガイドラインが設定されており 1-3、概ね事後措置の対象の

選定方法は根拠に基づいて確立されている。ただし、メタボリ

ックシンドロームの基準は制定から 15 年以上が経過してお

り、見直しが必要な時期にある。またそれを用いた特定保健指

導の選定基準（階層化）のあり方、健診と特定保健指導を含め

た疾病予防と医療費適正化の効果についての科学的根拠につ

いてはさらなる検証が必要である。 

1. 日本高血圧学会高血圧治療ガイドライン作成委員会. 高血圧治療ガイドライン 2019．

ライフサイエンス出版株式会社，2019，281p． 

2. 日本糖尿病学会. 糖尿病診療ガイドライン 2019. 株式会社 南江堂, 2019, 446p. 

3. 一般社団法人日本動脈硬化学会. 動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年版. 一般社

団法人日本動脈硬化学会, 2022, 210p. 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 基本項目の要医療者については、基本的にどの地域に居住し

ていても医療機関での治療体制は整えられている。保健指導

に関しては、特定保健指導の対象者については整備されてい

るが、メタボリックシンドロームの定義に入らないハイリス

ク者は保険者の義務となっていない。特定保健指導以外の、市

町村の健康増進事業、企業健診の事後指導等でカバーされて

いる部分もあるが、いずれでも対応されていない層が存在す

ると考えられ、従前から体制整備が課題として挙げられてい

る。 
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(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 △ 

解説 臨床的、社会的及び倫理的に許容される点では異論はないと

思われるが、検査診断が中心となっている。教育や事後指導の

観点からは、健診後に実施される特定保健指導については制

度が構築されているが、制度上のメタボリックシンドローム

の対象外の者への保健指導や健康増進に関しての取り組みは

制度化されていない。また、分割実施によって健診受診時の保

健指導も普及しているものの、健診受診後の保健指導に至る

まで時間がかかることや事業そのものへの理解が得られてい

いないため保健指導の受診率が低いのも課題である。特定保

健指導の実施率は全国で 24.6％（R3 年度）と目標の 45％と

は隔たりがある 1。 

1. 厚生労働省. 2021 年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況について. 

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001093812.pdf (参照 2024-01-21) 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 現在のプログラムでは侵襲性のある検査は採血を除いてな

い。特定保健指導の対象（メタボリックシンドローム）となる

ことによるスティグマの問題については、保健指導の実施者

側が理解しておく必要がある。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 各検査について標準化や認証制度の体制が整えられている 1。

特定保健指導を含めて、実施状況報告の項目が法定化されて

おり、モニタリング体制も整備されている 2。 

1.  厚生労働省 健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】.    

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2024-01-21). 

2．厚生労働省保険局⾧．保険者が社会保険診療報酬支払基金に提出する令和６年度以降

に実施した特定健康診査等の実施状況に関する結果について． 
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https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001081427.pdf (参照 2024-01-21). 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 

解説 保険者によって、また検査によっては、料金を科する場合があ

る。しかしながら保険者は特定健診の実施が義務化されてお

り、かつ受診率についても行政的な目標を課せられているた

めなるべく受けやすくする方向に進みつつある。また高齢者

医療確保法第二十一条に労働安全衛生法など他法による健診

の優先原則が定められており、例えば労働安全衛生法の健診

を受けると特定健診を受けることになるため、比較的受診し

やすい状況にある。一方、特定保健指導については勤務中に受

けたり、休業して受けたりする余裕がない者も多く、この点の

格差が問題となる。また受診勧奨後の保険診療については当

然費用と時間がかかるため、この点も経済的事情や就業環境

による格差が生じ得る。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 特定健診については、すでに基本健康診査より数十年以上の

実績があり、民間の健診機関を含め、体制は整備されている。

しかし、特定保健指導については、近年の人材確保にどこも苦

慮しており、スキルの高い保健師、管理栄養士を配置する体制

がとれていない。現在、各保険者で人材育成体制の整備に腐心

している。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 △ 

解説 健診結果は本人に回付されている。また厚労省の「標準的な健

診保健指導プログラム」では、フィードバック文例集が整備さ

れており、最新のエビデンスに基づいた健診結果の情報提供

方法が提示されている 1。しかし、実際の現場で十分活用され
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ているとは言えず、活用についての普及が必要である。 

1.  厚生労働省健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】. 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2024-01-21). 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 循環器病の主要な危険因子に介入することによる予防効果

は、臨床試験や地域介入研究等より科学的エビデンスが示さ

れている。しかし、メタボリックシンドロームに着目した特定

健診・特定保健指導の費用対効果については、さらに検証する

必要がある。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 〇 

解説 基本検査項目のうち血圧測定に関しては、地域における循環

器健診やハイリスク者への受診勧奨（事後措置）を中心とした

予防対策により、住民一人当たりの増分費用（保健事業費、高

血圧治療費、脳卒中治療費を含む）の低下や国保医療費の増加

抑制効果は示されている 1,2。また、特定保健指導について、

参加群の一人当たりの総費用（特定保健指導費用、直接医療費

を含む）の低下が示されている 3。しかし、脂質や血糖値のス

クリーニング、内臓脂肪に着目した健診の費用対効果につい

てはさらに検証する必要がある。 

1. Yamagishi K, et al. J Hypertens 2012; 30: 1874-1879. 

2. Yamagishi K, et al. J Hypertens 2023;41:429-436. 

3. Akune Y, et al. BMJ Open 2024; 14: e072688. 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 △ 

解説 現状では検査の実施頻度に関する科学的根拠は十分でない。

健診の頻度（年 1 回）については、受診者の習慣の観点から

設定されている面がある。数年に 1 度でも効果があるかの検

証は今後の課題である。 
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※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 △ 

解説 後期高齢者健診と一体的に運用されることが多く、ターゲッ

トとする疾患も、後期高齢者に多発する脳卒中や虚血性心疾

患、糖尿病などである。しかしながら、フレイルや認知症、

心不全など、その他の後期高齢者に多発する健康事象につい

て考慮しているとは言えない。また、職域健診との健診項目

に齟齬があるなど、考慮すべき課題がある。さらに 40 歳未

満の若年成人については、健診が法定化されておらず、ライ

フコースの観点からは課題が多い。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 自治体によっては、集団健診に歯科検診を組み込むところも

あるが、制度として位置づけられているわけではない。ただ

し、標準的な質問票には「食事をかんで食べる時の状態はどれ

にあてはまりますか。」の項目があり、回答内容に応じて歯科

医療機関受診の勧奨を推奨している。また、特定保健指導の対

象者に使用することが望ましい質問項目には、「年に１回以

上、歯科の健診を受けていますか。」の項目もあり、年に 1 回

以上の歯科健診の必要性を啓発・勧奨している 1。 

1.  厚生労働省健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】. 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2024-01-21). 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少、特定

健康診査の実施率の向上、特定保健指導の実施率の向上が健

康日本（第三次）の目標に含まれている。また、収縮期血圧や

LDL コレステロール値など特定健診の検査項目が健康日本

21（第三次）の指標に用いられている。高血圧、糖尿病等の生

活習慣病の重症化予防が目的の 1 つであり、健康日本 21（第

三次）における健康寿命の延伸と健康格差の縮小、循環器疾

患、糖尿病、栄養・食生活、身体活動・運動、飲酒、喫煙に対
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する目標と関連する健診制度であると考えられる。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 ○ 

解説 特定保健指導対象者には健康教育が制度化されており、それ

以外についても、情報提供や健診結果に応じた健康教育が市

町村判断で行われている。しかしながら、特定保健指導対象

者以外は、情報提供レベルとしての教育のみである。健診現

場での健康教育も可能な環境にあるが、特定保健指導の分割

実施以外には制度化されていない。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 ◎ 

解説 問診票を含む健診項目のデータ提出様式について、国が電子

的標準様式を設定している¹。ＮＤＢとして利活用する体制が

進められているが、他のデータベースとの突合などの課題が

ある。また、2021 年 10 月からマイナポータルで結果の閲覧

が可能となっている。 

1.  厚生労働省健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】. 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2024-01-21). 

 

（山岸良匡、岡村智教） 
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後期高齢者健診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 後期高齢者健診の実施は、高齢者医療確保法において、後期高

齢者医療広域連合の努力義務として定められている。高血圧、

糖尿病等の生活習慣病の重症化予防に加え、フレイルや、フレ

イル等に関連する老年症候群等の心身機能の低下に伴う疾病

の予防・改善を目的とする。超高齢社会に突入した我が国にお

いて、介護予防や健康寿命の延伸は公衆衛生上重要な健康課

題であり、これらの課題に資する健診でなければならない。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 〇 

解説 脳卒中および心血管病については特定健診における記載と同

様である。認知症、フレイルや老年症候群の発症機序及び経過

に関する科学的根拠が蓄積されつつあるが 1-7、高齢期におけ

る検出方法の確立には至っていない。 

1. Fried LP, et al. J Gerontol A Biol Sci Med Sci 2001; 56: M146-156. 

2. Walston J, et al, J Am Geriatr Soc 2006; 54: 991-1001. 

3. Hoogendijk EO, et al. Lancet 2019; 394:1365-1375. 

4. Inouye, SK et al. J Am Geriatr Soc 2007; 55; 780-791. 

5. Raz L, et al. J Cereb Blood Flow Metab 2016; 36: 172-186. 

6. Reisberg B, et al. Am J Psychiatry 1982; 139: 1136-1139. 

7. Livingston G, et al, Lancet 2020; 396: 413-446. 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 〇 

解説 高血圧、糖尿病、脂質異常症は適切な診断法が存在し、高齢者

においても、それらの治療により脳卒中および心血管病の予

防効果が期待される 1-3。一方、フレイルについて、身体不活

動、低栄養などが関連し 4、栄養＋運動介入などによる改善の
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可能性が報告されているが 5、死亡などの⾧期予後の改善は明

らかになっていない。また、65 歳以上を対象とした科学的根

拠は多いが、75 歳以上での科学的根拠は限られている。 

1. Benetos A, et al. Circ Res 2019; 124:1045-1060. 

2. American Diabetes Association Professional Practice Committee. Diabetes Care 

2022 ;45(Suppl 1): S195-S207.  

3. Kleipool EE, et al. Heart 2020; 106:261-266. 

4. Hoogendijk EOet al. Lancet 2019; 394: 1365-1375. 

5. Han CY, et al. BMJ Open 2020;10: e040146. 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 予防の対象となる循環器病や進行した糖尿病合併症は有症状

であるが、健診の対象となる高血圧、高血糖、脂質異常など

は、ほとんどの場合無症状であり、日常生活においては健診を

受診しなければ発見することができない。フレイルや老年症

候群は緩慢に進行することから、初期においては自覚しにく

い。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 △ 

解説 後期高齢者健診の目的は生活習慣病の重症化予防およびフレ

イルや、フレイル等に関連する老年症候群等の心身機能の低

下に伴う疾病の予防・改善を目指すことであり、明確に設定さ

れている。対象者は後期高齢者医療制度に加入するすべての

国民（被保険者、75 歳以上）で、⾧期入院中や施設入所中の

方などは、病院・施設において健康管理が図られているため、

健康診査の対象者から除かれている。フレイルや老年症候群

等の高齢者特有の健康課題に対する危険因子や介入方法が十

分に確立していないことから、現行の検査が社会的に妥当な

検査かを現時点では判断できない。 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 △ 

解説 血圧、血液、尿、問診など、基本的には特定健診と同様の項目
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（腹囲は医師の判断等により実施）を実施し、簡便かつ非侵襲

的な検査を中心に整備されている 1。精度・有効性は⾧年の検

査管理で確立しており、基準値も設定されている。フレイルや

老年症候群に関しては 2020 年度より後期高齢者質問票が導

入されたが 2、問診票の具体的な活用がみられず、また有効性・

有用性について検証が必要である。 

1. 厚生労働省健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】. 

  https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2023-03-24). 

2. 厚生労働省保険局高齢者医療課. 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版. 

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000557577.pdf (参照 2023-03-30). 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 旧基本健康診査の開始（1983 年）数十年以上の実績があり、

検査体制は整備されている。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 △ 

解説 高齢者高血圧、高齢者糖尿病、高齢者脂質異常症に対するガイ

ドラインは提示されているが 1-3、75 歳以上における事後措置

の対象者の選定方法や実施方法、予防効果の科学的根拠は十

分ではない。特にフレイル、老年症候群の事後措置の選定方

法、実施方法についても科学的根拠が十分ではない。 

1. 日本高血圧学会高血圧治療ガイドライン作成委員会. 高血圧治療ガイドライン 2019．

ライフサイエンス出版株式会社，2019，281p． 

2. 日本糖尿病学会. 糖尿病診療ガイドライン 2019. 株式会社 南江堂, 2019, 446p. 

3. 一般社団法人日本動脈硬化学会. 動脈硬化性疾患予防ガイドライン 2022 年版. 一般社

団法人日本動脈硬化学会, 2022, 210p. 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 生活習慣病の要医療者に対する各医療機関での治療体制は整

備されている。処方薬剤の削減に対する診療報酬はあるが、フ

レイルや老年症候群に特異的な診療報酬はなく、医療体制は
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十分ではない。予防についても科学的根拠が十分ではない。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 △ 

解説 臨床的、社会的及び倫理的に許容される点では異論はないと

考えられるが、フレイル対策に至っていない。科学的根拠に基

づいた後期高齢者の健康状態の総合的な評価方法と事後措置

についての確立が必要である。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性のある検査は採血を除いてない。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 健診項目ごとの標準的な測定方法が定められている 1。精度管

理の実施体制について、健康増進事業実施者は内部精度管理

及び外部精度管理を適切に実施するよう努めることとされて

いるが 2、努力義務であることから、統一された運用の観点に

おいては十分ではない。 

1. 厚生労働省 健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】.    

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2023-03-30). 

2. 厚生労働省. 健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針. 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=78aa6160&dataType=0&pageNo=1 (参照 

2023-03-18) 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 

解説 健診費用は後期高齢者広域医療連合および受診者の負担とな

る。受診者の負担額に対する法令上の規定はなく、保険者に

より無料（全額公費負担）あるいは自己負担を課すかの判断
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がなされている。そのため、経済的困窮を理由に健診を受診

できない、有用な検査を受けられない可能性が考えられる。

また、自治体によっては生活習慣病治療中の者を健診受診の

対象外としている。後期高齢者健診の費用対効果や治療者の

健診受診に対する有効性と併せて検討する必要があるが、少

なくとも受診機会に対する公平性の側面においては課題であ

る。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されており、自

治体が実施する集団健診会場や、自治体・後期高齢者広域連合

が指定する医療機関での個別健診で受診することが可能であ

る。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 △ 

解説 「健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指

針」において、「健康増進事業実施者は、健康診査の実施後で

きる限り速やかに受診者に健康診査の結果を通知すること」

と明記されている 1。循環器病に対しては、「標準的な健診保

健指導プログラム」の「フィードバック文例集」において、最

新のエビデンスに基づいた健診結果の情報提供方法が提示さ

れているが２、75 歳以上に対する保健指導・受診勧奨判定値

および情報提供方法の整理が必要であると考えられる。そこ

に記された情報の妥当性検証に関する基準はなく、担保され

ているとは必ずしもいえない。また、フレイルや老年症候群な

ど後期高齢者において特に重視すべき健康課題に対する情報

提供は十分とは言えず、介護予防事業との連携も含めた活用

方法については課題である。 

1. 厚生労働省. 健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針. 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=78aa6160&dataType=0&pageNo=1 (参照 

2023-03-30) 
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２. 厚生労働省 健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】. 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2023-03-30). 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 △ 

解説 75 歳以上についての科学的根拠は、心血管病予防については

意義があるが、それ以外の認知機能低下、フレイル予防につい

てのエビデンスは十分とは言えず検証が必要である。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 地域における循環器健診やハイリスク者への受診勧奨を中心

とした予防対策により、住民一人当たりの増分費用（保健事業

費、高血圧治療費、脳卒中治療費を含む）の低下や国保医療費

の増加抑制効果は示されているが 1,2、後期高齢者健診単独で

の検証は行われていない。循環器疾患のみならず、認知症や介

護といった高齢者において重視すべき健康課題に対する健診

および事後措置の費用効果も併せて今後検証していく必要が

ある。 

1. Yamagishi K, et al. J Hypertens 2012; 30: 1874-1879. 

2. Yamagishi K, et al. J Hypertens 2023;41:429-436.  

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 △ 

解説 厚生労働省が実施する審議会・検討会や厚生労働科学研究班

等での専門家による検討により、科学的根拠に基づいた議論・

決定がなされている。2020 年度より導入された後期高齢者質

問票は、これまでのエビデンスや回答者への負担、実際の保健

事業を考慮し、15 項目が選定されている１。 

1. 厚生労働省保険局高齢者医療課. 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版. 

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000557577.pdf (参照 2023-03-30). 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 
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評価 ◎ 

解説 前段階のライフステージである中年期から前期高齢期にかけ

て、循環器病やその危険因子である高血圧、糖尿病、脂質異

常症等が増加することを考慮し、特定健診から継続して早期

発見・早期介入による生活習慣病の重症化予防を行うことを

健診の目的の 1 つとしている。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ◎ 

解説 2020 年度より導入された後期高齢者質問票において、口腔機

能に関する質問が 2 項目含まれており、歯科医療機関の紹介

や口腔機能の維持・向上を目的とした介護予防教室等の案内

などの対応方法が紹介されている¹。 

1. 厚生労働省保険局高齢者医療課. 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版. 

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000557577.pdf (参照 2023-03-30). 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 高血圧、糖尿病等の生活習慣病の重症化予防が目的の 1 つで

あり、健康日本 21（第三次）における健康寿命の延伸と健康

格差の縮小、循環器疾患、糖尿病、栄養・食生活、身体活動・

運動、飲酒、喫煙に対する目標に関連する健診制度であると考

えられる。また、健康日本 21（第三次）における高齢者の健

康に関する目標に対しても関連する。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 ○ 

解説 循環器病予防に対しては、健診判定値や受診勧奨、生活習慣の

改善等についての通知や保健指導が実施されており、教育の

観点が含まれる。また、フレイルなどの高齢者特有の健康課題

に対しては、2020 年度より導入された後期高齢者質問票をも

とに本人へフィードバックを行うなど教育ツールとして活用

が期待されている¹。 

1. 厚生労働省保険局高齢者医療課. 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第２版. 

https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000557577.pdf (参照 2023-03-30). 
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（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 ◎ 

解説 問診票を含む健診項目のデータ提出様式について、国が電子

的標準様式を設定している¹。データは国保データベースシス

テム（KDB システム）に含まれている。また、2021 年 10 月

からマイナポータルで結果の閲覧が可能となっている。 

1.  厚生労働省 健康局. 標準的な健診・保健指導プログラム【平成 30 年度版】. 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000496784.pdf (参照 2023-03-30). 

 

（松村拓実、村木功） 
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歯周病検診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 歯周病やう蝕、歯の喪失は極めて有病率が高く、そのため歯科

の受療率は高血圧に次いで多い水準にある 1。疾病別に医療費

を見ても高く、特に 64 歳以下ではがんや循環器疾患をも歯科

疾患の医療費は上回る 2。また口腔の健康は全身の健康にも関

係する 3。 

1. 厚生労働省．2019 年度国民生活基礎調査． 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/20-21.html（参照 2023-03-20） 

2. 厚生労働省．令和元(2019)年度 国民医療費の概況． 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/19/index.html（参照 2023-03-20） 

3. 日本糖尿病学会：糖尿病診療ガイドライン 2019. 

http://www.jds.or.jp/modules/publication/index.php?content_id=4（参照 2023-03-

20） 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 歯周疾患はその発生機序や経過が理解されており、口腔清掃

不良や喫煙といった危険因子も存在する。特に歯周病検診は

早期発見・早期治療の二次予防の色合いが強く、検診での早期

発見が可能であり、リスクや疾患を有する者を要指導・要精密

検査に区分することができる。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 歯周病検診は早期発見・早期治療の二次予防の色合いが強く、

検診でリスクや疾患の発見ができ、保健指導や治療につなげ

れば適切に予防や治療ができる。 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 
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評価 ◎ 

解説 歯周病は自覚症状がないまま進行することが多く、また歯周

病検診で発見される他の歯科疾患も気がつかないことが多

い。そのため 53.8%の者が歯周病（4 ㎜以上の歯周ポケット）

を、30.8％の者が未処置のう蝕を有するように有病率が高い
1。 

1. 厚生労働省．平成 28 年歯科疾患実態調査． 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/62-17.html（参照 2023-03-20） 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 〇 

解説 40 歳、50 歳、60 歳および 70 歳の男女が対象となっている

（ただし自治体により節目検診の対象年齢を増やしている場

合がある）。歯の喪失を予防するためには歯周病検診が不可欠

であり、早期に歯周疾患を発見し、適切な歯科保健指導や歯科

診療が受診できるようにすることが重要である。 

1. 厚生労働省．後期高齢者を対象とした歯科健診マニュアル．

https://www.mhlw.go.jp/content/000410121.pdf (参照 2024-05-17) 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 明確な基準があり、安全である。 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 1995 年度より老人保健事業の総合健康診査の一環として導

入されている。集団実施だけでなく、歯科医療機関での実施も

可能であり、体制は整備しやすい。市町村の歯周病検診の実施

率は 61.3％（平成 27 年）である 1。 

1. 矢田ら．口腔衛生会誌 2018, 68(2):92-100. 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 ◎ 
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解説 要指導、要精密検査の者を健康診査で選定し、指導や受診勧奨

が行われている。歯周病検診マニュアル 20151 をもとに、対

象者を選定し、実施方法が設定されており、基準や実施方法等

は明確である。歯周病検診マニュアル 2015 は改定が検討さ

れている 2。 

1. 厚生労働省．歯周病検診マニュアル 2015. 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/manual2015.pdf

（参照 2023-03-20） 

2. 厚生労働省．歯周病検診マニュアルの見直しについて（１）．

https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/000919270.pdf（参照 2023-03-20） 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 要精密検査の場合の事後措置は歯科医療受診であり、体制は

整備されている。要指導の場合、検診を実施した保健センター

等または歯科医療機関で指導が行われる。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 〇 

解説 診断基準に基づき要指導として保健指導、要精密検査として

受診勧奨をしており、臨床的、社会的及び倫理的に許容される

と考えられる。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性はほとんどなく、時間的拘束以外の危険性・不利益はほ

とんどない。歯周病検診マニュアル 20151 が出されており、

これが精度向上に寄与していると考えられる。一方で、歯周病

健診の受診率は全国平均で 5％に満たない 2。これはプログラ

ム実施体制を考える上で、低い受診率として問題とされるこ

とがある。しかし、過去１年間に歯科検診を受けた者の割合は 

52.9％で経年的に増加している 3。歯周病検診とは別に歯科検

診を受けた者は、歯周病検診を受ける可能性は低いと思われ
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る。プログラムの実施体制を検討する際には、歯周病検診およ

びそれとは別に歯科検診を受けた場合を合わせて考え、両者

のどちらかを全く受けていない者を減らすことを検討してい

くべきであろう。 

1. 厚生労働省．歯周病検診マニュアル 2015． 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/manual2015.pdf

（参照 2023-03-20） 

2. 矢田ら．口腔衛生会誌 2018, 68(2):92-100. 

3. 厚生労働省．平成 28 年「国民健康・栄養調査」の結果．

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177189.html（参照 2023-03-20） 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 歯科医療における基本的な検査項目が検査されており、歯周

病検診マニュアル 20151 が出されている。歯周病検診の受診

率は各自治体ごとに把握され、地域保健・健康増進事業報告 2

で報告されており、人口との割り算で受診率が算出できる。ま

た、歯科検診という点で共通することとして、過去１年間に歯

科検診を受けた者の割合が数年に 1 度把握されている 3。 

1. 厚生労働省．歯周病検診マニュアル 2015． 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10900000-Kenkoukyoku/manual2015.pdf

（参照 2023-03-20） 

2. 厚生労働省．地域保健・健康増進事業報告．https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/32-

19.html（参照 2023-03-20） 

3. 厚生労働省．平成 28 年「国民健康・栄養調査」の結果．

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177189.html（参照 2023-03-20） 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 ○ 

解説 歯周病検診の受診率は 5％以下と低い 1。一方、過去 1 年間に

歯科検診を受けた者の割合は 52.9％と高い 2。自分で歯科受診

した人は、その直後に自治体の歯周病検診を受けない可能性

があり、こうしたギャップが生じていると考えられる。自治体

の歯周病検診と、自分で受けた歯科検診を合わせて「真の歯科
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健診の受診率」を算出し、受診率を管理していく必要がある。

自治体により受診者の費用負担が異なる。また、歯科医療機関

で検診実施する場合、保険者によって検診当日に保険診療が

認められる自治体 3 と認められない自治体 4 があり、認められ

ない場合には患者の受診回数が増え、時間や交通費の面、治療

までに時間がかかるといった不利益を生じさせており、改善

が必要と考えられる。 

1. 矢田部ら．口腔衛生会誌 2018, 68(2):92-100. 

2. 厚生労働省．平成 28 年「国民健康・栄養調査」の結果．

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000177189.html（参照 2023-03-20） 

3. 豊橋市．歯科の健診．https://www.city.toyohashi.lg.jp/2765.htm（参照 2023-03-20） 

4. 相模原市．お口の健康診査．

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kosodate/kenko/1026627/ha/1007302.html（参

照 2023-03-20） 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 平成 7 年度より、歯周病検診は老人保健事業の総合健康診査

の一環として導入されている。集団実施だけでなく、歯科医療

機関での実施も可能であり、体制は整備しやすい。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 ◎ 

解説 治療が必要な者の受診勧奨が主な事後措置であり、自己選択

及び自立性への配慮はなされている。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 ◯ 

解説 治療につながることで歯周病の有病率の低下につながると考

えられる。ただ、自明のことと考えられているため、適切な対

照群を設定した科学的根拠のもとになる研究は少ない。口腔

の健康と全身の健康の研究は多く出版されているが、適切な
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対照群を設定した上で歯周病検診の受診者を追跡して死亡率

の減少を検証するような科学的根拠はない。歯周病検診以外

の歯科検診を受ける者も多いため、検証は適切なデータがな

くては難しい。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 歯周病検診の費用対効果に関する明確なエビデンスはないと

考えられる。 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 △ 

解説 歯周病検診のマニュアルである「歯周病検診マニュアル 

2015」は見直しが検討されている 1。 

1.厚生労働省．歯周病検診マニュアルの見直しについて（１）．

https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/000919270.pdf（参照 2023-3-20） 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 ◎ 

解説 若い時期に多いう蝕や高齢期に多い歯の喪失も把握してい

る。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ◎ 

解説 二次予防は必ず含まれている。一次予防の保健指導を合わせ

て行うこともある。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 歯科受診について考慮されている。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 
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評価 ◎ 

解説 一次予防の保健指導を合わせて行うこともある。 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 〇 

解説 市町村ごとの受診者数は把握されている。また、2022 年 6

月からマイナポータルで結果の閲覧が可能となっている。 

 

（相田潤） 
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後期高齢者歯科健診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 口腔機能の低下はフレイルやサルコペニア、身体機能障害や

死亡のリスクを上昇させると報告されている 1。人口の高齢

化で口腔機能が低下した高齢者が増加している。 

1. Tanaka T, et al. J Gerontol A Biol Sci Med Sci 2018;73:1661-1667. 

 

(二)  対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 口腔機能低下症の治療が保険導入されるなど、口腔機能の低

下への対策が存在する。健診で早期発見して対策に結びつけ

ることが可能である。 

 

(三)  対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 後期高齢者歯科健診は早期発見・早期治療の二次予防から機

能回復の三次予防の色合いが強い。健診により、適切な治療

につなげることができる。 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。  

評価 ◎ 

解説 口腔機能低下は⾧期に慢性的に進行するため、気づきにく

い。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。  

評価 〇 

解説 75 歳以上の年齢層に重要な口腔機能に焦点を置いている。

健診により口腔機能低下症や義歯治療などの歯科医療につな

げることはできると考えられる。 
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(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。  

評価 ◎ 

解説 明確な基準があり、安全である。 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 歯周病検診と同様のスキームで実施しやすい。一方で、要介

護高齢者など健診会場や歯科医療機関に行けない者への対応

が必要である。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同じ。)

の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされているこ

と。 

評価 ◎ 

解説 後期高齢者歯科健診マニュアルに沿って、要指導、要治療・要

精密検査の者を健康診査で選定し、指導や受診勧奨が行われ

ている。 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 要治療・要精密検査の場合の事後措置は歯科医療機関で対応

できる。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、教

育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるものである

こと。 

評価 〇 

解説 診断基準に基づき要指導として保健指導、または要治療・要精

密検査として受診勧奨をしており、臨床的、社会的及び倫理的

に許容されると考えられる。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 
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解説 侵襲性はほとんどなく、時間的拘束以外の危険性・不利益もほ

とんどない。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 口腔機能低下に関する基本的な内容の検査であり、後期高齢

者歯科健診マニュアル 2 が出されている。 

2. 厚生労働省医政局歯科保健課. 後期高齢者を対象とした歯科健診マニュアル. 

https://www.mhlw.go.jp/content/000410121.pdf (参照 2024-05-17) 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証されて

いること。 

評価 〇 

解説 要介護高齢者など健診会場や歯科医療機関に行けない者への

対応が必要である。一方で、歯科訪問診療の場で、後期高齢者

への歯科健診が実施されている場合もある。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 〇 

解説 集団実施だけでなく、歯科医療機関での実施も可能であり、体

制は整備しやすい。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 ◎ 

解説 治療が必要な者の受診勧奨が主な事後措置であり、自己選択

及び自立性への配慮はなされている。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 〇 

解説 オーラルフレイルと死亡の関係 1 が示されているため、その治
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療は死亡率低下に影響すると考えられる。ただし、後期高齢者

歯科健診の受診の有無による死亡率の違いを調べた質の高い

コホート研究は存在しない。後期高齢者の歯科健診は歯科医

療機関でも実施されているため、適切な比較群を設定する研

究が困難な状況が存在する。 

1. Tanaka T, et al. J Gerontol A Biol Sci Med Sci 2018;73:1661-1667. 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 後期高齢者の歯科健診の費用対効果に関する明確なエビデン

スはない。 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 〇 

解説 研究論文に基づいたマニュアルが作られている。 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 ◎ 

解説 より若い世代で多いう蝕や歯周病も考慮されている。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ◎ 

解説 二次予防は必ず含まれている。一次予防の保健指導を合わせ

て行うこともある。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 歯科受診について考慮されている。 

 

（二十二）保健指導や健康保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 ◎ 

解説 一次予防の保健指導を合わせて行うこともある。 
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（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 × 

解説 マイナポータルで結果の閲覧は現在できる状況ではなく、実

施主体である各自治体や保険者がデータをどのように管理し

ているかの詳細は不明である。 

 

（相田潤） 
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肝炎ウイルス検診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 肝炎ウイルス検診は、 肝炎や肝硬変、肝がんの原因の一つで

ある B 型・C 型肝炎ウイルスの血液検査であり、B 型肝炎、

C 型肝炎ウイルス陽性者を早期に発見し、治療につなげるこ

とを目的としている。肝炎ウイルスのキャリア・患者数は B

型が少なくとも約 110-120 万人、C 型は約 90-130 万人と推

定されている 1。肝がんの大部分はウイルス性の慢性肝炎（B

型・C 型肝炎）を母体として発生する 2。肝がんの罹患者数は

男性で５番目、死亡者数では男性で 5 番目に（男女計でも 5

番目）に多いがんであり 3,4、公衆衛生上重要な疾患である。 

1. 厚生労働省．厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）肝炎ウイルス感染

状況の把握および肝炎ウイルス排除への方策に資する疫学研究 令和元年度 報告書 概要. 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/2019/192161/201921003A_upload/201921003A0003.pdf

（参照 2023-03-30） 

2. Enomoto H, J Gastroenterol 2021; 56:158–167 

3. 罹患数：厚生労働省「全国がん登録罹患数・率報告」（2019 年） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000942181.pdf  (参照 2024-05-17) 

4. 厚生労働省．令和３年（2021）人口動態統計（確定数）の概況． 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei21/index.html（参照 2023-03-

30） 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 疾患機序、肝炎ウイルスの感染経路、肝炎発症機序等は明らか

になっており、標準的な治療法や、検査指標も確立している
1,2。Ｂ型肝炎ウイルスは、感染経路によって出生時から成人ま

で年代に限らず感染する可能性があり、またウイルス感染後

の経過も疾患・年代により異なる。Ｃ型肝炎ウイルス感染は、

過去の輸血や注射針の再穿刺が主原因であり、今後新たに感

染する例は少ないが、高齢者を中心に過去に感染した陽性者
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が一定数存在する。 

1. 日本肝臓学会. B 型肝炎治療ガイドライン（第 4 版）. 

https://www.jsh.or.jp/medical/guidelines/jsh_guidlines/hepatitis_b.html（参照 2023-03-

31） 

2. 日本肝臓学会. C 型肝炎治療ガイドライン（第 8.2 版）. 

https://www.jsh.or.jp/medical/guidelines/jsh_guidlines/hepatitis_c.html（参照 2023-03-

31） 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 検査・診断法は確立している。肝炎ウイルス感染状況の早期

発見により治療・介入をすることで、肝がん発生を抑制でき

ることが明らかとなっている 1,2。 

1. 日本肝臓学会. B 型肝炎治療ガイドライン（第 4 版）. 

https://www.jsh.or.jp/medical/guidelines/jsh_guidlines/hepatitis_b.html（参照 2023-03-

31） 

2. 日本肝臓学会. C 型肝炎治療ガイドライン（第 8.2 版）. 

https://www.jsh.or.jp/medical/guidelines/jsh_guidlines/hepatitis_c.html（参照 2023-03-

31） 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 慢性肝炎の初期には肝酵素関連血液指標（AST、ALT、γGTP）

の上昇を認めるのみで、無症状である。末期（肝硬変）になら

ないと、黄疸、クモ状血管腫などの自覚症状が現れない。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 〇 

解説 肝炎ウイルス感染を早期発見し、治療介入につなげるという

目的は明確である。日本はすべての国民が生涯に 1 度（でき

るだけ早期に）の受検が必要としているが、対象集団について

の諸外国の方針とは異なる 1-3。 

1. Centers for Disease Control and Prevention. Screening and Testing Recommendations 

for Chronic Hepatitis B Virus Infection (HBV). 

239



78 
 

https://www.cdc.gov/hepatitis/hbv/testingchronic.htm (参照 2023-5-27) 

2. Centers for Disease Control and Prevention. Testing Recommendations for Hepatitis C 

Virus Infection. https://www.cdc.gov/hepatitis/hcv/guidelinesc.htm (参照 2023-5-27) 

3. National Institute for Health Care and Excellence. Hepatitis B and C testing: people at 

risk of infection. https://www.nice.org.uk/guidance/ph43 (参照 2023-5-27) 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 検査は血液検査によるもので、簡便かつ安全であると言え

る。検査精度、基準値も確立している 1,2。 

1. LSI メディエンス．WEB 総合検査案内（HBs 抗原）．

https://data.medience.co.jp/compendium/detail-05060004.html (参照 2024-05-17) 

2. LSI メディエンス．WEB 総合検査案内（HCV 抗体-Ⅱ）． 

https://data.medience.co.jp/compendium/detail-05060019.html (参照 2024-05-17) 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 保健所、市町村主体の健診や職域健診、妊婦健診、手術前検査

として検査を受ける機会があり、検査体制は整備されている。 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 ○ 

解説 事後措置対象者の選定について、検査結果が陽性の場合、要精

密検査の対象者に設定され、肝臓専門医への受診勧奨が行わ

れる。精密検査として血液検査、腹部エコー検査が行われ 1、

費用は都道府県により助成される。病態に応じた科学的根拠

に基づく診断、その後の標準治療がなされるべく、専門医療機

関の医療提供体制も構築されてきた 2,3。一方で、事後の受診

勧奨に関しては、陽性者の受診率は高くないこと（66.2％、

2012 年）や、検査を受けた 4 人に 1 人が検査結果を正しく認

識していなかったことが報告されており 4、現在の検査後の事

後措置の実施方法が、陽性者を確実に医療機関につなげる設

定となっているかの評価（精密検査の受診率モニタリングな
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ど）が求められる。 

1. 厚生労働省．ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業． 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou/kanen/kangan/kensa.html (参照 2024-05-17) 

2. 日本肝臓学会. B 型肝炎治療ガイドライン（第 4 版）. 

https://www.jsh.or.jp/medical/guidelines/jsh_guidlines/hepatitis_b.html（参照 2023-03-31） 

3. 日本肝臓学会. C 型肝炎治療ガイドライン（第 8.2 版）. 

https://www.jsh.or.jp/medical/guidelines/jsh_guidlines/hepatitis_c.html（参照 2023-03-31） 

4. 海嶋，他. 肝臓. 2016;57:634-648. 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 ウイルス感染が陽性の場合、適切な診断と標準治療へつなぐ

ため、肝炎疾患診療連携拠点病院を中心とした肝疾患診療ネ

ットワークが構築されている 1。また、2015 年度より都道府

県によるウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業とし

て、初回精密検査費用や、肝炎ウイルス感染による慢性肝

炎、肝硬変及び肝がん患者へ定期検査費用の助成がある 2。 

1. 厚生労働省. 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン．

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/03.html (参照 2024-05-17) 

2. 厚生労働省．ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業． 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-

kansenshou/kanen/kangan/kensa.html (参照 2024-05-17) 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 〇 

解説 診断精度も高く、適切な治療法が確立されていることから、臨

床的、社会的及び倫理的に許容される。ただし、肝炎ウイルス

検査の受検者の 7 割は受検を記憶していないことから 1、教育

効果については定かではない。 

1. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 肝炎等克服政策研究「肝炎ウイ

ルス感染状況の把握及び肝炎ウイルス排除への方策に資する疫学研究」（研究代表者：

田中 純子，2019-2021）・令和 2 年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）（分
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担研究者：田中 順子）. https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/202121002A-buntan22.pdf 

(参照 2023-03-31) 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 侵襲性のある検査は採血を除いてない。精神的不利益として

は、肝炎は肝硬変や肝がんの原因になることから、検査結果

に対する不安が生じることが考えられるが、ウイルス性肝炎

患者等の重症化予防推進事業のもと、肝炎治療に関する相談

窓口は各都道府県に設置されており、厚生労働省、国立国際

医療研究センター等のウェブサイトにおいて、肝炎について

平易な説明で情報発信がなされている 1,2。 

1. 厚生労働省．肝炎総合対策推進国民運動事業「知って、肝炎プロジェクト」. 

https://www.kanen.org (参照 2023-03-30) 

2. 国立研究開発法人国立国際医療研究センター．肝炎情報センター．

https://www.kanen.ncgm.go.jp/index.html (参照 2023-03-30) 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 検査の精度管理については、既に確立した検査方法である。 

プログラムの実施体制の評価については、実施主体の都道府

県、市町村、保険者によってそれぞれ実施状況は把握されてい

るが、実施主体間での共有は定かではない。地域保健・健康増

進事業報告として、検査結果は報告されているが、精検受診率

は報告されておらず、適切な事後措置につながっているかは

不明である。また、がん検診と異なり、陽性者フォローアップ

を悉皆的に実施する制度はなく、事後措置の体制は十分では

ない 1。 

1. 海嶋，他. 肝臓. 2016;57:634-648.  

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 
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解説 実施主体（保険者）によって、受診者が支払う検査の費用が異

なる。検査費用は高くても 2500 円程度である。市町村実施で

は本人負担無料が多い。職域実施などの検査機会により本人

負担が生じる場合もある。経済的な理由により受診しない可

能性も考えられる。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 特定健診と同時に実施される他、保健所、医療機関でも実施さ

れており、事後措置も含め、継続的に実施可能な体制が確保さ

れている。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 △ 

解説 検査結果や、受診勧奨に関する情報提供は、科学的根拠に基づ

き、検査の実施主体や都道府県から積極的になされており、自

己選択への配慮はあると言える。しかし、実際のところ肝炎ウ

イルス検査を受検した認識のない者が多く 1,2、適正な情報提

供となっているかは検証が必要である。 

1. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 肝炎等克服政策研究「肝炎ウイル

ス感染状況の把握及び肝炎ウイルス排除への方策に資する疫学研究」（研究代表者：田中 

純子，2019-2021）・令和 2 年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）（分担研究

者：田中 順子）. https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/202121002A-

buntan22.pdf (参照 2023-03-31) 

2. 海嶋, 他. 肝臓. 2016;57:634-648. 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 △ 

解説 肝がんの大部分がウイルス性慢性肝炎から生じていること、

肝炎ウイルス感染者に適切な治療が行われると、肝がん罹患

リスクが減少することは明らかとなっている。しかし、肝炎ウ

イルス検査を検診プログラムとして、罹患率・死亡率の減少に
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ついて評価したものはない 1。 

1. 平成 22 年度がん研究開発費「がん検診の評価とあり方に関する研究」班．肝炎ウイル

ス ･ 肝がん検診エビデンスレポート. 

http://canscreen.ncc.go.jp/evidence/kan_ev_report.pdf（参照 2023-03-30） 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 〇 

解説 C 型肝炎ウイルスの悉皆的なスクリーニングについて、国内

においても費用対効果が良いと報告されている 1。B 型肝炎ウ

イルスの悉皆的なスクリーニングについては国内での検討は

ない。海外では検討されているが、有病率の違いなどにより国

によって費用対効果が一貫しない 2-5。 

1. Nagai K, et al. Hepatol Res. 2020;50:542-556. 

2. Tordrup D, et al. Value Health. 2020;23:1552-1560. 

3. Toy M, et al. Clin Infect Dis. 2022;74:210-217. 

4. Su S, et al. Lancet Glob Health. 2022;10:e278-e287. 

5. Hahné SJ, et al. BMC Infect Dis. 2013;13:181. 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 〇 

解説 実施頻度等については、厚生労働科学研究班等による専門家

による検討が行われている 1-3。 

1. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 肝炎等克服政策研究「肝炎ウイル

ス感染状況の把握及び肝炎ウイルス排除への方策に資する疫学研究」（研究代表者：田中 

純子，2019-2021）．https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/158431 (参照 2024-05-17) 

2. 厚生労働科学研究費補助金 健康安全確保総合研究 医薬品・医療機器等レギュラトリー

サイエンス総合研究「ウイルス検出を目的とした体外診断薬の再評価技術基盤に関する研

究」（研究代表者：浜口 功，2013-2015）．https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/24555 (参

照 2024-05-17) 

3. 厚生労働科学研究費補助金 健康安全確保総合研究 医薬品・医療機器等レギュラトリー

サイエンス総合研究「ウイルス性肝疾患に係る各種対策の医療経済評価に関する研究」（研

究代表者：平尾 智広，2013-2015）．https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/22136 (参照

2024-05-17) 

 

 

244



83 
 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 ― 

解説 感染症であり、前後のライフステージの健康事象は考慮して

いない。ただし、感染経路の点から医療として、「出産時」や

「手術前」などの感染リスクが高い時期にも、検査を受ける機

会が設けられている。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ― 

解説 歯科疾患の予防の観点は含まれない。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 × 

解説 感染症であり、生活習慣病の予防の観点からは区別される。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 △ 

解説 教育の観点は含まれない。ただし、厚生労働省主導で国民への

普及啓発活動は行われている 1。 

1. 厚 生労 働 省 ． 肝 炎総 合 対 策 推 進 国 民運 動事 業 「 知 っ て 、 肝 炎 プ ロ ジ ェ ク ト 」. 

https://www.kanen.org/about/database/（参照 2023-03-09） 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 〇 

解説 2022 年 6 月からマイナポータルで結果の閲覧が可能となって

いるが、実実施主体である各自治体、保険者がデータをどのよ

うに管理しているかの詳細は不明である。 

 

（川内はるな、村木功） 
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骨粗鬆症検診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 骨粗鬆症は骨折リスクの上昇、生活機能や QOL の低下、死亡

率の上昇を惹き起こす。また、高齢社会の進展によりその増加

が予想される。そのため、検診の目的は健康増進法に基づき、

早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆症（主に原発性）を予防す

ることである 1。 

1. 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン作成委員会．骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン

2015 年版. http://www.josteo.com/ja/guideline/doc/15_1.pdf（参照 2023-03-30） 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 骨粗鬆症は、閉経によるエストロゲンの急激な枯渇により、骨

のターンオーバーのバランスが崩れ、骨量の減少と骨質の低

下が急速に進行することで発症する。骨粗鬆症発症の危険性

が高い期間は数十年に及ぶ。骨粗鬆症の標準的な治療法や検

査指標は確立している 1。 

1. 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン作成委員会．骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン

2015 年版. http://www.josteo.com/ja/guideline/doc/15_1.pdf（参照 2023-03-30） 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 検査・診断法に関して科学的知見は蓄積されている。また、骨

粗鬆症およびその予備群をより早期発見・治療を行うことで、

その際の指導により危険因子を除去することや薬物治療を行

うことで骨折予防につなげることができる 1,2。 

1. Shepstone L, et al. Lancet 2018; 391: 741–47. 

2. Rubin KH, et al. Osteoporosis International 2018;29:567–578. 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 
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評価 ◎ 

解説 骨粗鬆症そのものは無症状である。骨折を生じない限り、疼痛

などの自覚症状が現れない。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 ○ 

解説 40 歳、45 歳、50 歳、55 歳、60 歳、65 歳及び 70 歳の女性が

対象である。閉経によるエストロゲンの急激な枯渇により、閉

経後 10 年間で骨量は著しく減少するため、閉経年齢の女性を

対象としている点は妥当である。ただし、骨粗鬆症検診受診率

は全国平均で 5.0％程度と低く 1、また節目年齢のみでの実施

でよいか検討の余地がある。 

1. 厚生労働省．平成 29 年度地域保健・健康増進事業報告の概況. 

 https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/c-hoken/17/dl/kekka2.pdf (参照 2023-03-30) 

 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 検査方法には DXA 法、MD 法（CXD,DIP)、超音波法がある。

市区町村では簡便性や放射線被ばく等を考慮して、多くの施

設で超音波法を採用している ¹。超音波法によるスクリーニ

ングでは、骨粗鬆症の診断基準よりも正常に近い基準値が設

定されている。 

1. Yamauchi H, et al. J Bone Miner Metab 2010;28:60-7. 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 ◎ 

解説 1995 年度より老人保健事業の総合健康診査の一環として導

入されており、検査体制は整備されている。2020 年度時点で

59.5%（1031/1737）の市区町村が骨粗鬆症検診を実施してい

る 1。 

1.  厚生労働省. 令和２年度地域保健・健康増進事業報告の概況． 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/c-hoken/20/dl/R02gaikyo.pdf（参照 2023-03-

30） 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同
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じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 ○ 

解説 診療ガイドラインが設定されており、事後措置の対象の選定

方法は根拠に基づいて確立されている。ただし、事後措置の実

施方法については確立されているが、事後措置に関する評価

（精検受診率等）はされていない。 

1.骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン作成委員会 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン

(2015 年)．http://www.josteo.com/ja/guideline/doc/15_1.pdf （参照 2023-03-30） 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 ○ 

解説 要精検と区分された者に対しては医療機関において精密検査

受けるよう指導される。医療機関との連携体制は整備されて

いる。要指導と区分された者に対しては保健指導が行われる 

1。 

1. 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン作成委員会 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン 

(2015 年)．http://www.josteo.com/ja/guideline/doc/15_1.pdf（参照 2023-03-30） 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 ○ 

解説 検査診断は簡便かつ非侵襲であり、事後措置の保健指導によ

り教育効果が期待されることから、臨床的、社会的及び倫理的

に許容されている。しかし、保健指導の実施率は 50％程度で

ある。 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 ◎ 

解説 超音波法では侵襲性のある検査はない。DXA 法の場合には

低線量であるが、被ばくの危険性がある。 

 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 
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評価 △ 

解説 検査法により誤差はあるが標準化や認証制度の体制が整えら

れている。ただし、市区町村で多く導入されている超音波法

は骨折リスク評価には有効であるが、骨粗鬆症の診断基準に

合致する評価は行えない 1。また、事後評価やモニタリング

を行う仕組みがなく、適切に運用されているかの判断が困難

である 2。 

1. 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン作成委員会 骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン

(2015 年)．http://www.josteo.com/ja/guideline/doc/15_1.pdf（参照 2023-03-30） 

2. Hans D, Baim S. J Clin Densitom. 2017;20(3):322-333. 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 〇 

解説 検診費用は一人当たり 6,000 円程度で、保険者や検査項目に

よって料金は変動する。市町村実施の場合、一部自己負担とな

る。自己負担額は市町村によって異なり、300 円～1500 円程

度である。そのため経済的理由で受検出来ない可能性がある。

また、節目年齢のみが対象となっているため、その年に受検で

きなかった場合には受検機会を補完できない。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 健診と一緒に検査を実施される他、保健所、医療機関でも実施

されており、事後措置も含め、継続的に実施可能な体制が確保

されている。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな

されていること。 

評価 △ 

解説 健診結果は検査当日に本人に返却されることが多い。スクリ

ーニングの基準はあるものの、結果に関して統一された記述

方法はなく、妥当性検証に関する基準もないため、事後措置の

科学性が担保されているとはいえない。結果回付後の自己選
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択や自立性については特に制限はない。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 × 

解説 骨粗鬆症検診（及びその後の受診勧奨）の実施による骨粗鬆症

有病率、骨折発生の減少に関する科学的根拠は十分ではない。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 モデルに基づく費用対効果分析により、5 年に 1 回の検診機

会により、60 歳以上の女性、飲酒・喫煙などのリスクがある

55 歳以上の女性では 1QALY 改善当たりの費用が$50000 を

下回り、費用対効果が高いことが報告されている¹。現在、40

歳から実施されており、受診者の 4 割が 55 歳以下であること

から、費用対効果が妥当でない可能性がある。 

1. Yoshimura M, et al. Osteoporos Int 2017;28:643–652 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 〇 

解説 厚生労働科学研究班等により専門家による検討が行われてお

り、根拠に基づいた評価がなされている 1-3。 

1. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病

対策総合研究「骨粗鬆症の予防及び検診提供体制の整備のための研究」（研究代表者：田

中 栄，2019-2021）．https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/156631 (参照 2023-03-07) 

2. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 ⾧寿科学総合研究「尿マーカーを

用いた骨粗鬆症検診の有用性の検証と骨折予防効果に関する研究」（研究代表者：新飯田 

俊平，2012-2013）．https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/21034 (参照 2023-03-07) 

3. 厚生労働科学研究費補助金 疾病・障害対策研究分野 ⾧寿科学総合研究「骨粗鬆症の尿

スクリーニング検査の費用対効果に関する研究」（研究代表者：新飯田 俊平，2009-2011）．

https://mhlw-grants.niph.go.jp/project/18546 (参照 2023-03-07) 

 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三） 

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。 

評価 △ 
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解説 骨粗鬆症の好発年齢よりも早い年齢で検診対象となっている

点は、早期対策の観点が含まれているとも評価できる。検診対

象年齢以下に対して、検診に関する教育や指導は実施してい

ない。高齢者(70 歳以上)の積極的受診勧奨については、課題

となっている。 

 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。 

評価 ― 

解説 含まれていないが、特に問題はない。 

 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 健康日本 21（第三次）より骨粗鬆症検診受診率が目標に掲げ

られた。また、健康増進事業実施要領（その他の留意事項）に

おいて、「骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実

施により健康自立への意識を高揚させ、実践へ結びつけるこ

とにより快適な高齢期を迎えることを目的とするものであ

り、さらに必要に応じて生活習慣の改善を行うことが生活習

慣病の発症予防及び重症化予防を進める上で重要であること

から、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業や介護

予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等

が継続して行われるよう配慮する。」との記載があり、生活習

慣の改善や生活習慣病の予防を促進する機会として、考慮さ

れている。 

 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。 

評価 〇 

解説 健康増進事業実施要領（その他の留意事項）1 において、「骨粗

鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自

立への意識を高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な

高齢期を迎えることを目的とするものであり、さらに必要に

応じて生活習慣の改善を行うことが生活習慣病の発症予防及

び重症化予防を進める上で重要であることから、健康教育、健

康相談及び訪問指導等他の保健事業や介護予防事業等と有機

的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われ
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るよう配慮する。」との記載があり、生活習慣の改善や生活習

慣病の予防を促進する機会として、考慮されている。現場では

結果返却と共に指導がなされている可能性があるが、骨粗鬆

症検診・保健指導マニュアル 2 においては、生活習慣病予防の

視点はほとんど含まれておらず、実施要領と現場対応との乖

離が疑われる。 

1. 厚 生 労 働 省 ． 健 康 増 進 事 業 実 施 要 領 ． https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-

10901000-Kenkoukyoku-Soumuka/14.pdf (参照 2024-05-22) 

2．福永仁夫，細井孝之．骨粗鬆症検診・保健指導マニュアル．ライフサイエンス出版，2009，

70p． 

 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。 

評価 〇 

解説 2022 年 6 月からマイナポータルで結果の閲覧が可能となって

いるが、市町村が保有しているデータの管理方法は不明であ

る。 

 

（岡本華奈、村木功） 
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がん検診 

(一) 対象とする健康に関連する事象(以下「健康事象」という。)が公衆衛生上重要な

課題であること。 

評価 ◎ 

解説 がんは 1981 年以降死亡原因の第１位であり、がんによる死亡

者数は年間 30 万人を超える状況である。検診による早期発

見、早期治療が可能であり、今後のがん死亡数を減少させるた

めには重要な位置づけである。 

 

(二) 対象とする健康事象の機序及び経過が理解されており、当該健康事象が発生する

危険性が高い期間が存在し、検出可能な危険因子及びその指標が存在すること。 

評価 ◎ 

解説 がん検診は、受診対象年齢の下限が設定されている。ただし、

多くの諸外国は受診年齢の上限を設けているが、日本では設

けていない。 

 

(三) 対象とする健康事象又は検出可能な危険因子に対して適切な検査及び診断法が存

在し、かつ、科学的知見に基づいた効果的な治療及び介入を早期に実施することによ

り、より良好な予後をもたらすことを示す科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 検査・診断方法については、各がん検診のガイドライン 1 に基

づき適切な方法に基づき実施されている。早期発見による死

亡率減少効果が示されている検診である。 

1. 国立がん研究センター社会と健康研究センター検診研究部．がん検診ガイドライン． 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/list.html  (参照 2023-05-28) 

 

(四) 対象となる健康事象について原則として無症状であること。 

評価 ◎ 

解説 がん検診は、症状のない人が対象である。検診対象となるがん

を早期発見するために行われる。 

 

(五) 検査の目的と対象集団が明確であり、社会的に妥当な検査であること。 

評価 ◎ 

解説 がん検診は、スクリーニングによりがんを早期発見し、適切な
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治療を行うことでがんによる死亡を減らすことが目的であ

る。また、がん検診には不利益（デメリット）もあるため、症

状のない人が受けたときに利益（メリット）が不利益を上まわ

る検診の受診勧奨を推奨している。 

 
 

(六) 検査が簡便かつ安全であり、精度及び有効性が明らかで、適切な基準値が設定さ

れていること。 

評価 ◎ 

解説 5 がん検診すべてにおいて、簡便かつ安全な検査が実施され

ている。ただし、精密検査においては検診方法によっては被験

者の苦痛は伴うことはある。精度・有効性は確立しており、基

準値も設定されている。 

 

(七) 検査を実施可能な体制が整備されていること。 

評価 〇 

解説 自治体検診については、健康増進法に基づいて厚生労働省が

定める予防指針 1 に従って全国で実施されており、検査体制は

整備されている。一方、職域で行われるがん検診は、法的根拠

がないため、実施体制は把握されていない。 

1. 厚生労働省健康局．がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（健発第

0331058 号平成 20 年 3 月 31 日厚生労働省健康局⾧通知別添）． 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001073510.pdf (参照 2023-05-28) 

 

(八) 事後措置(健康診査の結果等を踏まえた精密検査、保健指導等をいう。以下同

じ。)の対象者の選定及び当該措置の実施方法の設定が科学的根拠に基づきなされてい

ること。 

評価 △ 

対象年齢 受診間隔 検査方法 備考 

乳がん検診 40 歳以上 1 回/2 年 乳房 X 線検査（マンモグラフィ検査）

子宮頸がん検診 20 歳以上 1 回/2 年 視診、細胞診検査および内診 

大腸がん検診 40 歳以上 1 回/1 年 便潜血検査

肺がん検診 40 歳以上 1 回/1 年 胸部Ｘ線検査、喀痰細胞診 

40 歳以上 1 回/2 年 胃部Ｘ線検査 

50 歳以上 1 回/2 年 胃部Ｘ線検査または胃内視鏡検査

対象年齢の上限なし 

胃がん検診 
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解説 自治体検診については、5 がん別の有効性評価ガイドライン
1 により、各がん検診の死亡率減少効果について評価されて

おり、それに基づいて厚生労働省の予防指針 2 が設定されて

いる。一方、職域健診、人間ドックでは、予防指針に従う義

務がないため、判定区分が統一されておらず、事後措置の実

施状況も把握されていない。 

1. 国立がん研究センター社会と健康研究センター検診研究部．がん検診ガイドライン． 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/list.html (参照 2023-05-28) 

2. 厚生労働省健康局．がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（健発第

0331058 号平成 20 年 3 月 31 日厚生労働省健康局⾧通知別添）． 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001073510.pdf (参照 2023-05-28) 

 

(九) 事後措置を実施可能な保健医療体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 自治体検診では、事後措置を実施する保健医療体制が整備さ

れており、地域保健事業報告を通じて精検受診率、がん発見

率等が厚労省に報告されている。一方、職域検診、人間ドッ

クの事後措置に関する実態は把握されていない。 

 

(十) 健診及び検診に関するプログラム(以下「健診・検診プログラム」という。)は、

教育、検査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に許容されるもので

あること。 

評価 △ 

解説 予防指針に定めるがん検診に関するプログラムは、教育、検

査診断及び事後措置を包括し、臨床的、社会的及び倫理的に

許容されるものと評価されるが、職域検診、人間ドックを含

んだ全国を統一するプログラムとなっていない。また、がん

検診の受診率の向上に関する対策が急務である 

 

(十一) 健診・検診プログラムは、危険性を最小限にするための質の保証がなされてお

り、起こり得る身体的及び精神的不利益を上回る利益があること。 

評価 〇 

解説 がん検診は、起こりうる身体的および精神的不利益と死亡減

少等の利益とのバランスが有効性ガイドライン 1 の段階で評

価されており、利益が不利益を上回るがん検診が予防指針 2

で推奨されている。乳がん検診のマンモグラフィ検査、子宮
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頸がん検診の細胞診、大腸がん精密検査の腸内視鏡検査で

は、侵襲的な処置を伴うが、身体的及び精神的不利益を上回

る利益がある。 

1. 国立がん研究センター社会と健康研究センター検診研究部．がん検診ガイドライン． 

http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/list.html (参照 2023-05-28) 

2. 厚生労働省健康局．がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（健発第０３

３１０５８号平成２０年３月３１日厚生労働省健康局⾧通知別添）． 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001073510.pdf (参照 2023-05-28) 

(十二) 健診・検診プログラムの適切な運用(モニタリング、精度管理等を含む。)を実

施する体制が整備されていること。 

評価 △ 

解説 自治体検診では、地域保健事業報告を通じて精検受診率、が

ん発見率等が厚労省に報告される等、がん検診プログラムを

適切に運用する実施体制が整っている。一方、職域検診、人

間ドックでは整備されていない。 

 

(十三) 健診・検診プログラムの公平性及びアクセスが対象集団全員に対して保証され

ていること。 

評価 ○ 

解説 自治体検診では、健康増進法に基づき、規定年齢に達した者

は受診可能である。ただし、自治体により費用負担が異なる

ため公平性が保たれていない。また、受検医療機関も自治体

と地区医師会と決定されており、アクセスや曜日・時間帯等

から受検が難しい対象も存在する。職域検診では、企業によ

って実施状況はさまざまである。 

 

(十四) 健診・検診プログラムを継続して実施可能な人材及び組織体制が確保されてい

ること。 

評価 ◎ 

解説 自治体検診では、健康増進法により自治体が主導となり、専

門職による検診や事後指導体制が整備されている。職域検診

や人間ドックの実施は、専門病院等で行われていることが多

く、検査のための人材は確保されている。 

 

(十五) 健診・検診プログラムの対象者に対し、検査結果及び事後措置に関する科学的

根拠に基づく情報が提供され、当該情報を得た上での自己選択及び自律性への配慮がな
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されていること。 

評価 △ 

解説 自治体検診では、検診受診勧奨の際に、検査の対象、方法、検

査結果判定、精密検査について説明がある。職域検診では、労

働安全衛生法に基づく法定検診（受診義務あり）と同時に実施

される場合が多く、自己選択及び自律性への配慮が不十分な

場合もある。しかし、受診率が低いため形骸化しており、さら

なる受診勧奨が必要である。 

 

(十六) 健診・検診プログラムを実施することによる死亡率又は有病率の減少効果に関

して質の高い科学的根拠があること。 

評価 ◎ 

解説 質の高い科学的根拠に基づいて死亡率減少効果が示されたが

ん検診のみを、予防指針により推奨している。しかし、受診率

向上のためには、受診しない者を含めた検証が必要である。 

 

(十七) 健診・検診プログラムに要する費用が社会的に妥当であること。 

評価 △ 

解説 各種がん検診の被験者費用負担は自治体により異なる。費用

対効果は、諸外国においては大腸がん、乳がん、子宮頸がんの

検診効果が報告されている。例えば、U.S Preventive Services 

Task Force では大腸がんの根拠文献が示されている 1。 

1. U.S Preventive Services Task Force. Colorectal Cancer: Screening. 

https://www.uspreventiveservicestaskforce.org/uspstf/recommendation/colorectal-cancer-

screening#tab1 (参照 2023-05-28) 

 

(十八) 健診・検診プログラムに関し、実施頻度、検査感度等に影響を与える検査手法

の変更をする場合には、科学的根拠に基づく決定を行うこと。 

評価 ○ 

解説 がん検診の検査手法、対象年齢、受検間隔を変更する場合に

は、科学的根拠に基づいた有効性ガイドライン 1 における評価

の結果、推奨となったもののみが、予防指針として採用される

プロセスが確立している。ただし、国内における検診開始年

齢、終了年齢、頻度のエビデンスは明示されていない。がん検

診を受診していない者の予後評価も必要である。 

1. 国立がん研究センター社会と健康研究センター検診研究部．がん検診ガイドライン． 
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http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/list.html  (参照 2023-05-28) 

※本研究班で新たに追加した 5 つの要件（十九～二十三）

（十九）前後のライフステージの健康事象を考慮していること。

評価 × 

解説 検診対象年齢以下に対して、検診に関する教育や指導は実施

していない。高齢者(70 歳以上)の積極的受診勧奨については、

課題となっている。 

（二十）歯科疾患の予防の観点が含まれていること。

評価 ― 

解説 含まれていない。 

（二十一）健康日本 21（第三次）や成育医療等基本方針（第 2 次）の目標が考慮されて

いること。 

評価 ◎ 

解説 がんに関する一次予防として、喫煙対策、身体活動、栄養・食

生活や感染症対策が挙げられている。がん検診(二次予防）の

受診率の向上が目標設定されている。 

（二十二）保健指導や健康教育の観点が含まれていること。

評価 〇 

解説 検診はがんの早期発見早期治療を目的としており、検診や事

後措置に教育の観点が含まれているわけではない。しかしな

がら、がん対策基本計画第 3 期では、平成 26(2014)年度より

「がんの教育総合支援事業」によりがん教育を展開している。

同計画第 4 期計画においても、学習指導要領に対応したがん

教育の推進が設定されている。 

（二十三）データがデジタル化されていて、全国で共有されていること。

評価 〇 

解説 地域保健・健康増進事業報告に基づき、全国がん検診実施状況

が報告されている。また、2022 年 6 月からマイナポータルで

結果の閲覧が可能となっている。 

（小松雅代、祖父江友孝） 
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令和 6 年 2 月 6 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   永田 恭介        

 
   次の職員の令和 5 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                           

２．研究課題名 我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究                                            

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学医療系・教授                                

    （氏名・フリガナ）  山岸 良匡  （ヤマギシ カズマサ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 筑波大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ６年 ２月 ５日 

厚生労働大臣 殿 

  機関名 国立大学法人東京医科歯科大学 

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名  田 中 雄 二 郎 

次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業  

２．研究課題名 我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院医歯学総合研究科 ・ 教授

（氏名・フリガナ）  相田 潤 ・ アイダ ジュン 

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針（※

3）
■ □ ■ 東京医科歯科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施

に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：   ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：     ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：   ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ６ 年 ２ 月 ７ 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立研究開発法人 
                                 国立国際医療研究センター 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名   國土 典宏         
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                       

２．研究課題名 我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 国際医療協力局・グローバルヘルス政策研究センター・センター長                                 

    （氏名・フリガナ） 磯 博康・イソ ヒロヤス                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 







令和６年３月２９日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立循環器病研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 大津 欣也  
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                        

２．研究課題名   我が国における公衆衛生学的観点からの健康診査の評価に資する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 健診部・特任部長                                 

    （氏名・フリガナ） 小久保 喜弘（コクボ ヨシヒロ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 










